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はじめに 

島根県では、原子力発電所に関係する専門家を島根県原子力安全顧問（以下、「顧

問」）として委嘱し、島根県原子力安全顧問会議（以下、「顧問会議」）や島根原子力

発電所周辺環境安全対策協議会などで、原子力発電に係る諸課題について、意見を

聴いています。 

顧問会議では、平成 25 年の新規制基準適合申請の段階から審議を開始しました

が、当初は全ての顧問を対象に審査状況を定期的に情報提供し、それに対する意見

を聴取する形で進めてまいりました。 

令和２年度からは、原子力規制委員会における島根原子力発電所２号機の新規制

基準適合性審査の進捗状況を踏まえ、顧問会議に小会議を設け、各顧問の専門的見

地からより詳細な意見を聴くこととしました。 

国際原子力機関によれば、原子力発電所の安全対策は、様々な対策を重ねて行い、

仮に前段の対策が上手くいかなくても安全が確保できるようにするという「深層防

護」の考え方に基づき行うこととなっており、放射性物質が放出された場合の避難

計画についても、その第５層として位置づけられています。このことから、小会議

は「自然災害対策」、「原子炉施設の安全対策」、「避難対策」の３つのテーマで設け

ています。 

「自然災害対策」と「原子炉施設の安全対策」の小会議では、原子力規制委員会

による島根原子力発電所２号機の審査上の論点や審査では扱われていませんが県

として特に必要と考える項目を対象とし、「避難対策」の小会議では、住民の避難計

画における課題等を対象としています。 

それぞれの小会議で出された意見の内容については、全ての顧問で構成する顧問

会議の場でも取り上げ、各小会議に属さない顧問の視点からも意見を聴いています。 

本書は、これまでの顧問会議における各顧問からの意見を整理し、意見集とし

て取りまとめたものです。 

なお、顧問会議は、各顧問の専門分野から幅広い意見を聴くことを目的としてお

り、意見の収斂は行わないこととしています。このため、本書に掲載した意見につ

いては、顧問会議としての結論を記したものではありません。 
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１．顧問会議開催実績（島根原子力発電所２号機の新規制基準適合性審査に関わる

もの） 

回数 開催日 主な内容 
出席顧問 

（五十音順） 

1 
平成 25 年 

12 月 7 日 

<平成 25 年度第１回> 

・島根原子力発電所２号機の新規制基 

準適合性確認申請について 

９名 

（片桐顧問、勝田顧問、 

釜江顧問、齊藤顧問、 

佃顧問、長岡顧問、 

野田顧問、吉川顧問、 

渡部顧問） 

2 
平成 26 年 

5 月 28 日 

<平成 26 年度第１回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機の適合性確認

審査に係る島根県の対応状況 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

６名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

芹澤顧問、長岡顧問、 

野田顧問、吉川顧問） 

3 
平成 26 年 

6 月 5 日 

<平成 26 年度第１回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機の適合性確認

審査に係る島根県の対応状況 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

５名 

（内田顧問、片桐顧問、 

勝田顧問、佃顧問、 

渡部顧問） 

4 
平成 26 年 

11 月 12 日 

<平成 26 年度第２回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

６名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 杉本顧問、芹澤顧問、 

長岡顧問、吉川顧問） 

5 
平成 26 年 

11 月 13 日 

<平成 26 年度第２回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

６名 

（片桐顧問、勝田顧問、 

 佃顧問、野口顧問、 

伴顧問、渡部顧問） 

6 
平成 27 年 

3 月 11 日 

<平成 26 年度第３回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根県における原子力防災対策の現状 

７名 

（内田顧問、片桐顧問、 

勝田顧問、長岡顧問、 

二ノ方顧問、野口顧問、

伴顧問） 

7 
平成 27 年 

3 月 12 日 

<平成 26 年度第３回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根県における原子力防災対策の現状 

５名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

杉本顧問、野田顧問、 

吉川顧問） 

8 
平成 27 年 

7 月 14 日 

<平成 27 年度第１回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

６名 

（太田顧問、釜江顧問、 
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合性に係る審査状況 杉本顧問、芹澤顧問、 

野田顧問、吉川顧問） 

9 
平成 27 年 

7 月 22 日 

<平成 27 年度第１回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

５名 

（内田顧問、片桐顧問、 

長岡顧問、野口顧問、 

渡部顧問） 

10 
平成 27 年 

11 月 19 日 

<平成 27 年度第２回> 

・島根原子力発電所低レベル放射性廃棄

物のモルタル充填に用いる流量計問題 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

９名 

（内田顧問、片桐顧問、 

杉本顧問、芹澤顧問、 

長岡顧問、野口顧問、 

野田顧問、吉川顧問、 

渡部顧問） 

11 
平成 28 年 

5 月 20 日 

<平成 28 年度第１回> 

・島根原子力発電所低レベル放射性廃棄

物のモルタル添加水流量計の校正不備

について 

・島根原子力発電所１号機廃止措置計画

認可申請の概要 

・島根原子力発電所２号機特定重大事故

等対処施設および所内常設直流電源設

備（３系統目）の概要 

・島根原子力発電所２号機新規制基準へ

の適合性審査の状況 

７名 

（片桐顧問、勝田顧問、 

芹澤顧問、長岡顧問、 

野田顧問、吉川顧問、 

渡部顧問） 

12 
平成 28 年 

10 月 24 日 

<平成 28 年度第２回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根原子力発電所１号機廃止措置計画

に係る審査状況 

８名 

（内田顧問、片桐顧問、 

勝田顧問、草間顧問、 

杉本顧問、佃顧問、 

野口顧問、渡部顧問） 

13 
平成 28 年 

10 月 25 日 

<平成 28 年度第２回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根原子力発電所１号機廃止措置計画

に係る審査状況 

５名 

（岩田顧問、芹澤顧問、 

長岡顧問、野田顧問、 

吉川顧問） 

14 
平成 29 年 

10 月 12 日 

<平成 29 年度第２回（関東地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根原子力発電所１号機の廃止措置の

状況 

・島根県の原子力安全・防災対策の取組状

況 

９名 

（内田顧問、片桐顧問、 

勝田顧問、草間顧問、 

杉本顧問、佃顧問、 

長岡顧問、野口顧問、 

渡部顧問） 
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15 
平成 29 年 

10 月 13 日 

<平成 29 年度第２回（関西地区）> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根原子力発電所１号機の廃止措置の

状況 

・島根県の原子力安全・防災対策の取組状

況 

５名 

（太田顧問、釜江顧問、 

芹澤顧問、野田顧問、 

吉川顧問） 

16 
平成 30 年 

3 月 14 日 

<平成 29 年度第３回> 

・島根原子力発電所２号機中央制御室空

調換気系ダクトの腐食 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根県の原子力安全・防災対策の取組状

況 

６名 

（片桐顧問、釜江顧問、 

芹澤顧問、佃顧問、 

吉川顧問、渡部顧問） 

17 
平成 30 年 

11 月 7 日 

<平成 30 年度第２回> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根原子力発電所３号機申請に係る県

の対応結果 

・島根原子力発電所３号機に係る中国電

力からの説明 

10 名 

（内田顧問、片桐顧問、 

勝田顧問、釜江顧問、 

杉本顧問、芹澤顧問、 

佃顧問、長岡顧問、 

野口顧問、渡部顧問） 

18 
令和元年 

8 月 1 日 

<令和元年度第１回> 

・島根原子力発電所２号機新規制基準適

合性に係る審査状況 

・島根県の原子力防災対策の取組状況 

12 名 

（内田顧問、太田顧問、 

勝田顧問、釜江顧問、 

杉本顧問、芹澤顧問、 

佃顧問、長岡顧問、 

野口顧問、宮本顧問、 

吉川顧問、渡部顧問） 

19 
令和 2年 

3 月 18 日 

<令和元年度第２回> 

・今後の島根県原子力安全顧問会議の進

め方 

（書面開催） 

20 
令和 2年 

6 月 9 日 

<第１回自然災害対策小会議> 

・小会議に係る全般的事項の説明 

・地震のうち基準地震動について 

３名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 佃顧問） 

21 
令和 2年 

8 月 12 日 

<第２回自然災害対策小会議> 

・地震のうち基準地震動について 

・津波のうち基準津波について 

３名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 佃顧問） 

22 
令和 2年 

10 月 9 日 

<第１回原子炉施設の安全対策小会議> 

・小会議に係る全般的事項の説明 

・異常状態の発生及び進展防止対策に 

 ついて 

６名 

（勝田顧問、杉本顧問、 

 芹澤顧問、二ノ方顧問、

 宮本顧問、吉川顧問） 
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23 
令和 2年 

10 月 12 日 

<第３回自然災害対策小会議> 

・地震のうち耐震設計方針について 

・その他自然災害のうち竜巻について 

３名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 佃顧問） 

24 
令和 2年 

12 月 18 日 

<第４回自然災害対策小会議> 

・津波のうち耐津波設計方針について 

・その他自然災害のうち森林火災等に 

ついて 

３名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 佃顧問） 

25 
令和 2年 

12 月 21 日 

<第２回原子炉施設の安全対策小会議> 

・重大事故対策のうち重大事故の想定 

と対策について 

・重大事故対策のうちフィルタベント 

設備について 

５名 

（勝田顧問、杉本顧問、 

 芹澤顧問、宮本顧問、 

吉川顧問） 

26 
令和 2年 

12 月 24 日 

<第１回避難対策小会議> 

・島根県の原子力防災の概要 

・避難対策小会議の進め方 

３名 

（片桐顧問、関谷顧問、 

 野口顧問） 

27 
令和 3年 

3 月 17 日 

<第３回原子炉施設の安全対策小会議> 

・重大事故対策のうち重大事故の対応体

制・手順整備・訓練について 

・重大事故対策のうち重大事故の想定と

対策について 

・重大事故対策のうちその他重大事故対

策について 

５名 

（勝田顧問、杉本顧問、 

 芹澤顧問、宮本顧問、 

吉川顧問） 

28 
令和 3年 

3 月 18 日 

<第２回避難対策小会議> 

・防災計画と避難計画 

３名 

（片桐顧問、関谷顧問、 

 野口顧問） 

29 
令和 3年 

3 月 23 日 

<第５回自然災害対策小会議> 

・地震のうち周辺斜面の安定性につい 

 て 

・津波のうち耐津波設計方針について 

・その他自然災害のうち火山について 

・地震のうち基準地震動について 

３名 

（岩田顧問、釜江顧問、 

 佃顧問） 

30 
令和 3年 

5 月 31 日 

<第４回原子炉施設の安全対策小会議> 

・技術的能力その他について 

６名 

（勝田顧問、杉本顧問、 

 芹澤顧問、二ノ方顧問、

 宮本顧問、吉川顧問） 

31
令和 3年 

7 月 8 日

<第３回避難対策小会議> 

・段階的避難と屋内退避 

・その他 

３名 

（片桐顧問、関谷顧問、 

 野口顧問）

32
令和 3年 

7 月 15 日

<第４回避難対策小会議> 

・避難行動要支援者の避難対策 

・複合災害時の対応 

３名 

（片桐顧問、関谷顧問、 

 野口顧問）
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・その他 

33
令和 3年 

7 月 26 日

<第５回原子炉施設の安全対策小会議> 

・技術的能力その他について

６名 

（勝田顧問、杉本顧問、 

 芹澤顧問、二ノ方顧問、

 宮本顧問、吉川顧問） 

34
令和 3年 

10 月 12 日

<令和３年度第１回原子力安全顧問会議> 

・原子力安全顧問会議小会議の結果 

・島根原子力発電所２号炉に関する審査 

 の概要 

・島根地域における原子力防災の取組 

・国のエネルギー政策

16 名 

（岩田顧問、内田顧問、 

 太田顧問、片桐顧問、 

 釜江顧問、北垣顧問、 

草間顧問、杉本顧問、 

関谷顧問、芹澤顧問、 

佃顧問、長岡顧問、 

二ノ方顧問、宮本顧問、

吉川顧問、渡部顧問） 

35
令和 3年 

11 月 17 日

<令和３年度第２回原子力安全顧問会議> 

・安全対策協議会、住民説明会等における

意見の報告について 

・島根原子力発電所２号機の安全性等に 

 係る顧問の意見について

13 名 

（岩田顧問、内田顧問、 

 片桐顧問、勝田顧問、 

釜江顧問、杉本顧問、 

芹澤顧問、佃顧問、 

長岡顧問、二ノ方顧問、

宮本顧問、吉川顧問、 

渡部顧問） 
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２．顧問から出された意見の概要 

これまでの顧問会議等で出された意見の概要は次のとおりであった。なお、記

載した意見については、主なものについて県でその主旨をまとめたものである。 

 (1) 自然災害対策 

 ① 地震 

顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

・発電所周辺の地質調査については、想定する断層や地震が今の精度で十分だ

という説明を続けると共に、更に調査して納得性のあるものにしていく努力

を続けるべき。県としても、発電所周辺の地形や地質の特徴などについて

は、県民の理解を深めるために分かり易い説明を続けていく必要がある。 

・宍道断層について、断層の長さを 22km とした申請時の評価も科学的には適切

だったと考えられるが、39km に延長したことは、より保守的に評価するため

の事業者判断だと理解している。一般の方に対しては、断層の長さを非常に

保守的に評価しており、かつ周辺の断層との連続性はないという説明を尽く

すべき。 

・地震動評価は適切に行われており、評価で使用するパラメータは最新の知見

や不確かさを取り入れた上で、保守的に設定されている。ただし詳細な条件

の妥当性については、一般の方を意識した分かり易い説明が必要。また、評

価のプロセスや評価結果の妥当性を示すデータは、説明性を高めるために積

極的に公開したほうがいい。 

  ・基準地震動は宍道断層などの長さを最大限保守的に見込み、断層全体が一度

に動く場合なども想定し、起こり得る最大の地震を想定して決められてい

る。その基準地震動に対して発電所の主要な建物や設備は十分な強度を持っ

ていると考えられることから、熊本地震のような繰り返し地震を考慮しても

影響はないと考えられる。 

 ② 津波 

 顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

・津波対策については、基準津波を保守的に設定した上で多重の対策を取って

いることなど、枠組みは理解できた。今後は津波襲来に備えた体制の整備や

手順の実証が重要であり、関係機関との連携を確認するための実働訓練の実

施など、対策の実効性を高めるための継続的な努力が必要。 
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 ③ その他自然災害 

顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

・各種自然災害の評価結果やハード面の対策を中心に説明を受けたが、これら

の災害に対してはソフト面の対応が重要。 

・災害発生時の対応手順や人の動きについては、複数の自然現象が重畳した場

合も含めて検証を続けるとともに、住民の安心に繋げるための丁寧な説明が

必要。 

(2) 原子炉施設の安全対策 

 ① 異常状態の発生及び進展防止対策（設計基準事故対策） 

  顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

・電源対策については、新規制基準に伴う規制要求の変化を説明すると分かり

やすいと思う。その際、外部電源喪失時や全電源喪失時にはどの設備で対応

し、どういうシナリオを防いでいるのかをもう一歩先まで説明したほうが県

民の方々も安心すると思う。

・サイバーテロは今後ますます巧妙化されると予想されるので、ハード・ソフ

ト両面の対策が必要なのは言うまでもないが、中でも、深い専門知識を有す

る担当部署を設けるなどの体制整備が必要だと思う。また、発電所内部の人

が外部に協力してテロが行われるというのが一番怖いので、内々であっても

対策を考えておくとよい。 

② 重大事故対策（シビアアクシデント対策） 

顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

・様々な重大事故を想定していて、それに応じた対策が行われているが、実際

に事故が起きた時に対応できる体制の整備や、緊急手順の設計と検証ができ

ているかが重要。 

・重大事故対策については、外部電源や非常用ディーゼル発電機といった既存

の設備が全く機能しない場合でも原子炉等を冷却できることなど、非常に厳

しい仮定を置いた上で有効性を確認していることは理解した。住民の安全・

安心を担保する上では、極端な仮定をしても規制要求を満たしているから大

丈夫という説明だけではなく、炉心圧力の急変による燃料温度の急上昇な

ど、異常発生時に実際に起こり得る物理現象を理解し、それを念頭に置いた

安全対策を行うよう心がけるべき。 
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・新規制基準により想定事象が大幅に拡大され、対策された部分についてのリ

スクは小さくなっている。今後、リスクが大きいことは想定外事象によって

もたらされる可能性が高いので、シナリオレスの訓練を何回も繰り返すこと

で想定外に対応できるソフト対策の力を付けることが望ましい。 

③ 技術的能力その他 

顧問からは次のような意見が出されたが、原子力規制委員会の審査結果等を疑

問視する意見はなかった。 

  ・プラントの長期停止影響については、如何にして発電所員の士気やモラルの

低下を防ぐかが大事だと思う。また、長期停止が続くと人材の技術継承もで

きず、機械の劣化以上に人の動かし方が分からなくなってくると思う。 

そういうことが安全の低下に繋がらないように、会社として多くの人を導い

てほしい。 

・新検査制度については、規制要求を満たすことに留まらずに、如何に現場の

意見を取り込み、さらなる安全性向上を図るかが問われているところなの

で、他の電力会社とも意見交換しつつ、ぜひ制度を活用してほしい。 

 ・地域からの信頼獲得に向けた取組がされていることは理解したが、地域住民

からすれば体質を疑う感覚がある気がするので、しっかり対策をしてほし

い。 

  ・令和３年３月に発覚した東京電力の核物質防護の不備事例は、技術者として

放置してはいけない状態を長らく放置したもので、まさに技術者倫理の欠陥

であり、実質的に倫理意識が身につくような取組を行う必要があると思う。

このような事例が万が一にも起きぬよう、しっかり対応してほしい。 

(3) 避難対策 

 ① 防災計画と避難計画 

避難計画の実効性について、顧問からは、次のような意見が出されたが、県の

考え方を疑問視する意見はなかった。 

また、緊急時の体制についても、顧問からは、次のような意見が出されたが、

県の災害対策本部機能の確保や業務継続計画、取組を疑問視する意見はなかっ

た。 

  ・防災としてはできるだけの準備をして、住民を避難させ被ばくを減らすとい

うことにまずは力点を置くべき。そこの準備が担保されているかという基本

を忘れないのが重要。 

  ・資機材は必要なものを整理して、その中で優先順位をつけて調達するなど、

防災の最適化の中で計画的にやっていただきたい。 
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  ・国は複合災害も念頭に置いて計画の策定を支援する形に現状なっているが、

国が何をもって審査できるのか疑問を感じる。 

  ・原子力防災自体は、国、地方自治体、事業者、市民の総合防災力なので、国

も原子力防災の当事者の一つ。大きな意味で言うと、当事者が自らのことを

審査するのは、スキーム的にも難しいと思う。 

・複合災害の場合もあれば単独災害の場合もあり、様々なケースを想定してお

く必要がある。 

  ・事象展開が予想を超えて速いとか、色々な障害が加わることを想定したシナ

リオで、個々の対応能力の向上や意思決定の仕方を体感できる訓練など、訓

練の在り方についても検討をいただきたい。 

② 段階的避難と屋内退避 

屋内退避の実効性を含む原子力災害時の避難方法について、顧問からは、次の

ような意見が出されたが、国の原子力災害対策指針における避難の考え方を疑問

視する意見はなかった。 

また、それに基づく県・市の避難計画や取組についても、顧問からは、次のよ

うな意見が出されたが、疑問視する意見はなかった。 

・基本的な考え方として、屋内退避をしないと無用な被ばくを生じるというの

が原点にあるので、その部分の理解を深めていただく以外なく、平時のきち

んとした情報発信につきる。 

・社会心理学の観点からすると、災害時にはある程度危機感を持って対応して

もらう方が望ましい。人々が不安に思っている時に安心感を与えようとする

メッセージの方が、かえってそのとおりの行動につながらないということが

あるので、情報発信のやり方についてはトレーニングしていただきたい。 

 ・災害時に慌てて運転されると、ガス欠や事故で、本人の意図とは関係なく渋

滞を引き起こすリスクがある。ご自身だけでなく、県内全体の防災に関わる

ということはきちんと申し上げないといけない。 

 ③ 避難行動要支援者の避難対策 

顧問からは、次のような意見が出されたが、県・市の避難計画や取組を疑問視

する意見はなかった。 

  ・過去の災害で、全ての情報を適切にすぐ把握して、要支援者の避難が適切に

行われた事例はそう多くない。もちろん事前の準備、計画は重要だが、計画

どおりに判断できない時にどうするかも併せて考えていただきたい。 

  ・要支援者の避難対策については、県、市町村、自治会の緊密な連携が必要。 
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 ④ 複合災害時の対応 

顧問からは、次のような意見が出されたが、県・市の避難計画や取組を疑問視

する意見はなかった。 

  ・既に自然災害対応を進めている県の災害対策本部に情報が集約されていて、

その後原子力災害に至った場合、その集約された情報を具体的な避難指示等

の意思決定に生かすことが必要。また、限られた要員で活動することを想定

すると、オフサイトセンターでの活動との関連を含め、実効的な組織のあり

方を検討し、確認していくことの優先順位が高い。 

  ・道路に関しては小さい道路の方が通行できなくなる可能性がはるかに高い。

また、大雨による視界の問題で移動できないこともある。道路の損傷以外に

も、物理的に移動できないような環境条件まで含めた状況設定が必要。 

 ⑤ その他 

ア 原子力災害時の医療の実施体制 

 顧問からは、次のような意見が出されたが、県・市の避難計画や取組を疑問

視する意見はなかった。 

  ・福島第一原子力発電所事故の際もそうだが、安定ヨウ素剤は皆が飲みたが

る。どういう人がどういう時期に飲むのが適切なのか十分に分からないと、

いざという時に不安が生じるので、そこは考慮の上対応いただきたい。 

  ・避難退域時検査は、自分の安全のためだけではなく、避難先の不安を払拭す

る、ひいては、島根県から避難した人が不当な扱いを受けないためにも大事

だということを知っていただくよう徹底していただきたい。 

イ 緊急時モニタリングの実施体制 

 顧問からは、緊急時モニタリングを実施する上で重視すべき点や、今後の議

論が必要な事柄について、次のような意見が出されたが、国・県の計画や取組

について否定的な意見はなかった。 

・防護措置判断のために空間放射線量率の測定が優先されることも理解してい

るが、放射性物質放出後は住民の不安が相当あるということも意識して、環

境中の放射性物質濃度の測定を含め、県として緊急時モニタリング活動を進

めていくことが重要。 

  ・モニタリング情報の発信の仕方については、線量のことをどう伝えるかに加

え、線量に応じて、避難、屋内退避など、住民にどういう行動をとって欲し

いかをきちんとセットで伝え切れるかの方が重要。 

  ・事故後の中長期対策を決定する上で必要な放出源情報（放出された放射性物

質の種類や量に関する情報）やモニタリング結果及びそれらの将来予測を誰

がどう評価するかについては、今後の議論で、その責任関係やスキームを明
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確にしておくべき。 

(4) 全般事項

  ・施設の安全面に関しては最新の情報等を取り入れ、島根原子力発電所特有の

問題について詳細に議論してきたことは理解できた。 

今後再稼働するためには住民の安心を得る努力が行政・事業者ともに不可欠

であり、科学的エビデンスに基づく安全と住民の安心との乖離をなくしてい

くことは、難しい課題だが避けては通れない。 

安全の第一義的な責任が事業者にあるのは当然だが、国策として原子力利用

を進めていくなら、国が主体となって全国共通のネットワークや技術支援シ

ステム・組織を構築し、その枠組みを活かして有事の際の事故対応、被災者

支援、環境モニタリングといった全国共通の課題に備えていく必要があると

思う。また、住民の信頼や安心を確保するためには、そのネットワークでの

活動を通し、規制側や行政がこれだけやっていると示していくと同時に、行

政が常に安全向上や安全活動の実効性の向上を継続していくことが大事であ

る。 

また、こうした全国共通のネットワークの構築は、国として原子力の将来像

をどう考えていくかという観点でも重要であり、原子力発電所が立地する県

が連携して、国に働きかけていくことが重要だと思う。 

・県では原発関連の交付金が福祉医療や乳幼児医療等に充てられており、県は

そうした原発関連の歳入や使途について、再稼働の可否の判断材料として県

民に示すべきである。 

・県民が原子力に対する当事者意識を持たなければ、事業者へ厳しい目が向け

られなくなり、結果として事業者の安全意識劣化や、避難計画の停滞といっ

た安全性への影響が生じると考えられる。そのため、原子力に対する県とし

ての考え方を示し、県民の納得を得ていく必要がある。 

  ・エネルギーを生まない施設に相当のお金と時間をつぎ込み、それがいつまで

続くかも分からない状態では、原子力発電所に対する一般からの納得は得ら

れないと思う。事業者は、再稼働に至るまでのタイムテーブルを示したほう

がよい。 

  ・発電所周辺の住民だけでなく、全県的な再稼働に対する理解を得ていくこと

が重要。県には、全県民の安全・安心の醸成に向けて、広報活動や教育訓練

などを進めてほしい。 
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３．項目別の意見 

(1) 自然災害対策 



①　地震

ア　施設の地盤

<1> 島根原子力発電所の直下に活断層はないか

イ　基準地震動

<2> ５つの基準地震動は、どのような地震を想定したものか

（ｱ）敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

<3> 震源を特定して策定する地震動に宍道断層と海域三連動による地震を選定した理由は何か

★ <4> 島根半島の離水海岸地形と、断層活動との関連性は検討されているか

<5> 宍道断層の端部（東端・西端）の当初申請時からの変更理由・設定根拠は何か

<6> 宍道断層と鳥取沖西部・東部断層が連動することはないか

<7> 海域三連動の端部（東端・西端）の当初申請時からの変更理由・設定根拠は何か

<8> 宍道断層・海域三連動の地震動評価において、基本震源モデルの各パラメータの設定根拠は何か

<9>
応答スペクトル法による地震動評価に耐専式を適用するものとしないものがある理由、適用する場合も内陸補正を用いな
い理由は何か

<10> 断層モデル手法による地震動計算において、どのようなパラメータの不確かさや、不確かさの組合せが考慮されているか

★ <11>
断層モデル手法による地震動計算において、経験式（入倉・三宅式）の基となった観測データのばらつきを反映（上乗
せ）する必要はないか

（ｲ）震源を特定せず策定する地震動

<12> 2000年鳥取県西部地震、2004年北海道留萌支庁南部地震を基準地震動とした理由は何か

★ <13>
山陰でもひずみ集中帯の存在が指摘されているが、この地域で発生した未知の断層に関係する地震（2016年の鳥取県中部
地震など）による地震動を考慮する必要はないか

★ <14> 規制委員会でバックフィットが検討されている標準応答スペクトルを考慮すると、今後基準地震動が変更になる可能性は
ないか

ウ　周辺斜面の安定性

<15> 斜面の崩壊による重要設備への影響は考慮されているか

<16> 原子力発電所敷地内にある地滑り、土石流等の危険箇所に対策が講じられているか

エ　耐震設計方針

<17> 耐震重要度分類を決めた判定基準、重要設備の抽出範囲は適切か

<18> 重要設備以外の設備の損傷による重要設備への影響は考慮されているか

<19> 新たに適用する制震装置は信頼性があるのか

★ <20> 繰り返し地震や、事故が発生した後に起きる地震は考慮されているか

<21> 地震に伴う地面の液状化による重要設備への影響は考慮されているか

<22> 新たに設置する地下水位低下設備の機能及び耐震性は考慮されているか

②　津波

ア　基準津波

<23> 基準津波はどのような津波を想定しているか

<24> 日本海東縁部を波源とする津波において、222kmの断層の方が350kmの断層より高い津波となるのはなぜか

<25> 日本海東縁部を波源とする津波において、防波堤の損傷が考慮されている理由は何か

★ <26> 地震以外の要因による津波の影響は考慮されているか

イ　耐津波設計方針

<27> 津波（水位上昇側）による施設への影響（浸水等）は考慮されているか

<28> 津波（水位下降側）による海水ポンプの取水性への影響は考慮されているか

<29> 防波壁への基準津波の水圧と漂流物衝突による影響は考慮されているか

③　その他自然災害

ア　竜巻

<30> 原子力発電所敷地で想定する竜巻風速の設定根拠は何か

<31> 竜巻による重要設備への影響は考慮されているか

イ　火山

<32> 火山灰想定の設定根拠は何か

<33> 火山灰による重要設備への影響は考慮されているか

ウ　森林火災

<34> 原子力発電所敷地外で発生した森林火災による施設への影響（延焼等）は考慮されているか

エ　その他

★ <35> 頻発する大雨・洪水や、頻度の高い地震による影響は考慮されているか

<36> 複数の自然現象の重畳は考慮されているか

★ <37>
福島第一原子力発電所で問題になっているような汚染水への対策（汚染源に水を近づけない、汚染水を漏らさない）は考
慮されているか

自然災害対策に関する項目一覧
★ ：県独自の確認項目

 15
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① 地震 

ア 施設の地盤 

項目 <1> 島根原子力発電所の直下に活断層はないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

島根県原子力発電所の敷地内において、 

・既存の文献調査、変動地形学的調査、ボーリング調査、露頭調

査及び地表地質踏査の結果、敷地には連続する破砕部や断層は

ないこと 

・敷地内のシーム（地層間の弱層）は、後期更新世以降に活動し

ていないと評価したこと 

から、敷地内には将来活動する可能性のある断層等はないと評価

している。 

顧問の意見 

①過去の現場試験の情報等から、シーム自体と活断層との関連は

非常に薄く、それが活動して変動を起こす可能性は非常に低い

と判断できる。また、地下の直下に断層があるかは地質学的に

色んな検討で十分に分かっており、直下に断層として評価すべ

きものはないと思う。（佃顧問（コメント）） 

②他の発電所では敷地内に断層があることで慎重に議論されてい

るところもあるが、島根はそれらとは違い、割と綺麗な地層状

況だと思っている。 

敷地内の断層について心配される方もいると思うので、公開可

能であれば敷地内の全面露頭した写真等の記録を見てもらった

ほうが良いと思う。（佃顧問（コメント）） 
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【論点<1>参考①：島根原子力発電所２号機直下の地層図】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工

２号炉原子炉建物周辺 水平断面
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【論点<1>参考②：島根原子力発電所２号機直下の全面露頭写真】 

出典：中国電力(株)資料 
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イ 基準地震動

項目 <2> ５つの基準地震動は、どのような地震を想定したものか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜敷地ごとに震源を特定して策定する地震動＞ 

1) 基準地震動Ａ：Ss-D （水平 820 ガル、鉛直 547 ガル） 

宍道断層及び海域三連動による地震について、過去の観測記録

に基づく経験式による応答スペクトル（21 通り）及び断層モ

デルによる応答スペクトル（104 通り）を全て下回らないよう

に設定した地震動 

2) 基準地震動Ｂ：Ss-F1（水平 560 ガル、鉛直 337 ガル） 

宍道断層を対象に、断層モデル手法を用いた地震動評価のうち、

主要な施設の固有周期が存在する周期帯における Ss-D との比 

の平均値が最大の地震動 

3) 基準地震動Ｃ：Ss-F2（水平 777 ガル、鉛直 426 ガル） 

宍道断層を対象に、断層モデル手法を用いた地震動評価のうち、

剛な機器の耐震設計において着目する周期 0.02 秒の加速度が 

最も大きい地震動 

＜震源を特定せず策定する地震動＞ 

1) 基準地震動Ｄ：Ss-N1（水平 620 ガル、鉛直 320 ガル） 

 2004 年北海道留萌支庁南部地震の地表観測記録をもとに解析

した岩盤での地震動に保守性を考慮した地震動 

2) 基準地震動Ｅ：Ss-N2（水平 531 ガル、鉛直 485 ガル） 

 2000年鳥取県西部地震において賀祥ダム（監査廊：岩盤相当）

で観測された地震動 

顧問の意見 

①Ss-F1,Ss-F2 については、なぜ必要なのかが分かり難い。一般

の方にも分かるように、なぜこれらを基準地震動として追加す

ることになったかを説明し、クリアにすべき。（釜江顧問） 

②応答スペクトル法で作られた Ss-D に近接していることを踏ま

え、Ss-F1,Ss-F2 を基準地震動に追加しておくことには問題は

無いと思う。 

ただ、少し特殊な考え方であり、先行審査を見てもこういう方

法が使われた例は無いと思うので、今後も一般向けを意識した

分かり易く丁寧な説明があったほうがいいと思う。 

（釜江顧問（コメント）） 

③Ss-F1,Ss-F2 が包絡スペクトルである Ss-D にかなり近接してい

るので基準地震動に追加したことは、最大加速度だけで基準地

震動が決まらないことを考慮した結果であり、評価に値する。 

安全審査のときには、地震動や津波評価の妥当性を判断した担

当者と設工認で発電所の設計条件を決める担当者が情報を共有
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して、どのような不確かさが考慮されてきたのか、十分な裕度

が考慮されているかなどをしっかり確認しながら基準地震動の

波形を決めたほうがいい。今回はその枠組みで進められたよう

で、施設側としても安全性が高まっていると思う。 

（釜江顧問） 

④基準地震動の評価において、断層の取扱いや不確かさの取扱い

は、一番保守的と考えられるような評価がなされていると判断

している。 

釜江顧問の指摘（「顧問の意見③」）は重要で、地震動波形の策

定に係る専門的な検討結果が共有された形で上流・下流が共に

考え、より堅固で冗長性の高いシステムを構築していくことが

重要であり、ぜひその方向で進めていただければと思う。 

（岩田顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・基準地震動 Ss-F1,Ss-F2 は、「震源が敷地に近い地震について

は、断層モデルを用いた手法を重視すること」、および「断層

モデルによる手法の基準地震動は、施設に与える影響の観点か

ら地震動の諸特性（周波数特性等）を考慮して策定すること」

という審査ガイドの要求を勘案して、施設の耐震設計に用いる

応答スペクトルについて地震動レベルが大きいものを念のため

設定したものである。 

なお、審査ガイドには「応答スペクトルによる基準地震動が全 

周期帯にわたって断層モデルを用いた基準地震動を有意に上回

る場合には代表させることができる」という記載もあるが、断

層モデルの宍道断層による地震の地震動評価結果では、個別の

周期帯において基準地震動 Ss-D に近接している部分があるた

め、上記のとおり Ss-F1 および Ss-F2 として選定している。 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」③について） 

・基準地震動を作る側と使う側が連携していないと規制に抜けが

できてしまうことは認識しており、地震審査担当と耐震設計審

査担当は同じ課の中にいる。 

 Ss-D の応答スペクトルは全ての周期帯で包絡した形になってい

るが、個々の機器の固有周期を考慮すると、Ss-D のピークが落

ちている周期帯には重要機器があり、かつ断層モデル手法で得

られた応答スペクトルが Ss-D にかなり近接しており、設計時に

は減衰定数 5%以外を使う設備もあることを考慮して、地震審査

と耐震設計審査の担当が意見交換した上で、Ss-F1,Ss-F2 を基

準地震動として採用すべきだと判断した。 
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【論点<2>参考：策定した基準地震動の応答スペクトル】 

出典：中国電力(株)資料 
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 (ｱ) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

項目 
<3> 震源を特定して策定する地震動に宍道断層と海域三連動によ

る地震を選定した理由は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

文献調査で抽出した敷地周辺 21 断層及び過去に発生した地震に

ついて、以下の手法により敷地への影響を比較した結果に基づ

き、宍道断層と海域三連動（Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断

層）による地震を敷地へ及ぼす影響が大きいと想定される地震

（検討用地震）として選定した。 

1) マグニチュードＭと震央距離⊿(※)の関係の比較 

地震のマグニチュードＭ、震央距離及び敷地で想定される震度

の関係（Ｍ－⊿の関係）を比較した結果、敷地に与える影響が

最も大きい地震は敷地の極近傍に位置する宍道断層となった。 

（※）震源の真上の地表の点を「震央」といい、震央から観測点 

まで地表に沿って測った距離を「震央距離」という。 

地震学では通常、震央距離を⊿（デルタ）の記号で表す。 

2) 経験式に基づく地震動評価結果（応答スペクトル）の比較 

過去の観測記録に基づく経験式（耐専式）を用いて、宍道断層

以外(※)の断層について地震動を評価した結果、敷地に与える影

響が最も大きい地震は海域三連動による地震となった。 

（※）宍道断層は敷地の極近傍に位置するため、耐専式の適用範

囲外と評価した。 

なお、敷地周辺の海洋プレート内地震及びプレート間地震の震源

は敷地から遠方に位置し、敷地へ及ぼす影響が小さいことから、

検討用地震の選定対象外としている。 

顧問の意見 

①想定する断層や地震が今の精度で十分だという説明を、調査も

含めて継続的にやっていただきたい。宍道断層や周辺の断層、

連動性の問題も含めて、更に調査してより納得性のあるものに

していく努力を続けるべき。（佃顧問（コメント）） 

②海域のＦ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴの断層を一連のものとした理由は。 

（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・地質構造上の類似性が認められ、断層間の距離が近いことから、

連動するものとして評価した。 
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【論点<3>参考①：敷地周辺の活断層の分布及び検討用地震の選定】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 

※１ 耐専式の適用範囲外であるため、「Ｍ－⊿の関係」の比較に基づき選定 

※２ 耐専式による地震動評価結果（宍道断層による地震以外）の比較に基づき選定 
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【論点<3>参考②：Ｍ－⊿の関係の比較】 

【論点<3>参考③：経験式による地震動評価結果（応答スペクトル）の比較】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 

海域三連動

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<4> 島根半島の離水海岸地形と、断層活動との関連性は検討され

ているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

島根半島の離水海岸地形（離水ベンチ）は最近の地震による地盤

の隆起を示唆しているとの意見があることを踏まえて、島根半島

海岸における断層活動性調査の結果を確認する。 

※国の審査等に先行して確認を行うため県独自項目として扱う。 

中国電力の 

説明 

以下の調査や検討を実施し、島根半島の海岸地形は断層活動との

関連性が無いことを確認した。 

＜島根半島の海岸地形調査＞ 

・空中写真判読により海岸地形の分類を行い、ベンチ等の地形の

抽出を行った。 

・ベンチの発達程度（分布）に地域的な偏りが認められ、潮間帯

より上位に発達するベンチの形成高度も様々なものが存在し、

定高性や系統的な高度変化などの規則性は確認されない。 

＜島根半島の海岸地形（ベンチ）の形成要因に関する検討＞ 

・上記の海岸地形調査によって認められた海岸地形（ベンチ）の

形成要因を検討するため、倉内湾、沖島付近、桂島付近、潜戸

付近において、詳細な地形データを取得する空中写真測量、岩

種・岩相の確認等を行う地表地質踏査を実施した。 

・確認されたベンチには、潮間帯に位置しているものと潮間帯よ

り上位に位置しているものが存在するが、いずれのベンチも高

波浪時には波が到達する範囲にあり、明らかに離水したベンチ

は認められない。また、ベンチは広がりや連続性に乏しく、定

高性や系統的な高度変化などの規則性は認められないこと等か

ら、地震性隆起が示唆される地域（浜田市畳ヶ浦海岸付近）の

海岸地形の特徴と大きく異なる。 

・ベンチの高度差は、岩種・岩相の侵食抵抗差や波浪の影響度合

を反映していると考えられる。 

・以上のことから、島根半島沿岸に様々な高度で発達するベンチ

は、現在を含む波浪等の影響を受ける過程で、岩種・岩相の侵

食抵抗差を反映して形成されたと評価した。 

顧問の意見 

①島根地域はジオパークに指定されており、地域の住民には島根

半島や宍道湖の形成過程、それと地殻変動との関係性、侵食影

響の有無などについて素朴な疑問を持っている方が沢山いる。 

これを踏まえると、地域の住民に地形や地質の特徴について理

解を深めてもらうための作業は非常に大事であり、県は説明活

動を続けていく必要がある。（佃顧問） 
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県の回答 

（「顧問の意見」①について） 

・県の広報誌等を活用し、離水海岸地形や島根半島の成り立ちも

含め、島根地域の地形・地質の特徴について県民に分かり易く

伝えるための活動を実施していく。 

【論点<4>参考①：島根原子力発電所周辺陸域の詳細調査位置図】 

【論点<4>参考②：沖島付近の地表地質踏査状況（例）】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<5> 宍道断層の端部（西端・東端）の当初申請時からの変更理 

由・設定根拠は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜西端＞ 

当初申請時は変位地形・リニアメントが認められず、古浦西方 

の海岸部では断層は認められないこと等から古浦西方の西側を宍

道断層の西端としていたが、 

・古浦以西には宍道断層の延長部に対応する断層は認められない

が、陸海境界付近の調査結果に不確かさがあること 

・女島地点では、陸海境界付近を横断する群列ボーリング調査等

で活断層がないことを示すより精度や信頼性の高いデータが得

られていること 

・音波探査、ボーリング調査、地表地質踏査の結果、女島以西で

宍道断層の延長部に対応する断層活動は認められないこと 

から、女島を西端と評価した。（3km 延長） 

なお、古浦湾～十六島沿岸にかけての重力異常は、 

・変動地形学的調査から、宍道断層の端部付近で断層活動性が低

下していること 

・古浦～十六島付近の重力コンターの傾斜部は、後期更新世以降

の活動が認められない断層による地下構造に起因すると考えら

れ、宍道断層の重力異常へ連続しないこと 

から、宍道断層とは関連しない。 

＜東端＞ 

 当初申請時は幅広なはぎ取り調査等の結果、宍道断層に対応す 

る断層は認められないことから下宇部尾東を宍道断層の東端とし

ており、その東方の森山でも、トレンチ調査等の結果から後期更

新世以降の断層活動は認められていないが、 

・下宇部尾東及び森山の更に東方では、一部断層を除き上載地層 

がないこと、陸海境界では十分な調査が実施できないことから、

後期更新世以降の断層活動が完全には否定できないこと 

・美保関東方沖合いでは、音波探査による精度や信頼性がより高 

い調査において後期更新世以降の断層活動は認められず、かつ、

明瞭な重力異常が認められないこと 

から、美保関東方沖合いを東端と評価した。（14km 延長） 

顧問の意見 

①東端だけでなく西端についても、西端としている位置から更に

西側の陸域・海域の断層との連続性がないことや離隔距離が十

分にあることを、数値も含めて説明したほうがいい。そうした

調査・評価結果があるならば、的確に表現したほうが安心につ

ながる。（佃顧問） 

②39km という宍道断層の最大規模を評価する上で、西端部の評価
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についても東端と同じレベルの説明を尽くすべき。（釜江顧問）

③重力異常はスタティックな地下構造を反映する情報であり、活

断層かどうかという情報には直接には結びつかないので、追加

調査で断層活動性を示す情報が得られておらず、申請時の東端

付近でも断層末端の性状を示している中で、重力異常があると

ころを活断層が想定される地質構造として思い描くには無理が

ある。重力異常の情報を取り上げて、ここまで東端を延ばす必

要が本当にあるかは疑問。 

東端については、科学的判断というより工学的、或いは経営的

な判断に基づいて決めたものと理解している。 

（佃顧問（コメント）） 

④小会議でも申し上げたが、活断層の専門家としては、宍道断層

の長さは当初の 22km でも科学的知見に基づいてしっかり余裕

を見た長さだと判断していた。 

 中国電力が 39km まで延ばしたことは、科学的というよりは安

心を勝ち取るための工学的、或いは経営的判断だと理解してい

る。その理解で間違いないかを国にも伺いたい。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①②について） 

・地質調査の結果、 

 1) 古浦沖から大田沖断層の海域及び沿岸付近における音波探

査の結果、古浦沖から女島付近の陸海境界付近における群

列ボーリング調査等の結果、さらに、古浦西方から女島付

近の陸域における地表地質踏査等の結果、宍道断層の延長

部に対応する断層は認められないこと 

 2) 宍道断層の末端性状について、変動地形学的調査の結果、

端部付近では断層活動性が低下していること 

 3) 古浦～十六島沿岸付近の重力コンターの傾斜部は、後期更

新世以降の断層活動が認められないＦ－①断層及びＦ－②

断層に伴う音響基盤の落差（音響基盤の傾斜部）を反映し

たものと考えられ、その重力異常は、宍道断層で認められ

る明瞭な重力異常へ連続しないこと 

 から、宍道断層は西方へ延長しないと評価している。 

・宍道断層の西端と評価した女島および文献に断層が記載されて

いる更に西方の美保において地層の急傾斜部が認められるが、

これらの連続性は確認されず、また、露頭調査の結果、急傾斜

部を示す層理面沿いは固結・密着していることから、固結後の

断層活動は認められない。更に西方海域には大田沖断層が確認

されるが十分な離隔がある。 
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原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」④について） 

・宍道断層は島根原発に近い位置にあり、少し延びるだけでも地

震動が大きくなるため、その断層長さは審査の中ですごく慎重

に議論してきた。そうした観点もあって、中国電力が行った追

加調査でも断層の活動性を示す証拠が確認されていない中では

あるが、海と陸の境界における調査の不確かさや地震本部の知

見等を踏まえ、地中まで含めて明確に活動性を否定できる地点

まで西端、東端ともに延ばすこととした。 

【論点<5>参考①：宍道断層の長さ評価（まとめ）】 

出典：中国電力(株)資料 
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【論点<5>参考②：宍道断層とその西方延長の評価結果概要】 

【論点<5>参考③：島根半島の重力異常】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 <6> 宍道断層と鳥取沖西部・東部断層が連動することはないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

地質調査の結果、 

・宍道断層及び鳥取沖西部断層端部の音波探査の結果、宍道断層

と鳥取沖西部断層の間に後期更新世以降の活動は認められない

こと 

・鳥取沖西部断層の西端付近は、横ずれ断層の末端部付近を示唆

する性状を示し、断層活動性が低下していること 

・宍道断層と鳥取沖西部断層の間は D2層の高まり及び南側の後期

更新世以降の断層活動が認められない S30 断層により規制され、

これらを横断する断層は確認されないこと 

・宍道断層で認められる重力異常は鳥取沖西部断層へ連続しない

こと 

から、宍道断層と鳥取沖西部・東部断層は連動しないと評価した。

顧問の意見 

①横ずれが卓越していれば、音波探査記録の段差では見えない。

本当に横ずれであることが見て分かるような内容（横ずれ断層

に特徴的な花弁構造等）を用意したほうが説得力があるし、そ

ういったものを分かりやすく見せたほうがいい。（岩田顧問） 

②海域の音波探査の結果から、地層の年代感や後期更新世以降の

活動有無はどのように判断しているか。ボーリング調査結果等

とも照合しているのか。（釜江顧問） 

③重力異常の検討結果に関連し、以下の事項を教えて欲しい。 

 ・水平勾配の求め方 

 ・鉛直１次微分のゼロコンター通過位置の求め方 

 ・ゼロコンター通過位置が曲線となっており、各地点において

２次元断面を設定して線を引いている場合は、その引き方と

妥当性 

（岩田顧問） 

④重力異常に関し、現行の資料では重力の値自体にどういう落差

があるかの説明が無い。これでは落差がどの程度かが分からな

いので、定量的な評価を示すべき。（岩田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・美保関町東方沖合い及び鳥取沖において、横ずれ断層として特

徴的な花弁構造が認められる。 

（「顧問の意見」②について） 

・音波探査で認められる反射面の連続性、下位層との不整合関係、

堆積構造及び反射パターンの特徴に着目して区分すると共に、 

柱状採泥調査により試料を採取し火山灰分析および放射性炭素

同位体法による年代測定を行い、その結果から地質時代や後期
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更新世以降の活動性の有無を判断した。 

（「顧問の意見」③について） 

・水平１次微分（水平勾配）は、南北方向と東西方向の微分値を

足し合わせて求めている。 

・鉛直１次微分は、フィルタリングと呼ばれる重力異常から地質

構造を推定する手法を用いている。「水平１次微分の値がある

程度大きい地域」かつ「鉛直１次微分のゼロコンターが通過し

ている個所」に着目することにより、断層等の構造境界の抽出

が可能となる。 

（「顧問の意見」④について） 

・音波探査記録、反射法地震探査、ボーリング調査結果をもとに、

基盤の落差に焦点を当てた重力データ解析を行った結果、解析

値は重力変化（日本の重力データベース（地質調査総合センタ

ー，2013））を概ね表現している。 

【論点<6>参考①：鳥取沖西部・東部断層の位置】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工
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【論点<6>参考②：連動性評価の例（詳細地質構造に関する検討結果）】 

【論点<6>参考③：連動性評価の例（重力異常に関する検討結果）】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<7> 海域三連動の端部（東端・西端）の当初申請時からの変更理

由・設定根拠は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

当初申請時は断層との距離が近いこと等からＦ－Ｖ断層延長部に

あるＫ－８撓曲部も連動すると評価していたが、追加音波探査の

結果、鮮新統～前期更新統（約 80 万年前）の地層に断層活動を

示唆する変位や変形が認められなかったことからＫ－８撓曲部を

断層長さ評価から除外して西端部の位置を見直し、Ｆ―Ｋ2断層

（Ｆ―Ⅴ断層）の評価長さを 2km 短縮した。 

また、Ｆ－Ⅲ断層東端部付近での追加採泥調査により得られた火

山灰層及び貝殻の年代測定並びに追加音波探査から、Ｂ１Ｅ層（中

部～上部更新統）の地層に断層活動を示唆する変位や変形が認め

られないことが確実になったことから、東端部の位置を見直し、

Ｆ―Ⅲ断層の評価長さを 1.5km 短縮した。 

顧問の意見 

①海域三連動の長さは申請時の 51.5km から 48km に短くなったが、

地震動は逆に申請時より大きくなった。専門家には理由が分か

るが、一般の方向けの説明はきちんとしておいたほうがいい。

（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・海域三連動の応答スペクトルに基づく地震動評価については、

耐専式が適用範囲外であるため、申請時は耐専式以外の距離減

衰式を用いて評価していたが、現状では安全側の評価として耐

専式を用いているため、評価式の違いにより地震動が大きくな

っている。（詳細は論点<9>の回答のとおり） 
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【論点<7>参考：海域三連動の追加調査を踏まえた評価の見直し】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<8> 宍道断層・海域三連動の地震動評価において、基本震源モデ

ルの各パラメータの設定根拠は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜宍道断層の基本震源モデル＞ 

巨視的断層パラメータについては、前述の地質調査等から、い

ずれも保守性を考慮して、 

・断層長さを 39km(女島～美保関東方沖合い)  

・断層幅を 18km(上端 2km～下端 20km の鉛直方向 18km) 

・断層傾斜角を 90° 

にそれぞれ設定した。 

微視的断層パラメータ及びその他の断層パラメータについては、

震源断層を特定した地震の強震動予測手法（以下、「レシピ」（地

震調査研究推進本部,2017））等から、それぞれ以下のとおり設定

した。 

1) 破壊伝播速度 

Geller(1976)の地震発生層のＳ波速度(Vs)との関係により、 

2,570m/s（0.72Vs）に設定 

2) アスペリティ数 

  入倉・三宅(2001)によると、アスペリティの個数は断層長さ

が 20km より短いときは１つで、それより長くなると増加する

とされていることから、宍道断層の断層長さ(39km)に基づき

２個設定 

3) アスペリティ位置 

  地質調査に基づく変位地形・リニアメントを考慮し、第一ア 

スペリティを敷地に近いＡランクリニアメント部、第二アス 

ペリティを第一アスペリティ範囲の東側に分布するリニアメ 

ントの中央部付近に設定 

4) 短周期レベル 

入倉・三宅(2001)により算出した地震モーメント(M0)と、壇

ほか(2001)の地震モーメントと短周期レベル(A)の以下の経験

的関係（※）より、1.60×1019N･m/s2に設定 

（※）A=2.46×1017×M0
1/3(N･m/s2)  

5) すべり角 

地質調査結果及び産業技術総合研究所の活断層データベース

によると宍道断層は右横ずれの断層であることから、180°に

設定 

6) 破壊開始点 

  レシピによると「破壊開始点を特定できない場合、簡便化し

たパラメータ設定として、横ずれ成分が卓越する時はアスペ

リティ下端の左右端を基本とする」とされていることを踏ま
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え、第一アスペリティ下端の西端と第二アスペリティ下端の

東端の２点に設定 

＜海域三連動の基本震源モデル＞ 

巨視的断層パラメータについては、前述の地質調査等から、い

ずれも保守性を考慮して、 

・断層長さを 48km 

・断層幅を約 19km（上端 2km～下端 20km の鉛直方向 18km に 70°

 の傾斜を考慮） 

・断層傾斜角を 70° 

にそれぞれ設定した。 

微視的断層パラメータ及びその他の断層パラメータについては、

レシピ等から、それぞれ以下のとおり設定した。 

1) 破壊伝播速度 

Geller(1976)の地震発生層のＳ波速度(Vs)との関係により、 

2,570m/s（0.72Vs）に設定 

2) アスペリティ数 

  入倉・三宅(2001)によると、アスペリティの個数は断層長さ

が 20km より短いときは１つで、それより長くなると増加する

とされていることから、海域三連動の各セグメント長さに基

づき、東側セグメント(Ｆ－Ⅲ断層及びＦ－Ⅳ断層の評価区間

30km)に２個、西側セグメント(Ｆ－Ⅴ断層の評価区間 18km)

に１個の計３個に設定 

3) アスペリティ位置 

Ｆ－Ⅲ断層、Ｆ－Ⅳ断層、Ｆ－Ⅴ断層それぞれの評価区間の

中で最も敷地に近い位置に設定 

4) 短周期レベル 

  入倉・三宅(2001)により算出した地震モーメント(M0)と、壇

ほか(2001)の地震モーメントと短周期レベル(A)の以下の経験

的関係（※）より、1.98×1019N･m/s2に設定 

（※）A=2.46×1017×M0
1/3(N･m/s2)  

5) すべり角 

断層の走向や現在の応力場より、海域三連動は右横ずれ断層

と推定されることから、レシピに基づき 180°に設定 

6) 破壊開始点 

  レシピによると「破壊開始点を特定できない場合、簡便化し

たパラメータ設定として、横ずれ成分が卓越する時はアスペ

リティ下端の左右端を基本とする」とされていることを踏ま

え、敷地近傍の東側セグメントの第一アスペリティ下端の西

端と第二アスペリティ下端の東端の２点に設定 
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＜宍道断層の震源深さ、断層傾斜角（補足）＞ 

地震発生層の上限深さは、他機関の検討や研究成果等の中で最

も浅い 2km に設定した。 

地震発生層の下限深さは、 

・「中国地域の長期評価（H28 年 7 月）による D90」及び「気象庁

一元化データによる震源鉛直分布」において 15km より深い下

限深さ（20km）が示されていること 

・波形インバージョン解析等による 2000 年鳥取県西部地震の震

源モデルにおいて最大 18km 程度の断層幅が示されていること 

から、それらを参考に安全側に 20km に設定した。 

以上に基づき、震源深さ（断層幅）を 18km と評価している。 

断層傾斜角については、 

・地質調査の結果、宍道断層を代表する調査地点と考えられる

佐陀本郷廻谷～上本庄の断層傾斜角は、南傾斜～ほぼ鉛直で

あること 

・全国地震動予測地図 2017 年版では宍道（鹿島）断層を断層傾

斜角 70°北傾斜としているが、これは鳥取沖での調査結果に

基づくこと 

から、基本震源モデルの断層傾斜角は 90°と評価し、不確かさと

して断層傾斜角 70°北傾斜を考慮した。 

＜海域三連動の震源深さ、断層傾斜角（補足）＞ 

震源深さ（断層幅）については、宍道断層と同様に安全側に設

定した地震発生層（上限深さ 2km、下限深さ 20km）に断層傾斜角

70°を考慮（18km÷sin70°）し、約 19km に設定した。 

断層傾斜角については、 

・断層周辺で発生した横ずれ断層による地震の断層傾斜角のうち、

最も傾斜しているものは 71°であること 

・音波探査記録から海域三連動全体の傾斜角を平均すると 35°

程度になるが後期更新世以降の断層活動様式が不明であること 

を考慮し、基本震源モデルの断層傾斜角は 70°南傾斜と評価し、

不確かさとして 35°南傾斜を考慮した。 

顧問の意見 

①断層モデルの評価はレシピに従い適切になされている。破壊伝

播速度、短周期レベルの設定は論文等の根拠があり問題ない。

アスペリティ位置等の微視的パラメータは事業者判断で設定さ

れているが、保守的設定であれば問題にならないと考える。 

（釜江顧問（コメント）） 

②地震発生層の取り扱いについては、こういう形で良いと思う。

大地震の場合は微小地震が起きた時以上に、より深くまでずれ

も生じているというのが最近の知見だと思う。 
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 （岩田顧問（コメント）） 

③海域三連動の断層傾斜角の設定にあたっては、現在の応力場も

しくは発震機構を基にした検討を行っているか。そうした説明

があったほうが分かりやすい。（岩田顧問） 

④35°の断層傾斜角を採用することが基本モデルとしては適切で

ない理由は何か。断層傾斜角という実態的に見えないものを想

定した時に、どういう説明ができるのか。 

古い断層と同じ場所で新たに破壊面を作るのは不自然に感じる

ので、判断根拠を明確に文章化したほうがいい。（佃顧問） 

⑤地表付近で確認された 35°という傾斜角が、地下の地震発生層

では 70°と広角になっていくとしているので、どういう絵が描

けるかという断層のイメージングについて説明があったほうが

良い。 

地表付近の音波探査結果からすぐに地震動評価のためのモデル

化に行っている印象があるので、一般の方の理解を進めるため

にはもう少し段階を踏んだ説明を加えるべき。（佃顧問） 

⑥海域三連動の断層傾斜角に関しては、地下深部の情報が十分無

い中で 70°を基本モデルとすることは理解できるが、音波探査

図のどこの変形を見れば良いかは一般の人には分かり難いと思

う。D1,D2といった境界層の評価位置も分からないので、説明資

料にはもう少し工夫があって良いと思う。 

（佃顧問（コメント）） 

⑦海域三連動については、段階を追った判断のプロセスを明確に

してほしいという気持ちがあった。反射記録等では活断層の可

能性は非常に低いと判断される一方で、その次の段階として、

上載層が分布しておらず後期更新世以降の活動を評価できなか

ったため、活断層と見なして断層モデルを作成したと理解して

いる。 

また、海域三連動の基本震源モデルにおける断層傾斜角を図で

表現するなら、観測事実がある 2km までの区間は 35°、2km 以

深は 70°と描くのが正しいのでは。そうすると図の上では敷地

に近づくように見え、影響を確認したくなる。 

観測事実は揺るがないので、2km までの区間も 70°としなけれ 

ばいけない理由があるなら聞いておきたい。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」③④について） 

・断層傾斜角については、以下のレシピの考え方に基づき、より

信頼性の高い情報を考慮して設定することとしている。 

1) 対象とする断層についての反射法探査結果等、断層の傾斜

角を推定する資料がある場合にはそれを参照する 

2) 周辺にある同じタイプの断層から傾斜角が推定できる場合
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には、それを参照する 

3) 上記のような資料が得られない場合は、横ずれ断層の傾斜

角は 90°を基本とする 

・海域三連動は、B層（中期～後期更新世堆積層）の明瞭な分布

が確認できていないこと等から、後期更新世以降の活動を考慮

する断層と評価している。地質調査結果より、東北東－西南西

走向の低角（南傾斜）逆断層が認められ、その傾斜角は音波探

査記録を参照すると断層全体の平均で 35°程度である。但し、

当該断層は更新世以降において、南側隆起（北側沈降）の逆断

層運動を示唆するＢ層の堆積盆の形成は認められず、横ずれ運

動を示唆する花弁構造や引きずり込み構造などの特徴的な反射

パターンも認められないことから、後期更新世以降の活動様式

は不明である。 

従って、本調査結果を基本震源モデルの断層傾斜角として採用

することは適切でないと考える。 

・ほぼ東西の走向を持つ海域三連動が現在の東西圧縮応力場で活

動する場合、主に横ずれの断層活動を示すと考えられることか

ら、レシピの考え方に基づき、当該断層の周辺で発生した横ず

れ断層による地震の断層傾斜角を参照して設定している。参照

した地震のうち、Ｍ７クラスの大規模地震の断層傾斜角は 90°

であり、中小地震の断層傾斜角は平均的には 80°程度、最も傾

斜しているものでも 71°であることから 70°に設定している。

（「顧問の意見」⑤について） 

・音波探査記録による地表付近の断層傾斜角は平均で 35°である

が、後期更新世以降の活動様式は不明であることから周辺にあ

る同じタイプの断層傾斜角を参照し、震源断層面の傾斜角は基

本震源モデルで 70°と設定した。音波探査記録による地表付近

の 35°については、震源断層面が 35°で傾斜していると仮定し

て断層傾斜角の不確かさとして考慮した。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・基本震源モデルについては、後期更新世以降の断層活動様式が

不明であることから音波探査記録による断層傾斜角を参照する

のではなく、地表で断層が認められる位置に活断層があるもの

として、傾斜角を推定する資料がない場合のレシピの考え方に

基づき地表断層位置から 70°（周辺断層の傾斜角を参照）の角

度で地震発生層上限から下限までの断層面を設定している。 

また、断層傾斜角の不確かさを考慮したケースについては、音

波探査記録による断層傾斜角を参照して 35°の角度で設定して

いる。 
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【論点<8>参考①：宍道断層のアスペリティ配置と変位地形・リニアメントの関係】 

【論点<8>参考②：海域三連動のアスペリティ配置と断層の評価区間の関係】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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【論点<8>参考③：海域三連動の断層傾斜角の設定プロセス】 

地質調査結果より，低角（南傾斜）逆断層が認められる
Ｂ層（更新統）の明瞭な分布が確認できない

応力場や周辺断層の傾斜角を踏まえ基本震源モデルの
断層傾斜角を７０度（横ずれ）に設定
傾斜角を推定する資料がない場合のレシピの考え方に
基づき地表断層位置から７０度の角度で地震発生層上限
から下限までの断層面を設定する

音波探査による表層２ｋｍ程度までの傾斜角３５度は不
確かさとして考慮
傾斜角３５度を延長し，地震発生層上限から下限までの
断層面を設定する

後期更新世以降の活動を考慮する断層とする

後期更新世以降の逆断層運動を示唆するＢ層の堆積盆
の形成は認められない
横ずれ運動を示唆する花弁構造や引きずり込み構造など
の特徴的な反射パターンも認められない

現在の応力場で活動する場合，主に横ずれの断層活動を
示すと考えられる

地表

地震発生層
上限深さ

地震発生層
下限深さ

2km

18km

７０°

地表断層位置

断層傾斜角の不確かさを
考慮したモデルの断面図

音波探査による傾斜角３５度（不確かさを
考慮したモデルの断層傾斜角に反映）

周辺横ずれ断層の断
層傾斜角から設定

本調査結果でみられる３５度の断層傾斜（いつの年代に，

どのように動いたものかは明確でない）を基本震源モデル
の断層傾斜角として採用することは適切でない

【断層の活動様式の評価】

【断層の活動性評価】

断層傾斜角の設定に参考となる後期更新世以降の断層
活動様式は不明

基本震源モデルの断層傾斜角は，本調査結果による傾
斜角３５度は参照せず，地表で断層が認められる位置に
活断層があるものとしてレシピに基づき周辺にある同じタ
イプ（横ずれ）の断層傾斜角から設定

【断層傾斜角の設定】

３５°

基本震源断層
モデルの断面図

地表断層位置

出典：中国電力(株)資料 
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項目 

<9> 応答スペクトル法による地震動評価に耐専式を適用するもの

としないものがある理由、適用する場合も内陸補正を適用し 

ない理由は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜宍道断層＞ 

・発電所敷地～宍道断層間の距離と、耐専式（Noda et al.(2002)

の方法）で設定されている極近距離との乖離が大きいことから、

全てのケースが耐専式の適用範囲外（※）と判断 

（※）極近距離よりも近くなると、他の距離減衰式と比較して地

震動が過大に評価される傾向がある。 

＜海域三連動＞ 

・基本震源モデル及び断層傾斜角の不確かさケースについては、

発電所敷地～海域三連動間の距離と、耐専式で設定されている

極近距離との乖離が大きくないことから、保守的に耐専式を適

用 

・その他の評価ケースは、耐専式で設定されている極近距離との

乖離が大きいことから、耐専式の適用範囲外と判断 

・耐専式の評価としては、内陸地殻内地震のため、内陸補正を考

慮して地震動レベルを低減できるが、安全側の評価として内陸

補正を考慮しない。 

顧問の意見 

①海域三連動に本来適用範囲外の耐専式を適用したことについて

は、一般向けの説明時は保守的な条件設定としていることも含

めて、地震の規模が同じなのに方法によってなぜこれだけ違い

があるのかをきちんと説明するよう、注意すべき。 

（釜江顧問） 

②内陸補正を考慮していない点には違和感があり、この評価結果

が独り歩きすることを心配している。本来加味すべき補正を考

慮していない、安全側の計算結果であることは一般向けに説明

しておいたほうがいい。（釜江顧問） 

③本来は耐専式の適用範囲外にある海域三連動の基本モデル及び

断層傾斜角不確かさケースに耐専式を使った理由や、耐専式を

使ったほうが安全側である根拠を示したほうがいい。 

（釜江顧問） 

④耐専式を適用したことについては、単に保守的だから耐専式を

使うと言うのではなく、適用範囲内にあるとして使われたと説

明するほうが良いと思う。（釜江顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①②③について） 

・海域三連動の基本モデル及び断層傾斜角の不確かさケースにつ

いては、耐専式で設定されている極近距離よりも近いが、極近
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距離から大きく乖離していないことから耐専式を適用した。 

また、海域三連動は内陸地殻内地震のため、耐専式では内陸補

正を考慮して地震動レベルを低減することができるが、安全側

の評価として内陸補正を考慮せずに評価している。 

上記ケースの内陸補正を考慮した地震動評価結果は、その他の 

距離減衰式及び断層モデルによる地震動評価結果の上限レベル

となっており、内陸補正を考慮しない場合はそれらを大きく上

回る。 

以上より、耐専式を適用した基本モデル及び断層傾斜角の不確

かさケースについては、その他の距離減衰式や断層モデルによ

る地震動評価結果と比較して安全側の評価となっている。 

【論点<9>参考①：宍道断層及び海域三連動における耐専式の適用性検討結果】 

出典：中国電力(株)資料 
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【論点<9>参考②：海域三連動（基本震源モデル）の地震動評価結果の比較】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 

<10> 断層モデル手法による地震動計算において、どのようなパ

ラメータの不確かさや、不確かさの組合せが考慮されてい

るか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

以下の断層パラメータについて認識論的不確かさ（事前の詳細な

調査や経験式等に基づき設定できるもの）と偶然的不確かさ（事

前の詳細な調査や経験式からは特定が困難なもの）に分類し、偶

然的不確かさは複数設定した上で、各断層パラメータとの重畳を

考慮している。 

＜認識論的不確かさ＞ 

1) 断層傾斜角 

・宍道断層については、全国地震動予測地図 2017 年版の震源断

層を特定した地震動予測地図における宍道（鹿島）断層の傾斜

角（鳥取沖の構造探査の図等を参照して仮置きされた設定値）

に基づき 70°北傾斜に設定 

・海域三連動については、現在の応力場を踏まえると低角の傾斜

角として活動する可能性は考えにくいが、地質調査結果を参考

に、念のため 35°南傾斜に設定 

2) 破壊伝播速度 

・宍道断層と海域三連動ともに、宮腰ほか(2005)に基づき、アス

ペリティ領域の平均的な破壊伝播速度 0.73Vs に標準偏差 1σを

考慮した 0.87Vs に設定 

3) すべり角 

・宍道断層については、トレンチ調査結果による鉛直方向の変位

を考慮して 150°に設定 

・海域三連動については、根拠となる地質調査結果が得られてい

ないため、近傍に位置する右横ずれ断層（宍道断層）による地

震の不確かさと同様に 150°に設定 

4) アスペリティ位置／アスペリティ数 

・宍道断層については、敷地に近いＡランクのリニアメントを考

慮して一塊にしたアスペリティを配置し、その形状は正方形・

縦長の２ケースを設定 

・海域三連動については、基本震源モデルの東側セグメントにお

けるアスペリティ２個を一塊に設定するとともに、それぞれの

セグメントで敷地に最も近い位置に配置し、その形状は横長と

縦長の２ケースを設定 

5) 中越沖地震を踏まえた短周期レベル 

・宍道断層と海域三連動ともに、中国地方で発生した地震の短周

期レベルに関する知見を踏まえるとレシピの 1.25 倍にすれば

十分であるが、短周期レベルは地震動に大きく影響するパラメ
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ータであることから、中越沖地震の知見を踏まえて安全側にレ

シピの 1.5 倍を考慮(※)

 (※)不確かさの考慮においては、レシピに基づき短周期レベル

を設定した上で、短周期領域のフーリエスペクトルの比が

基本震源モデルの 1.5 倍となるように地震動評価を実施 

6) 断層位置（海域三連動のみ） 

 Ｆ－Ⅲ断層及びＦ－Ⅳ断層の近傍に位置するＦ－①断層及びＦ

－②断層は後期更新世以降の活動が認められないが、地質調査

結果によりＦ－Ⅲ断層及びＦ－Ⅳ断層と地下深部において収斂

していると考えられることから、断層位置の不確かさとしてＦ

－①断層及びＦ－②断層とＦ－Ⅴ断層の連動を考慮した位置に

設定（断層長さ 53km） 

＜偶然的不確かさ＞ 

・宍道断層と海域三連動ともに、破壊開始点の不確かさとして、

基本震源モデルとは異なる位置の破壊開始点を複数設定（破壊

が敷地に向かうような位置） 

また、宍道断層は敷地の極近傍に位置するため、地震動への影響

度を考慮して不確かさを組み合わせたケースを設定している。 

＜宍道断層による地震の不確かさの組合せケースの設定根拠＞ 

・不確かさの各ケースの断層モデルを用いた手法による地震動評

価結果のうち、特に地震動レベルが大きい断層傾斜角、破壊伝

播速度及び短周期の地震動レベルの不確かさを考慮したケース

を比較する。 

・なお、一般的な横ずれ断層の地震は、中越沖地震を引き起こし

たような逆断層の地震に比べて短周期レベルが小さく、更に横

ずれ断層の地震の中で中国地方の地震は他の地域の地震よりも

短周期レベルが小さいことから、中国地方の横ずれ断層である

宍道断層による地震の短周期レベルについては、中越沖地震

（逆断層）時の短周期レベル1.5倍を1.2（佐藤（2008）の横ず

れ断層に対する逆断層の短周期レベルの比）で除して1.25倍と

すれば十分に安全側の設定となるため、不確かさの組合せにお

いて考慮する短周期の地震動レベルとしては、横ずれ断層と逆

断層の短周期の地震動レベルの違いを踏まえて、短周期領域の

フーリエスペクトルの比が1.25倍となるように地震動評価を行

う。 

・以上を踏まえ、各ケースの地震動評価結果を比較すると、各ケ

ースとも地震動レベルが最大となる周期が存在し、どれを組み

合わせても敷地の地震動が大きくなると考えられるため、これ

ら３ケースの不確かさをそれぞれ組み合わせた「断層傾斜角の

不確かさと破壊伝播速度の不確かさの組合せケース」、「断層 
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傾斜角の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25

倍）の組合せケース」及び「破壊伝播速度の不確かさと短周期

の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース」を考慮

する。 

顧問の意見 

①総じて、今まで知られている知見の範囲で、丁寧にばらつきを

考慮して地震動の検討がなされていると評価できる。 

但し不確かさをどう組み合わせるかについては、審査の中でコ

ンセンサスが得られても学術的にはまだ研究途上。過剰な設定

を避け、現実に即した組合せにすることで妥当性の相場感が見

えてくるものであり、重要だが答えはない。 

（岩田顧問（コメント）） 

②海域の応答スペクトル法では、耐専式を使っている上に内陸補

正を考慮しておらず、おそらく 35°にして色んな不確かさを

入れると地震動が大きくなる。結局は基準地震動が変わらない

としても、その確認を取ったほうがいいのではないか。 

（釜江顧問） 

③現在の応力場、どういう地震が発生する可能性が高いかを踏ま

えた上での合理的な断層モデルの設定であることを説明できる

ようにしておく必要がある。（岩田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②③について） 

・海域三連動の断層傾斜角については、レシピの考え方、地質調

査の結果、現在の応力場等を考慮した上で設定している。 

（詳細は論点<8>の回答のとおり） 
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【論点<10>参考①：宍道断層による地震の地震動評価ケース】 

【論点<10>参考②：海域三連動による地震の地震動評価ケース】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 

<11> 断層モデル手法による地震動計算において、経験式（入倉・

三宅式）の基となった観測データのばらつきを反映（上乗

せ）する必要はないか【県独自項目】 

論点の趣旨 

2020 年 12 月に大阪地方裁判所は、国（原子力規制委員会）が基

準地震動の審査において、入倉・三宅式に基づき算出された地震

モーメントの平均値に何らかの上乗せをする必要があるか否かの

検討をしていなかった点等を指摘し、大飯発電所の設置変更許可

を取り消す判決を下した。 

この判決以降、県民から宍道断層による揺れもばらつきを考慮し

ているのか、といった心配の声を受けていることを踏まえ、基準

地震動の審査における観測データのばらつきの扱いや、基準地震

動の策定過程でばらつきを上乗せする必要性に関して、国の見解

等（※）を確認する。 

（※）既存の公開資料等を県で取りまとめた内容 

国の見解等 

＜審査における不確かさの考慮＞ 

・レシピを用いて地震動評価を行う際には、その評価に影響を与

える種々の不確かさがあることから、敷地での地震動が厳しい

側のものになるように初期入力条件である震源特性パラメータ

を設定すること、又は得られた地震動評価結果そのものを大き

くすることを行う。 

審査ではこのような点を中心に「経験式が有するばらつき」が

存在することを前提として、基準地震動が地震動評価に大きな

影響を与えると考えられる不確かさを考慮して適切に策定され

ていることを、地震学および地震工学的見地に基づく総合的な

観点から判断している。 

＜審査における観測データのばらつきの扱い＞ 

・地震動審査ガイド（審査官が設置許可基準規則等の趣旨を十分

に踏まえ、基準地震動の妥当性を厳格に確認する際に参考とす

るもの）では経験式が有するばらつきに対する考慮について、 

1) 「震源モデルの長さ又は面積、あるいは１回の活動による

変位量と地震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を

設定する場合には、経験式の適用範囲が十分に検討されて

いることを確認する。」 

2) 「その際、経験式は平均値としての地震規模を与えるもの

であることから、経験式が有するばらつきも考慮されてい

る必要がある。」 

と規定している。 

 この記載の趣旨は、経験式が策定された際にはばらつきがある

ので、そのことを踏まえた上で経験式の適用範囲が適切なのか
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を確認するようにということであり、ばらつきの上乗せを求め

る意味ではない。 

・審査では、入倉・三宅式を用いて地震モーメントを計算する

際、式の基となった観測データのばらつきを反映して計算結果

に数値を上乗せする方法は用いていない。このような方法はレ

シピで示された方法ではなく、かつこのような方法の科学的根

拠を承知していないからである。 

＜ばらつきの上乗せによる地震動評価への影響＞ 

・震源断層面積を固定して地震モーメントを50%上乗せ(1.5倍)、

または100%上乗せ(2倍)して試算した場合、震源断層面積に占

めるアスペリティ総面積の比が60%を超え、レシピで参照して

いる知見に反する。また、レシピに従うと、アスペリティのす

べり量は平均すべり量の2倍としているため、背景領域のすべ

り量が負となり、震源モデルに破綻が生じる。 

・こうした上乗せ操作は、基準地震動の策定において必ずしも厳

しい側に評価することにつながらない。また、地震動評価にお

いては、震源断層面積が大きくなることの影響よりも、アスペ

リティの位置が敷地に近づくことの影響が大きい。 

・なお、審査における「短周期の地震動レベルを1.5倍したケー

ス」は、レシピの式を用いて計算すれば、地震モーメントを約

3.4倍することに相当する。 

顧問の意見 

①審査ガイドのばらつきに関する条項の趣旨は、具体的に上乗せ

を求めることではなく、検討用地震が漏れないように、影響が

ある断層を小さく評価して基準地震動を過小評価しないように

ということ。 

レシピを用いた決定論的なアプローチでは、計算で用いる理論

式や経験式を全て真値として扱っており、入倉・三宅式も正し

い式だとして地震動を予測している。レシピに基づく予測にあ

たっては、アウトプットが変な答えにならないようにする必要

があり、予測結果が過去の観測記録から外れないように全体と

しての枠組みができている。地震本部も全国の地震動予測地図

を作るためにレシピを使っており、基準地震動を策定する上で

もレシピが基になっているが、原子力の世界では断層長さやア

スペリティの位置・深さなど、地震動への影響が大きい不確か

さの情報をより積極的に導入しながら、最大規模の地震動を予

測している。 

レシピの中ではばらつきの上乗せは想定されていないし、レシ

ピで計算する巨視的パラメータと微視的パラメータは全く独立

ではなく殆どがリンクしているので、同じ断層面積で地震モー

メントという巨視的パラメータを大きくしてしまうと、後々の
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微視的パラメータのほうで不都合が生じる。 

地震モーメント以外にも色んなデータにはばらつきがあり、そ

れをどう取り入れるかという判断は今後必要かとは思う。その

場合、ただばらつきのあるデータに対して、そのばらつきを直

接考慮して上乗せするというのではなく、そのばらつきの成因

も考える必要があると思う。 

 宍道断層を 39km に延ばしたことや、アスペリティをサイトの

傍に置いていることなど、地震動に一番影響するところが基本

モデルに入っているが、基本モデルという概念を理解していな

い人は、これが最大だと思わないこともあると思う。基準地震

動が不確かさを考慮して保守的に設定されていることが分かる

ように、そうした情報を見える化しながら説明していく必要は

あると思う。（釜江顧問（コメント）） 

②レシピに基づく計算は、様々な経験式や理論モデルをつなぎ合 

わせながら行っているため、そこにある式に何か上乗せすると 

破綻するのは目に見えている。 

色んな考え方はあると思うが、断層面積をより広くする、活断

層調査で見えないところは延ばして考えるといった検討は必要

だと思う。 

レシピに基づく平均的な枠組みが基であっても、幅広い地震動

を想定していて、そのうち保守的な強い地震動が起きる震源断

層モデルを作っているということを示してこなかったことは、

専門分野コミュニティとしての反省点だと思う。 

ただ、元々のデータになっている個々の地震は実際に起きてい

るので、それぞれが少しずつ平均像と違う形をしているのは事

実。パラメータのばらつきをどう取り入れるかについては、経

験式をもとに自由に検討して、現実に起きていることをさらに

もっともらしく再現できるようにしたほうが良いとは思う。 

（岩田顧問（コメント）） 

③宍道断層の長さを 22km とした評価に関しては、色んな調査の

結果や地質学的な証拠等も含めて、科学的に適切だと思ってい

た。宍道断層を 39km に延ばしたことは、調査しても明確に否

定できる材料がないということで、不確かさを考慮してより保

守的に評価するための事業者判断だったと理解している。 

経験式に誤差があることは理解しているので、パラメータの設

定のところで十分安全側に評価していくことは大事だと思うの

で、そこをしっかりやればいいと思う。 

断層の傾斜も含めて、不確かさを保守的に取り入れるための検

討は丁寧に行われていると思う。今後はそういうところをより

わかり易く説明していくほうが良い。（佃顧問（コメント）） 

④原発の耐震設計審査では、従来から不確かさとばらつきは同じ
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ような意味を持つものとして使われてきたが、規制庁の審査ガ

イドではばらつきが前面に出てしまい、その表現が悪かったた

め誤解を生んでいると思う。国はこのことを認め、説明した上

でガイドの言葉を変えたほうがいい。一番大事なのは、保守的

な地震動が策定されているということ。 

また、この件は他の原子力発電所にも影響すると思うので、今

後はレシピどおりに計算しているから問題ないというのではな

く、経験式の使い方なども規制委員会の中で合意を取り、国民

にわかりやすく説明していただきたい。（釜江顧問） 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」④について） 

・審査ガイドのばらつきに関する表現は、規制委員会の中でも誤

解を得る形だと言われており、直すべきものは直していこうと

議論している最中。ご指摘のとおり誤解があった上での議論は

望ましくないので、対応を取っていきたいと考えている。 

【論点<11>参考：強震動予測レシピに基づく断層モデルのパラメータ設定フロー】 

出典：中国電力(株)資料 
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 (ｲ) 震源を特定せず策定する地震動 

項目 
<12> 2000 年鳥取県西部地震、2004 年北海道留萌支庁南部地震を 

基準地震動とした理由は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

審査ガイドで示される 16 地震のうち 13 地震については、 

・地中の地震観測記録を２倍した地震動が既往の震源を特定せず

策定する地震動（加藤ほか(2004)に基づく応答スペクトル）よ

り小さく、影響が小さい（９地震） 

・地震観測記録から解析した地盤モデルと調査で得られた地盤が

整合せず、岩盤における信頼性ある地震動評価が行えない（３

地震） 

・地盤情報が乏しいため、地盤モデルが構築できず、岩盤におけ

る地震動評価が行えない（１地震） 

ため、考慮する地震として選定しない。 

また、2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域周辺は、 

・新第三紀以降の火山岩、堆積岩が厚く分布 

・褶曲・撓曲構造が現在の応力場に調和的 

・逆断層が卓越 

といった特徴が見られる一方で、島根原子力発電所周辺は、 

・主に新第三紀の堅固な堆積岩が厚く分布 

・褶曲・撓曲構造が現在の応力場に調和しない 

・横ずれ断層が卓越 

など、両地域の地質・地質構造等の特徴が異なっているため、考

慮する地震として選定しない。 

2000 年鳥取県西部地震は、島根原子力発電所周辺地域で発生した

地震であり、地質学的・地震学的特徴が類似していることを踏ま

えて考慮する地震として選定し、 

・岩盤相当の記録である賀祥ダム（監査廊）の観測記録が「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動」を一部の周期帯で上回

ること 

から、観測記録を基準地震動として設定した。 

2004 年北海道留萌支庁南部地震は、 

・地表の観測記録が当初申請時の「震源を特定せず策定する地震

動」を大きく上回ること 

・震源近傍（K-NET 港町観測点）のボーリング調査や観測記録と

整合する地盤モデルが得られていること 

を踏まえて考慮する地震として選定し、 

・地表観測記録をもとに解析した岩盤での地震動に保守性を考慮

した地震動が「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」を

一部の周期帯で上回ること 
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から、この地震動を基準地震動として設定した。 

顧問の意見 

①岩手・宮城内陸地震を落として鳥取県西部地震だけ選定すると

いう説明があった一方で、第２グループ（Mw6.5 以下の 14 地

震）のほうでは震源メカニズムを考えないのはなぜか。北海道

留萌支庁南部地震も発生帯は違うので、それは評価しないとい

うことをどうしてしないのか。（岩田顧問） 

②「2004 年北海道留萌支庁南部地震に保守性を考慮した地震動」

を基準地震動に設定したとあるが、「保守性を考慮した」とは 

具体的には何か。（岩田顧問） 

③Vp が 2～3km/s 程度しかない軟岩で、非常に堅固な地震基盤相

当の経験式を使うのはおかしいと思う。Vs は経験的にはもっ

と小さいと想像される。また、はぎとり等の関連する研究が無

いかはもう少し調べたほうが良い。（岩田顧問） 

④賀祥ダムは Vp が 2km/s 程度の層は薄く実力としては非常に固

い岩盤の観測記録なので、それより少し軟らかい島根サイトの

地盤へそのまま持ってくることに問題無いかは、既往の文献調

査も含めて丁寧に説明いただいたほうが良い。（岩田顧問） 

⑤ダムの影響で特定の周期が節になっている可能性があるので、

短周期側で弱い地震動になっていないかについては丁寧な説明

が必要だと思う。（岩田顧問） 

⑥北海道留萌支庁南部地震以外の Mw6.5 未満の地震に関する整理

結果は、誰のどういう評価かを明確に示したほうが良い。 

（岩田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・審査ガイドにおいて、「地表地震断層が出現しない可能性があ

る地震」は、国内においてどこでも発生すると考えられる地震

で、震源の位置も規模もわからない地震として地震学的検討か

ら全国共通に考慮すべき地震（震源の位置規模も推定できない

地震（Mw6.5 未満の地震））であるとされているため、メカニ

ズムを問わずに検討している。 

（「顧問の意見」②について） 

・基盤地震動算定における地盤モデルの減衰定数や非線形特性等

の不確かさを踏まえた検討を複数実施し、最も地震動が大きく

なるケース（水平方向：609 ガル、鉛直方向：306 ガル）を採

用し、さらに保守性を考慮して振幅をかさ上げした地震動（水

平方向：620 ガル、鉛直方向：320 ガル）を震源を特定せず策

定する地震動として設定している。 
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（「顧問の意見」③について） 

・Vp=1.73×Vs の関係式における「1.73」は、一般的な岩盤（花

崗岩）のポアソン比 0.25 を用いて Vp,Vs とポアソン比の関係

から計算された値であるが、賀祥ダム堤体底部の Vp は 2.0～

2.2km/s であり、ポアソン比は 0.25 よりも大きいと考えられ

る。その場合、Vp/Vs は「1.73」よりも大きくなり、それに伴

い Vs は 1.2km/s よりも小さくなることから、「1.73」を用いて

換算することは安全側の評価と考えられる。 

（「顧問の意見」④⑤について） 

・賀祥ダム（監査廊）の記録について、震源近傍の他の観測点に

おける基盤地震動と比較すると、賀祥ダムの記録のレベルが同

等以上であることから、賀祥ダムの記録は基盤地震動のレベル

として妥当なものであると考えられる。 

・監査廊での記録を Vp=4.2～4.5km/s 程度の岩盤上での記録とし

て島根サイトにおける解放基盤表面上での地震動を算定した結

果、 その応答波は監査廊での記録を下回ることから、監査廊

での記録を島根サイトの解放基盤表面（Vp=3.24km/s）での地

震動とみなすことは問題ないと考えられる。 

・なお、周期１秒前後では賀祥ダムでの観測記録が他の観測点で

の基盤地震動評価の結果に比べかなり大きいが、保守的に評価

するために賀祥ダムの記録をそのまま採用している。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・北海道留萌支庁南部地震以外の Mw6.5 未満の地震の分析は、電

力事業者によるものである。 
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【論点<12>参考：震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 

<13> 山陰でもひずみ集中帯の存在が指摘されているが、この地

域で発生した未知の断層に関係する地震（2016 年の鳥取県

中部地震など）による地震動を考慮する必要はないか 

  【県独自項目】 

論点の趣旨 

微小地震や地殻変動の観測データから、山陰地方には地盤内にお

けるひずみの蓄積速度が速いひずみ集中帯があり、地下の潜在断

層の存在が示唆されるとの研究成果があることを踏まえて、基準

地震動の策定にあたって山陰のひずみ集中帯で発生した地震が考

慮されているかを県独自に確認する。 

中国電力の 

説明 

山陰ひずみ集中帯とされている地域で発生した地震については、

2000年鳥取県西部地震（マグニチュード7.3）による地震動の影

響を「震源を特定せず策定する地震動」として考慮している。 

同じく山陰ひずみ集中帯とされている地域で発生した2016年の鳥

取県中部地震（マグニチュード6.6）については、規制委が地震

記録を収集・整理しているが、「震源を特定せず策定する地震

動」の地震動データの収集・整理方針では、硬質地盤上の強震記

録で地盤の非線形性（地盤が軟弱な場合に応答が大きくなる）の

影響を受けていないものを対象としており、鳥取県中部地震につ

いてはこれに合致する強震記録がなく、適切な地震動データ（時

刻歴波形）が存在しないことから、「震源を特定せず策定する地

震動」の検討対象地震には該当しないとされている。 

なお、地震伝播方向の分析により鳥取県中部地震に関して特異な

増幅が見られないことを確認しているほか、地震ハザード解析に

おいても鳥取県中部地震の情報を反映している。 

顧問の意見 

①蓄積したひずみが地殻の強度を超えた時に地殻が破壊する現象

が地震であり、GPS の観測（近年の研究）から、山陰地方では

ここ 20 年くらいのひずみの蓄積具合が比較的速いことが分か

っている。 

原子力発電所は、震源を特定していない地震についても評価を

し、それについて対策を行っているので、ひずみの蓄積速度が

速いことで新たに考える必要があることが出てくるとは思わな

い。（岩田顧問（コメント）） 

②県民の理解、地震防災という一般的な観点から見ると、山陰は

広島などの中国地方の地殻内に比べると大きめの地震がよく起

きていることは、広報等により一般の方々に基本的情報として

理解してもらうことが大事。（佃顧問） 

③中国電力は科学的・技術的に正確に説明しなければいけないの

で、どうしても一般の方には理解し難い表現になってしまいが
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ちだと思う。 

 そのため県は中立な立場で、正確さを損なわないよう工夫しな

がら分かり易い表現に変えていく必要があり、そうした努力を

していくべき。（佃顧問） 

県の回答 

（「顧問の意見」②③について） 

・県の広報誌等を活用し、ひずみによる地震発生のメカニズム

や、なぜ山陰地方は他の中国地方に比べ頻繁に地震が起きてい

るかについて、県民の理解が深まるよう周知していく。 

 また、中国電力の取り組み等を一般向けに周知する際は、発電

所の状況を良く理解した上で、中立な立場で一般の方に分かり

易い言葉を用いて表現するよう努めていく。 

【論点<13>参考：山陰地方のひずみ集中帯と微小地震分布】 

出典：京都大学防災研究所 西村准教授 発表資料（日本活断層学会 2018 年秋季学術大会）
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項目 

<14> 規制委員会でバックフィットが検討されている標準応答ス

ペクトルを考慮すると、今後基準地震動が変更になる可能

性はないか【県独自項目】 

論点の趣旨 

令和 3年 1月に、原子力規制委員会が標準応答スペクトル（全国

共通に考慮すべき標準的な応答スペクトル）を取り入れた規制基

準の改正案を了承したことを踏まえ、標準応答スペクトルを考慮

した場合、島根原子力発電所の基準地震動に変更が生じるかどう

かを確認する。 

※国の審査等に先行して確認を行うため県独自項目として扱う。 

中国電力の 

説明 

＜標準応答スペクトルによる基準地震動への影響＞ 

標準応答スペクトルの基準地震動への影響を検討した結果、 

・島根原子力発電所の基準地震動 Ss-D（820 ガル）は標準応答ス

ペクトル（600 ガル）を大きく上回っていること 

・地震動評価に用いる地下構造モデルは地震基盤面から解放基盤

表面までの間で地震動を大きく増幅させるような構造ではない

こと 

から、標準応答スペクトルは島根サイトの地下構造を考慮しても

基準地震動に影響を及ぼすものではないと考えている。 

＜標準応答スペクトルに関する今後の対応＞ 

標準応答スペクトルを取り入れた規制基準は令和 3年 4月 21

日に施行されており、施行後 9か月以内に改正前の解釈に基づき

新規制基準に係る許可を受けた場合は、以下のいずれかの手続が

必要となる。 

1) 施行日から 9か月を経過する日又は当該許可を受けた日から

起算して 3か月を経過する日のいずれか遅い日までに、方針

等を記載した申請を実施 

2) 改正後の解釈を適用しても基準地震動を変更する必要がない

と考える原子力施設については、改正前の解釈に基づき新規

制基準に係る許可を受けた日から起算して 3か月以内に、基

準地震動の変更が不要であることを説明する文書を原子力規

制委員会に提出 

島根原子力発電所２号機については、上述の検討結果を踏まえ

て 2)の対応を取ることとし、令和 3年 9月 15 日に改正前の解釈

に基づき新規制基準に係る許可を受けた後、令和 3年 9月 21 日

に基準地震動の変更が不要であることを説明する文書を提出して

おり、検討内容の詳細について規制庁へ説明していく。 

顧問の意見 
①伝達関数（地盤増幅特性）がこれまでの審査で承認されたもの

だとすると、標準応答スペクトルが島根原子力発電所の基準地
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震動に大きな影響を与えないことは図を見ればわかる。 

（釜江顧問（コメント）） 

【論点<14>参考：基準地震動 Ss-D と標準応答スペクトルの比較】 

出典：中国電力(株)資料 
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ウ 周辺斜面の安定性 

項目 <15> 斜面の崩壊による重要設備への影響は考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明）

以下の検討・評価を行い、周辺斜面の崩壊により耐震重要度分類

Ｓクラスの機器・系統及びそれらを支持する建物・構築物等（耐

震重要施設等）の安全機能が損なわれるおそれがないことを確認

している。 

＜評価対象斜面の検討＞ 

1) 耐震重要施設等の周辺斜面の中で、すべり方向が耐震重要施

設等に向いており、耐震重要施設等からの離隔距離がない斜

面を尾根線・谷線で区切り、耐震重要施設等に影響するおそ

れのある斜面として抽出 

2) 地下水位の分布を踏まえて液状化範囲を検討し、地下水位以

深の埋戻土等の液状化によるせん断強度の低下を考慮 

3) 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面に対し、法尻標

高及び地質の種類毎にグループＡ，Ｂ，Ｃに区分 

4) 耐震重要施設からの離隔距離、斜面を構成する岩級、斜面の

高さ、斜面の勾配、シームの分布、対策工の実施等の各影響

要因を勘案してグループ毎に評価対象斜面を検討し、安定性

評価の対象となる斜面として、２号機南側切取斜面、２号機

西側切取斜面、２号機南側盛土斜面、ガスタービン発電機建

物周辺斜面を選定した。 

＜地震応答解析による周辺斜面のすべり安定性評価＞ 

選定した各評価対象斜面について、斜面高さが高くなり、最急

勾配となるすべり方向を解析対象断面に設定し、基準地震動によ

る地震力を作用させた二次元有限要素法を用いた地震応答解析を

行い、斜面の安定性（すべり安全率）を評価した。 

解析の結果、全ての評価対象斜面ですべり安全率が 1.2 を上回

ったことから、周辺斜面は想定される地震力により崩壊しないこ

とを確認した。 

顧問の意見 

①繰り返し地震の影響に関し、原子炉本体だけでなく周辺斜面の

安定性なども含めて考えることは重要。斜面が何度も地震の影

響を受けた時に、１回より危険度が増すという可能性を考慮す

る必要がある。（岩田顧問） 

②すべり面の位置はどのように決めているのか。（岩田顧問） 

③基準地震動を水平反転としている評価ケースがあるが、これは

どの成分を使っているのか。（岩田顧問） 

④盛土では降雨の条件を設定されているが、どの程度の浸透を加

味して検討されているのか。 
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 また、切土では降雨の影響をどのように考慮しているのか。原

盤と地層の境界面やシーム等への水の浸透評価を行った上で、

岩盤は降雨が浸透しないと考えているのか。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・評価に当たっては、強度のバラつきや液状化の影響等、保守的

な条件を設定するとともに、地震により破壊した地盤要素の強

度低下を考慮した結果、所定のすべり安全率が確保されている

ことから、繰り返しの地震に対しても十分な安全性を有してい

ると考えている。 

（「顧問の意見」②について） 

・斜面の安定性評価において、計算上は色んなすべり面を考慮し

ており、資料には一番すべり安全率が小さいすべり面を記載し

ている。 

（「顧問の意見」③について） 

・安定性は全ての基準地震動について評価しており、その中で水

平反転（－,＋）という条件での計算も行い、水平方向の地震

動を反転させた成分と、鉛直方向の成分を面内に入力してい

る。 

（「顧問の意見」④について） 

・盛土斜面には法面保護工をしているため、基本的に降雨は浸透

しないと考えているが、計算上はその効果は無いものとして、

降った雨が全て浸透することとして評価している。 

 岩盤斜面についても降雨の条件は考慮しているが、浸透流解析

の結果等から、岩盤では降雨はあまり浸透せず、液状化しない

と考えている。 
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【論点<15>参考①：周辺斜面の抽出結果（平面位置図）】 

【論点<15>参考②：すべり安全率評価の例（２号機南側切取斜面）】 

出典：中国電力(株)資料 

２号機南側切取斜面

２号機西側切取斜面

２号機南側盛土斜面

ガスタービン発電機建物周辺斜面

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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項目 
<16> 原子力発電所敷地内にある地滑り、土石流等の危険箇所に

対策が講じられているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明）

＜地滑り影響評価＞ 

文献調査及び地滑り地形判読によって確認された地滑り地形を

対象として地形、地質及び湧水等の水文的な観点に基づく現地調

査を実施し、調査の結果、 

・防災科学研究所（以下、「防災科研」）の調査結果である敷地内

５つの地滑り地形のうち、４つについては地滑り地形ではない

と評価 

・１つは地滑り地形の範囲に安全施設は存在しないことから、地

滑りにより安全施設の機能を損なわないことを確認 

し、地滑りによる安全施設の機能への影響はないと評価している。

ただし、防波壁（西端部）の地山については、 

・防災科研調査結果の地滑り地形付近において確認された礫質土

及び粘性土について、過去の表層すべりの可能性が完全に否定

できないこと 

から、尾根線に囲まれた内側の範囲の岩盤部までの礫質土及び粘

性土を全て撤去している。 

＜土石流影響評価＞ 

文献が示す土石流危険区域・渓流を参照した上で、敷地内の土

石流危険区域・渓流の地形を網羅的に抽出して図上調査及び現地

調査を実施し、調査の結果、 

・土石流の影響を受ける施設は限定的であり、島根原子力発電所

では安全評価上その機能に期待しない安全重要度分類クラス３

の施設のみが対象となること 

・上記施設は土石流による損傷を考慮して、代替設備による機能

維持や安全上支障のない期間での修復等を行うことによりその

安全機能を損なわないこと 

を確認し、土石流による安全施設の機能への影響はないと評価し

ている。 

顧問の意見 

①土石流により外部電源が使用できなくなった場合、最後は非常

用ディーゼル発電機に頼ることになるようだが、軽油は何日持

つのか。また、現状の備蓄量で十分だという根拠はあるのか。

（岩田顧問） 

②斜面のほうは重要施設への影響という観点からグルーピングし

て評価されているが、地滑りについては重要構造物への影響と

いう観点より、地滑りに対する一般論としての対応を取ってい

るのか。（釜江顧問） 

③土石流影響評価において抽出した土石流危険区域（国土交通省
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国土政策局）は、土石流に関するハザードマップなどで使われ

ている一般的な評価基準に従った範囲か。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・外部電源喪失を考慮した場合に原子炉の停止と冷却等に必要な

電源が供給できるよう、非常用ディーゼル発電機３系統のそれ

ぞれについて、7日分の軽油を地下タンクに貯蔵している。 

7 日間あれば外部電源の復旧は十分可能と考えており、外部か

らの応援にも期待できるので、7日分あれば十分と考えてい

る。また、規制のガイドの中でも、重大事故が起きた時には少

なくとも 7日分は保証するようにという考え方が示されてい

る。 

（「顧問の意見」②について） 

・地滑りについても考え方は斜面の安定性と一緒であり、重要構

造物への影響が対応を取る上での判断基準になっている。 

 防災科研で示される地滑り地形のうち防波壁（西端部）の地山

については、大規模な地滑りを起こす傾向は見られないが、こ

れが崩れると防波壁などに影響する可能性があったため、念の

ため表層を剥ぎ取った。 

 敷地東側に１箇所、地滑り地形と考えられる範囲があるが、こ

の近くには安全施設が存在しないため、地滑りを起こしても影

響は無いと考えている。 

（「顧問の意見」③について） 

・抽出箇所は一般的な評価基準に従ったもの。 

 机上検討だけでなく自社で現地調査をして、それぞれの土石流

危険区域ごとに土石流が発生した場合の土砂発生量も調査した

上で、最終的な評価を行っている。 
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【論点<16>参考①：島根県原子力発電所周辺の地滑り地形分布図】 

【論点<16>参考②：島根県原子力発電所周辺の土石流危険区域及び対象施設位置図】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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エ 耐震設計方針

項目 
<17> 耐震重要度分類を決めた判定基準、重要設備の抽出範囲は 

適切か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

各設備・施設の耐震重要度は、「実用発電用原子炉及びその附属

施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」及びその解釈を

踏まえ、 

・地震により生ずるおそれがある安全機能の喪失及びそれに起因

する放射線による公衆への影響の程度 

に応じて以下の３種に分類している。 

＜Ｓクラス＞ 

地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪

失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設及

びこれらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設、並

びに地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能の喪

失を防止するために必要となる施設であって、その影響が大きい

施設 

＜Ｂクラス＞ 

安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳク

ラスの施設と比べ小さい施設 

＜Ｃクラス＞ 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産

業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設 

また、耐震性評価にあたっては実用炉規則別表第二に基づき、 

・Ｓクラスの設計基準対象施設（以下「ＤＢ施設」）及び重大事

故等対処施設（以下「ＳＡ施設」） 

・上位クラス施設へ波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設 

・ＢクラスのＤＢ施設のうち、共振のおそれのある施設 

・ＳクラスのＤＢ施設及びＳＡ施設の間接支持構造物や、波及的

影響に関する施設 

を評価対象として抽出し、規制基準の要求に照らし必要な施設が

網羅されていることを確認している。 

なお、当初申請における施設の耐震重要度分類の変更には多岐に

亘る議論を要すると判断し、取り止める方針としている。 
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これに伴い、地震時のタービン系配管の破損に伴う被ばく低減対

策として地震時に主蒸気隔離弁を閉止するインターロックを設置

することとしていたが、 

・タービン系配管等をＢクラス設備として耐震補強することとし 

たため、地震時の配管破損に伴う被ばくリスクは低減すること 

・インターロックの取り止めにより、タービン系配管等が破損し 

ていない場合、タービン系設備による冷却機能の使用が容易と 

なること  

から、当該インターロックの設置についても取り止めることとし

ている。 

顧問の意見 

①耐震重要度の変更を取り止めたことは良い判断だと思う。イン

ターロック等の別の設備を設置して安全性を高めることも悪く

ないが、まずはＢクラス、Ｃクラスの対象設備そのものを強く

しておくことが大事。 

ただ、「インターロックの取り止めにより、タービン系配管等

が破損していない場合、タービン系設備による冷却機能の使用

が容易となる」という文章は不要だと思う。この表現では、Ｃ

クラスにしてインターロックを付けていた場合は、冷却機能に

何か問題が起こっていたと誤解を招く気がする。 

（釜江顧問（コメント）） 
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【論点<17>参考：耐震重要度分類】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<18> 重要設備以外の設備の損傷による重要設備への影響は考慮 

   されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

耐震重要度分類の上位のクラスに属する施設（上位クラス施設）

は、耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設（下位クラス施

設）の損傷等による波及的影響で安全機能を損なわないように設

計する。ここで、上位クラス施設とは、 

・設計基準対象施設のうち耐震重要度分類のＳクラスに属する施

設、その間接支持構造物及び屋外重要土木構造物 

・重大事故等対処施設のうち常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備並びにこれらが設置される常設重大事故

等対処施設 

が該当する。 

波及的影響の評価にあたって、設計図書類を用いた机上検討及び

現地調査（プラントウォークダウン）による敷地全体を俯瞰した

調査・検討等を行い、 

・設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不

等沈下による影響 

・耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

・建物内における下位クラス施設の損傷、転倒及び落下等による

耐震重要施設への影響 

・屋外における下位クラス施設の損傷、転倒及び落下等による耐

震重要施設への影響 

の４つの事項の評価結果をもとに、下位クラス施設の損傷等によ

る耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認している。 

また、上記事項の他に考慮すべき事項がないかを確認するため、

原子力施設情報公開ライブラリ（NUCIA）の登録情報をもとに国

内の原子力発電所の地震被害事例の情報を抽出し、地震被害の発

生要因を以下のとおり分類した。 

1) 地盤の不等沈下による損傷 

新潟県中越沖地震（平成 19 年 7 月）における柏崎刈羽原子力 

発電所３号機の変圧器火災など、30 事例 

2) 建物間の相対変位による損傷 

東北地方太平洋沖地震（平成 23 年 3 月）における福島第二原 

子力発電所４号機主排気ダクトからの漏えいなど、6事例  

3) 地震の揺れによる施設の損傷・転倒・落下等 

東北地方太平洋沖地震における女川原子力発電所１号機ター 

ビン建屋地下１階の高圧電源盤火災など、125 事例 

4) 周辺斜面の崩壊 

  東北地方太平洋沖地震における福島第一原子力発電所の夜の
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森線 No.27 鉄塔の崩壊など、8事例 

5) 燃料プール等のスロッシングによる溢水 

  東北地方太平洋沖地震における東海第二発電所の使用済燃料

プール水飛散など、17 事例 

6) その他（地震の揺れによる警報発信等、施設の損傷を伴わな

い 1）～5)以外の要因等） 

  宮城県沖地震（平成 17 年 8 月）による女川原子力発電所全プ

ラント停止など、69 事例 

検討の結果、1)～5)の要因は波及的影響における検討事項に分類 

されており、6)は別途影響評価している津波、火災、溢水が要因 

となったものや施設の損傷を伴わないものであることから、波及

的影響の観点で考慮すべき検討事項には当たらないと判断した。

以上のことから、地震による原子力発電所の被害情報から確認さ

れた被害要因を踏まえても、特に追加すべき事項がないことが確

認された。 

なお、基準地震動 Ss に対する構造健全性を確認できなかった下

位クラス施設については、 

・健全性を維持できる構造への改造（耐震補強等） 

・上位クラス施設と下位クラス施設との間に衝撃に耐えうる緩衝

体の設置 

・下位クラス施設の移設 

等を実施することにより波及的影響を防止する。 

顧問の意見 

①波及的影響の評価が規制要求通りにＳクラスを対象としている

ことが分かるようにしたほうが良い。特に１号炉・２号炉の廃

棄物処理建物の相対変位による影響の説明は、Ｓクラスへの波

及的影響とは思えないので、上位クラス施設の中にＳクラスが

あることを明示したほうが良い。100mm（間隙程度の寸法）を

離隔距離と呼称していることにも少し違和感がある。 

（釜江顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・波及的影響評価においては規制要求通り、Ｓクラスとその支持

構造物等を上位クラスとしている。Ｂクラスを考えて記載して

いる訳ではなく、基本的には上位クラス施設への波及的影響を

考えている。なお、波及的影響評価において建物間のクリアラ

ンスを離隔距離と呼称している。 
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【論点<18>参考：波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の抽出例】 

出典：中国電力(株)資料 

下位クラス配管の落下を想定した抽出方法

下位クラス施設の転倒を想定した抽出方法

下位クラス配管の転倒を想定した抽出方法
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項目 <19> 新たに適用する制震装置は信頼性があるのか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

耐震性向上を目的として取水槽ガントリクレーンに単軸粘性ダン

パ、Ｓクラス以外の配管系に三軸粘性ダンパを新たに適用するこ

ととしており、これらの制震装置の構造成立性を確認するため、

装置の性能をモデル化した地震応答解析等を実施している。 

単軸粘性ダンパは、 

・単軸粘性ダンパを設置した取水槽ガントリクレーンを対象とし

た地震応答解析により、ダンパ及び取付部を含めたクレーン本

体の構造成立性を確認したこと 

・単軸粘性ダンパの性能試験及びモデル化にあたって、減衰性能

への影響の検討を要する項目を「免震構造の審査手引きの提案

（平成 26 年 1 月）独立行政法人原子力安全基盤機構」を参照

して抽出したこと 

・既工認実績のある制震装置との差異に着目した整理及び「耐震

設計に係る工認審査ガイド」に基づき、機器・配管系への適用

性や減衰性能への影響の観点から検討を要する項目を整理した

結果、追加の検討項目は抽出されず、必要な検討が行われてい

ることを確認したこと 

等から、適用可能と評価した。 

また、三軸粘性ダンパは、 

・三軸粘性ダンパを設置した配管系の地震応答解析を行い、ダン

パ及び取付部を含めた配管系の構造成立性を確認したこと 

・配管への取付方法としてラグ又はクランプを選択可能であり、

配管の上部及び下部のいずれの位置にも設置することができる

ため、配置計画の成立性に問題はないこと 

・原子力発電所に用いることができる制震装置として米国機械学 

会規格に記載されており、海外の原子力発電所において振動対 

策及び地震対策として設置実績があること 

・三軸粘性ダンパを設置した配管系の加振試験を実施し、地震応

答の低減に有効であることを確認したこと 

・三軸粘性ダンパの性能試験及びモデル化にあたって、減衰性能

への影響の検討を要する項目を「免震構造の審査手引きの提案

（平成 26 年 1 月）独立行政法人原子力安全基盤機構」を参照

して抽出したこと 

・既工認実績のある制震装置との差異に着目した整理及び「耐震

設計に係る工認審査ガイド」に基づき、機器・配管系への適用

性や減衰性能への影響の観点から検討を要する項目を整理した

結果、追加の検討項目は抽出されず、必要な検討が行われてい

ることを確認したこと 

等から、適用可能と評価した。 
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顧問の意見 

①制震装置を設置することで配管系の固有周期のピークが少し短

周期側に移動しているのは、減衰の効果によるものか。 

 応答倍率は下がっており、応答としては全く問題ないと思う

が、減衰の付与と周期の関係があるのか教えてほしい。 

 （釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・制震装置は主に減衰を付与するが、装置自体が少し剛性を持っ

ている。このため、制震装置を設置すると配管系として硬くな

り、共振ピークの位置は短周期側にずれる。 

【論点<19>参考：三軸粘性ダンパを設置した配管系の加振試験】 

出典：中国電力(株)作成資料を島根県で加工 

配管系試験体（左 ダンパなし，右 ダンパ設置）

三軸粘性ダンパの外観及び構造
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項目 
<20> 繰り返し地震や、事故が発生した後に起きる地震は考慮さ

れているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

県民から 2016 年の熊本地震で震度７が２回続けて観測されたこ

とを例に、原子力発電所では１回の地震しか考慮されていないの

では、といった心配の声を受けていることを踏まえ、島根原子力

発電所における繰り返し地震の考慮状況等について確認する。 

中国電力の 

説明 

＜繰り返し地震の想定＞ 

安全機能を有するＳクラスの施設の耐震設計において、弾性設

計用地震動 Sd を設定し、Sd による地震力に対しておおむね弾性

状態に留まる範囲で耐えられるように設計する。これにより Sd

相当の地震が繰り返し起きてもＳクラス施設の安全機能を損なわ

ないことを確認している。 

なお、Sdの設定にあたっては、 

・Ssとの応答スペクトルの比率が目安として0.5を下回らないよ

う、Ssに係数0.5を乗じて設定した地震動 

 （Sd-D,F1,F2,N1,N2） 

・「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和56年7月原

子力安全委員会決定、平成13年3月29日一部改定）」（旧指針）

の基準地震動S1が果たしてきた役割（※）を踏まえ、S1の応答ス

ペクトルを概ね下回らないよう配慮した地震動（Sd-1） 

をSdとしている。 

（※）旧指針では、S1（設計用最強地震による地震動）による地

震力と運転時や事故時の荷重と組み合わせて発生する応力

に対して、重要な安全機能を有する施設・設備が総体的に

弾性範囲内にとどまるよう設計することを要求している。 

また、応答スペクトル手法に基づき策定した基準地震動 Ss-D

は、継続時間を 60 秒で設定している。一方、震源が敷地に近い

宍道断層による地震の断層モデル手法を用いた地震動評価に基づ

き策定した基準地震動 Ss-F1、F2、震源を特定せず策定する地震

動による基準地震動 Ss-N1、N2 の継続時間は最大でも約 20 秒程

度である。したがって、Ss-D は他の基準地震動 Ss の複数回分に

相当する継続時間となっており、地震の繰り返しを考慮しても一

定の保守性を有する。 

＜事故が起きた後に起きる地震の想定＞ 

設計基準対象施設の耐震設計にあたっては、地震力と設計基準

事故時の状態で作用する荷重の組合せを考慮し、 

・Ｓクラスの建物・構築物については、常時作用している荷重及

び設計基準事故時の状態で施設に長時間作用する荷重と弾性設



77 

計用地震動による地震力又は静的地震力との組合せ 

・Ｓクラスの機器・配管系については、設計基準事故時の状態の

うち地震によって引き起こされるおそれのある事象及び地震に

よって引き起こされるおそれのない事象であっても、いったん

事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その

事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の年超過確率の関係

を踏まえ、適切な地震力との組合せ 

による評価を行っている。 

また、重大事故等対処施設の耐震設計にあたっては、重大事故

を地震の独立事象として位置づけた上で、重大事故の発生確率、

継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し、重大事故時に

作用する荷重と適切な地震力（Ss,Sdいずれか）を組み合わせて

評価を行っている。 

顧問の意見 

①Sd を設定する過程で旧指針の S1 を包絡するかが議論されてい

るが、S1 と Sd は決め方が違う話なので、無理繰りに関係づけ

ようとすると包絡しない部分が出てくるのは当然の話。審査で

は地震学で決まった S1 や S2 と、構造工学で決まった Sd とが

混同されている。 

ただ、求められるのは基準地震動 Ss に対する原子炉施設の安

全性なので、それをしっかり確認できていれば良いとは思う。 

 （釜江顧問（コメント）） 

②Ss-D は継続時間が長いので保守性が担保されるとの説明があ

ったが、Ss で求められているのは弾性設計ではないので、建

物の変形具合によっては長く振る効果が浮かび上がると思う。

本質的にはそうした効果も関係するのでは。（釜江顧問） 

③荷重の組み合わせの考え方は以前からあるが、重大事故等対処

施設や SA 施設などは新たな要求だと思うので、新規制基準で

追加された評価の内容を簡単に教えてほしい。（釜江顧問） 

④今の原子力の枠組みでは、敷地周辺に断層帯があればそれが全

て同時に動くことも含めた最悪シナリオの評価が求められてお

り、島根原子力発電所の周りで最も影響のある宍道断層でも、

非常に余裕を見た形で地震規模を決めている。 

宍道断層で熊本地震のように前震という形で最初に一回り小さ 

い地震が発生し、その後本震が起こることを否定はできないが、

起こり得る最大の地震を本震だとすると、その地震による地震

動を基準地震動として定義して、その中で施設の安全性が担保

されているので、前震や余震が起こったとしても安全性に問題

はないと思う。その根拠として、一般には弾性設計用地震動 Sd

は Ss の 0.5 倍程度に設定するが、島根原子力発電所の場合は

Ss の 0.8 倍程度も想定されていた。0.8 倍でほぼ弾性状態が確
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認されているのであれば、他のサイトと比べ耐震安全性は高い

と思う。 

建物の裕度という意味では、Ss で何か影響があるのではなくそ

れ以上の強度を持っているのは大事な話。原子炉建物の場合は

許容限界が弾性範囲を少し超えたぐらいのところ（機能維持で

きて構造的には大きな影響がないレベル）で規定されているの

で、少しひび割れることはゼロではないと思うが、裕度は十分

あり、機能維持は確認されているので安全上問題はないと思

う。また、設備・機器はかなり強く作られているので、一般に

は非線形になることはないと理解している。 

 こうした繰り返し地震に対する島根原子力発電所の地震環境に

加え、施設の耐震性を総合的に考えると、熊本のように繰り返

し地震が発生したとしても問題はないと思う。 

（釜江顧問（コメント）） 

⑤連続地震は熊本地震以外の本震・余震型でも起きており、一番

重要なのは地震規模が大きいとその揺れが一番大きいという訳

ではないこと。余震の規模が一回り小さくても、直下で起きれ

ば本震の時より揺れることはこれまでも沢山あった。熊本地震

の場合は震源と観測点が非常に近かったために震度７が２回記

録されており、これを受けて何度も震度７が起きることを危惧

されているのだと思うが、震源の場所と規模と、対象サイトの

関係を考える必要がある。 

 熊本地震で２回の震度７が出たことについては、明らかに地盤

による増幅の影響があったことが研究されており、揺れの予測

は、熊本の例を取ってマグニチュード７クラスの地震が起きた

ら直上は必ず震度７が起きると考えるのではなく、様々な過去

の事例とサイトの地盤の特徴を認識した上で行っている。 

原子力発電所の場合は基準地震動をかなり極限に近い規模で設

定していて、なおかつそれに裕度を考えるという論理を持って

いる。（岩田顧問（コメント）） 

⑥宍道断層で発生する地震はかなり大きく評価されており、熊本

地震のような地震発生プロセスを想定しても大丈夫だと思う。

わかり易さを追求するのであれば、原子炉建物に対して熊本地

震の１回目で壊れた建物の強度がどうだったかなどを比較する

のも一つの方法だと思う。 

 連続して大きな地震が起きることに対してどう対応するかは、

オペレーションの問題。具体的にどんなオペレーションをする

かは住民の方も心配されると思うので知っておくべきであり、

色々な災害についてそういった話も説明しておくことが、住民

の方に安心していただくためには必要だと思う。 

（佃顧問（コメント）） 
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⑦事故時の荷重の組み合わせに関して、設計基準事故以上のとこ

ろまで踏み込んだ形の中で、最悪の場合でも重大事故等対処設

備だけは使えて対策できることは非常に大事だと思う。 

福島事故以降、色々な重大事故対応を図られているので、これ

らを今後の実際のものづくりへ反映し、しっかりと確認してほ

しい。（釜江顧問（コメント）） 

⑧熊本地震のような形で、２つの基準地震動が連続して発生した

場合の施設の安全性については、具体的に審査の場で議論され

ているのか。また、そういう地震の発生に対してどのように考

えられているのか。 

非常に極端な話であることは理解しているが、設備等が有する

裕度によっては基準地震動が連続しても問題ないことなどを知

るだけでも安心材料になると思うので、そういう意味で聞いて

おきたい。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・非線形に入っても長い時間揺らした上での解析をしており、一

定の保守性は入っている。また、Ss-D での評価結果も許容限界

に対して余裕のある結果となっており、例えば原子炉建物の最

大応答せん断ひずみは許容限界の３分の１程度の値になってい

ること等から、かなりの余裕があると考えている。 

機器については繰り返しに対しては疲労という損傷モードにな

るが、許容限界は終局限界に対して 20 倍の安全率を取った疲

労線図を使っており、こちらもかなりの余裕があると考えてい

る。 

（「顧問の意見」③について） 

・新規制基準において、重大事故時の評価が追加されており、重

大事故時では設計基準事故時と比べて厳しい荷重状態（圧力、

温度）を考慮し、その荷重状態と適切な地震動を組み合わせた

耐震評価を実施する。 

原子力規制庁 

の回答 

（「顧問の意見」⑧について） 

・現状では、基準地震動相当の地震が 2回続けて起こることまで

は想定していない。 

ただ、地震が起きれば原子炉を停止するのが基本であり、停止

後は点検して安全であることが確認できないと動かせない。2

回目が起きても止まっているので、圧力が落ちており 1回目ほ

どの負荷は機器にかからないことは一般的に言える。 
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【論点<20>参考：2016 年熊本地震の震源となった布田川断層帯・日奈久断層帯】 

出典：地震調査研究推進本部地震調査委員会 発表資料 
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項目 
<21> 地震に伴う地面の液状化による重要設備への影響は考慮さ

れているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

重要施設は液状化、揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状の影響を

考慮した場合においても、当該施設の安全機能が損なわれるおそ

れがないように設計する。 

液状化影響の評価にあたっては、発電所敷地内における被覆層の

分布状況、道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（道路橋示方

書）及び港湾の施設の技術上の基準・同解説に基づく液状化判定

の対象層の抽出結果を踏まえ、保守的に埋戻土（掘削ズリ）及び

砂礫層を液状化評価対象層として抽出し、当該層の液状化試験結

果をもとに基準地震動 Ss が作用した地盤の状態を判定し、それ

を踏まえた液状化強度特性を設定することで、液状化による影響

を考慮している。 

なお、液状化試験結果より、敷地内に液状化を示す土層はない

が、繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）、若しくは非液

状化となる埋戻土（掘削ズリ）、砂礫層について、念のため液状

化強度特性を設定して保守的な構造物評価を実施している。 

また、設計においては液状化試験結果よりも保守的に設定した、

簡易設定法による液状化強度曲線を使用している。 

液状化影響の検討対象施設は、 

・設計基準対象施設（建物、構築物、屋外重要土木構造物及び津

波防護施設） 

・重大事故等対処施設 

とし、これらの設置状況（基礎形式、支持層、基礎下端深さ）及

び設計用地下水位に基づき液状化検討対象を選定することとして

いる。なお、取水口、取水管及び 1号放水連絡通路防波扉につい

ては、周囲に液状化評価対象層が分布しないことから抽出対象外

とする。 

また、可搬型重大事故等対処設備による重大事故等への対応に必

要なアクセスルートは、地震時の液状化に伴う地中埋設構造物の

浮き上がりの影響を受けることなく通行性を確保する。 

顧問の意見 

①液状化試験に基づく評価において、外力は考慮に入っている

か。土木学会でレベル２地震動が決められていたので地震力に

対してはどういう評価だったかを教えてほしい。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・試験に関しては地盤物性だけで判断しているが、レベル２地震

動が非常に大きな地震動であることを考慮し、サイクリックモ
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ビリティについても保守的に液状化として評価している。 

【論点<21>参考：液状化評価対象とする埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の分布】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<22> 新たに設置する地下水位低下設備の機能及び耐震性は考慮

されているか  

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

主要な建物等（原子炉建物、タービン建物、廃棄物処理建物、制

御室建物及び排気筒）に作用する揚圧力及び液状化影響の低減を

目的として、原子炉建物等の直下の地下水を揚水ポンプで汲み上

げ、地下水位を一定の範囲に保持する地下水位低下設備を新たに

設置し、その機能は設計地下水位の設定において考慮する。 

この設備は、 

・既設の地下水位低下設備のドレーンより低い位置で集水 

・既設の地下水位低下設備から独立し、信頼性（耐久性、耐震性 

及び保守管理性）を満足 

するものとし、設計用地下水位の設定にあたっては地形等を適切

にモデル化した浸透流解析を実施し、保守性を確保した上で耐震

評価を行う方針としている。 

なお、既設の地下水位低下設備は、 

・ドレーン（サブドレーン、集水管及び接続枡）の直接的な確認 

ができないこと（保守管理性が低いこと） 

等から、設計用地下水位の設定において機能に期待しない方針と

している。 

また、発電所の供用期間の全ての状態において地下水位低下設備

の機能を維持する観点から、地下水位低下設備の機能喪失要因等

の分析結果に基づき、 

・各構成部位において基準地震動 Ss への機能維持の確認 

・排水機能（揚水ポンプ）、監視・制御機能（制御盤、水位計）、

電源機能（非常用ディーゼル発電機）の多重化 

・制御盤の屋内設置（火災等の外部事象対策） 

・揚水井戸の蓋設置（竜巻飛来物・火山灰対策） 

を行う。更に、それでもなお動作不能が発生した場合を想定し、 

復旧用可搬ポンプを用いて復旧を行う多段な対策によりその信頼 

性向上に努める。 

顧問の意見 

①耐震性評価の前提条件として絶えず地下水位を下げておく必要

があるなら、地下水位低下設備は非常に重要なものになると思

う。その辺の位置づけはどうか。（釜江顧問） 

②最近頻発しているような突発的な大雨に対し、この設備は対処 

できるのか。（岩田顧問） 

③地下水位低下設備は耐震安全上重要な位置づけになるのか（浮

力を考慮すると接地率が厳しいのか、裕度を増やすための措置

なのか、設計として成立させるための設備なのか 等）。 

位置づけによっては設備の重要性が高まって機能維持に対する
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評価も重要となり、設備を維持管理するのも非常に大変になる

と思う。（釜江顧問） 

④雨量の推定等により解析上は機能をある程度正しく評価できる

と思うが、具体的な地下水の状況はドレーンの設置場所によっ

ても変わると推測されるので、耐震評価上の必須事項ではない

ことが望ましいとは思う。 

（釜江顧問（コメント）） 

⑤地下水位低下設備は水位が一定値になればポンプを起動して地

下水位を下げるものだと思うが、水位警報等は設けられている

か。また、ポンプの故障等も検知できるのか。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・地下水位低下設備は新規制基準への適合にあたり、原子炉建物

等の設計の前提条件となる地下水位を一定の範囲に保持するた

めに必要であることから、設計基準対象施設（Cクラス：Ss 機

能維持）として位置づける。 

 なお、地下水位低下設備は安全施設には該当しないが、設備の

重要性を考慮し、故障要因等を整理した上で信頼性向上（多重

化、非常用電源確保、Ss 機能維持、復旧用可搬ポンプの準備

等）を図っている。 

（「顧問の意見」②について） 

・設置許可段階では島根原子力発電所での年間降雨量の 1.5 倍以

上（2,400mm）を降らせて定常解析（浸透流解析）を行ってい

るが、詳細設計段階では局所的、瞬間的に大量の雨が降った場

合を想定した非定常の解析を行うこととしている。 

（「顧問の意見」③について） 

・地下水位低下設備は、主要な建物等に作用する揚圧力及び液状

化に対して基礎スラブ及び地下外壁の耐震性を確保するため、

設計地下水位を上回らないよう維持するための重要な設備とな

る。Ss 機能維持等の要求機能を満足するよう保全計画に定め、

保守管理を行っていく。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・地下水位低下設備のＡ系，Ｂ系それぞれに監視盤があり、そこ

に水位情報や故障情報が表示されるようになっている。地下水 

は常時ある程度の流入があり、ある水位になるとポンプ起動、

水位が低下するとポンプ停止というオンオフを繰り返す設定で

あり、水位の各段階で警報等が出る設定となっている。 
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【論点<22>参考：地下水位低下設備の配置例及び構成例】 

集水管・接続枡・サブドレーンピット
（機能に期待しない地下水位低下設備(既設)※）

凡例

※２号原子炉建物直下のサブドレーンについても，同様の理由で期待しない

建物・構築物（揚圧力影響）

ＰＰ 揚水井戸・揚水ポンプ・
ドレーン 揚水ポンプ

【設計値保持上の必要範囲】 【信頼性向上に寄与する範囲】

出典：中国電力(株)資料 
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 ② 津波 

ア 基準津波 

項目 <23>基準津波はどのような津波を想定しているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

敷地周辺の海域活断層を対象に津波予測高等を検討し、 

・敷地周辺海域にある断層の中で、断層長さや発電所との距離か

ら予測される津波波高が最も大きいこと 

から、敷地に及ぼす影響が大きいと考えられる津波として海域三

連動を選定した。 

また、発電所近傍の津波痕跡記録より、 

・1983 年日本海中部地震津波、1993 年北海道南西沖地震津波が

島根半島に影響を与えたと考えられること 

から、日本海東縁部に想定される地震による津波を選定した。 

以上の選定結果及び防波堤の有無に関する検討結果をもとに、水 

位上昇側、水位下降側合わせて６つを基準津波として想定した。 

1) 基準津波１（水位上昇・下降側） 

鳥取県が佐渡島北方沖に想定した断層（222km）を波源とする 

津波 

2) 基準津波２（水位上昇側） 

佐渡島北方沖と青森県西方沖の地震発生領域の連動（大すべり

域位置ⅣⅤ）を想定した断層（350km）を波源とする津波 

3) 基準津波３（水位下降側） 

佐渡島北方沖と青森県西方沖の地震発生領域の連動（大すべり

域ⅣⅥ）を想定した断層（350km）を波源とする津波 

4) 基準津波４（水位下降側） 

  敷地周辺の海域三連動を波源とする津波 

5) 基準津波５（水位上昇側、防波堤無し） 

佐渡島北方沖と青森県西方沖の地震発生領域の連動（大すべり

域ⅥⅦ南 30km）を想定した断層（350km）を波源とする津波 

6) 基準津波６（水位下降側、防波堤無し） 

佐渡島北方沖と青森県西方沖の地震発生領域の連動（大すべり

域ⅥⅦ南 20km）を想定した断層（350km）を波源とする津波 

なお、過去の敷地周辺における津波痕跡を調査し、1983 年日本海

中部地震、1993 年北海道南西沖地震、1833 年山形・庄内沖地震由

来の津波堆積物については、 

・津波堆積物の分布標高を基準津波による水位が上回ること 

から、基準津波の選定に影響しない。 
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顧問の意見 

①津波堆積物の調査はどこで行ったのか。福井県の若狭地域のよ 

うに、堆積物が溜まる湖みたいなものは敷地周辺にあるか。 

（釜江顧問） 

②東北の津波だと堆積物よりも実際の津波の高さは上だったが、

その点はどう考慮しているのか。津波堆積物の高さは正確に出

ると思うが、東北日本の地震で分かったように、実際に津波の

堆積物ができた高さよりも、遡上高は標高が高いと思う。 

（佃顧問） 

③堆積物の調査地点が適した場所を選定されていて、そこで堆積

物の有無を判断したことが適切だという説明は必要だと思う。 

また、既存の文献で山陰地方の海岸付近での最大津波到達高さ

の記録があれば、併せて紹介してほしい。（佃顧問） 

④津波堆積物調査の結果は、科学的なレビューを受けた論文にす

るとより信頼性が高くなると思う。調査の地点・箇所も含め、

記録が適切だという確認は立地の安全をより深める意味でも重

要なので、論文化を期待したい。（佃顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・調査は敷地周辺の海岸沿いで２箇所（佐陀本郷，千酌）におい

てボーリング調査及び定方位試料採取を行った結果、津波由来

を示す積極的な証拠は見出せなかった。なお、敷地周辺には湖

はない。 

（「顧問の意見」②について） 

・堆積物は確認できていないので、津波高さとの関係は整理でき

ていないが、評価としては文献の堆積物標高より高い津波高さ

となることは確認している。 

（「顧問の意見」③について） 

・津波堆積物調査を行った佐陀本郷及び千酌は、海岸に砂州堆積

物や砂丘堆積物が認められ津波堆積物が保存しやすい地形であ

る。ボーリング調査及び定方位試料採取によりイベント堆積物

の可能性がある地層を抽出し、年代測定、微化石分析等を実施

した結果、津波由来を示す積極的な証拠は見出せなかった。 

・山陰地方における津波堆積物の文献調査の結果、1833 年山形・

庄内沖地震の可能性があるイベント堆積物が確認され、米子空

港周辺で 10cm 程度である。 
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【論点<23>参考①：想定した基準津波の波源モデル】 

【論点<23>参考②：津波堆積物調査の例（1833 年山形・庄内沖地震津波関連）】 

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<24> 日本海東縁部を波源とする津波において、222km の断層の

方が 350km の断層より高い津波となるのはなぜか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

断層長さ 222km の波源モデルは鳥取県独自の検討に基づいており、

・近年の長大断層に対するスケーリング則を用いて算出される最

大すべり量を上回るすべり量(16m)を設定 

・断層長さ約 220km の長大断層についてすべりの不均質性を考慮

せず、すべり量を一律に設定 

するなど、過度に安全側のパラメータ設定になっているため、断

層長さ 350km のモデルよりも高い津波となる。 

顧問の意見 

①国交省、内閣府、文科省はどういうスケーリング則を使ってい

るのか。（釜江顧問） 

②鳥取県は武村式を使っているので規模やすべり量が大きくなっ

ていると思う。一般的に地震動の時は入倉・三宅式を使うが、

鳥取県では武村式を使っている点について、審査で議論になっ

たのか。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）では、入倉・三宅

（2001）をベースとしたスケーリング則で Mw7.7 以上では平均

すべり量は 6m で飽和するとしている。また、大すべり域の設 

定をしており、そのすべり量は平均すべり量の２倍としている。

（「顧問の意見」②について） 

・鳥取県（2012）の波源モデルは武村式を使っており、地震調査

研究推進本部（2016）及び土木学会（2016）に示される近年の

長大断層に対するスケーリング則を用いて算出される最大すべ

り量を大幅に上回るすべり量（16m）であること、および鳥取

県(2012)が採用している武村（1998）のスケーリング則が準拠

している内陸地殻内地震のデータの最大長さが 85km であり、

それ以上の断層長さは外挿領域となっていること等から、過度

に安全側のパラメータ設定になっていることを説明した。 
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【論点<24>参考：日本海東縁部の波源モデルに関する最大すべり量の比較】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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項目 
<25> 日本海東縁部を波源とする津波において、防波堤の損傷が

考慮されている理由は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

防波堤（防波壁とは異なり、港に一般的に設置されている波除け

の工作物）は、 

・敷地周辺の地震、津波により損傷する可能性が否定できない自

主設備 

であり、 

・敷地周辺の地震等によって防波堤が損傷した後、補修が完了す

るまでの期間に日本海東縁部を波源とする津波が来襲する可能

性を否定できないこと 

から、損傷を考慮した上で基準津波を選定している。 

顧問の意見 

①防波堤が壊れて波及的影響を及ぼすことはないか。 

壊れても特に問題がないのであれば、評価としては非常にクリ

アだと思う。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・防波堤と２号炉の取水口との間には最短で約 340m の距離があ

るが、防波堤について、地震や津波波力、津波時の越流による

洗掘により漂流・滑動する可能性について検討した。 

・漂流に対する評価として、防波堤の主たる構成要素である防波

堤ケーソン、消波ブロック、被覆ブロック及び基礎捨石は海水

の比重より大きいことから、漂流して取水口に到達することは

ない。 

・また、損傷した状態で津波による流圧力を受けることにより、 

滑動する可能性が考えられるが、防波堤近傍の津波流速（3m/s）

に対して保守的に発電所近傍の最大流速（10m/s）を用いて安 

定質量の評価を行うと、コンクリートの安定質量は約 195t、

石材の安定質量は 215t と算定される。これに対し、防波堤ケ

ーソンを除く消波ブロック、被覆ブロック及び基礎捨石は、安

定質量を有しないことから、滑動すると評価する。 

・滑動すると評価した防波堤構成要素のうち、消波ブロック及び

被覆ブロックについては、イスバッシュ式より安定流速がそれ 

ぞれ 8.6m/s、5.8～6.5m/s と算出されており、安定流速を上

回る取水口への連続的な流れが発生していないこと、防波堤か

ら 2号炉取水口との間に距離があることから取水口に到達する

ことはない。 

・なお、50kg～500kg 程度の基礎捨石については、被覆ブロック

等の下層に敷かれていること、２号炉の取水口との間に距離が

あること、港湾内に沈んだ場合においても海底面から取水口呑

口下端まで 5.5m の高さがあることを考えると、津波により滑
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動、転動し、取水口に到達することはない。 

・以上より、防波堤は地震あるいは津波により損傷した場合にお

いても、非常用海水冷却系に必要な２号炉の取水口及び取水路

の通水性に影響を及ぼすことはないものと評価する。 

【論点<25>参考：防波堤の位置及び構造】 

出典：中国電力(株)資料
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項目 
<26> 地震以外の要因による津波の影響は考慮されているか 

  【県独自項目】 

論点の趣旨 

新規制基準では地震以外の要因による津波や津波起因事象の重畳

による津波についても評価を要求していることを踏まえ、これら

の津波に関する影響評価の結果を確認する。 

※津波警報が出ない津波に関しては国の審査では直接見られてい

ないため、県独自項目として扱う。 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜地震以外の要因による津波＞ 

・隠岐トラフ、対馬海盆での海底地滑り 

・敷地周辺での陸上地滑り 

・敷地周辺での岩盤崩壊 

・鬱陵島、隠岐諸島、渡島大島の山体崩壊 

を検討し、日本海東縁部の津波以下であることを確認した。 

また、平成 30 年 12 月にインドネシアで発生したような火山現

象（山体崩壊）による津波といった津波警報が発表されない可能

性がある津波の発生による影響についても検討しており、 

・島根原子力発電所では、津波警報の発表を受けて必要となる運

用（放水路又は取水路のゲートの閉止等）はないこと 

から、これらによって原子炉施設の安全機能が損なわれないこと

を確認した。 

＜地震以外の要因による津波の重畳＞ 

津波発生要因の因果関係を考慮し、 

・海域三連動と対馬海盆の海底地滑り 

・海域三連動と敷地周辺の陸上地滑り 

の重畳を考慮。 

・日本海東縁部の津波波源と海底地滑り、陸上地滑り地形の箇所

は離れていること 

から、重畳は考慮しない。 
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【論点<26>参考：地震以外の要因による津波の検討例（海底地滑り、火山事象）】 

出典：中国電力(株)資料
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イ 耐津波設計方針 

項目 
<27> 津波（水位上昇側）による施設への影響（浸水等）は考慮

されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

以下の津波防護対策を講じることで、基準津波による施設への浸

水等の影響を防止する。 

＜外郭防護１＞ 

地上部については、３種類の構造型式からなる防波壁（多重鋼

管杭式擁壁、鋼管杭式逆T擁壁、波返重力擁壁）及び防波扉を設

置することにより、津波防護対象設備を内包する建物及び区画に

基準津波による遡上波を到達・流入させない設計とする。 

地上部以外の取水路及び放水路等については、 

・２号炉取水槽除じん機エリア天端開口部への防水壁及び水密扉

の設置 

・２号炉取水槽海水ポンプエリア及び循環水ポンプエリア床面開

口部への逆止弁の設置 

・２号炉取水槽C/Cケーブルダクト貫通部への貫通部止水処置 

・２号炉屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）貫通部への貫

通部止水処置 

・屋外排水路への屋外排水路逆止弁の設置 

・１号炉取水槽への流路縮小工の設置 

を行うことにより、津波を流入させない設計とする。 

＜外郭防護２＞ 

重要な安全機能を有する設備（非常用海水冷却系の海水ポンプ）

が屋外に設置されている取水槽海水ポンプエリアについては、浸 

水想定範囲、防水区画として設定し、 

・取水槽床ドレン逆止弁に津波が到達した場合に漏水が発生する

可能性があることを考慮し、浸水想定範囲における浸水を仮定 

・その上で、浸水量が非常用海水冷却系の海水ポンプが機能喪失

する高さに対して十分余裕のあることを確認（1m以上の余裕を

確認） 

することにより、安全機能への影響がないことを確認している。 

＜内郭防護＞ 

上記の二方針のほか、地震後の津波による溢水を考慮した浸水

範囲、浸水量の想定に基づき、 

・タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に防水

壁、水密扉、床ドレン逆止弁を設置 

・海域と接続する低耐震クラス機器・配管への対策（隔離弁設置、

基準地震動Ssによる地震力に対するバウンダリ機能保持） 
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・タービン建物（復水器を設置するエリア）との境界にある開口 

 部（貫通部）の止水処置 

によって浸水の可能性がある経路、浸水口（扉、開口部、貫通口）

に流入することを防止する。 

顧問の意見 

①新しい津波対策としてまず外壁で防御して、内側では漏れに備

えて水密扉等の対策を取るという、多重に色々と防御されてい

ることは理解できた。 

あとは具体的な全体の流れ、実際に起こったときにどうなるか

といったところがポイントだと思う。（佃顧問（コメント）） 

②津波による浸水防止に関し、規制側がドライサイトを求めてい 

 る中で復水器周りでの浸水を想定しているのは、重大事故等の 

最悪シナリオも評価しているということなのか。この範囲が浸 

水するというストーリーを教えてほしい。（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・内郭防護では、復水器を設置するエリアにある循環水配管の伸

縮継手部は耐震上弱いと考えているため、そこが地震時に破損

し、津波が来る前に循環水がこのエリアに浸水するというスト

ーリーで評価している。 

津波が来る前に循環水ポンプを停止して弁を閉止する設計とし

ているため、このエリアに津波の水は実質入らない。 

【論点<27>参考：防波壁の構造及び位置図】 

出典：中国電力(株)資料



97

項目 
<28> 津波（水位下降側）による海水ポンプの取水性への影響は

考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

管路解析により得られた基準津波による取水槽内の水位下降側の

入力津波高さはEL-6.5m となるのに対し、原子炉補機海水ポンプ

及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの設計取水可能水位はポン

プ長尺化により各々EL-8.32m，EL-8.85mとする。 

その上で、 

・基準津波による水位低下に対して海水ポンプが機能保持でき、

冷却に必要な海水が確保できる設計であること 

・基準津波による水位変動に伴う海底の砂移動・堆積、陸上斜面

崩壊による土砂移動・堆積及び漂流物に対して、取水口 口が

十分な通水面積を有していることから、取水口及び取水路の通

水性が確保できる設計であること 

・海水ポンプは取水時に砂がポンプの軸受に混入したとしても、

約3.5mmの異物逃がし溝から排出される構造としており、浮遊

砂等（平均粒径0.5mm）の混入に対して機能保持できる設計で

あること 

・発電所近傍半径5km内の範囲で漂流物となる可能性のある施設・

設備等は、取水口が深層取水方式であること及び取水口呑口が

十分な通水面積を有していることから、２号炉取水口に到達し

閉塞させないこと 

を確認することにより、基準津波による海水取水性への影響は無

いと評価している。 

なお、津波発生時の海水ポンプ取水性に係る運用対応(※)として、

大津波警報が発令された場合は原則、第一波の到達予想時刻の5

分前までに循環水ポンプを停止する。 

(※)日本海東縁部に想定される地震による津波の取水槽最低水位

が海水ポンプの取水可能水位に対して余裕がないことから、

設計に係る運用事項として位置付けたもの。海域活断層から

想定される地震による津波に対しては、循環水ポンプ運転時

においても取水槽水位が海水ポンプの取水可能水位を下回ら

ないことを確認している。 

顧問の意見 

①津波の引き波については、かなり下がっても大丈夫という説明

だけではなく、最終的には冷却水をどのように確保できるかと

いう視点が重要。水位が下がりっ放しはあり得ないので、ある

瞬間取れない状況があって、それがどのぐらい続くのかといっ

た視点でも説明されたほうが分かりやすいと思う。 

（佃顧問（コメント）） 

②輪谷湾内には砂礫が分布しているが、砂礫層の厚みや、津波時 
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 の影響有無は確認しているか。（岩田顧問） 

③輪谷湾は内海なので、砂礫の堆積量は変化するものではないと

考えていいか。（釜江顧問） 

④大きな津波だと津波石が打ち上げられたという情報もあるし、

岩盤の中に独立した岩があってそれが取水口を破壊しないか、

ケーソンのような構造物が動き出して破壊しないかなどと色々

なことが考えられるが、そういう事象は起こり得ないか。 

 取水口自体を破壊するものがないかという観点で説明があった

ほうが良いと思うので、聞いておきたい。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・輪谷湾の中央に位置する砂礫層は岩盤上に数10cm程度薄く堆積

しているものであり、粒径としては浮遊する砂よりは大きいた

め、現在の解析結果では浮遊してこないと考えている。 

（「顧問の意見」③について） 

・外からどんどん供給されるものではないと認識しており、色々

な工事や新規制対応でボーリングを行っているが、大きな変化

は確認されていない。 

（「顧問の意見」④について） 

・底質分布はサイドスキャンソナーで広く面的に調査しており、

ある程度大きい津波石であれば記録として残ると考えている

が、そういうものは確認されていない。また、取水口の口は約

3mあり、サイドスキャンソナーで大きい石は確認できていない

ため、取水口が閉塞するようなことはないと考えている。 

【論点<28>参考：２号機取水施設】 

出典：中国電力(株)資料
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項目 
<29> 防波壁への基準津波の水圧と漂流物衝突による影響は考慮

されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明）

防波壁の設計において、基準津波に伴う津波荷重（波圧等）及び

漂流物衝突荷重を考慮しており、それぞれの荷重条件は以下の検

討結果にもとづき設定している。 

＜津波荷重＞ 

津波荷重の設定にあたって水理模型実験及び津波シミュレーシ

ョンによる検討を行い、 

・水理模型実験の結果から、ソリトン分裂波や砕波が発生しない

こと 

・三次元津波シミュレーションの結果から、島根原子力発電所の

複雑な地形や三次元的な流況による影響は認められないため、

水理模型実験及び断面二次元津波シミュレーションによる津波

波圧は妥当と判断できること 

・水理模型実験及び津波シミュレーション結果による津波波圧は、

既往の津波波圧算定式（敷地高以上では朝倉式、敷地以深では 

谷本式）による津波波圧に包絡されること 

を確認した。 

これらの検討結果を踏まえ、防波壁の設計においては、 

・敷地高以上（防波壁前面、EL.+6.5m 以上）については朝倉式 

・敷地高以深（護岸前面）については谷本式 

による津波波圧を設定することで保守性を確保し、設計用津波波

圧の算定に用いる津波高さは、平面二次元津波シミュレーション

結果より EL.＋12.6m を用いる。 

＜漂流物衝突荷重＞ 

構内海域（輪谷湾）、構内陸域、構外（半径 5km 以内）の海域

及び陸域について漂流物調査を実施し、防波壁に対して影響評価

を行う漂流物を以下のとおり設定した。漁船については、操業状

況を踏まえ、津波防護施設から 500m 付近で操業または航行する

漁船の最大を考慮して設定した。（基本とする設計条件） 

・輪谷湾内に面する範囲は構内陸域の漂流物であるキャスク取扱

収納庫、構内海域の漂流物である総トン数 10 トンの作業船及

び構外海域の漂流物である総トン数 3トンの漁船 

・外海に面する範囲は構内海域の漂流物である総トン数 10 トン

の作業船及び構外海域の漂流物である総トン数 10 トンの漁船 

また、漁船については、基本とする設計条件に加え、漁業法に

よる制限等に基づき、操業および航行の不確かさを考慮して以下

の条件を設定した。（不確かさを考慮した設計条件） 

・輪谷湾に内面する範囲、外海に面する範囲ともに総トン数 19 ト
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ンの漁船（発電所周辺漁港で最大の漁船） 

なお、基準適合状態維持の観点から、操業する漁船の将来的な

変更を確認することとし、定期的（1回/定期事業者検査）に調査

範囲内の漂流物調査を実施するとともに、津波防護施設への影響

を評価し、必要に応じて対策を実施することとしている。 

また、防波壁に作用する荷重及び荷重の組合せについては、設備

の設置状況、構造（形状）等の条件をもとに整理し、 

・地震時（常時荷重＋地震荷重） 

・津波時（常時荷重＋津波荷重＋漂流物衝突荷重） 

・重畳時（常時荷重＋津波荷重＋余震荷重） 

の３つを設計上考慮している。 

顧問の意見 

①将来的には、大きなタンカーで何かオペレーションをしている

際に地震や津波が来た場合に、沖合に退避する等の具体的なオ

ペレーションをちゃんとやれるかが確認材料になると思う。 

 （佃顧問（コメント）） 

②故意でない限り船舶は突っ込んでこない環境だと思うが、海上

保安庁の警備船が近くに来ている時や港湾での荷揚げ時など、

リスクが高まる時にどうコントロールできるかというオペレー

ションまで踏み込むと安心が高まる。 

沖合に退避する等のオペレーションを取ることで衝突のリスク 

は少なくなるというところまで資料で言及できれば、より具体 

的になって良いと思う。（佃顧問） 

③防波堤が壊れた場合のブロックの影響評価を、東北地方太平洋

沖地震等の実績を踏まえて説明した方が良い。（岩田顧問） 

④作業船等が実際に停泊していた場合に関して、津波時における

具体的なオペレーションや退避手順はぜひ訓練等で実際に確認

して、しっかりしたものにしてほしい。（佃顧問（コメント）） 

⑤敷地近海では海上保安庁の巡視船が常に警戒していると思うが、

この巡視船とのコミュニケーションを確認させてほしい。 

（佃顧問） 

⑥津波漂流物の設定について、このサイト特有の特殊な考え方は

あるか。（釜江顧問） 

⑦今後の話として、基準適合が確認されたら適合性維持のために

定期的に漂流物調査を行うことは、文書等で担保、約束される 

のか。事業者の主体性に関してどこかで約束するのであれば、

どこで定めるかを聞きたい。（釜江顧問） 

⑧日本海東縁部の津波が到達した時に直下で地震が起きるケース

は考えないのか。（岩田顧問） 
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中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・発電所港湾内で停泊・作業する船舶等については、津波警報等

発令時の緊急退避マニュアルを整備し、その実効性を訓練等に

より確認することとしている。 

・発電所構外海域における漂流物の調査をしており、発電所から 

2km 以内の海域を航行する船舶は漁船等（最大 19 トン）であ

り、30 トン以上の比較的大型な船舶は 2km 以遠を航行している

ことを確認している。水位変動・流向流速ベクトルの分析結果

により、発電所方向への連続的な流れはなく、発電所に到達し

ないと評価している。 

（「顧問の意見」③について） 

・東日本大震災における港湾施設等では防波堤堤体の滑動・破壊

や捨石等の散乱が発生している。島根原子力発電所の防波堤に 

ついては、津波によりケーソンは重量があるため滑動しないが、

消波ブロック、被覆ブロック及び基礎捨石は滑動すると考えら

れる。しかしながら、取水口への連続的な流れが発生していな

いことや取水口までの距離があることから、取水口にブロック

等が到達することはないと考え、取水への影響はないと判断し

た。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・海上保安庁とも連絡体制を構築して、必要な時に連絡を取れる

ようにしている。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・漂流物の評価に関して先行サイトと違うところは、他サイトは

防波堤に囲まれていて直接津波が来る護岸が少し奥まっている

のに対して、島根原子力発電所は直接外海に面していることだ

と認識している。このため、非常に大きな漁船についても漂流

物として考え、防護対策を考える必要がある。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・漂流物調査は約１年に１回（１回／定期事業者検査）の頻度で

行うこととして設置変更許可申請書に記載しており、ここで事

業者として調査すると約束している。また、品質保証文書の中 

にも記載して、それをきちんと実行していくことになる。 

（「顧問の意見」⑧について） 

・日本海東縁部から津波が来たときに独立事象として地震が起き

る可能性も考慮しており、その結果は 2.3×10-8/年となり、設
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計で考慮する 10-7/年よりも十分小さいことから、評価ケース

から外している。 

【論点<29>参考：日本海東縁部に想定される地震による津波時の荷重イメージ図】 

▽EL.+12.6m

敷地標高▽EL.+6.5m

▽EL.+15.0m

静水面▽EL.±0.00m

海底面▽

防波壁

設計に用いる津波高さ

敷地高以深

敷地高以上

陸→←海

敷地高以上：朝倉式により津波波圧算定
敷地高以深：谷本式により津波波圧算定

漂流物衝突荷重

荷重 内容

常時荷重 構造物の自重，土圧

自然現象による荷重 風荷重，積雪荷重

地震荷重 基準地震動Ｓｓを作用させる

余震荷重 弾性設計用地震動Ｓｄ-Ｄによる地震動を考慮
する

津波荷重
動的荷重（波力）を考慮する
なお，津波荷重は敷地高以上は朝倉式に基
づき算定し，敷地高以深については谷本式に
基づき算定する

漂流物衝突荷重 漂流物，荷重算定式について詳細検討を行っ
たうえで作用させる

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工
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③その他自然災害 

ア 竜巻

項目 <30> 原子力発電所敷地で想定する竜巻風速の設定根拠は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

島根原子力発電所が立地する地域と気象条件の類似性の観点で、 

日本海側沿岸（北海道から本州、各都道府県に含まれる島、離島 

を含む）の海岸線より海側 5km と陸側 5km の地域を竜巻検討地域 

に設定し、 

・竜巻検討地域における過去最大竜巻は F2（50～69m/s）である

こと 

・竜巻検討地域全域及び竜巻検討地域を 1km ごとに細分化（1km

短冊）した場合のハザード曲線を算定し、算出のためのデータ

の不確実性を踏まえて参照する年超過確率を 10-5から一桁下げ

た年超過確率 10-6における風速とすると、最大風速は 78m/s で

あること 

から、基準竜巻の最大風速は78m/sと設定した。 

また、将来的な気候変動による竜巻発生の不確実性も踏まえ、基 

準竜巻の最大風速がF3の風速範囲（70～92m/s）にあることから、

設計竜巻の最大風速はF3の風速範囲の上限値92m/sと設定した。 

顧問の意見 

①「将来的な気候変動による竜巻発生の不確実性も踏まえ、」と

いう条件文は非常に意味が重く表現として良くない気もする。 

 日本での既往最大（F3）はちゃんと考えておく必要があるとい

う立場だと思うが、不確実性を踏まえると F3 を超える事象（F

4 以上）を考えなければならないとも解釈できるので、中国電

力だけに言ってもいけないが、表現は議論したほうが良い。 

（岩田顧問（コメント）） 

【論点<30>参考：竜巻検討地域における竜巻の観測記録】 

出典：中国電力(株)資料
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項目 <31> 竜巻による重要設備への影響は考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

竜巻防護対策として、 

・竜巻防護ネットを建物開口部及び海水ポンプエリアに設置 

・竜巻防護鋼板を海水ポンプエリア、循環水ポンプエリア、海水

ストレーナ（海水中のゴミを除去する機器）エリア及び燃料移

送ポンプエリアに設置 

・原子炉建物の扉を設計飛来物の貫通力に耐え得る鋼製扉へリプ 

レース 

・ガントリクレーンのレールを延長 

・設計飛来物（鋼製材）より運動エネルギー及び貫通力が大きい

もの（敷地内の資機材・車両等）で、防護対象設備に到達し得

るものについては固縛等 

を実施するため、竜巻による安全上重要な設備への影響はない。 

顧問の意見 

①竜巻飛来物の運動解析に関し、試験研究炉はグレーデッドアプ 

ローチの考えを用いて、竜巻の風速は簡易なランキン渦モデル、

竜巻によりどこまで地上の物体が上がるかはフジタモデルを用 

いて計算することになった。このほうが合理的だと思う。 

（釜江顧問（コメント）） 

②車両退避や固縛などのオペレーションを伴う対策に関し、訓練

は行われているか。（佃顧問） 

③竜巻防護についてはハード的な対応と共にソフト的な対応も重

要であり、既にいろんな取り組みが行われているようなので、

ソフト面も含めて説明したほうが良い。 

特に固縛と普段の使い方は相反するものがあるので、いかに迅

速に、より的確に行動するかも、積極的な安全対策という意味

で大事だと思う。 

また、ハザード評価は過去のデータに依存しており、気候変動

によって今後より大きなスケールの竜巻が来ないとも言えない 

状況なので、それを補う上でもソフト的な対応は重要だと思う。

（釜江顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②③について） 

・訓練は必要だと考えているが、現状はその計画をしている段階。

今後訓練で、車両の退避や資機材の固縛等の実現性を確認して

いく。 

・運用対応として、気象庁が発表する竜巻関連の気象情報を踏ま

え設定する竜巻警戒レベルの発令に応じて、連絡体制の確認や

人、車両等の退避を実施することとしている。 

車両等の固縛については、固縛が必要な範囲（飛散防止対策エ

リア）を評価した上で、エリアを設定しており、固縛の不要な
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エリアを設ける等、機動性も考慮している。 

【論点<31>参考①：竜巻防護対策の概要図】 

【論点<31>参考②：資機材・車両の管理イメージ】 

出典：中国電力(株)資料

出典：中国電力(株)資料
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イ 火山 

項目 <32> 火山灰想定の設定根拠は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

敷地に影響を及ぼし得る火山について、原子力発電所の運用期間 

中の噴火規模を想定して降下火砕物（火山灰）の影響評価を行い、

地理的領域内（敷地から半径 160km 以内）の三瓶山及び大山につ 

いては、 

・これらを給源とする降下火砕物が敷地に到達した可能性がある

こと 

・過去に VEI6 規模の噴火が発生していること 

を踏まえ、以下に示す詳細評価を行い、その結果をもとに敷地に 

おいて想定する降下火砕物の層厚を 56cm と評価した。 

なお、その他の地理的領域内にある火山（16 火山）及び地理的

領域外の火山については、三瓶山・大山による敷地における降下

火砕物の層厚を上回るものはないと考えられる。 

＜三瓶山＞ 

 三瓶浮布テフラ（噴出量 4.15km3）の噴火の可能性を考慮し、 

・降下火砕物の分布や噴火履歴に関する文献調査 

・三瓶山起源の降下火砕物の層厚を確認するための地質調査 

・移流拡散モデルを用い、噴火時の風向・風速などの不確かさを 

考慮した火山灰シミュレーション 

・三瓶山から敷地までの距離に相当する位置の降灰層厚 (※) 

を踏まえた検討結果 55.5cm を踏まえ、敷地における降下火砕物

の層厚を 56cm と評価 

(※)敷地は三瓶山の風下側に位置し、風向によっては降灰が想定

されること等から、更なる保守的な検討として実施 

＜大山＞ 

 大山松江テフラ（噴出量 2.19km3）及び大山生竹テフラ（噴出

量 11.0km3）の噴火の可能性を考慮し、 

・降下火砕物の分布や噴火履歴に関する文献調査 

・大山起源の降下火砕物の層厚を確認するための地質調査 

・移流拡散モデルを用い、噴火時の風向・風速などの不確かさを 

考慮した火山灰シミュレーション 

を踏まえた検討結果 44.5cm を踏まえ、敷地における降下火砕物

の層厚を 45cm と評価 

顧問の意見 

①影響は小さいかもしれないが、九州の火山噴火影響も情報とし

て見せてもらいたい。（佃顧問） 

②１つの火山ができて活動を終えるまで 100 万年を超えるとはあ 

まり聞いたことがないので、考え方として常識的なものなのか
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を聞きたい。（佃顧問） 

③活断層評価の場合は活動周期を考慮せずに地震が起こるものと

して評価している一方、火山影響評価については、火山の活動

周期などを考慮して将来の活動リスクの有無を判断しているよ

うだが、どういうことからその考え方を入れているのか。 

（佃顧問） 

④三瓶山等の山陰の火山について、可能であれば火山の成り立ち 

などの基礎的な情報を文献も含めて教えていただきたい。 

一般の方にも、三瓶山や大山という火山がどういうものかとい

う知識を現在の火山学の基礎的なレベルで持っておいていただ

いたほうが良いと思うし、私自身の理解も進むと思う。その上

で、評価をどういうふうにしているかを示していただければ有

り難い。（佃顧問） 

⑤降灰量の評価に関して、テフラの堆積評価の中で積もった形跡

があったとしても、それは降灰の厚さとは直接対比できないの

では。 

 現状の評価状況はわかったが、関連する研究はおそらくあると

思うので、調べていただいたほうが良い。 

 敷地に堆積物が残り続けないことは理解しており、敷地周辺の

情報を取り入れることは非常に重要なことだと思うので、その

手法については評価したい。（岩田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・九州地方に給源がある喜界カルデラ、姶良カルデラ、阿多カル

デラ、阿蘇カルデラについては、過去の破局的噴火により敷地

に火山灰が到達した可能性があるが、いずれもマグマ溜りが十

分深い位置にあること等から、発電所の運用期間中に破局的な

噴火が発生する可能性は極めて低いため、降下火砕物による敷

地への影響はないと考えている。 

（「顧問の意見」②について） 

・火山活動を 100 万年前から見るということは、山陰地方では一

般的に検討されている。 

（「顧問の意見」③について） 

・活断層評価では後期更新世以降活動したものは今後繰り返し活

動すると見なして評価や検討をしており、火山についても何万

年周期かに繰り返し噴火しているものは今後活動する可能性が

あると評価していることから、両者は同じような考え方をとっ

ていると考えている。 



108 

（「顧問の意見」④について） 

・三瓶山の概要は審査資料には全て記載しており、今後住民の皆

様へ説明する際には、山陰の火山の活動状況や今後の見通しな

ども含めて説明させていただきたい。 

なお、山陰地域のマグマの特徴としては典型的アダカイト質で

あることが知られている。アダカイトとは、火山弧の下に沈み

込んだ若く熱く薄い海洋スラブが部分融解して形成した火山岩 

で、一般に斜長石、角閃石、黒雲母を含むデイサイトから成り、

三瓶山や大山もこれに該当する。 

（「顧問の意見」⑤について）

・火山灰の層厚は、堆積後の圧密や侵食によって減少すると考え

られる。 

・火山灰層の圧密は、現在の火山灰層の層厚と密度との関係より、

火山灰層の総重量を算出することが可能であることから、堆積

荷重の評価にあたっては、その影響を除外することが可能であ

る。 

・火山灰層の侵食は、全ての場所で起こるものではなく、休止期

間中でも土壌層が累積して火山灰層が保存されると考えられる

ことから、等層厚線図を作成する際に、結果として侵食された

地点も復元することが可能である。 

【論点<32>参考：三瓶山における火山灰の堆積厚さ最大値】 

出典：中国電力(株)資料
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項目 <33> 火山灰による重要設備への影響は考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

地質調査結果、文献調査結果、既往解析結果の知見及び降下火砕

物シミュレーション結果を用いて降下火砕物（火山灰）の特性を

設定し、降下火砕物による発電所への影響評価を行っている。 

評価にあたっては、設置許可基準規則の要求事項を踏まえて網羅

的に防護施設を抽出し、 

・建物（原子炉建物、タービン建物 等） 

・屋外設置されている施設（海水ポンプ、非常用ディーゼル発電 

機吸気系、排気筒 等） 

・降下火砕物を含む海水の流路となる施設（海水ストレーナ 等）

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設（非常用ディーゼル発 

電機、空調換気設備 等） 

・外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有す 

る施設（計測制御系統施設、計測制御用電源盤 等） 

・外部事象防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る施設（非常用 

ディーゼル発電機排気消音器及び排気管 等） 

を評価対象としている。 

抽出した各々の評価対象施設等に対して以下の影響評価を行い、

降下火砕物に対して安全機能が維持されることを確認している。 

＜直接的影響評価＞ 

・降下火砕物による直接的な影響（荷重、閉塞、摩耗、腐食等）

に対し、各評価対象施設等が安全機能を損なわないことを確認 

＜間接的影響評価＞ 

・７日間の外部電源喪失や原子力発電所外での影響（長時間の外

部電源喪失及び交通の途絶）を考慮した場合においても、非常

用ディーゼル発電機（２台）及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機（１台）により、原子炉の停止、停止後の原子炉・燃

料プールの冷却機能を担う電源の供給が可能であることを確認 

また、降下火砕物が及ぼす影響に備え、運用手順を定めて段階的

に対応することとしており、敷地内に降下火砕物が降り積もる状

況となった場合でも、原子力発電所内の構築物、系統及び機器に

おける降下火砕物の除去等の対応が可能な設計としている。 

顧問の意見 

①近傍での火山噴火対応と、九州等の遠方から火山灰が来たとき

のそれぞれで、建屋のフィルタに対するオペレーションは具体

的にどう考えているのか。（佃顧問） 

②火山灰で電源喪失することは想定しなくてよいのか。56cm も

積もると電源車は全く動けないのでは。 

（杉本顧問）※原子炉施設の安全対策小会議での意見 
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③降灰に対して具体的な作業をする際には、敷地自体の状態が変

わることや、同時に大雨が降った場合には荷重の増加や灰の付

着、排水の閉塞などの悪影響が生じ得ることなど、色んなこと

が想定できると思う。 

発電所の安全に対してクリティカルな問題ではないと思うが、

実際に起こった時にどういうオペレーションをするかを説明し

ていただけると安心に繋がると思うので、もう少し丁寧に説明

いただければ有り難い。（佃顧問） 

④他のサイトは非常用ディーゼル発電機の給気フィルタが火山灰

で詰まった時に、どれぐらいの頻度で交換するか、人の手配を

どうするかといった点が重要視され、議論になっていた。島根

ではその点は議論にならなかったのか。それともハード的な面

で他所とは違うのか。 

 火山活動があれば原子炉は止めると思うが、冷温停止に至るま

では非常用電源から給電する想定なので、非常に大事な点だと

思う。（釜江顧問） 

⑤（「顧問の意見」②への回答に対して、）ホイールローダで除灰

できれば、電源車を動かすことも想定しているのか。 

 （杉本顧問）※原子炉施設の安全対策小会議での意見 

⑥（「顧問の意見」②への回答に対して、）火山灰の降灰後、非常

用ディーゼル発電機が何らかの理由で全て故障したらどうする

のか。（杉本顧問）※原子炉施設の安全対策小会議での意見 

⑦56cm という火山灰が積もると、発電所員の行動が制限された

り、道路・車両や電線への影響など、様々な悪影響が生じ得る

と思う。 

実際の火山災害のリスクに対して、現場ではどのような維持管

理や運転管理が想定されているのか。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・九州地方に給源がある喜界カルデラ、姶良カルデラ、阿多カル

デラ、阿蘇カルデラについては、過去の破局的噴火により敷地

に火山灰が到達した可能性があるが、いずれもマグマ溜りが十

分深い位置にあること等から、発電所の運用期間中に破局的な

噴火が発生する可能性は極めて低いため、降下火砕物による敷

地への影響はないと考えている。 

（「顧問の意見」②について） 

・電源が喪失しないよう非常用ディーゼル発電機の吸気系にフィ

ルタを設置する。なお、火山事象発生時の対応として電源車の

機能に期待していないが、敷地内の除灰ができるホイールロー

ダを準備している。 
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（「顧問の意見」③について）

・フィルタなどは雨が降ると目詰まりし易くなると考えられるた 

め、降雨の状況を考慮した上でフィルタの性能試験をするなど、

降雨の条件も考えた上での対策を検討している。また、降下火

砕物の堆積については、湿潤状態を考慮した密度 1.5g/cm3を用

いて評価を行っており、降下火砕物が降り積もる状況となった

場合等には，必要な要員を招集し、手順に基づき降下火砕物の

除去等を行うこととしている。 

（「顧問の意見」④について）

・他のサイトと同様に、降下火砕物による閉塞までの時間を考慮

して給気フィルタの取り替え等を行うこととしており、フィル

タの取り替えが必要となる時間は、セントヘレンズでの火山噴

火データをもとに７時間と評価している。 

 なお、近隣火山で大規模な噴火が発生した場合又は敷地内に降

下火砕物が降り積もる状況となった場合には、降灰状況を把握

し、手順に基づきフィルタの取替え又は清掃を実施することと

している。非常用ディーゼル発電機の給気フィルタの取替え又

は清掃には複雑な作業はなく、１基あたりに要する時間は要員

４名で２時間程度であることから、フィルタが閉塞するまでの

時間を踏まえても取替え又は清掃が可能であることを確認して

いる。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・火山事象に対して、非常用ディーゼル発電機等の常設施設を防

護する設計としているが、電源車が必要になった場合は、ホイ

ールローダで除灰した上で電源車を使用する。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・交流電源を必要としないタービン駆動の原子炉隔離時冷却系や

高圧原子炉代替注水系による原子炉の冷却を行うよう手順を整

備することとしている。 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」⑦について） 

・どういった事象を判断や行動の根拠・スタートにするかやフィ

ルタの目詰まり対策等、火山に対する具体的な手順・運用は今

後の保安規定の審査で確認していくこととなる。 
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【論点<33>参考：火山灰の除去等の運用管理】 

降灰時の手順 目 的
設備等の除灰 ・建物や屋外の設備等に降下火砕物の荷重が長期間に加わることを防ぐ。

・降下火砕物の付着による腐食等が生じる状況を緩和する。
建物内への降下火砕物
の侵入の防止

建物内への降下火砕物の侵入を防止するため，状況に応じて給気隔離弁の閉止，空
調換気設備の停止又は系統隔離運転モードを実施する。

空調換気系フィルタ取替
え・清掃

空調換気設備の外気取入口のフィルタについて，フィルタ差圧を確認するとともに，状況に
応じて取替え又は清掃を実施する。

表 降灰時の手順と目的

①近隣火山の大規模な噴
火兆候がある場合

・ 火山情報(火山の位置，噴火規模，風向，降灰予測等)等を収集・把握する。
・ 連絡体制を強化し，必要な要員の確認を行う。

・ 対策本部の設置判断をする(必要な要員の招集)。
・ 降下火砕物の除去のための資機材や空調換気設備の取替用フィルタの配備状況
の確認を行う。

・ プラントの機器，建物等の現在の状態(屋外への開口部が開放されていないか)を
確認する。

・ 敷地内に降下火砕物が到達した場合には降灰状況を把握し，手順に基づき，降
下火砕物の除去や建物への降下火砕物の侵入防止，空調換気設備のフィルタ取
替え・清掃等の対応を行う（下表参照）。

②近隣火山の大規模な噴
火が発生した場合又は，
敷地内に降下火砕物が
降り積もる状況となった場
合

出典：中国電力(株)資料
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ウ 森林火災 

項目 
<34> 原子力発電所敷地外で発生した森林火災による施設への影

響（延焼等）は考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

発電所敷地外 10km 圏内に発火点を設定した島根原子力発電所に

迫る森林火災を考慮し、以下の評価を実施して必要な防火帯幅を

算出している。 

・森林火災シミュレーション解析コード（FARSITE）を用いた森

林火災評価 

評価の結果、必要とされる防火帯幅は 19.5m となり、これに対し

て約 21m の防火帯幅を確保することにより、森林火災の延焼等に

よる施設への影響はない。 

この防火帯は、以下の条件を満たすように設定する。 

・安全施設及び重大事故等対処設備を原則防護 

・発電所設備及び駐車場の配置状況を考慮し、干渉を回避 

・草木を伐採する等により可燃物を排除し、除草剤の散布やモル

タル吹付け等を実施 

・草木の育成を抑制し、可燃物がない状態を維持 

顧問の意見 

①森林火災に関し、新規制基準に基づいて防火帯を作るというこ

とはハード面の話だが、ソフト面の話として、人間が関与する

手立てについてはどういうことがマニュアル等に定められてい

るか。（釜江顧問） 

②発火点から発電所への距離が近いほど火災が近づく時間も早い

と思うが、敷地境界に限らず 10km 圏内で５ヶ所選んで評価す

るのはなぜか。外から広がってくるほうが影響は大きいという

ことなのか。（釜江顧問） 

③火災があれば当然通報されると思うが、大体どのくらいで公設

消防が来るかを参考までに教えてほしい。防火帯などの対策が

あるのでハード的には影響ないと思うが、火災については時間

的な対応といったソフト面も大事だと思う。（釜江顧問） 

④発電所敷地内には法面があるが、防火帯の幅は平面的な距離と

いうことでいいか。（釜江顧問） 

⑤森林火災による送電線への影響はどうか。影響を受けても十分

対応が取れるのか。 

 送電線は火災に対してどのぐらい強いのか、脆弱性があるのか

といった情報も、基礎的な知識としてほしい。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

外部火災に対応する手順として、火災発生時の対応、防火帯の維

持・管理等を適切に実施するための対策を以下のとおり社内規程
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に定めることとしている。 

・森林火災の状況に応じて防火帯付近へ予防散水を行うこと、ま

た、予防散水エリアごとの使用水源を火災防護計画に定め、自

衛消防隊長の指揮のもと自衛消防隊が実施する。 

・防火帯の維持・管理については、定期的な点検等の方法を火災

防護計画に定め、実施する。 

（「顧問の意見」②について） 

・発火点のケース１から５は風向きも含めて考慮しており、一番

発電所に近いケース２（敷地境界）であれば火災の到達は最も

早く約２時間となるが、防火帯の幅は一番火線強度が大きくな

るケース１（恵曇地区）での評価をもとに設定している。 

 森林火災による影響は、このように敷地から近いところと遠い

ところ、風向き等を考慮し評価している。 

（「顧問の意見」③について） 

・発電所構内には、自衛消防隊の消防チームを 24 時間常駐させ

ており、初期消火活動はこの消防チームで行うと共に、火災を

確認した場合にはすぐに公設消防へホットラインで連絡して来

てもらうという形を取っている。 

 一番発電所に近いケース２（敷地境界）での火災到達時間が約

２時間であるのに対し、消防チームによる予防散水等の初期消

火活動は約１時間で可能となっているため、ソフト面において

も十分余裕を持って対応できると評価している。 

（「顧問の意見」④について） 

・防火帯の幅は平面の距離、幅となっている。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・発電所敷地外の送電網全てを森林火災に対して担保できるかは

評価対象外になっているが、送電線は独立３回線を確保してお

り、森林火災を考慮してもいずれかの送電網は担保できるもの

と考えている。 

 なお、送電線が仮に機能喪失した場合でも発電所構内に非常用

ディーゼル発電機を備えており、7日間の運転が担保できる。 

・送電線については、線下の樹木から電気設備の技術基準で定め

られた離隔を確保するとともに、点検・巡視等にて、送電線と

樹木との離隔を確認し、必要により伐採を行っているため、線

下の樹木が燃えたとしても、一定の離隔は確保されていること

から、火災による送電線への影響はないと考えている。 

また、送電線に用いられる電線は、亜鉛メッキ鋼線を中心に配
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置し、その周囲を硬アルミ線でより合わせた「鋼心アルミより

線」が、軽量かつ強度があることから多く用いられている。こ

の「鋼心アルミより線」の推定溶断温度は、600℃～700℃であ

るため、溶断温度を超える火災の炎が連続的に送電線に接する

と溶断する可能性はあるが、国内では森林火災により送電線が

溶断した実績は確認されていない。  

なお、万が一、森林火災で送電線が溶断したとしても、送電線

は複数ルートが確保されていることから、いずれかの送電網は

担保できるものと考えている。 

【論点<34>参考：防火帯の設置範囲】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工
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エ その他 

項目 
<35> 頻発する大雨・洪水や、頻度の高い地震による影響は考慮

されているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

近年大雨災害が頻発していることや、基準地震動より小さい地震

でも原子力発電所敷地内の設備に様々な影響を及ぼし得ることな

どを踏まえ、頻度が高い自然災害による影響や、これらの災害の

組合せ及び対応手順の考慮状況を確認する。 

※基準地震動より規模が小さい地震による影響に関しては国の審

査では直接見られていないため、県独自項目として扱う。 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

大雨は、 

・松江における観測史上１位の日最大１時間降水量 77.9mm/h に

対し、排水能力を有していること 

・浸水防止のため建物に止水処置をすること 

洪水は、 

・原子力発電所敷地の北側は日本海に面し、他の３方は 150m 級

の山に囲まれており、佐陀川及び宍道湖の洪水を想定しても影

響を受けないこと 

から、大雨・洪水により浸水することはない。 

地震は、送電線・受電設備等の原子力発電所周辺設備への被害を

考慮しており、 

・送電線ルートはルート選定の段階から地すべり地域等を極力回

避しており、地震による鉄塔敷地周辺の影響による被害の最小

化を図っていること 

・地震により「外部電源喪失かつ島根２号受電設備の機能喪失」

という多重事故が発生する場合においても、早期に復旧が期待

できる 66kV 送電線から受電可能であり、耐震性を考慮した第

２-66kV 開閉所を使用して島根２号へ電力を供給できること 

・外部電源が喪失した場合においても、非常用ディーゼル発電機

を７日間運転することが可能であること 

から、安全施設への電力の供給が停止することはない。 

顧問の意見 

①最近の異常気象を考慮すると、100mm/h を超えるような局所的

な集中豪雨が長時間続き、溢水が生じる可能性は否定できない

と思う。どの程度までの雨量であれば施設で局所的な溢水を生

じることなく排水できる、といった試算は行われているか。 

（芹澤顧問）※原子炉施設の安全対策小会議での意見 

②安全評価上、スーパー台風（超大型台風）により様々な安全関

係設備が一斉に使えなくなるような事象は想定されているか。 
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（二ノ方顧問）※原子炉施設の安全対策小会議での意見 

③地震などは自動で原子炉を停止する設計になっているが、その

他の自然現象の場合は事前の設計ではなく、その時々のリスク

に応じて原子炉を手動停止する枠組みだと理解していいか。設

備に影響が生じた場合には原子炉を手動停止するなど、具体的 

なことが保安規定で細かく決められているのか。（釜江顧問） 

④令和３年７月には松江で大雨が降ったが、何か新しい問題が明

らかになったとか、設備がきちんと機能することが確認できた

とか、実際に雨が降って分かったことはあるか。（宮本顧問）

※原子炉施設の安全対策小会議での意見 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・発電所の安全施設は、設計基準降水量（77.9mm/h）の降水に対

し、安全機能が損なわれない設計としている。なお排水設備に

ついては、日本全国の日最大１時間降水量の最大値（153mm/h）

の降水に対して、排水可能であることを確認している。 

（「顧問の意見」②について） 

・大規模損壊という審査項目において、設計基準を超えるような

台風について考慮しており、屋外設備が損傷する可能性はある

が、建物内の設備は健全であると想定されることから、対応可 

能であると整理している。大規模損壊の非公開審査においては、

発電所内の複数の安全施設が機能喪失した場合を想定し、対応

が可能であることを確認している。 

（「顧問の意見」③について） 

・保安規定の中で安全上重要な施設等の確保数などが決められて

おり、確保数を担保できなければ原子炉停止するといったこと

が運転上の制限として決められている。例えば送電線について

は常時３回線が求められており、これが担保できなければ原子

炉を止めることになる。 

 仮に地震なり、色々な偶発的な故障で安全上重要な施設の性能

を担保できないということになれば、原子炉を手動停止すると

いう運用がルールとして定められている。 

（「顧問の意見」④について） 

・今回の大雨の１時間最大降水量は松江 60mm、鹿島 53mm、発電

所 38.5mm だったが、想定している 77.9mm 以下であり、排水等

特に問題は無かった。 
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【論点<35>参考①：浸水想定区域図（国土交通省中国地方整備局 2013 年 3 月）】 

【論点<35>参考②：送電系統図及び第 2-66kV 開閉所外観】 

出典：中国電力(株)資料

出典：中国電力(株)資料
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項目 <36> 複数の自然現象の重畳は考慮されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

以下の自然現象について網羅的な組合せを考慮し、荷重、温度、

閉塞、浸水、電気的影響、腐食、摩耗、アクセス性、視認性の観

点で、組み合わせた重畳事象がプラントに及ぼす影響について評

価している。 

＜組合せを考慮する自然現象＞ 

・風（台風） 

・竜巻 

・凍結 

・降水 

・積雪 

・落雷 

・地滑り 

・火山の影響 

・生物学的事象 

・森林火災 

・地震 

・津波 

荷重以外の影響については、 

・個別の事象の設計に包含されること 

・事象の組合せが起こり得ないこと 

・それぞれの事象の影響が打ち消し合う方向であること 

から、安全施設の安全機能を損なわないことを確認している。 

荷重の影響については、事象の発生頻度や、独立事象、随伴事象

であるか等を踏まえて、 

・主荷重同士で「地震と津波又は地滑り」 

・主荷重と従荷重で「地震と風（台風）又は積雪」、「津波と風

（台風）又は積雪」、「地滑りと風（台風）」、「火山の影響

と風（台風）及び積雪」 

を設備の構造等を踏まえて適切に考慮することとしている。 

顧問の意見 

①主荷重同士、主荷重と従荷重の組み合わせについて適切に考慮

しているとのことだが、複数の現象が重畳すると人の動きの妨

げになると思うので、ソフト面に関し、重畳時にどういう対応

を取るのか教えてほしい。（岩田顧問） 

②重畳事象の評価において、事象の組み合わせが起こり得ないか

という観点があるが、抽出された事象を見ると独立事象が多い

気がする。起こり得ないかという評価では、確率的な話などで

振り分けているのか。（釜江顧問） 
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中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・抽出した重畳事象は全て設計基準設備のインプット条件になっ 

ており、これら全ての事象を考慮してもハード的には問題ない。

 ソフト的な対策としては、例えば積雪等に対しては除雪を行う

こととしており、総合的な対応として考えることとしている。 

（「顧問の意見」②について） 

・事象の組み合わせが起こり得ないかという観点で落としている

のは「風（台風）＋降水」と「風（台風）＋凍結＋積雪」の組

み合わせだけであり、降水で雨が落ちている時に凍結と積雪が

起きるのは、事象としては起こり得ないとして落としている。 

【論点<36>参考：自然現象の組合せ（45 の組合せを分析）】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ

＊１ ＊２ 竜巻 落雷 地滑り 火山の
影響

生物学
的事象

森林
火災 地震 津波

Ａ ＊１
Ｂ ＊２ １
Ｃ 竜巻 ２ 10
Ｄ 落雷 ３ 11 18
Ｅ 地滑り ４ 12 19 25
Ｆ 火山の影響 ５ 13 20 26 31
Ｇ 生物学的事象 ６ 14 21 27 32 36
Ｈ 森林火災 ７ 15 22 28 33 37 40
Ｉ 地震 ８ 16 23 29 34 38 41 43
Ｊ 津波 ９ 17 24 30 35 39 42 44 45
＊１ 風（台風）+ 降水
＊２ 風（台風）+ 凍結 + 積雪

出典：中国電力(株)資料
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項目 

<37> 福島第一原子力発電所で問題になっているような汚染水へ

の対策（汚染源に水を近づけない、汚染水を漏らさない）

は考慮されているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

福島第一原子力発電所の事故後に中国電力が自主的に行っている

地下水対策の状況を確認し、シビアアクシデント発生時における

汚染水対策の有効性と影響を確認する。 

※自主対策は国の審査対象外であるため県独自項目として扱う。 

中国電力の 

説明 

万一、原子炉格納容器が破損し、原子炉内の冷却水が建物外へ漏

れ出した場合の対応に万全を期すため、島根原子力発電所の特性

及び地下水量の調査結果を踏まえて、自主的な取り組みとして敷

地を取り囲む等の地下水対策を実施している。 

島根原子力発電所は、建設当時の既設止水壁があるため、一部を

止水強化することで、岩盤及び止水壁により敷地を取り囲むこと

ができることから、敷地を取り囲むことによって、敷地に流入し 

てくる地下水を低減する、また、仮に汚染した水が発生した場合、

壁の外に流出するのを抑制する。 

＜敷地に流入してくる地下水低減対策＞ 

・盛土部から流入してくる地下水が、原子炉建物に近づかないよ

うに、既設止水壁を強化するとともに、地下水止水壁を設置す

る対策を実施する。 

・止水壁の山側に揚水井戸を設置し、水を汲み上げてバイパスす

る対策を実施する。 

＜汚染した水が壁の外に流出するのを抑制する対策＞ 

・原子炉内の冷却水が建物外へ漏れ出した場合に備え、止水壁等

で取り囲んだエリア内の地下水位が上昇しないように揚水井戸

を設置する。 

上記の地下水対策工事は、2016 年 3 月に完了している。 

また、発電所構内では、新規制基準対応工事を継続して実施して

おり、地下水の流入量について、今後も継続的に監視を実施する

こととしている。 

顧問の意見 

①地下水の問題に関し、住民の方々に立地状況を理解してもらう

には、地下の地質状況が非常に重要な情報になると思う。 

福島と島根では地下水の流れる状況、流れるスピードの状況、

帯水層の状況等が全く違うので、同じような心配は要らないと

想像するが、それが住民に分かるように説明しなければならな

いと思う。（佃顧問） 

②山側の揚水井戸は、盛土だったところを工事して設置したのか。
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（佃顧問） 

③対策工事について、色んなモニタリング等で地下水を十分止め

る効果があることは確認されているか。（佃顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

島根サイトと福島サイトの地形、地質構造、透水層等の状況につ

いて以下の通り示す。島根サイトにおいても福島での知見を踏ま

え、自主的対策として適切に対応していく。 

【福島第一】 

敷地は海抜 35m 程度の台地地形で、2°程度で海側へ傾斜する

同斜構造である。透水層としては、表層近くの中粒砂岩層が原子

炉建物基礎地盤付近まで分布し、その下位には泥質部に挟まれた

互層部が分布する。 

中粒砂岩層：透水係数ｋ＝3×10-3 cm/sec 程度 

泥岩層  ：透水係数ｋ＝1×10-6 cm/sec 程度 

【島根】 

敷地は海抜 80～160ｍの後背山地で囲まれた地形で、２号原子

炉建物近傍は 10～30°程度で海へ傾斜する同斜構造である。透

水層としての表土はきわめて薄く基盤岩深度が浅いため、原子炉

建物基礎地盤周辺には顕著な透水層は確認されていない。 

岩盤(CH・CM級)：透水係数ｋ＝6×10-4～5×10-5cm/sec 程度

（「顧問の意見」②について） 

・地下水は盛土を通って近づいてくるのが一般的であり、谷筋を

通ってくる地下水量が多いと考え、１号南側と２号南側ともに

谷筋の、盛土の法尻部に井戸を設けている。 

（「顧問の意見」③について） 

・地下水流入量のモニタリングは対策前、対策中、対策後から現

在に至るまで継続して行っている。 

敷地内では現在も新規制基準対応工事を継続実施しており、工

事の場所や規模によって流入量が変化しているため、継続して

確認していく。 
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【論点<37>参考：地下水対策工事の実施状況】 

出典：中国電力(株)資料
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(2) 原子炉施設の安全対策 



①　異常状態の発生及び進展防止対策（設計基準事故対策）

ア　火災

<1> 火災により複数の安全関係設備が一斉に使えなくなることはないか

<2> 非難燃性ケーブルを使用する箇所はないか、ある場合はどのような処置がされているか

イ　溢水

<3> 溢水により複数の安全関係設備が一斉に使えなくなることはないか

ウ　電源の信頼性

<4> 外部電源や非常用発電機などの交流電源が一つの原因で一斉に使えなくなることはないか

<5> 交流電源が使えなくなった場合も、原子炉を冷却できるか

エ　その他異常発生防止対策

<6> サイバーテロを含む不正アクセス対策はされているか

②　重大事故対策（シビアアクシデント対策）

ア　重大事故の想定と対策

<7> どのような重大事故を想定して、どのような設備で対処するのか

<8> 想定した重大事故以外に燃料が損傷するリスクの大きい事象はないか

<9> 福島第一原子力発電所事故相当の事象が起きた場合に燃料の損傷が防止できるか

<10> 圧力容器からの溶融燃料の流出に備えコアキャッチャーのような対策は取られているか

<11> 水蒸気爆発や水素爆発で、格納容器や原子炉建屋が破損することはないか

<12> 大型航空機の衝突等のテロ対策は取られているか

★ <13> 重大事故対策の結果、どれだけ安全性が向上したのか

★ <14> 新規制基準対応設備を導入したことで、新たな弱点が生じていないか

イ　重大事故の対応体制・手順整備・訓練

<15> 重大事故に対応する要員は常時確保できているか

<16> 重大事故に対応する要員はどうやって異常事態を検知し、検知後はどう行動するのか

<17> アクセスルートの確保手段は用意されているか

<18> 原子炉水位が不明になる等、計装系に異常があっても適切な操作ができるか

<19> 重大事故に対応する訓練は行われているか

ウ　フィルタベント設備

<20> フィルタベントの使用により、どの程度放射性物質の放出を低減できるのか

<21> フィルタベント使用時の弁操作、ラプチャーディスク破裂は確実か

<22> フィルタベントの使用を判断する条件は何か

エ　その他重大事故対策

★ <23> 発電所で行っている安全性向上の取り組みは、想定外事象が起こりうることを踏まえたものになっているか

★ <24> ＭＯＸ燃料（プルサーマル）を前提としているが、追加の対策が必要になることはないか

③　技術的能力その他

ア　長期停止影響

★ <25> 原子炉が長期停止したことで、安全設備への悪影響はないか

★ <26> 運転経験のない所員に対し、経験不足を補う教育が行われているか

イ　安全管理

★ <27> 他号機があることなどで２号機の事故対応に悪影響はないか

★ <28> 発電所において新型コロナウイルス等の感染症対策はとられているか

★ <29> 使用済燃料は搬出までの間安全に管理できるか

★ <30> 新検査制度に対応して、どのような安全性向上の取り組みがされているか

★ <31> 過去のトラブル等の教訓は、地域住民から信頼される安全性確保の活動に反映されているか

　　原子炉施設の安全対策に関する項目一覧 ★ ：県独自の確認項目
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① 異常状態の発生及び進展防止対策（設計基準事故対策） 

ア 火災 

項目 
<1> 火災により複数の安全関係設備が一斉に使えなくなることは

ないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

火災により原子炉施設の安全性が損なわれることがないように、

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するために必要な

機能及び放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必

要な機能を有する構築物、系統及び機器に、火災の「発生防止」、

「感知及び消火」並びに「影響軽減」のそれぞれを独立して考慮

した火災防護対策を講じることで、安全機能を損なわない設計と

する。 

＜火災発生防止対策＞ 

・安全機能を有する構築物、系統及び機器には不燃性又は難燃性

材料を使用 

・潤滑油・燃料油を内包する機器は、溶接構造、シール構造の採

用による漏えい防止対策を講じるとともに、周囲に漏えい時の

拡大を防止するための堰を設置 

・蓄電池室等の水素が発生するおそれのある区域は、水素濃度が

燃焼限界濃度以下となるよう、換気機能を確保 

＜火災の感知及び消火対策＞ 

・安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する場所には、

煙感知器、熱感知器又は炎感知器等から、異なる感知方式の感

知器を組み合わせて設置 

・煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難となる場所に

は、自動又は手動操作できる全域ガス消火設備を設置し、それ

以外の場所は消火栓、化学消防自動車及び消火器等の消火設備

により消火を行う設計 

＜火災の影響軽減のための対策＞ 

・３時間以上の耐火能力を有する耐火壁等によって火災区域を分

離することで、単一の火災（任意の一つの火災区域で発生する

火災）により、原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持

するために必要な機能を有する多重化されたそれぞれの系統が

同時に機能喪失しないよう設計 

・耐火壁や離隔距離による系統分離が困難な中央制御室床下のケ

ーブル処理室等のケーブルは、電線管又はケーブルトレイを耐

火ラッピングで覆うことで分離し、同時に機能喪失しないよう

設計 

また、新たに設置する重大事故等対処設備は、上記の対策（火災
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の影響軽減のための対策を除く）を実施するほか、同じ機能を持

つ既設の設計基準対象施設と別の部屋に設置するなどの位置的分 

散を図ることで、火災によって同時に機能喪失しない設計とする。

顧問の意見 

①天井の高いところではアナログ式の感知器がなぜ適さないのか。

また、非アナログ式の感知器とは技術的にどういう意味か。 

（吉川顧問） 

②火災の発生源に関して、変圧器やコンデンサ等、絶縁油を使用

しているところはないか。（芹澤顧問） 

③極稀なケースとして、火災時に中央制御室の換気・空調系が喪

失すると、中央制御室に煙が充満して運転員が退室しなければ

ならないような事態も想定されるが、このようなケースは考慮

されているか。（芹澤顧問） 

④系統を分離する耐火壁・隔壁について、「3時間以上の耐火能

力を有する」と書かれているが、「3時間」というのは何を根

拠とした時間数なのか。「3時間以上」となっているが、実際

には最長で何時間の耐火性能が担保されるのか。また実証試験

は行われているか。（芹澤顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・アナログ式は、平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、か

つ、火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握すること

ができ、平常時から連続で監視しているものである。 

非アナログ式は、平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視する 

ことはできないが、火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇等）

を把握することができ、断面で状況感知して警報を発するもの 

である。 

・天井が高い大空間では熱が周囲に拡散するため、アナログ式の

熱感知器による感知は困難である。 

（「顧問の意見」②について）

・火災区域を設定しているところには、絶縁油を使用したものは

ない。 

（「顧問の意見」③について） 

・早期の火災感知のため制御盤内にも高感度煙検出設備を付けて

おり、常時中央制御室には運転員が居ることから、感知すれば

速やかに消火する。また、中央制御室の各盤は系統分離がなさ

れており、同時に機能が喪失しないよう対策している。仮に中

央制御室において何かしらの不具合が起こっても、高温停止・

低温停止できるような別の設備を持っており、発電所としては
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十分停止させることができる。 

（「顧問の意見」④について） 

・「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」にて互いの系列間を「3時間以上」の耐火能力を有する隔

壁等で分離することが要求されている。 

上記審査基準にて、互いに異なる系統を分離するために設置す

る隔壁等の設計の妥当性については、火災耐久試験によって確

認することが要求されており、耐火性能として「3時間」を担

保するため、火災耐久試験において、「3時間」加熱した際の

耐火能力を有していることを確認している。 

なお、火災耐久試験は、３時間を超える加熱試験は実施してい

ない。 

【論点<1>参考：火災の影響軽減対策の全体イメージ】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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項目 
<2> 非難燃性ケーブルを使用する箇所はないか、ある場合はどの

ような処置がされているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器に使用するケーブルには、

実証試験により自己消火性（UL垂直燃焼試験）及び耐延焼性（IE

EE383（光ファイバケーブルの場合はIEEE1202）垂直トレイ燃焼

試験）を確認した難燃ケーブルを使用する設計とする。 

また、現在のケーブルの使用状況及び難燃性試験適合状況につい

て、安全機能を有する機器等に使用するケーブルを対象に調査し、

核計装ケーブルも含めて難燃ケーブルを使用していることを確認 

している。 

顧問の意見 

①ケーブルの難燃性の実証試験について、自己消火性と耐延焼性 

試験のバーナーの熱量が大きく異なる理由は何か。 

（芹澤顧問） 

②バーナーの熱量の数値について、ケーブルの本数、サイズ等を 

踏まえ、とされているが、具体的な数値をどうやって決めたか、

背景となる考え方はどうなっているか。数値が実際に起こり得 

る火災を想定した現実的な熱量になっているのか。 

（芹澤顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」にて、使用する難燃ケーブルについては、「火災により着

火し難く、著しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した場合は

その燃焼部が広がらない性質」を有していることが、延焼性及

び自己消火性の実証試験により示されていること」が求められ

ている。 

また、「延焼性」及び「自己消火性」の実証試験については、

各実証試験の目的に沿うよう、以下のとおり各規格においてバ

ーナーの種類が定められている。 

1) 自己消火性の実証試験：UL垂直燃焼試験 

UL垂直燃焼試験については、着火と休止を繰り返す試験とな

っており、評価対象のケーブルの本数、サイズ等を踏まえ、

熱量の比較的小さなチリルバーナーにて実施することが定め

られている。 

2) 延焼性の実証試験：IEEE383垂直トレイ燃焼試験

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験については、バーナーで連続して

20 分間加熱する試験となっており、評価対象のケーブルの本

数、サイズ等を踏まえ、熱量の比較的大きなリボンバーナーに

て実施することが定められている。 
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（「顧問の意見」②について） 

・試験は規格に基づいて実施しており、具体的に熱量の数値の考

え方まで規格側で明記されていないが、少なくとも、米国含め

てこの基準で難燃性を確認しており、一定の保守性を持った試

験なので、難燃ケーブルとしては適正だと考えている。 

【論点<2>参考：UL 垂直燃焼試験及び IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の概要）】 

出典：中国電力(株)資料 
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イ 溢水 

項目 
<3> 溢水により複数の安全関係設備が一斉に使えなくなることは

ないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

原子炉施設内で溢水が発生した場合においても、原子炉を高温停

止する機能、低温停止する機能、放射性物質を閉じ込める機能、

停止状態を維持できる機能、燃料プールの冷却機能及び燃料プー

ルへの給水機能を維持するために必要な機能を持つ設備が、配管 

破断、消火活動及び地震等による溢水に対して「没水影響」、

「被水影響」及び「蒸気影響」を評価し、それぞれいずれかの対

策又は対策の組み合わせにより、安全機能を損なわない設計とす

る。 

＜没水対策＞ 

・設備の設置場所は、水密扉等によって溢水の流入を防止 

・設備の設置場所は、水消火以外の消火手段を採用 

・破損が想定される配管等を耐震補強 

・設備の設置高さを嵩上げ、又は堰を設置 

＜被水対策＞ 

・設備の設置場所は、水密扉等によって溢水の流入を防止 

・消火設備からの被水がないよう、安全設備の設置場所は、水消

火以外の消火手段を採用 

・破損が想定される配管等を耐震補強 

・被水耐性を有する機器への取り替え 

・設備に保護カバー等を取り付けて防護 

＜蒸気対策＞ 

・設備の設置場所は、壁・扉等によって蒸気の流入を防止 

・蒸気の流出を検知・隔離 

・破損が想定される配管等を耐震補強 

・蒸気耐性を有する機器への取り替え 

また、新たに設置する重大事故等対処設備は、上記の対策を実施

するほか、同じ機能を持つ既設の安全設備と位置的分散を図るこ

とで、溢水によって同時に機能喪失しない設計とする。 

顧問の意見 

①溢水は津波が中に入ってくるというイメージが強いが、そちら

の対策はどうなっているか（吉川顧問） 

②最近の異常気象を考慮すると、100mm/hを超えるような局所的

な集中豪雨が長時間続き、溢水が生じる可能性は否定できない

と思う。どの程度までの雨量であれば施設で局所的な溢水を生

じることなく排水できる、といった試算は行われているか。 



132

（芹澤顧問）

③安全評価上、スーパー台風（超大型台風）により様々な安全関

係設備が一斉に使えなくなるような事象は想定されているか。

（二ノ方顧問） 

④令和3年7月には松江で大雨が降ったが、何か新しい問題が明ら

かになったとか、設備がきちんと機能することが確認できたと

か、実際に雨が降って分かったことはあるか。（宮本顧問） 

中国電力の 

説明 

（「顧問の意見」①について） 

・防波壁を設置し、津波が来ても敷地に入らないようにするこ

と、海水取水・放水路から遡上しないよう対策している。 

（「顧問の意見」②について） 

※ 回答は自然災害対策の論点<35>に記載 

（「顧問の意見」③について） 

※ 回答は自然災害対策の論点<35>に記載 

（「顧問の意見」④について） 

※ 回答は自然災害対策の<35>に記載 

【論点<3>参考：主な溢水防護対策の施工例】 

出典：中国電力(株)資料 
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ウ 電源の信頼性 

項目 
<4> 外部電源や非常用発電機などの交流電源が一つの原因で一斉

に使えなくなることはないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜外部電源＞ 

島根２号機の外部電源は、以下の２ルート３回線の送電線を接

続している。 

・北松江変電所に連系する 220kV 送電線２回線 

・津田変電所に連系する 66kV 送電線１回線 

また、申請対象外ではあるが、緊急時には、北松江変電所に連

系する 500kV 送電線２回線からも、３号機と所内電源系を介して 

受電可能としている。 

これらの送電線に対して、以下の対策等を実施することによ

り、外部電源の信頼性を向上させている。 

1) 送電線の分離対策 

・同一の鉄塔に全ての送電線を架線しない 

・送電線の近接箇所及び交差箇所において異常があった場合にも

いずれか１回線が使用可能であることを確認 

なお、申請対象の 220kV 送電線と 66kV 送電線の交差箇所にお

いて異常があった場合には、自主対策として非常用ディーゼル

発電機の燃料容量である 7日以内に 66kV 送電線を復旧するこ

ととし、そのための資材を当社敷地内に保管している。 

2) 送電鉄塔の信頼性確認 

・盛土崩壊、地すべり及び急傾斜地の土砂崩壊の影響を評価し、

抽出した鉄塔について現地踏査を実施し、鉄塔基礎の安定性が

確保されていることを確認 

・一部の鉄塔については、地形要因等を考慮して風速を割り増す

設計、着氷雪荷重の考慮や雪害防止対策品を採用 

3) 【自主対策】耐震性を考慮した受電設備の設置 

・地震により通常の受電設備の機能喪失があった場合においても

２号機に外部電源が供給できるよう、発電所高台(EL44m)に耐

震性を考慮した代替の受電設備を設置（第２－66kV 開閉所） 

なお、外部電源からの受電が出来なくなった場合には、自動的

に非常用ディーゼル発電機から受電する。 

＜非常用電源設備（非常用ディーゼル発電機）＞ 

島根２号機の非常用ディーゼル発電機は、安全施設等の機能を

確保するために必要な容量を、Ａ系、Ｂ系、ＨＰＣＳ系の区分ご

とに各１台合計３台有しており、多重性及び独立性を考慮して、

３台は異なる場所に設置している。 
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３台の非常用ディーゼル発電機は、主たる共通要因（地震、津波、

火災、溢水）に対し、以下のとおり頑健性を有している。 

・地震…基準地震動に対し建物および電源設備が機能維持できる

ことを確認 

・津波…防波壁等で敷地への津波の流入を防止し、浸水させない 

・火災…３時間耐火能力を有するコンクリート壁等で異なる系統

の非常用電気盤を分離 

・溢水…地震等による溢水（没水、蒸気及び被水）及び消火設備

からの被水を考慮しても異なる系統の非常用電気盤が同

時に機能喪失しない 

また、非常用ディーゼル発電機の燃料貯蔵タンクは、各系列の

ディーゼル発電機を 7日間以上連続運転できる容量を各系列で有

している。 

＜重大事故等対処設備（ガスタービン発電機・電源車）＞ 

外部電源喪失と同時に非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機が使用不可（「全交流動力電源喪失」） 

となった場合に備え、以下の代替交流電源設備を新たに設置する。

・ガスタービン発電機（常設代替交流電源設備） 

２台（うち予備１台）

・高圧発電機車（可搬型代替交流電源設備） 

７台（うち予備１台）

ガスタービン発電機及び高圧発電機車は、地震、津波、火災、

溢水に対し、非常用ディーゼル発電機と同時に故障することを防

止するため、以下のとおり設計する。 

・地震…基準地震動で機能維持できるよう設計 

・津波…津波が到達しない位置に設置 

ガスタービン発電機…ガスタービン建屋（EL44m） 

高圧発電機車     …第１保管エリア（EL50m） 

第３保管エリア（EL13～33m） 

第４保管エリア（EL8.5m） 

・火災…電路には難燃ケーブルを使用、ガスタービン発電機建物

には異なる感知方式の火災感知器及びガス消火設備を設

置、設備設置場所を分散配置、発電機から給電する高圧

母線には遮断器及び保護継電器を設置し、電気的に分離 

高圧発電機車は、原子炉建物等、ガスタービン発電機と 

は距離的に離れた場所に配備 

・溢水…溢水影響を考慮しても安全機能が維持でき、またディー

ゼル発電機と位置的分散を図ることで同時に機能が損な

われないよう設計 
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また高圧発電機車は、屋外に設置する環境条件を考慮し、以下

のとおり設計する。 

・降水・凍結で機能喪失しないよう防水・凍結対策を行える設計 

・風荷重、積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないことを確認 

＜【自主対策】非常用所内電源系の相互接続＞ 

２号機非常用所内電源系は、他号炉の非常用ディーゼル発電機

に依存しない。また、島根１号及び３号機を相互に接続すること

で、安全性が向上する。 

なお、通常時は号炉間の両端の遮断器を開放することにより２

号機非常用所内電源系の分離を図る設計とする。 

顧問の意見 

①新規制基準で要求されている条件が変わったからこういう電源

対策をやっているとの説明だとわかりやすい。（吉川顧問） 

②発送電分離が進行する状況では、外部電源の信頼性や運営は別

会社の話となるが、中国電力との関係は整理できているか。 

（吉川顧問） 

③廃止措置中の１号機から交流電源供給するとのことだが、非常

用の設備は残すということか。また、１号機は廃止措置中なの

で、いずれはまた別の対策を取るのか。（勝田顧問） 

④火山灰で電源喪失することは想定しなくてよいのか。56cm も

積もると電源車は全く動けないのでは。（杉本顧問） 

⑤外部電源喪失や全電源喪失について、いろんな設備対応を行う

ことで何が防げるのか、どういう事象展開を防いでいるのか、

もう一歩先に進んで言った方が県民の方々も安心するのではな

いか。 

また、個々の設備がどの程度高額か明らかにした方が県民の興

味を引くのではないか。ＰＲの観点ということをもう少し考え

てもいいのではないか。（二ノ方顧問（コメント）） 

⑥ガスタービン発電機の燃料は何で、燃料はどの程度の容量を確

保しているのか。（二ノ方顧問） 

⑦（「顧問の意見」④への回答に対して、）ホイールローダで除灰

できれば、電源車を動かすことも想定しているのか。 

（杉本顧問） 

⑧（「顧問の意見」④への回答に対して、）火山灰の降灰後、非常

用ディーゼル発電機が何らかの理由で全て故障したらどうする

のか。（杉本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・新規制基準では、複数の電源供給元から外部電源を供給できる

こと、全ての送電線が同一鉄塔に架線されないこと、非常用デ
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ィーゼル発電機の燃料容量増強や、他号炉の非常用電源に過度

に依存しないこと、常設代替交流電源設備を設けること、可搬

型代替交流電源設備を設けること、バッテリーの強化などが求

められている。 

・設置許可基準規則における主に電源関係の条文は、設計基準対

処施設として第 33 条（保安電源設備）および第 14 条（全交流

動力電源設備）、重大事故等対処施設として第 57 条（電源設

備）が該当する。これら条文要求設備としては、第 33 条は外

部電源（送電線）や非常用電源設備（非常用ディーゼル発電

機）、第 14 条は非常用蓄電池、第 57 条は常設代替交流電源設

備（ガスタービン発電機）や可搬型代替交流電源設備（高圧発

電機車）、所内常設蓄電式直流電源設備などが対象となる。 

（「顧問の意見」②について） 

・送電線の復旧作業は、中国電力から分離した中国電力ネットワ

ークが実施する。中国電力と中国電力ネットワークは協定を結

んでおり、事故対応を確実にやってもらうということで、手順

等も定めている。 

（「顧問の意見」③について） 

・１号機のディーゼル発電機は機能維持をしており、２号機側で

受電できるようにしているが、１号機は２号機ほど耐震性等の

確認を取られていないため、自主対策としている。 

３号機の審査が通れば、２号と３号で電源融通することや、50

万Ｖの送電線が生きていれば、そちらからも受電できるため、

更に信頼性が向上すると考えている。 

（「顧問の意見」④について） 

※ 回答は自然災害対策の論点<33>に記載 

（「顧問の意見」⑥について） 

・ガスタービン発電機の燃料は軽油を使用している。燃料の保有

量としては、重大事故等発生時において、7日間の外部電源喪

失を仮定しても重大事故等に対処するために必要な設備に対し

て、連続で電力を供給することが可能な容量として 560kL を屋

外タンクに有している。 

（「顧問の意見」⑦について） 

※ 回答は自然災害対策の論点<33>に記載 

（「顧問の意見」⑧について） 
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※ 回答は自然災害対策の論点<33>に記載 

【論点<4>参考：代替電源設備系統概要図（常設代替交流電源設備による給電）】 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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項目 <5> 交流電源が使えなくなった場合も、原子炉を冷却できるか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜全交流動力電源喪失時の対応＞ 

外部電源喪失と同時に非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機が使用不可（「全交流動力電源喪失」）

となった場合は、原子炉の蒸気で駆動する原子炉隔離時冷却系を

使用することにより、給電が再開するまでの間、原子炉停止後の

冷却及び原子炉格納容器の健全性を確保する。このため、必要な

設備（原子炉隔離時冷却系制御装置、逃がし安全弁、原子炉水位

計等の計装設備、非常用照明等）に電源供給が可能な非常用直流

電源設備を備えている。 

＜非常用蓄電池等＞ 

直流電源で動作する機器類は、交流電源設備から充電器を介し

て給電されているが、全交流動力電源が喪失した場合でも、原子

炉の安全停止、停止後の冷却に必要な設備及び原子炉格納容器の

健全性確保に必要な設備への電源供給を一定時間まかなう容量を

もった、以下の３系統６組の非常用蓄電池・充電器及び分電盤等

から構成される非常用直流電源設備を設置している。 

・115V 蓄電池等 ３組（Ａ系、Ｂ系、ＨＰＣＳ系用） 

・230V 蓄電池等 １組 

（原子炉隔離時冷却系関係機器（復水ポンプ等）用）

・24V 蓄電池等  ２組（中性子計装用） 

これらの非常用蓄電池及びその付属設備は、非常用３系統を別

の部屋に設置しており、多重性及び独立性を確保すること、地震

、津波、火災、溢水の観点からこれら共通要因により機能が喪失

しないよう、以下のとおり頑健性を有していることを確認してい

る。 

・地震…基準地震動に対し建物および非常用所内電源設備が機能

維持できることを確認 

・津波…防波壁等で敷地への津波の流入させない 

・火災…非常用蓄電池及びその附属設備を設置している蓄電池

室、充電器室、計装用電気室は３時間耐火能力を有する

耐火壁により分離 

・溢水…溢水評価を実施し、蓄電池、充電器、計装用電気の機能

を失わないことを確認 

また、全交流動力電源喪失した場合に交流電源からの給電が再

開するまでの時間を、訓練実績等から想定し、この時間を超えて

蓄電池から給電が行えるよう、以下のとおり設計している。 

1) 給電再開時間の想定 

・ガスタービン発電機からの給電開始 
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全交流動力電源喪失時から    70 分（訓練実績 42 分） 

・１号機の非常用ディーゼル発電機からの給電開始 

  ガスタービン発電機起動失敗から 95 分（訓練実績 67 分） 

・高圧発電機車からの給電開始 

１号機からの給電失敗から   275 分（訓練実績 200 分） 

（合計）440（7 時間 20）分 

2) 蓄電池の容量（稼働時間） 

・115V 蓄電池（Ａ系、Ｂ系、ＨＰＣＳ系）… 8 時間以上 

・230V 蓄電池（ＲＣＩＣ）       …24 時間以上 

・24V 蓄電池（中性子計装用）      … 4 時間以上 

なお、中性子計装による原子炉停止確認は全交流動力電源喪失

直後に行い、以降は 115V 蓄電池を用いて出力及び制御棒位置に

より原子炉停止維持確認を行うので、24V 蓄電池は 4時間分の容

量として問題ない。 

＜重大事故等対処設備（蓄電池・充電器等）＞ 

上記の蓄電池が故障又は枯渇した場合等に備え、以下の代替直

流電源設備（蓄電池・充電器等）を新たに設ける。 

・B1-115V 蓄電池等 １組 

（所内常設蓄電池式直流電源設備、Ｂ系増強用）

 …8時間後以降、B-115V 蓄電池から原子炉隔離時冷却系を含め

た一部の負荷を切替え、16 時間(合計 24 時間)電源供給 

・SA 用 115V 蓄電池等 １組 

（常設代替直流電源設備、高圧原子炉代替注水系用）

 …高圧原子炉代替注水系のタービンへ蒸気供給する電動弁のほ

か、関係計装設備へ交流電源喪失から 24 時間電源供給 

これらの設備は、Ａ系・ＨＰＣＳ系蓄電池等に対し、位置的分

散を図るとともに、地震、津波、火災、溢水の共通要因により同

時に機能が喪失しないよう、以下のとおり独立性を有する設計と

する。 

・地震…基準地震動に対し建物および電源設備が機能維持できる

ことを確認 

・津波…防波壁等で敷地への津波の流入させない 

・火災…非常用蓄電池及びその附属設備を設置している蓄電池

室、充電器室、計装用電気室は３時間耐火能力を有する

耐火壁により分離 

・溢水…溢水評価を実施し、蓄電池、充電器、計装用電気の機能

を失わないことを確認 

また、高圧発電機車（交流電源）からＳＡ用充電器を介するこ

とで、可搬設備からも直流が給電可能な設計とする。 
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顧問の意見 

①蓄電池が持つ８時間以内に交流電源を接続するとしているが、

蓄電池自身の信頼性はどうか。（宮本顧問） 

②通常時は、蓄電池はスタンバイ状態か。それとも常に制御等に

使っているのか。（二ノ方顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・非常用３系列を別の部屋に設置しており、どこの蓄電池が使え

なくなってもあとの２系列は使えるように設置している。ま

た、基準地震動 Ss に対して機能喪失しないようにするととも

に、火災についても３時間耐火で壁を作って、他の一つが火災

で喪失しても他の部屋に及ばないような設計をしている。 

（「顧問の意見」②について） 

・通常運転時において蓄電池は充電状態であり、使用していない

が、蓄電池に接続される直流電源が必要となる負荷（制御電

源、非常用照明等）に対しては以下のとおり給電しており、以

下の運用としている。 

【通常運転時】 

交流電源を使用し、充電器で交流から直流に変換して負荷に対

して給電。この時、蓄電池は充電状態で待機。 

【全交流動力電源喪失時（ＳＢＯ時）】 

通常運転時では充電状態であった蓄電池からの給電に自動的に

切替わり給電を開始。蓄電池から給電が継続されている間に、

交流電源の復旧を行う。 

【交流電源復旧後】 

通常運転状態と同じく、充電器を使用して負荷に対して給電す

るとともに、蓄電池に対して充電を行う。 
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【論点<5>参考：直流電源設備単線結線図】 

出典：中国電力(株)資料 
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エ その他異常発生防止対策 

項目 <6> サイバーテロを含む不正アクセス対策はされているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜サイバーテロ＞ 

 安全保護回路（原子炉保護系、工学的安全施設作動回路）のう

ちデジタル化している部分について、不正アクセス行為、その他

電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず又は使用目的に反

する動作をさせる行為による被害を防止することができるものと

するため、以下の対策を実施している。 

・物理的及び電気的アクセスの制限対策 

・ハードウェアの物理的な分離又は機能的な分離対策 

・外部ネットワークからの遠隔操作及びウイルス等の侵入防止対

策 

・システムの導入段階、更新段階又は試験段階で承認されていな

い動作や変更を防ぐ対策 

・耐ノイズ・サージ対策 

・ウイルス侵入防止について、供給者への要求事項及び供給者で

実施している対策 

また、核物質防護対策のために必要な設備又は装置の操作に係 

る情報システムは、不正アクセス行為を受けることがないように、

当該システムに対する外部からのアクセスを遮断する。 

顧問の意見 

①核物質防護として、テロリストが銃器を持って侵入してくると

いうことは考慮されているのか。（吉川顧問） 

②サイバーテロは今後ますます巧妙化されると予想される。ハー

ド、ソフト両面の対策が必要なのは言うまでもないが、社内的

にも深い専門知識を有するような担当部署が必要ではないか。

（芹澤顧問） 

③これまでのサイバーテロを見ると、サイバーテロは人間を含め

て脆弱性のあるところを狙う。人間の脆弱性とは、つまりコン

ピューターに不得意な人に不正操作を正しいと思わせて操作さ

せる。ＡＴＥＮＡ（ATomic ENergy Association：原子力エネ

ルギー協議会）のサイバーテロのマニュアルもそこまで考えて

おかないと難しい。（勝田顧問（コメント）） 

④スリーマイルや福島第一原子力発電所事故もそうだったが、実

際の計測装置が正しい値を示しているかというところで混乱が

生じた。安全制御だけでなく、普段のモニタリングが正しいか

どうかも重要。（勝田顧問（コメント）） 

⑤日本では考えにくいかもしれないが、発電所内部の人が外部に

協力してテロが行われるというのが一番怖い。内々にでも考え

てもらいたい。（杉本顧問） 
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⑥情報セキュリティはどうしても各個人のモラルに対策を求める

事が多いが、作業員とか構成員の中にモラルに欠ける人がいた

ときの対策は何かあるか。（宮本顧問） 

⑦柏崎刈羽であった制御室不正入室や侵入検知設備の長期故障等

について、島根には何か影響ないか。（二ノ方顧問） 

中国電力の 

説明 

（「顧問の意見」①について） 

・新規制基準ではサイバーテロ対策が求められており、物理的な

テロについてはこれまでどおり厳しい規制がなされている。新

規制対応ではなく、従前の規制で検査を受けたり確認を受けた

りする活動を継続して万全を期する。 

（「顧問の意見」②について）

・ＡＴＥＮＡのサイバーセキュリティーに関する自主ガイドに基

づき、社内的な体制なども準備しつつあり、事業者が自主的に

サイバー対策をやっていく。 

（「顧問の意見」⑤⑥について） 

・内部脅威者については実用炉則の要求に基づき、信頼性確認制

度が構築されている。重要施設に入る方々は性格、アルコー

ル、薬物といった検査を受け、一通り合格した方を常時立ち入

る方々として認めている。 

また、保守作業員等の不正アクセスに対しては、２人１組で作

業する、カメラで監視する、重要施設は認証された方しか入れ

ない、というような対策により工事作業中においても不正アク

セスを防止する対策を講じている。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・東京電力ＨＤの事案については、関係者間で情報を共有してお

り、不正ＩＤの利用や核物質防護設備の機能の一部喪失の事案

が発生していないことを確認している。 

本事案については、現在、東京電力ＨＤにおいて、詳細な原因

の究明および必要な対策の実施に向けた検討が進められている

ものと承知している。当社においても、その状況を踏まえなが

ら、必要に応じて適切に対応していく。 
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【論点<6>参考：サイバーテロを含む不正アクセス対策における基本方針】 

項目 基本方針

区画管理
発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するための区域を設定し，核物質防護対策とし
て，その区域を人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁によって区画
して，巡視，監視等を行うことにより，侵入防止及び出入管理を行うことができる設計とする。

探知施設

探知施設を設け，警報，映像等を集中監視するとともに，核物質防護措置に係る関係機関等
との通信連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理によ
り，発電用原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係
る情報システムへの不法な侵入を防止する設計とする。

持込み点検

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の
物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による発電所外からの爆発物及び有害物
質の持込みを含む。）を防止するため，核物質防護対策として，持込み点検を行うことができる
設計とする。

外部からのアクセス遮断

不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，核物質防護対策として，発電用原
子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
が，電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，
当該情報システムに対する外部からのアクセスを遮断する設計とする。

緊急時の対応体制

発電用原子炉施設への人の不法な侵入等を防止するため，核物質防護対策として，「核原料
物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき核物質防護管理者を選任し，所
長の下，核物質防護管理者が核物質防護に関する業務を統一的に管理する体制を整備する。
人の不法な侵入等が行われるおそれがある場合又は行われた場合に備え，核物質防護に関する
緊急時の対応体制を整備する。

出典：中国電力(株)資料 
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② 重大事故対策（シビアアクシデント対策）  

ア 重大事故の想定と対策 

項目 
<7> どのような重大事故を想定して、どのような設備で対処する

のか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜重大事故に至る可能性のある事象の想定＞ 

「別紙１」のとおり、重大事故に至る可能性のある事象を想定

し、一定の安全機能喪失時の対策の有効性を評価している。 

＜重大事故対策の有効性を判断する基準＞ 

1) 運転中の原子炉における炉心損傷防止 

原子炉が高温停止または冷温停止に至るまでの間、 

・燃料被覆管の最高温度が 1,200℃以下となること 

・原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の 

1.2 倍または限界圧力以下となること 

・原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力または

限界圧力以下となること 

・原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度または

限界温度以下となること 

・格納容器圧力逃がし装置を使う場合は、敷地境界での実効線量

が 5mSv 以下であること  等 

2) 運転中の原子炉における格納容器破損防止 

原子炉及び原子炉格納容器が安定状態に導かれるまでの間、 

・原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力または

限界圧力以下となること 

・原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度または

限界温度以下となること 

・セシウム 137 の放出量が 100TBq を下回っていること 

・溶融燃料－冷却材相互作用によって原子炉格納容器が破損しな

いこと 

・水素爆轟を防ぐため、格納容器内の水素濃度がドライ条件に換

算して 13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%以下であること 

・溶融炉心による侵食によって格納容器の支持機能を喪失しない

こと及び溶融炉心が冷却されること  等 

3) 使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止 

・燃料有効長頂部が冠水していること 

・放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること 

・未臨界が維持されていること 

4) 運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止 

・燃料有効長頂部が冠水していること 
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・放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること 

・未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨

界、又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力

上昇を伴う臨界は除く。） 

＜各想定における設備の使用可否状態＞ 

「別紙２」のとおり。 

顧問の意見 

①想定事故１、２は燃料プールの話で、福島第一原子力発電所事

故を想定した場合こういったものは同時進行的に起こる。独立

して対応した検討だけでは十分ではないのではないか。 

（芹澤顧問） 

②例えばＰＲＡは自社のデータを使っている等、柏崎刈羽６，７

号と大きく違う点はあるか。（杉本顧問） 

③有効性評価の結論だけでなく、対策の中の１つの操作によって

炉心温度や格納容器、燃料棒の健全性がどのように担保されて

いるのかを示してほしい。（芹澤顧問） 

④ＩＳＬＯＣＡシナリオにおいて、現場操作で破断箇所を隔離す

るとしているが、現場の放射線量、作業時間はどの程度か。

（芹澤顧問） 

⑤格納容器過圧・過温破損シナリオにおいて、格納容器バウンダ

リにかかる温度の最大値（約 197℃）と判断基準（200℃未満）

の差はごく僅かだが、誤差の範囲をどう評価しているのか。 

（芹澤顧問） 

⑥様々な重大事故を想定していて、それに応じた対策がされてい

るが、ある事象が起きたときに、対策をとる判断が躊躇なくで

きる体制は整えられているか。（宮本顧問） 

⑦高圧・低圧注水機能喪失シナリオにおいて、燃料被覆管最高温

度は燃料を 10 分割したうち下から 8番目の位置での値（約 50

9℃）としているが、冠水が遅くなる下から 9番目、10 番目の

位置の温度も確認したい。また、温度と水位が一定になってい

る 45 分以降もボイドが発生していると思うが、どういう状態

になっているのか。（芹澤顧問） 

⑧燃料破裂の判定ラインが２本提示されているが、安全上のスタ

ンスとして、ベストフィット曲線と平均値から偏差を引いた線

のどちらを優先して考えるのか。（芹澤顧問） 

⑨全交流電源喪失・逃がし安全弁再閉失敗シナリオにおいて見ら

れる原子炉水位のスパイク状の上昇は、減圧沸騰によって見か

け上の水位上昇が短時間だけ発生したものと解釈されている

が、発生した蒸気による原子炉圧力容器の加圧が見られない。

蒸気は凝縮したのか、外部へ放出されたのか。（芹澤顧問） 

⑩原子炉停止機能喪失シナリオにおいて、燃料被覆管温度が急上
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昇しすぐに元に戻る挙動がある。上昇側は沸騰遷移と説明され

ているが、すぐに温度低下が起きる理由は何か。（芹澤顧問） 

⑪溶融炉心が落下しても格納容器下部床面のコンクリートの侵食

は 0cm と評価しているが、落下する溶融炉心の量はどの程度を

想定しているのか。また、侵食が起きる量はどの程度か。 

（芹澤顧問） 

⑫重大事故時に備えての緊急手順の設計と検証を実際にどのよう

なやり方で行っているのか。（吉川顧問） 

⑬沸騰遷移を生じさせないことは伝熱学の見地から非常に重要で

あるが、原子炉停止機能喪失シナリオにおいて、なぜ沸騰遷移

が起きたのか。起きないようにできないのか。（芹澤顧問） 

⑭沸騰遷移後にすぐに温度が元に戻るのは非現実的に見える。解

析された表面熱流束の計算値と沸騰遷移が生じる限界熱流束値

との比較データはどうなっているか。また、沸騰遷移が起きた

後に核沸騰に戻る現象をどう解析したのか。（芹澤顧問） 

⑮沸騰遷移が生じたとする燃料被覆管の領域はどこか。そしてそ

れ以外の領域ではどのような現象が生じていると評価したの

か。また、沸騰遷移が生じながらも被覆管温度が融点より遙か

に低い温度で止まっているのは何故か。（芹澤顧問） 

⑯残留熱代替除去系で除熱系を強化しているが、エアクーラー

（空冷式のもの）で置き換える話はなかったか。 

（二ノ方顧問） 

⑰芹澤先生が仰るように、有効性評価は結果だけを出して良しと

するのではなく、結果に至ったプロセス、考え方を詳らかにし

て、そういう情報を共有するのは大切だと思う。電力には必要

十分以上、十二分に情報を出すことをお願いしたい。 

（二ノ方顧問（コメント）） 

⑱（「顧問の意見」⑭への回答に関連し、）原子炉停止機能喪失シ

ナリオについて、主蒸気隔離弁誤閉止から 2.5 秒後にＡＴＷＳ

緩和設備が作動して出力低下し、蒸気膜が無くなることで燃料

被覆管が急冷（クエンチング）するとしているが、沸騰遷移と

クエンチングは逆の現象であり大きいヒステリシスがあるの

で、相当出力が下がらないとクエンチングは起きないように思

う。クエンチングが起きる熱流束あるいは出力はどのように求

めたのか。（芹澤顧問） 

⑲沸騰遷移開始と原子炉圧力高信号までの時間差はどの程度か。

また信号の 2.5 秒後にＡＴＷＳ緩和設備が作動するというタイ

ミングはどのような観点から設定したのか。2.5 秒で安全性が

担保されるのか。（芹澤顧問） 

⑳Dougall-rohsenow 式は膜沸騰熱伝達係数を 2.25 倍過大評価す

るという報告もあり、必ずしも保守的とは言い切れない部分が
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ある。式の精度や誤差によっては沸騰遷移を回避する操作が必

要になるのではないか。また、ＮＵＰＥＣのデータだけに基づ

いて事故対応シナリオの有効性を判断することは危険ではない

か。（芹澤顧問） 

 燃料被覆管温度の解析に用いたコードや計算条件を教えて欲し

い。沸騰遷移のような三次元のローカルな現象を一次元的なモ

デルで評価する場合は、保守的でないとだめ。今やっている解

析の保守性を確認したいので、どういう計算をしているか表に

整理して示してほしい。（二ノ方顧問） 

 ＴＲＡＣの３Ｄモデルを使ってＢＷＲ燃料集合体の沸騰遷移を

どう解析したのか、計算結果を評価判断するために具体的に教

えてほしい。（二ノ方顧問） 

 緊急時対策要員の活動が一番多いシナリオはＤＣＨ（高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱）とのことだが、この時に要

員がしなければいけない作業は何で、何人必要なのか。 

（吉川顧問） 

同じ人が 10 時間以上も作業するのは大変ではないか。また誰

が指揮をするのか。（吉川顧問） 

 人が作業する場合、このタイミングまでに操作しないと状況が

回復できないというクリティカルなポイントがあると思うが、

分析されているか。（吉川顧問） 

 雰囲気圧力・温度による静的負荷シナリオでは、格納容器圧力

バウンダリにかかる温度の最大値の解析結果が約 197℃に対し

て判断基準は 200℃未満となっており、解析コードのモデルの

不確実性、初期条件や境界条件の誤差等を考慮すれば、裕度が

3℃というのはあまりにも小さすぎるのではないか。 

（杉本顧問） 

 （「顧問の意見」⑳への回答に対して、）修正 Daugall-Rohseno

w 式の保守性は蒸気膜中の液滴を考慮していない点だと思う

が、燃料被覆管温度が 1,000℃近くなると蒸気中の液滴は著し

く減少し、保守的であるという主張の根拠は成り立たないと思

う。境膜温度における物性値を用いることは修正式の保守性と

は別の議論であり、修正式が保守的と主張するならば定量的に

どの程度保守的なのか説明をいただきたい。（芹澤顧問） 

（「顧問の意見」⑳への回答に対して、）沸騰遷移のような非常

にリスクの高い現象に対しては、用いた式の精度や誤差を考慮

しても十分な安全性が担保されていることを示す必要があると

思う。伝熱関係の相関式は一般に非常にデータがばらつき、

精々±20%の予測精度があれば良い相関式と言えるので、今回

の場合は沸騰遷移を回避する操作が必要なのではないか。 

（芹澤顧問） 
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実際の炉心の中の流れは気液２相流が３次元的に振る舞う複雑

な現象であり、解析でどこまで再現できているのかということ

もある。評価全体が解析至上主義になりすぎているように思

う。実際に起こり得る現象を念頭に置いた安全対策を心がけて

いただきたい。（芹澤顧問） 

（「顧問の意見」 への回答に対して、）３次元的な出力振動現

象の話ではなく、３次元的な流量分布やボイド率分布を考慮し

た物理的にもっともらしい計算結果と、空間依存性を縮約した

計算結果の差にどう保守性が担保されているか示して欲しい。

複雑な現象を簡単な計算で行うと、実現象とは違うものを追い

かけていることになるので、実現象との差を評価しないといけ

ないと思う。（二ノ方顧問） 

原子炉停止機能喪失シナリオでの最高温度 818℃とは、時間的

に追いかけた結果か、定常状態で計算した結果か。 

 （二ノ方顧問） 

（「顧問の意見」   への回答に関連し、）人員構成と事故対

応について、ＰＷＲの伊方原発では想定どおりに人が集まらな

い場合にどうするかも含めて検討されていたように思うが、Ｂ

ＷＲの島根原発も同様か。（吉川顧問） 

シビアアクシデント解析コードの使い方については、解析を実

際に担当しているメーカーも含め全体の考え方を聞くと良いの

ではないかと思う。（吉川顧問） 

常設設備だけでなく可搬設備を動かしてシビアアクシデント対

応を行うのが新規制基準の目玉なので、そのストーリー作りを

ＢＷＲ内でどうやっているか取り組みを紹介されるとよいので

はないかと思う。（吉川顧問（コメント）） 

（顧問意見 への回答に関連し、）解析コードの表（論点<8>の

別表）にＴＲＡＣＧの記載が無かったので、どういう使い方を

しているか分かるよう掲載してほしい。（吉川顧問） 

中国電力のシビアアクシデント対応計画の特徴があれば補足し

ていただきたい。（吉川顧問） 

規制庁が、今回の適合性審査の中で重大事故等の評価解析にお

ける保守性や結果の妥当性を十分議論し、確認していることを

明言されたことで、県民・国民をはじめ我々も安心できると思

った。（二ノ方顧問（コメント）） 

規制庁として、解析結果の保守性や妥当性を評価するための具

体的な指針・基準等はあるか。学会と同じような検証を規制の

中でもやっているのか。（二ノ方顧問） 

（「顧問の意見」 への回答に関連して、）有効性評価の保守性

に関しては、中国電力とは個別に議論し、最終的には電力の説

明を了解したところだが、規制庁からの説明は曖昧だった。 
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解析でいろんな相関式が使われている場合はそれらが二重・三

重に関わってくるので、その点も考えた上で保守性が確保され

なければいけないと思う。そのため、解析上用いた相関式が

100%正しいという前提で、保守性という言葉で曖昧に通り過ぎ

てしまうと、危険な点が出てくると思う。 

（芹澤顧問（コメント）） 

規制庁から説明のあった放射性物質の拡散抑制対策のうち、海

洋への拡散抑制設備（放射性物質吸着剤及びシルトフェンス）

及び手順の整備について、どういう事態にどのように運用する

のか補足説明してほしい。（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・通常運転中における原子炉及び燃料プールの冷却等に影響を及

ぼす福島第一原子力発電所の事故のような事象が発生した場合

においても、原子炉と燃料プールの各々において対策を講じて

いるため対応は可能である。なお、燃料プールについては想定

事故１、２で有効性を確認している燃料プールスプレイ系に加

え、既存の燃料プール冷却設備をＳＡ時でも使用できるよう対

策している。 

（「顧問の意見」②について） 

・重大事故等の想定と対策については、規制基準を満足するよう

に事故シナリオの想定と対策を行っており、柏崎刈羽６，７号

と大きな差異はないものと考える。またＰＲＡについては国内

原子力発電プラントの一般故障率データを用いて評価を行って

いるが、自社データを反映した感度解析によりその影響が軽微

であることを確認している。 

（「顧問の意見」③について） 

・解析図として、原子炉圧力の推移、原子炉水位の推移、燃料被

覆管温度の推移、破裂判定曲線、格納容器圧力の推移、格納容

器温度の推移を追加した。解析図の中に、操作等との関連の説

明を加えた。 

（「顧問の意見」④について） 

・現場の放射線量は 8mSv/h、作業時間は１時間を想定しており、

作業員の受ける被ばく線量は 8mSv と考えている。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・解析には少し誤差があると考えているが、崩壊熱が一番高い等

の保守的条件での解析結果であること、また温度が厳しくなる
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格納容器ヘッドの部分は、シール材の変更や直上の原子炉ウェ

ルへの注水といった自主対策を行っているため、十分大丈夫だ

と考えている。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・中央制御室の運転員含めて常時 47 名を常駐させ、要員参集後

は 101 名の対応体制をとることとしており、副原子力防災管理

者もしくは発電所長の下で対応する。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・9番目と 10 番目の燃料被覆管最高温度は、それぞれ約 501℃、

約 461℃であり 8番目（約 509℃）よりも低い結果となってい

る。 

・炉心が再冠水する約 45 分後以降は、核沸騰に基づくボイドの

発生が継続しており、燃料被覆管温度が最高となる 8番目のノ

ードにおけるボイド率は、約 0.6 で推移する。 

（「顧問の意見」⑧について） 

・有効性評価は、最適評価手法を基本としていることに鑑み、燃

料被覆管破裂の判定は、ベストフィット曲線を用いている。 

・なお、破裂判定に際して考慮する燃料被覆管温度は、線出力密

度等、保守的な解析条件を用いて算出していることから、ベス

トフィット曲線を用いた破裂判定は、保守性が確保されてい

る。 

（「顧問の意見」⑨について） 

・減圧沸騰に伴い発生した蒸気は全て逃がし安全弁を介してサプ

レッション・チェンバに逃げている。 

（「顧問の意見」⑩について） 

・原子炉停止機能喪失の有効性評価においては、主蒸気隔離弁閉

止による原子炉圧力の上昇により原子炉出力が上昇し、燃料被

覆管表面で沸騰遷移（ドライアウト）が発生することで燃料被

覆管温度が上昇する。沸騰遷移の発生により上昇した燃料被覆

管温度は、原子炉圧力高（7.41MPa[gage]）信号でＡＴＷＳ緩

和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）が作動（約

2.5 秒後）することによる出力低下に伴い再び水に覆われた状

態（リウェット）となることで低下する。 

（「顧問の意見」⑪について） 

・全炉心が落ちたと仮定して評価している。そのため、これ以上
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評価としては厳しくならない。 

（「顧問の意見」⑫について） 

・重大事故への進展防止、重大事故に至る可能性がある場合又は 

重大事故に進展した場合に備えて、運転員が使用する手順とし

て、「設備別運転要領書 別冊 警報発生時の措置」、「事故時

操作要領書（事象ベース）」、「事故時操作要領書（徴候ベー

ス）」、「事故時操作要領書（シビアアクシデント）」及び「ＡＭ

設備別操作要領書」を整備している。また、緊急時対策要員が

使用する手順として、「緊急時の措置要領」、「緊急時対策本部

対応手順書」、「原子力災害対策手順書」及び「緊急時対策所運

用手順書」を整備している。 

・有効性評価における各作業時間については、上記手順書を用い

要素訓練等の現場実地訓練により作業成立性を確認した時間と

なっている。また、有効性評価のシーケンスと同様に一連の作

業を実施した場合の作業成立性については、第 858 回審査会合

にて、同一の緊急時対策要員で実施する作業が最も多いシーケ

ンスにおいて、一連の作業を実施した場合においても、その作

業時間が想定時間内に収まることを現場実地訓練にて確認を行

い、当該シーケンスの作業成立性を示している。 

なお、今後、有効性評価のシーケンスの作業成立性確認は、保

安規定に基づく確認事項として、伊方発電所等の既に稼働して

いるプラントと同様に再稼動前に実施することになる。 

（「顧問の意見」⑬について） 

・沸騰遷移を生じさせないことは重要であり、既許可の運転時の

異常な過渡変化の評価においては、沸騰遷移が生じない対策の

確認をおこなっている。具体的には、「主蒸気隔離弁の誤閉

止」では、主蒸気隔離弁がある程度（10%）閉鎖した段階で原

子炉をスクラムすることで沸騰遷移の発生を防止している。 

・スクラム系は信頼性が高い設計を行っているが、今回の「原子

炉停止機能喪失」では、このスクラムに失敗することを前提に

評価している。そのため、沸騰遷移の発生自体が判断基準には

なっておらず、燃料被覆管の最高温度が 1,200℃以下を判断基

準としている。 

・なお、新規制以前においても、運転時の異常な過渡変化を超え

る事象である設計基準事故に対しては、沸騰遷移の発生の防止

までは求められていない。 

（「顧問の意見」⑭について） 

・ＢＷＲではＭＣＰＲ（最小限界出力比）により燃料の冷却状態
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を監視している。全燃料棒本数の 99.9%以上が沸騰遷移を起こ

さない限界のＭＣＰＲをＳＬＭＣＰＲとして定めており、運転

時の異常な過渡変化の解析では、事象を通じてＭＣＰＲはＳＬ

ＭＣＰＲを下回らないことを確認している。今回の、「原子炉

停止機能喪失」において、解析コードでは、ＭＣＰＲがＳＬＭ

ＣＰＲに達した場合に保守的に沸騰遷移が発生するとして扱っ

ている。 

・沸騰遷移時の挙動は日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡

的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」に示される手法

により評価している。 

・沸騰遷移の開始予測は、限界出力試験のデータにより求められ

た沸騰遷移相関式（ＧＥＸＬ相関式）によって評価している。

また、沸騰遷移後の被覆管表面熱伝達は燃料被覆管温度を高め

に評価する修正 Dougall-Rohsenow 式を適用している。 

・膜沸騰から核沸騰への遷移はリウェットすることで発生する。

リウェットの判定は日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡

的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」で推奨される相

関式１と相関式２のうち、沸騰遷移の持続時間を長く評価する

相関式２を用いて判定している。 

・リウェットの判定は保守的な評価と考えているが、仮にリウェ

ットを考慮しないこととした場合の評価も実施しており、この

場合でも判断基準を満足することを確認している。 

（「顧問の意見」⑮について） 

・燃料被覆管温度の解析図で示しているのは燃料被覆管温度が最

高となる 13 ノード（発熱部 25 分割中の下から 13 番目の位

置）の温度推移であるが、それ以外のノード（13 ノードから

25 ノードの間）においても沸騰遷移は発生している。 

・沸騰遷移時の各ノードの温度は、回答⑭で示した扱いにより評

価を実施しており、膜沸騰時の冷却材への熱伝達の考慮によ

り、燃料被覆管温度は融点まで上昇しない結果となっている。 

・13 ノードより上部のノードは、沸騰遷移継続時間は長いが、

線出力が 13 ノードより小さいため燃料被覆管温度の最高値は

13 ノードより低い結果となっている。 

（「顧問の意見」⑯について） 

・当社の重大事故等対処設備（ＳＡ設備）である残留熱代替除去

系は、現状、海水冷却を用いる設計としており、空冷式を採用

する予定はない。 

・一方、空冷式の循環冷却については、特定重大事故等対処施設

における設備対策として議論されており、2020 年 3 月 12 日の
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原子力規制委員会において、ＢＷＲプラントにおける原子炉格

納容器の過圧破損防止対策の設備構成として、以下の２ケース

が規制要求事項と整合することが示されているが、特定重大事

故等対処施設においても、当社としては、ケースＡの設備構成

とする方針であり、空冷式の循環冷却を採用する予定はない。 

【ケースＡ】 

 ＜ＳＡ導入段階での措置＞ 

  ・格納容器代替循環冷却系（海水冷却） 

  ・フィルタベント＜大型航空機の衝突耐性なし＞ 

 ＜特定重大事故等対処施設導入段階での追加措置＞ 

  ・フィルタベント＜大型航空機の衝突耐性あり＞ 

【ケースＢ】 

 ＜ＳＡ導入段階での措置＞ 

  ・格納容器代替循環冷却系（海水冷却） 

  ・フィルタベント＜大型航空機の衝突耐性あり＞ 

 ＜特定重大事故等対処施設導入段階での追加措置＞ 

  ・循環冷却設備（空気冷却）＜大型航空機の衝突耐性なし＞ 

（「顧問の意見」⑱について） 

・日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃

料健全性評価基準：2003」に従った評価を実施しており、ＲＥ

ＤＹコード内で一点近似動特性方程式から中性子数を計算し、

求まった出力からＳＣＡＴコードにおいてＭＣＰＲを計算し沸

騰遷移の判定を行っている。 

・中性子束（出力）については、事象発生後約 2.1 秒で初期の約

948%となるが、事象発生後約 2.5 秒でＡＴＷＳ緩和設備（代替

原子炉再循環ポンプトリップ機能）が作動することで、事象発

生後約 5.4 秒で約 64%まで低下する。それにより第 13 ノード

（燃料被覆管温度が最も厳しくなる位置）がリウェットしてい

る。 

（「顧問の意見」⑲について） 

・原子炉スクラムの作動設定値である「原子炉圧力異常高」設定

点は 7.23MPa[gage]、ＡＴＷＳ緩和設備の作動設定値である

「ＡＴＷＳ緩和設備原子炉圧力高信号」の設定点は 7.41MPa[g

age]である。ＡＴＷＳ緩和設備は原子炉スクラムに失敗した場

合に用いる設備であることから、スクラム設定値より高く、主

蒸気逃がし安全弁の吹き出し圧力の設定値（最小値 7.58MPa[g

age]）より低い値で設定している。 

・原子炉停止機能喪失シーケンスの解析では、原子炉スクラムに

失敗する想定で、原子炉圧力高信号の設定点（7.41MPa[gage]）
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到達は事象発生後約 2.3 秒であり、そこから計装の時間遅れで

ある 0.2 秒経過後にＡＴＷＳ緩和設備が作動する（事象発生 2.

5 秒後）。それによりＡＴＷＳ事象が緩和される。 

（「顧問の意見⑳」について） 

・Dougall-Rohsenow 式は熱伝達係数を過大評価するという報告

もあるが、これは式中の蒸気温度を飽和温度としていることに

よるものと報告されている。これに対し、修正 Dougall-Rohse

now 式は、式中のヌセルト数及びプラントル数は蒸気温度に膜

温度（燃料被覆管温度と飽和温度の平均値）、レイノルズ数中

の密度は飽和温度、粘性係数は膜温度を用いている。修正 Dou

gall-Rohsenow 式は、ＪＡＥＲＩ（旧原研）試験で取得された

定常ポストＣＨＦ試験データを用いて、保守的な予測となるよ

う蒸気温度を設定したものであることから、保守的な評価とな

る。 

（「顧問の意見」 について）

・原子炉出力関係はＲＥＤＹコード、燃料被覆管温度評価につい

てはＳＣＡＴコードを使用している。 

・それぞれのコードの解析モデルと不確かさ、また解析条件（設

定値）とその不確かさについては、有効性評価審査資料（添付

資料 2.5.5）にまとめており、燃料被覆管温度といった評価項

目となるパラメータに与える影響について整理している。 

（「顧問の意見」 について）

・ＴＲＡＣＧコードは、原子炉の熱水力挙動を評価する多次元二

流体モデル、及び炉心の中性子動特性を評価する三次元中性子

動特性モデルに基づいている。 

・二流体モデルは、気相及び液相に対し、質量、運動量及びエネ

ルギーの保存式として解いている。中性子動特性モデルは、三

次元の時間依存中性子拡散方程式を解くことで、時間の経過に

伴う減速材密度、燃料温度、ほう素濃度及び制御棒の変化に応

じて、あらゆる三次元ノードで中性子束及び遅発中性子先行核

濃度を求める。 

・解析モデルは原子炉圧力容器及びそれに接続される配管をＴＲ

ＡＣＧコードのコンポーネントで模擬している。 

・沸騰遷移の判定は、原子炉停止機能喪失シナリオの条件ではＳ

ＣＡＴコードと同様にＧＥＸＬ相関式により判定している。 

（「顧問の意見」 について）

・ＤＣＨシナリオにおいて、同一の緊急時対策要員（現場）が実
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施する作業として、①格納容器代替スプレイ系（可搬型）準備

操作、②原子炉補機代替冷却系準備操作、③可搬式窒素供給装

置による原子炉格納容器内窒素供給準備があり、これらの操作

に必要な要員は、14 名である。 

・上記以外の作業に必要な要員として、中央制御室運転員７名、

緊急時対策本部要員 5名、緊急時対策要員（現場）5名（燃料

補給準備：2名、原子炉補機代替冷却系準備操作（電源ケーブ

ル接続：3名）であり、同一の緊急時対策要員（現場）が実施

する作業の要員と合わせて、合計 31 名の要員にて対応を実施

する。 

なお、夜間・休日昼間（平日の勤務時間帯以外）を含めて、初

動対応のために確保する要員（発電所常駐）は、47 名である。

（「顧問の意見」 について）

・ＤＣＨシナリオにおける同一の緊急時対策要員（現場）が実施

する作業は、適宜休憩した上で、実績として約 10 時間であっ

た（休憩時間含む）。適宜休憩した場合でも、想定する作業時

間を超えることはなく、長時間の対応も可能であると評価して

いる。 

・夜間・休日昼間（平日の勤務時間帯以外）においては、指示者

（副原子力防災管理者）、平日昼間（平日の勤務時間帯）にお

いては、所長（原子力防災管理者）の指揮の下、事故等の対応

にあたる。 

（「顧問の意見」 について）

・有効性評価の解析に基づいて作業想定時間を設定しており、各

シーケンスシナリオにおいて、クリティカルポイントの分析を

行っている。いずれのシナリオにおいても、実施する作業と所

要時間（タイムチャート）を整理し、クリティカルポイントま

でに対応できることを確認している。 

・ＤＣＨのクリティカルポイントを以下に示す。 

[事象発生約 5.4 時間の原子炉圧力容器破損] 

  溶融炉心落下前の大量送水車による原子炉格納容器下部への

水張りについては、原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達

するまでに事象発生から約 3.1 時間であり、その後ペデスタ

ル水位 2.4m までの注水は約 1.9 時間で完了する。準備・水

張りを含め事象発生から約 5時間で完了するため、原子炉圧

力容器破損まで、0.4 時間の時間余裕がある。 

大量送水車による原子炉格納容器下部への水張り作業につい

ては、大量送水車の作業時間（実績）が想定している作業時

間内に完了することを、訓練等を通じて確認している。 



157

（「顧問の意見」 について）

・当該のシナリオでは、格納容器雰囲気温度の最大値は 197℃に

至っているが、格納容器壁面温度、すなわち格納容器バウンダ

リにかかる温度の最大値は約 181℃であり、解析コードのモデ

ルの不確実性、初期条件や境界条件の誤差等を考慮しても判断

基準の 200℃に対して裕度は確保されていると考えている。 

（「顧問の意見」 について）

・修正 Dougall-Rohsenow 式は JAERI（旧原研）における定常ポ

スト CHF 試験データと比較して保守的になるよう設定してい

る。式の特徴としては保守的になるよう、膜温度を使用するこ

とに加えて、液滴蒸発による影響を無視している（ただし、高

温の領域では液滴蒸発の影響が小さくなる）。また、燃料被覆

管温度の評価に用いている SCAT コードでは，輻射による熱伝

達を無視している。 

・模擬燃料集合体を用いた過渡沸騰遷移試験が 860℃程度までの

領域で実施されており、修正 Dougall-Rohsenow 式による解析

値が実験値より保守的となることを確認している。 

・今回の原子炉停止機能喪失シーケンスの有効性評価解析におい

て燃料被覆管最高温度は約 818℃であり、解析値と実験値の比

較で保守性を確認した温度の範囲内であることから、修正 Dou

gall-Rohsenow 式を十分適用できる温度であると考えている。 

・上記の温度を超える領域については、蒸気単相の状態において

熱伝達率を低く評価する Dittus-Boelter の式と比較し、燃料

被覆管最高温度が 1,000℃を超える条件においても修正 Daugal

l-Rohsenow 式は燃料被覆管温度を高めに評価することを確認

している。 

（「顧問の意見」 について）

・新規制基準の対策の検討にあたっては、有効性評価において取

りうる対策（設備、手順）を網羅的に抽出し、対策している。

原子炉停止機能喪失シーケンスでは、再循環ポンプトリップ機

能やほう酸水注入系などをシビアアクシデント対応設備として

整備している。また炉心の著しい損傷の防止が困難なシーケン

スに対しては格納容器破損防止対策により対応する。 

・原子炉停止機能喪失シーケンスの前提として、どのような設備

対策を実施したとしても制御棒は１本も入らない厳しい事象を

仮定している。反応度が最も厳しくなる主蒸気隔離弁閉止時に

制御棒挿入に失敗した場合、沸騰遷移発生の回避は困難であ

る。また、解析条件としては、平衡サイクル末期時点の動的ボ
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イド係数に対して 1.25×1.02 倍をかけた値を使用する等、保

守的になるよう設定している。 

・今回の原子炉停止機能喪失シーケンスの有効性評価において、

燃料被覆管最高温度は約 818℃であることから、判断基準の

1,200℃に対して十分余裕があるものと考えている。 

・有効性評価解析におけるリウェットの判定に使用する相関式に

ついては、実験値との比較によりドライアウト持続時間を長め

に評価することを確認している。また、感度解析として念のた

めリウェットが全く生じないことを仮定した解析も行っている

が、実際には再循環ポンプトリップ機能の作動によりリウェッ

トが生じるものと考えている。 

（「顧問の意見」 について）

・解析の中ではできる限り実際の設備、現象を捉え、解析コード

に入れ込む相関式等の数式類を把握し、実現象をしっかり評価

できるよう努めている。解析が全て正しいと思い込むことな

く、これからも実際のものを忘れないようにしたい。 

（「顧問の意見」 について）

・３次元の解析はある一面では正確な解析だと思うが、運転期間

を通じた代表になるかは疑問であり、許認可として全体の保守

性を担保する意味では、実現象に対してある程度保守的な結果

になることを検証している現状のコードを使用するほうがよい

と考える。 

・ＲＥＤＹ、ＳＣＡＴコードはボイド反応度係数を 1.25 倍にす

る等、保守性を持たせて許認可で使用しているものであり、３

次元コードＴＲＡＣＧを使って評価した場合と比べると許認可

コードのほうが高い温度となることは確認している。 

（「顧問の意見」 について）

・818℃は時間的に追いかけた結果である。 

（「顧問の意見」 について）

・設備の微妙な違いはあるが、基本的にはＰＷＲの考え方を踏襲

している。 

・想定どおりに人が集まらない場合については、８時間までは参

集要員を考慮せずに対応できる。 

（「顧問の意見」 について）

・ＰＷＲ同様、解析コードの審査はプラントメーカーや燃料メー

カーも入ってもらいＢＷＲ各社合同で実施して、使えるコード
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が適切か確認した上で各社が有効性評価を行っている。 

（「顧問の意見」 について）

・論点<8>別表の許認可（添十）解析コードとは別に、ＴＲＡＣ

Ｇコード等、参考解析に使用したコードの機能と開発者につい

て、別表２に示す。 

（「顧問の意見」 について）

・ＢＷＲとして注水、減圧、除熱をしっかりするといったところ

は共通であり、先行プラントと比べて大きな特徴があるわけで

はない。 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」 について） 

・解析の保守性や妥当性の判断に関して、具体的な基準として決

めたものは無い。 

ただ、有効性評価に関する審査ガイドは策定しており、解析モ

デルの適用可能範囲が実験等で検証されていることの確認や、

モデルが検証範囲を超える場合や不確かさが大きい場合におけ

る妥当性判断などを、審査の中で１つ１つ行っている。また、

審査開始前には事業者の解析コードに関する資料をもとに、コ

ードのどこに不確かさがあるかや、有効性評価における取扱い

方を予め確認している。 

（「顧問の意見」 について） 

・海洋への拡散抑制設備は、新規制基準において強化した重大事

故を防止する対策及びその発生を想定した対策を講じた上でな

お、敷地外へ放射性物質が放出されるような事態になった場合

に、放射性物質の拡散を出来るだけ抑えるための対策の一部。 

放射性物質吸着材については、放水砲による放射性物質の拡散

抑制を行う場合に、放水した水による海洋への放射性物質の流

出抑制のため、放水前に雨水排水路集水枡に設置するもの。 

シルトフェンスについては、上述の放射性物質吸着材の設置が

完了した後に、海洋への放射性物質の拡散抑制のため、設置が

可能な状況である場合に輪谷湾及び２号炉放水接合槽に設置す

るもの。 
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 想定シナリオ名 想定概要 対応概要（使用する重大事故等対処設備はゴシック表記） 

運転中の

原子炉に

おける 

炉心損傷

防止 

(1)高圧・低圧注水機

能喪失 

（ＴＱＵＶ） 

給水流量全喪失の発生後、高圧注水機能が喪失し、原子炉減圧には成功するが、

低圧注水機能が喪失する。全注水機能を喪失することで炉心損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】低圧原子炉代替注水系（常設）により低圧注水 

【除熱】格納容器代替スプレイ（可搬型）により原子炉格納容器冷却 

格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器除熱 

(2)高圧注水・減圧機

能喪失 

（ＴＱＵＸ） 

給水流量全喪失の発生後、高圧注水機能が喪失し、かつ、原子炉減圧機能（自

動減圧系、手動減圧の失敗）が喪失する。 

原子炉が高圧を維持するため、低圧注水ができず炉心損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等から電源を供給 

【注水】代替自動減圧機能を用いて自動減圧機能付き逃がし安全弁２弁開動作により原子炉減圧

残留熱除去系（低圧注水モード）により低圧注水 

【除熱】残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード、原子炉停止時冷却モード）によ

り原子炉格納容器除熱 

 (3-1)全交流動力電

源喪失（長期ＴＢ） 

外部電源喪失の発生後、非常用ディーゼル発電機の起動に失敗する。 

原子炉蒸気で駆動する原子炉隔離時冷却系が自動起動するが、蓄電池の枯渇に

より制御不能となることで原子炉への注水機能が喪失し、炉心損傷に至る。 

（代替交流電源設備（常設代替交流電源設備・高圧発電機車等）は事象発生か

ら 24 時間使えないと想定） 

【電源】24 時間までは直流電源（所内常設蓄電式直流電源設備・常設代替直流電源設備）、以降

は常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】原子炉隔離時冷却系により高圧注水 

    原子炉隔離時冷却系停止後、自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉

減圧 

    その後、低圧原子炉代替注水系（可搬型）により低圧注水 

    交流電源復旧後、残留熱除去系（低圧注水モード）により低圧注水 

【除熱】格納容器代替スプレイ（可搬型）により原子炉格納容器冷却 

交流電源復旧後、残留熱除去系（格納容器冷却モード、サプレッション・プール水冷却

モード）により原子炉格納容器除熱 

 (3-2)全交流動力電

源喪失（ＴＢＵ） 

(3-1)に加え、原子炉隔離時冷却系が機能喪失する。 【電源】(3-1)と同様 

【注水】高圧原子炉代替注水系により高圧注水（8.3 時間後停止以降は 3-1 と同様） 

【除熱】(3-1)と同様 

 (3-3) 全交流動力電

源喪失（ＴＢＤ） 

(3-1)に加え、直流電源設備が機能喪失する。 【電源】24 時間までは常設代替直流電源設備、以降は常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】(3-2)と同様 

【除熱】(3-1)と同様 

 (3-4) 全交流動力電

源喪失（ＴＢＰ） 

(3-1)に加え、逃がし安全弁のうち１弁が開状態で固着する。 【電源】(3-1)と同様 

【注水】(3-1)と同様 

【除熱】(3-1)と同様 
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 想定シナリオ名 想定概要 対応概要（使用する重大事故等対処設備はゴシック表記） 

運転中の

原子炉に

おける 

炉心損傷

防止 

(4-1)崩壊熱除去機

能喪失（ＴＷ）のう

ち取水機能喪失 

給水流量全喪失の発生後、注水には成功するが、取水機能の喪失により崩壊熱

除去機能が喪失する。 

炉心損傷前に格納容器が破損し、これに伴い炉心冷却機能を喪失して炉心損傷

に至る。 

（取水機能の喪失を想定することから、あわせて非常用ディーゼル発電機等も

機能喪失を想定） 

【電源】常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】原子炉隔離時冷却系により高圧注水 

    原子炉隔離時冷却系停止後、自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉

減圧 

その後、残留熱除去系（低圧注水モード）により低圧注水 

【除熱】残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）、原子炉補機代替冷却系により

原子炉格納容器除熱 

 (4-2)崩壊熱除去機

能喪失（ＴＷ）のう

ち残留熱除去系喪失 

給水流量全喪失の発生後、炉心冷却には成功するが、残留熱除去系の故障によ

り崩壊熱除去機能が喪失する。 

炉心損傷前に格納容器が破損し、これに伴い炉心冷却機能を喪失して炉心損傷

に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】原子炉隔離時冷却系により高圧注水 

    原子炉隔離時冷却系停止後、自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉

減圧 

その後、低圧原子炉代替注水系（常設）により低圧注水 

【除熱】格納容器代替スプレイ（可搬型）により原子炉格納容器冷却 

格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器除熱 

 (5)原子炉停止機能

喪失（ＴＣ） 

主蒸気隔離弁の誤閉止の発生後、原子炉停止機能が喪失（スクラムに失敗）す

る。 

原子炉出力が高い状態が維持され炉心損傷に至る。 

【電源】外部電源から電源を供給 

【停止】代替原子炉再循環ポンプトリップ機能で出力を抑制し、ほう酸水注入系により原子炉を

停止 

【注水】高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系により高圧注水 

【除熱】残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）により原子炉格納容器除熱 

(6)ＬＯＣＡ（冷却材

喪失事故）時注水機

能喪失 

原子炉再循環系配管の部分破断の発生後、高圧注水機能及び低圧注水機能が喪

失する。 

破断箇所から原子炉冷却材が流出し、炉心損傷に至る。 

（低圧注水機能喪失を想定することから、あわせて残留熱除去系機能喪失に伴

う崩壊熱除去機能喪失を想定） 

【電源】非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減圧 

低圧原子炉代替注水系（常設）により低圧注水 

【除熱】格納容器代替スプレイ（可搬型）により原子炉格納容器冷却 

格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器除熱 

 (7)格納容器バイパ

ス（インターフェイ

スシステムＬＯＣ

Ａ） 

（ＩＳＬＯＣＡ） 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で、高圧設計部分と低圧設計部

分のインターフェイスとなる配管のうち、隔離弁の隔離失敗等により低圧設計

部分が過圧され破断する。 

破断箇所から原子炉冷却材が流出し、炉心損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等から電源を供給 

【注水】高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系により高圧注水 

（漏えい量抑制のため）自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減圧 

その後も高圧炉心スプレイ系で注水継続 

【除熱】残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）により原子炉格納容器除熱 

【破断箇所隔離】現場における隔離弁の操作 
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 想定シナリオ名 想定概要 対応概要（使用する重大事故等対処設備はゴシック表記） 

運転中の

原子炉に

おける 

格納容器

破損防止 

(1-1)雰囲気圧力・温

度による静的負荷

（格納容器過圧・過

温破損） 

給水流量全喪失、外部電源喪失、原子炉再循環系配管の全周破断（大破断ＬＯ

ＣＡ）、非常用ディーゼル発電機等の起動失敗、高圧注水機能及び低圧注水機

能の喪失が重畳する。 

炉心損傷後、原子炉格納容器に水蒸気、非凝縮性ガス等が蓄積し、原子炉格納

容器の過圧・過温により原子炉格納容器の破損に至る。 

【電源】常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】低圧原子炉代替注水系（常設）により低圧注水（大破断ＬＯＣＡのため減圧操作不要）

【除熱】残留熱代替除去系、原子炉補機代替冷却系により原子炉格納容器除熱 

 (1-2) 雰囲気圧力・

温度による静的負荷

（格納容器過圧・過

温破損） 

(1-1)に加え、残留熱代替除去系が使用不能 【電源】(1-1)と同様 

【注水】(1-1)と同様 

【除熱】格納容器代替スプレイ（可搬型）により原子炉格納容器冷却

格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器除熱 

 (2)高圧溶融物放出

／格納容器雰囲気直

接加熱 

（ＤＣＨ） 

給水流量全喪失、外部電源喪失、非常用ディーゼル発電機等の起動失敗、高圧

注水機能及び低圧注水機能の喪失に加え、さらに重大事故等対処設備による原

子炉注水不能が重畳する。 

炉心損傷後、高圧状態の原子炉圧力容器が損傷し、溶融炉心、水蒸気、水素ガ

ス等が急速に放出され、熱的・機械的な負荷が発生して原子炉格納容器の破損

に至る。 

【電源】常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】（原子炉圧力容器への注水不能） 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減圧（高圧状態での圧力容器

破損防止） 

原子炉圧力容器破損前に格納容器代替スプレイ系（可搬型）により、ペデスタル部へ深

さ 2.4m の水張りを実施 

原子炉圧力容器からペデスタルへ漏出した溶融炉心へペデスタル代替注水系（可搬型）

により注水 

【除熱】残留熱代替除去系、原子炉補機代替冷却系により原子炉格納容器除熱 

 (3) 原子炉圧力容器

外の溶融燃料－冷却

材相互作用 

（ＦＣＩ） 

（シナリオ想定は(2)DCH と同様） 

圧力容器損傷後、溶融炉心と原子炉圧力容器外の水が接触して一時的な格納容

器圧力の急上昇が生じ、原子炉格納容器の破損に至る。 

【対応概要は(2)ＤＣＨの対応と同様】 

 (4)水素燃焼 （シナリオ想定は(1-1)過圧・過温破損と同様） 

ジルコニウム－水反応等によって発生する水素ガス、水の放射線分解によって

発生する酸素ガスによって原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が上昇し、激し

い燃焼が生ることで、原子炉格納容器の破損に至る。 

【対応概要は(1-1)過圧・過温破損の対応と同様】 

酸素濃度が可燃限界である 5vol%以下となるよう、可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器

内への窒素注入を実施 

 (5) 溶融炉心・コン

クリート相互作用 

（ＭＣＣＩ） 

（シナリオ想定は(2)DCH と同様） 

原子炉格納容器内へ流れ出した溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって、ペ

デスタルのコンクリートが侵食され、原子炉格納容器の構造部材の支持機能を

喪失し、原子炉格納容器の破損に至る。 

【対応概要は(2)ＤＣＨの対応と同様】 

ペデスタル部へコリウムシールドを設置するとともに、大量送水車による原子炉圧力容器破損前

のペデスタル部への事前水張り及び原子炉圧力容器破損以降の注水を行うことでＭＣＣＩの防

止・緩和を図る 

 (6)格納容器直接接

触 

（シェルアタック） 

炉心損傷後、溶融炉心が原子炉圧力容器底部からペデスタル部に落下し、さら

にペデスタル部の外側に流出して原子炉格納容器の壁に接触することによっ

て、原子炉格納容器の破損に至る。 

発生しない 

（ペデスタル部の床面とその外側の床面が同じ高さに設計されているＭａｒｋ－Ⅰ型格納容器

特有の事象であり、島根２号炉（Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型格納容器）では発生しない。） 
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 想定シナリオ名 想定概要 対応概要（使用する重大事故等対処設備はゴシック表記） 

燃料プー

ル内の燃

料損傷防

止 

(1)想定事故１  燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失する。 

燃料プール水温が徐々に上昇し、やがて沸騰して蒸発することで燃料

損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等から電源を供給 

【注水】燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ、可搬型スプレイノズル）により燃料プー

ルへ注水 

【除熱】燃料プール水の蒸発分に応じた水を注水することで燃料プール水位を維持 

(2)想定事故２  燃料プールの冷却系の配管破断が発生するとともに、逆止弁が開固着

することで、サイフォン現象により燃料プール内の水の漏えいが発生

し、さらに燃料プール注水機能が喪失する。 

破断箇所から燃料プール水が流出し、燃料損傷に至る。 

【電源】(1)と同様 

【漏えい抑制】サイフォンブレイク配管によってサイフォン現象を停止 

【注水】(1)と同様 

【除熱】(1)と同様 

運転停止

中の原子

炉内の燃

料損傷防

止 

(1)崩壊熱除去機能喪失 原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により、崩壊熱除去機能が

喪失する。 

燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発し、燃料損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等から電源を供給 

【注水】残留熱除去系（低圧注水モード）による注水 

【除熱】残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）により原子炉を除熱 

(2)全交流動力電源喪失 原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し、崩壊熱除去機能が喪

失する。 

燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発し、燃料損傷に至る。 

【電源】常設代替交流電源設備から電源を供給 

【注水】低圧原子炉代替注水系（常設）による低圧注水 

【除熱】残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）、原子炉補機代替冷却系により原子炉を除熱 

(3)原子炉冷却材の流出 原子炉の運転停止中に運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材

の流出が発生する。 

原子炉冷却材の流出に伴い原子炉水位が低下し、燃料損傷に至る。 

【電源】非常用ディーゼル発電機等から電源を供給 

【漏えい抑制】水位低下の原因調査・誤操作で形成された流出経路の隔離操作 

【注水】残留熱除去系（低圧注水モード）による低圧注水 

【除熱】残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）により原子炉を除熱 

(4)反応度の誤投入 原子炉の運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって、燃料に反応度

が投入される。 

急激な反応度投入に伴う出力上昇により燃料損傷に至る。 

【停止】中性子の増加を検知し、制御棒が自動的に挿入され原子炉停止 
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T Q
A S1,S2 Ｔ Q C C-DB/SA C-SA B B B-SA U U U-SA X X-SA V V V-SA V-SA可搬 W W-SA W-SA W W-SA可搬

大破断
LOCA

中小破断
LOCA

過渡事象 給水
原子炉
保護系
(スクラム)

ほう酸水
注入系
(SLC)

代替原子炉再
循環ポンプト
リップ機能

外部
電源

非常用ディ－ゼル
発電機等

（A,B,H-DG）

常設代替交流
電源設備
(GTG)

高圧炉心
スプレイ系
(HPCS)

原子炉隔離時
冷却系
(RCIC)

高圧原子炉
代替注水系
(HPAC)

逃し安全弁(SRV)
による強制減圧
(自動減圧系(ADS)

 or 手動)

代替自動
減圧機能

低圧炉心
スプレイ系
(LPCS)

残留熱除去系
(RHR)

注水モ－ド

低圧原子炉
代替注水系
(FLSR)

大量送水車
残留熱除去系
(RHR)

除熱モ－ド

残留熱
代替除去系
(RHAR)

フィルタ
ベント
(FV)

原子炉補機
冷却系

原子炉補機
代替冷却系

なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － △ ○ ◎ × × △ ○ － × × ◎

◎
(水源補給・
CVｽﾌﾟﾚｲ)

× △ ◎ ○ －

なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － △ ○ － × × △ × ◎ － ○ － － ○ － － ○ －

長期ＴＢ なし なし 外部電源喪失 （×） ○ － － × × ×
◎（24h～）

（×） ○（~8h） － ○ － （×） （×）
○（24.5h～）

－ ◎(8h~炉･
CVｽﾌﾟﾚｲ)

（×）
○（24.5h～）

－ － （×）
○（24h～）

－

ＴＢＵ なし なし 外部電源喪失 （×） ○ － － × ×
×

◎（24h～）
× × ◎（~8.3h） ○ － （×）

（×）
○（24.5h～）

－
◎(8.3h~炉･
CVｽﾌﾟﾚｲ)

（×）
○（24.5h～）

－ －
（×）

○（24h～）
－

ＴＢＤ なし なし 外部電源喪失 （×） ○ － － × ×
×

◎（24h～）
（×） × ◎（~8.3h） ○ － （×）

（×）
○（24.5h～）

－
◎(8.3h~炉･
CVｽﾌﾟﾚｲ)

（×）
○（24.5h～）

－ －
（×）

○（24h～）
－

ＴＢＰ なし なし 外部電源喪失 （×） ○ － － × ×
×

◎（24h～）
（×） ○(~1.4h) － ○ － （×）

（×）
○（24.5h～）

－
◎(2.3h~炉･
CVｽﾌﾟﾚｲ)

（×）
○（24.5h～）

－ －
（×）

○（24h～）
－

取水喪失 なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － △ （×） ◎ （×） ○(~8h) － ○ － － ○(8h~) － － ○(8h~) － － × ◎

RHR故障 なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － △ ○ ◎ － ○(~8h) － ○ － △ × ◎

◎(水源補
給･CVｽﾌﾟﾚ

ｲ)
× △ ◎ ○ －

なし なし
主蒸気隔離弁
誤閉止

○
(~230秒)

× ○ ◎ ○ － － ○ ○ －
▲

(ADS起動阻止)
▲

(起動阻止)
－ － － － ○ － － ○ －

なし
※

PLR部分破断
(約3.1cm2)

給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
（×） ○ － － △ ○ ◎ × × △

×(ADS)
○(手動)

－ × × ◎
◎(水源補
給･CVｽﾌﾟﾚ

ｲ)
× △ ◎ ○ －

なし RHR片系弁誤開
放・低圧部破断

給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
（×） ○ － － △ ○ －

○
(減圧後も
注水継続)

○ － ○ － － － － － ○ － － ○ －

RHARあり PLR
全周破断

なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
(×) ○ － － × × ◎ × (×) (×) － － × × ◎ ◎

(水源補給)
× ◎ － (×) ◎

RHARなし
PLR

全周破断
なし

給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
(×) ○ － － × × ◎ × (×) (×) － － × × ◎

◎
(水源補給・
CVｽﾌﾟﾚｲ)

× × ◎ (×) －

なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － × × ◎ × × △ ○ － × × ×

◎(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ)
×(原子炉)

× ◎ － (×) ◎

なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － × × ◎ × × △ ○ － × × × ◎(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ)

×(原子炉)
× ◎ － (×) ◎

PLR
全周破断

なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
(×) ○ － － × × ◎ × (×) (×) － － × × ◎ ◎

(水源補給)
× ◎ － (×) ◎

なし なし
給水流量全喪
失＋外部電源

喪失
× ○ － － × × ◎ × × △ ○ － × × ×

◎(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ)
×(原子炉)

× ◎ － (×) ◎

なし なし
(外部電源
喪失)

－ － － － △ ○ － － － － － － － － －
◎(燃料ﾌﾟ-ﾙ
ｽﾌﾟﾚｲ)

×
(FPC含む)

－ － － －

なし
冷却水戻り配管
全周破断

(外部電源
喪失)

－ － － － △ ○ － － － － － － － － －
◎(燃料ﾌﾟ-ﾙ
ｽﾌﾟﾚｲ)

×(水位低下)
(FPC含む)

－ － － －

なし なし
(外部電源
喪失)

×
(停止中)

－ － － △ ○ － － － － ○ － － ○ － －
×(運転側)
○(待機側)

－ － ○ －

なし なし
(外部電源
喪失)

×
(停止中)

－ － － × × ◎ － － － ○ － （×） （×） ◎
◎

(水源補給)
○(SA給電) － － （×） ◎

なし
RHRﾐﾆﾌﾛ-閉止操

作忘れ
(外部電源
喪失)

×
(停止中)

－ － － △ ○ － － － － － － － ○ － －
×(漏洩側)
○(待機側)

－ － ○ －

なし なし (検査中制御
棒誤引抜）

×
(停止中)

○ － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － －

（凡例） ×：シ－ケンスの要求により使用出来ないもの （×）：電源喪失等、従属的に使用出来ないもの　－：同機能の設備が働いている等、使用する必要がないもの △：使用出来ない想定または解析上考慮しないもの ▲：自動起動を手動阻止するもの（動作するとシ－ケンス悪化） ○：使用するもの（ＤＢ） ◎：使用するもの（ＳＡ）
※大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水不能は炉心損傷不可避。（格納容器破損防止シ－ケンスで評価）

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

崩壊熱
除去機能喪失

過圧・
過温破損
(静的負荷)

格納容器
破損防止

全交流動力
電源喪失

炉心損傷
防止

燃料プ－ル燃
料損傷防止

原子炉停止機能喪失

LOCA時注水機能喪失

格納容器バイパス（インタ－
フェイスシステムＬＯＣＡ）

停止時燃料
損傷防止

高圧溶融物放出／
格納容器雰囲気直接加熱

原子炉圧力容器外の溶融
燃料－冷却材相互作用

水素燃焼

溶融炉心・コンクリ－ト
相互作用

想定事故１

想定事故２

崩壊熱除去機能喪失

全交流電源喪失

原子炉冷却材の流出

反応度誤投入

VX WLOCA C B U

 164



165

参考資料：有効性評価におけるシーケンスシンボルの意味 

重大事故対策の有効性評価においては、以下のシーケンスシンボルを組み合わせ

て重大事故のシナリオを表す事がある。 

例えばシナリオ名「ＴＱＵＶ」は、過渡事象が発生（Ｔ）し、給水機能が喪失

（Ｑ）、高圧注水に失敗（Ｕ）し、減圧には成功するが、低圧注水に失敗（Ｖ）する

シナリオを表す。 

シンボル 意味 

Ｔ 過渡事象（注１）発生

Ｃ 原子炉保護系喪失（原子炉スクラム失敗）

Ｑ 給水機能喪失

Ｕ 高圧注水機能喪失

Ｘ 原子炉減圧機能喪失

Ｖ 低圧注水機能喪失

Ｂ 全交流電源喪失

Ｄ 全直流電源喪失

Ｐ 逃し安全弁再閉失敗

Ｗ 除熱機能喪失

Ａ 大破断ＬＯＣＡ（注２） 

Ｓ１，Ｓ２ 中小破断ＬＯＣＡ（注２） 

（注１）過渡事象（運転時の異常な過渡変化の想定事象） 

制御されずに放置すると炉心あるいは原子炉冷却材圧力バウンダリに過度の損傷をもたら

す可能性のある事象 

例：制御棒の異常引き抜き、主蒸気隔離弁の誤閉止、給水流量の全喪失など 

（注２）ＬＯＣＡ（Loss Of Coolant Accident）：冷却材喪失事故 

別紙３ 
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【論点<7>参考①：重大事故の想定及び対策の例（格納容器過圧・過温破損）】 

事象概要
運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動力電源喪失
が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。
原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等によって発生し
た水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等の蓄積によって，原子
炉格納容器内の雰囲気圧力・温度が上昇し，緩和措置が取られない場合には，原子炉格
納容器の過圧・過温により原子炉格納容器の破損に至る。

外部電源
非常用ディーゼル
発電機等※
Ｇ

原子炉
圧力
容器

原子炉格納容器

原子炉
圧力
容器

配管破断

低圧炉心
スプレイ系 給水系

原子炉隔離時
冷却系
高圧炉心
スプレイ系

残留熱除去系
（低圧注水モード）

※ 非常用ディーゼル発電機及び
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

出典：中国電力(株)資料 
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【論点<7>参考②：沸騰遷移に関する補足】 

ＢＷＲでは通常運転時やそれを逸脱した異常過渡と呼ばれる状態においても、燃料棒は常

に冷却材である水で冷却され、過度に温度が上昇しないように設計されています。 

一方、事故時には、状況によっては流量の減少や圧力の低下に伴い燃料棒の表面を覆って

いた液膜が消失したり沸騰による蒸気膜で覆われるなど、燃料棒が蒸気中に露出し、その結

果燃料棒の表面温度が急上昇することが知られています。このような熱伝達の劣化を「沸騰

遷移（※）」と呼び、この温度上昇は、原子炉の緊急停止に失敗した場合には一層顕著となり、

炉心損傷を引き起こすことが懸念されます。燃料棒の表面温度が健全な温度まで低下するた

めには、露出した表面が再び液で覆われる、すなわちリウェットが生じる必要があります。 

（※）蒸気が伝熱面から気泡として離脱を繰り返す核沸騰と呼ばれる状態から、伝熱面が蒸

気膜で覆われる膜沸騰への沸騰形態の遷移のことをいう。ＢＷＲの場合、核沸騰から

膜沸騰への沸騰形態の遷移以外にも、燃料被覆管を覆う水の膜（液膜）が消失し被覆

管表面が乾いた状態になる現象(ドライアウト)を指して広義に沸騰遷移と呼ぶ。 

強制流動沸騰二相流の流動様式

図の出典：気液二相流技術ハンドブック、日本機械学会編、コロナ社（改訂版 2012）



168

【論点<7>参考③：新規制基準の考え方】 

出典：中国電力(株)資料 



169

項目 
<8> 想定した重大事故以外に燃料が損傷するリスクの大きい事象

はないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

重大事故等対策の有効性評価の事故シナリオの選定において、従

前から整備していたアクシデントマネジメント策、福島第一原子

力発電所事故後に実施した緊急安全対策及び重大事故等対処設備

等を考慮せず、耐震補強や耐津波補強を考慮した仮想的なプラン

ト状態を評価対象として確率論的リスク評価（以下「ＰＲＡ」

（Probabilistic Risk Assessment）と記載）手法を用いて、必

ず想定することとされている事故シナリオ以外に有意な頻度又は

影響をもたらす事象があるか検討し、新たに評価対象とすべき事

故シナリオはないことを確認している。 

確認結果は以下のとおり。 

＜運転中の原子炉における炉心損傷防止＞ 

想定した事故シナリオによる炉心損傷頻度（以下「ＣＤＦ」

（Core Damage Frequency）と記載）は、内部事象・地震・津波

によるＣＤＦ合計値（1.4×10-5/炉年）の約 88%を占めている。 

想定した事故シナリオ以外に炉心損傷に至るシーケンスは以下

のとおり。 

1) 地震による Excessive LOCA 

2) 地震による計装・制御系喪失 

3) 地震による格納容器バイパス 

4) 地震による原子炉格納容器損傷 

5) 地震による原子炉圧力容器損傷 

6) 地震による原子炉建物損傷 

7) 地震による制御室建物損傷 

8) 地震による廃棄物処理建物損傷 

9) 高さ 20m を超える津波 

1)～9)は、損傷の規模や緩和機能の状態に不確かさが大きいた

め、保守的に炉心損傷に直結する事象と整理しているが、 

・炉心損傷に直結する事象と仮定してもＣＤＦは10-7 /炉年程度

と小さいこと 

・実際には炉心損傷に直結する程の損傷は考えにくく、機能維持

できた設備によって炉心損傷を回避できる場合もあること 

・プラントへの影響に不確かさが大きく、具体的な事故シーケン

スを特定することが困難であること 

等の理由から、一定の安全機能喪失時の対策の有効性を評価する

シナリオとしては適当でないと判断し、新たに追加する事故シー

ケンスとはしない。これらの事象が発生した場合は、発生する事

象の程度や組み合わせに応じて、大規模損壊対策を含め、使用可

能な設備によって臨機応変に影響緩和を試みる。 
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＜運転中の原子炉における格納容器破損防止＞ 

炉心損傷防止対策を講じることで格納容器破損も防止できるも

のも含めると、想定した事故シナリオによる格納容器破損頻度

（以下「ＣＦＦ」(Containment Failure Frequency)と記載）

は、内部事象によるＣＦＦ（6.2×10-6/炉年）の約100%となる。 

想定した事故シナリオ以外に格納容器破損に至るシーケンスに

ついては、原子炉圧力容器内における水蒸気爆発（炉内ＦＣＩ）

によって原子炉圧力容器上蓋が格納容器と衝突し、原子炉格納容

器の破損に至る事象について、各種研究により得られた知見から

原子炉格納容器の破損に至る可能性は極めて低いと評価されてお

り、評価事故シーケンスに追加する必要はないと判断した。 

＜運転停止中の原子炉における燃料損傷防止＞ 

想定した事故シナリオによる燃料損傷頻度は、内部事象停止時

ＰＲＡによる燃料損傷頻度の100%を占めており、想定した事故シ

ナリオ以外の燃料損傷に至るシナリオは抽出されなかった。 

顧問の意見 

①電力会社自身がプラント固有の弱点を把握して安全性向上に繋

げることが大切。ＰＲＡはメーカーがやっていると思うが、電

力としてどのように計算結果の妥当性を検討しているのか。メ

ーカーやソフト会社に丸投げではまずい。（杉本顧問） 

②何か起きたときマイプラントとしておかしいという発想ができ

るよう、ＰＲＡは設計部だけでなくオペレータまで共有される

べき。（杉本顧問） 

③地震・津波が起きた時、内部事象による炉心損傷頻度は上がる

と思うが、内部事象ＰＲＡと地震・津波ＰＲＡが同じオーダー

となっているのはなぜか。（吉川顧問） 

④ＰＲＡを実施して外部事象特有のシーケンスを取り扱わないこ

とにしているが、ＰＲＡには評価に伴う不確実性があるはず。

不確実性をどの程度どう見て、またそれの根拠はどの程度とし

てこういう判断に至ったのか。（杉本顧問） 

⑤福島第一原子力発電所事故のことを考えると、外部事象をどう

考えるか、低頻度だけど高影響事象についてどう対策を取って

いくのかが事業者に問われている。どう考えているか。 

（勝田顧問） 

⑥（「顧問の意見」④への回答に関連し、）シビアアクシデント解

析の不確定性評価に関して、ＰＷＲ各社は日本原子力学会が策

定した統計的な安全解析評価に関する標準で提起している

EMDAP というモデルで多様なシビアアクシデントシナリオで生

じ得る多様なシビアアクシデント現象を解析評価するためによ

り適切な計算コードを選択し、そのモデルパラメタの選択のた

めの模擬実験データで裏付けるといった”シビアアクシデント



171

解析手法の有効性評価”を規制庁に提出していたように記憶す

る。ＢＷＲ各社も同様なことをしているのでないかと考える

が、取り組み状況は如何か。（吉川顧問） 

⑦リスクモニタを導入されているが、これは運転時のメンテナン

スやシャットダウン時のリスクの可視化に非常に役に立つ。ど

のように利用することを考え、どのようなものを導入している

のか。（吉川顧問） 

⑧解析コードの機能と開発者は表にして提示して欲しい。 

（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・評価はメーカーに委託しているが、ＰＲＡ結果については、自

分たちの設備に対して適応可能かどうか、設備と相違ないかチ

ェックをした上で評価結果としてまとめている。 

・継続的な取り組みとしてＰＲＡの拡充及び高度化並びにリスク

情報の活用について本社と発電所が連携して取り組み、リスク

を低減し安全性を高めていくという活動に努めており、ＰＲＡ

の専門的な知識を有する人材育成にも努めている。 

（「顧問の意見」②について） 

・毎日、毎週、停止時の状態に応じてリスクモニタを用いてリス

ク評価を実施している。今はこの設備が特に重要だということ

を確認して、そういう情報を発電所の朝の会議で全員に周知・

共有し合って、運転員にも伝えてリスク情報の活用を図ってい

る。 

（「顧問の意見」③について） 

・今回の評価では、重大事故等対処設備による事象緩和の効果を

確認するシーケンスを抽出することを目的とし防波壁や耐震補

強を考慮しており、地震及び津波ＰＲＡの炉心損傷頻度はそれ

ぞれ 7.9×10-6／炉年及び 1.2×10-7／炉年となっている。 

（「顧問の意見」④について） 

・内部事象ＰＲＡは機器故障率やヒューマンエラーの不確実さ、

外部事象ＰＲＡはそれに加えハザードの不確実さを考慮してい

る。 

・不確実さ解析値は、内部事象ＰＲＡは 95%確率値と 5%の信頼区

間の間が９倍、外部事象ＰＲＡは 23 2（529）倍となっている。

・地震や津波に起因する事故シーケンスは、ＤＢ設備やＳＡ設備

で炉心損傷防止が可能なシナリオも炉心損傷直結事象とする保

守性を含んだ評価であるが、それでも十分小さい値となってい
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るので、シーケンス選定対象から除外している。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・外部事象は影響の大きさ、不確実さが多分にあるため、炉心損

傷頻度が小さいからといって一概に除外して良いのかというと

ころは、外部事象ＰＲＡを行っていく上では課題として認識し

ており、地震ＰＲＡの高度化、いわゆるシナリオの詳細化や不

確実さの詳細化に電力を挙げて取り組んでいる。成果として得

られたものを今後も反映し、内部事象外部事象双方のＰＲＡ

を、中国電力としてより精度の高く確実なものとして改善して

いきたい。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・ＢＷＲ電力会社においても同様の取り組みを行っており、ＢＷ

Ｒ電力会社の連名で、解析コード説明資料「重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」を

整備し規制庁に説明をしている。当該資料では、重大事故時に

原子炉施設に生じる物理現象を抽出し、各物理現象を適切に予

測できる解析コードを選定している。また、各解析コードにつ

いて模擬実験等の評価結果との比較を行い、解析モデルの妥当

性や不確かさと共に、有効性評価への適用性を確認しているこ

とを纏めている。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・島根２号炉は停止しているので、停止時ＰＲＡに関するリスク

モニタを導入し、停止中の発電所のリスクを評価している。運

用としては、作業毎に重要になる機器を予め抽出し、リスクが

高くなる度合いに応じて作業員や所員に周知し、重大な事故に

繋がらないよう努めている。 

・なお、運転中のＰＲＡモデルはメーカーと一緒に開発している

ところである。 

（「顧問の意見」⑧について） 

・解析コードの機能と開発者を別表に示す。 
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別 表

許認可解析コード（添付書類十）の機能と開発者

解析コード名 解析コード機能 コード開発者

長期間熱水力過

渡変化解析コー

ド（SAFER）

長期間の原子炉内熱水力過渡変化を解

析するコード

【アウトプット】

・原子炉圧力

・原子炉水位

・ＰＣＴ（燃料被覆管最高温度） 

等

海外（GE 社）から導

入し、メーカ（日立

等）において、日本許

認可解析向けに改

良。

炉心ヒートアッ

プ解析コード

（CHASTE） 

燃料ペレット、燃料被覆管、チャンネ

ル・ボックス等の温度変化を解析する

コード

【アウトプット】

・ＰＣＴ

プラント動特性

解析コード 

（REDY） 

制御棒の異常な引き抜きを除く運転時

の異常な過渡変化解析及び冷却材流量

の喪失の事故解析を評価するコード

【アウトプット】

・中性子束

・原子炉圧力

・炉心流量

・原子炉水位 等

単チャンネル熱

水力解析コード

（SCAT）

単チャンネルにおける熱水力挙動を解

析するコード

【アウトプット】

・ＭＣＰＲ（最小限界出力比）

・ＰＣＴ

・最大燃料エンタルピ

反応度投入事象

解析コード

（APEX）

反応度投入事象を解析するコード

【アウトプット】

・炉心動特性

GE 社にて開発。

シビアアクシデ

ント総合解析コ

ード（MAAP）

重大事故等発生時における格納容器挙

動等を解析するコード

【アウトプット】

・原子炉格納容器圧力

・原子炉格納容器温度

・原子炉圧力

・コンクリート侵食量 等

EPRI にて開発。
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別表２

参考解析に使用したコードの機能と開発者 

解析コード名 解析コード機能 コード開発者

三次元過渡変化

解析コード

（TRACG）

原子炉内熱水力過渡変化を解析するコ

ード

【アウトプット】

 ・中性子束

・原子炉圧力

・炉心流量

・原子炉水位

・ＰＣＴ   等

海外（GE 社）から導

入し、メーカ（日立）

において、日本向け

にモデルを追加。

水蒸気爆発解析

コード

（JASMINE）

水蒸気爆発の発生エネルギーを評価す

る解析コード

【アウトプット】

 ・粗混合融体質量

・流体運動エネルギー

JAEA にて開発。

汎用衝撃解析コ

ード

（AUTODYN） 

爆発・衝撃といった非線形時刻歴応答

を解析するコード（水蒸気爆発に対す

るペデスタルの構造応答を解析的に求

める）

【アウトプット】

・ペデスタルの応力履歴

Ansys 社にて開発。
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【論点<8>参考①：必ず想定する事故シナリオ以外に抽出した外部事象（地震、津波）】 

【論点<8>参考②：PRA の活用事例（リスクモニタ）】 

ＰＲＡ
分類 事故シーケンス 炉心損傷頻度

（／炉年）

地震

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 4.2E-07
計装・制御系喪失 1.5E-07
格納容器バイパス 3.5E-09
原子炉格納容器損傷 3.4E-07
原子炉圧力容器損傷 1.7E-07
原子炉建物損傷 3.1E-08
制御室建物損傷 1.4E-08
廃棄物処理建物損傷 1.8E-10

津波 直接炉心損傷に至る事象 1.2E-07

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<9> 福島第一原子力発電所事故相当の事象が起きた場合に燃料の

損傷が防止できるか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

（東京電力福島第一原子力発電所事故は地震及びそれに随伴する

津波による全交流電源喪失（一部号機は直流喪失含む。）が事故

原因であったことをふまえ、有効性評価のうちＴＢＤ（全交流電

源喪失＋直流電源喪失）シナリオについて、事故収束ができるこ

とを説明する。） 

ＴＢＤシナリオでは、外部電源喪失、非常用ディーゼル発電機の

機能喪失、直流電源喪失が重畳する事象を想定し、新たに対策を

取ることで炉心損傷を防止できることを評価している。 

なお、新たに設置するガスタービン発電機や高圧発電機車によ

り、遅くとも7時間20分以内に交流電源を復旧できると評価して

いるが、長期に亘る交流電源喪失時の対応を想定するため、評価

にあたっては、これらの設備は事象発生から24時間使用できない

制限を設けている。 

事象発生から事故収束に至るまでの概要は以下のとおり。 

（【 】内は事象発生からの経過時間） 

【0分～10分】 

・全交流動力電源喪失、直流電源喪失発生を判断 

【10分～】 

・常設代替直流電源設備（以下「ＳＡ用蓄電池」と記載）への電

源切替え準備 

・高圧原子炉代替注水系（以下「ＨＰＡＣ（High Pressure Alte

rnative Cooling system）」と記載）起動準備 

【20分～】 

・ＳＡ用蓄電池へ電源切替え実施 

・ＨＰＡＣを起動し、原子炉へ高圧注水開始（断続運転し水位を

一定範囲に維持） 

・大量送水車による注水準備【～2時間30分】 

【8時間20分～】 

・ＨＰＡＣ停止 

・ＳＡ蓄電池を用いて逃し安全弁を開放 

・大量送水車で低圧注水開始 

【約14時間～】 

・格納容器圧力245kPa[gage]到達、格納容器ベント準備開始 

【約19時間～】 

・格納容器圧力384kPa[gage]到達、大量送水車による格納容器ス
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プレイ開始 

【24時間～】 

・ガスタービン発電機起動 

・残留熱除去系を用いた原子炉注水及び格納容器除熱実施 

以降、安定状態を維持 

なお、津波対策としては地震力に対し十分な支持性能を有する地

盤上に、施設護岸に沿って海抜高さ15m、延長約1.5kmの防波壁を

設置するほか、非常用ディーゼル発電機等の重要施設を設置する

部屋は水密扉を設置する等の対策を取っている。 

顧問の意見 

①想定している事象、蓄電池が全て使えなくなる原因は何か。や

はり津波によるフラッディング（浸水・水没）のようなもの

か。そうだとするとＳＡ蓄電池は山の上に置いていたりするの

か。（二ノ方顧問） 

②代替注水について、例えば水位が既にＢＡＦ（Bottom of Acti

ve Fuel：燃料有効長底部）以下の場合は、注水が炉心溶融に

荷担する可能性がある。被覆管と水の化学反応熱によって、福

島第一原子力発電所２号機は注水に成功した途端に炉心溶融し

たのではないか、という話もある。こういう状況で、被害を最

小限に留めるためには、燃料温度との関係で代替注水のタイミ

ングをどう考えればよいか。（二ノ方顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・有効性評価では、設備が使えなくなる原因（故障想定）につい

ては特定せず評価を実施している。 

なお、ＳＡ蓄電池は、津波の影響が直接及ばず、また水密化し

た場所（２号機廃棄物処理建物内）に設置している。 

（「顧問の意見」②について） 

・代替注水設備については、事象発生から30分で原子炉注水でき

ることを有効性評価の審査で説明している。 

・仮に、代替注水設備が働かず、原子炉水位がＴＡＦ（Top of 

Active Fuel：燃料有効長頂部）を下回るようなＳＡ状況下に

おいて、例えば水位が既にＢＡＦ以下の場合には、水‐ジルコ

ニウム反応熱によって、注水が炉心溶融に荷担する可能性があ

ることは承知しているが、注水操作が遅れれば原子炉圧力容器

の破損の可能性が大きくなるものと考えられることから、代替

注水のマネジメントとしては、何らかの注水設備が復旧すれば

直ちに注水を実施することとしている。 
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【論点<9>参考：福島第一原子力発電所事故相当の事象（全交流電源喪失＋直流電源

喪失）が起きた場合の対策概要】

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<10> 圧力容器からの溶融燃料の流出に備えコアキャッチャーの

ような対策は取られているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

原子炉格納容器下部（以下、「ペデスタル内」と記載）に落下し

た溶融炉心がドライウェルサンプへ流出し、原子炉格納容器バウ

ンダリの健全性が損なわれることのないよう、溶融炉心に対して

高い耐熱性・耐侵食性を有するジルコニア耐熱材を材料とするコ

リウムシールド（厚さ約10cm以上）をペデスタル内の床全面に設

置する。 

また、炉心損傷の進展により原子炉圧力容器が破損に至る可能性

がある場合（原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に達した場合）

は、大量送水車又は低圧原子炉代替注水ポンプを用いて、あらか

じめペデスタル内に水位2.4mの初期水張りを実施する。その後、

原子炉圧力容器が破損し溶融炉心が落下した場合、崩壊熱に余裕

をみた量の注水を実施することで溶融炉心の冷却を実施する。 

これらの対策により、落下した溶融炉心を冷却でき、また溶融炉

心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）を緩和できる。 

顧問の意見 

①もともとペデスタルは水を張るような設計になっていないと思

うが、今は変わったのか。（二ノ方顧問） 

②初期水張り水位 2.4m の設定根拠は何か。また、2.4m はどれほ

ど厳密に守らなければいけないものなのか。（杉本顧問） 

③10cm くらいのコリウムシールドを敷けば、底のコンクリート

溶融はなくなるのか。（吉川顧問） 

④コリウムシールド材料のジルコニアは高温水と反応して脆化す

る（水熱反応）という話があるが、対策はされているか。 

（宮本顧問） 

⑤底面だけにシールドを設置する設計だが、側面の部分は必要な

いのか。（宮本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・従前からアクシデントマネジメント対策として、ペデスタル内

へ直接注水できる設備を設置しており、構造的にも水を張れる

ようになっている。 

・今回の新規制基準対策工事においては、この設備を利用し、屋

外の大量送水車からペデスタル内へ直接注水できる設備対策を

実施しており、また、低圧原子炉代替注水ポンプを用いた格納

容器スプレイにより、間接的にペデスタル内への注水ができる

設備対策も実施している。 

（「顧問の意見」②について） 

・2.4m はデブリ（溶融燃料等が凝固した塊）が水面から露出し
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ない高さで、水蒸気爆発の影響を出来るだけ小さくするため水

位を低くするという観点から決めている。 

・仮に水位が高くなっても、ペデスタル満水高さ（水位 3.8m、

ＣＲＤ搬出入口高さ）で水蒸気爆発が起きた場合でも格納容器

の健全性は保たれることを確認している。 

（「顧問の意見」③について） 

・コリウムシールドの設置目的は、デブリがドレン配管を通じて

移動し、格納容器を侵食することを防ぐものであるが、コリウ

ムシールドを設置した副次的効果として、床面のコンクリート

溶融は無くなる。 

（「顧問の意見」④について） 

・コリウムシールドは材質厚さ方向への熱伝導評価をした上で仕

様を決めているため問題ない。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・壁方向に対しては十分除熱出来ると評価している。 

【論点<10>参考：コリウムシールドの配置及びペデスタル内への注水概略図】

ペデスタル床断面 拡大図

原子炉

圧力
容器

原子炉建物

輪谷貯水槽（西）

大量送水車 ※1へ

原子炉格納容器

コリウム
シールド

※1から

ドライウェル
サンプ

ペデスタル内

低圧原子炉
代替注水ポンプ

低圧原子炉
代替注水槽

残留熱

除去系
熱交換器

残留熱除去
ポンプ

ドライウェルサンプ

ドレン配管

コリウムシールド

原子炉格納容器

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<11> 水蒸気爆発や水素爆発で、格納容器や原子炉建屋が破損す

ることはないか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

＜水蒸気爆発＞ 

・これまでの代表的な「溶融燃料―冷却材相互作用（FCI）」の

実験の中で水蒸気爆発が観測された例は、強制的に水蒸気爆発

の発生に至るように外部からの圧力パルス等の外乱を加えた

り、溶融物温度を実機条件よりも高温状態に模擬して実施され

たものであり、実機において大規模な水蒸気爆発が発生する可

能性は極めて小さいと考えられる。 

・水蒸気爆発の発生を仮定した場合であっても、原子炉格納容器

下部における水蒸気爆発の発生によって、原子炉格納容器下部

内側及び外側鋼板にかかる応力は、それぞれ約233MPa、約140M

Paであり、内側及び外側鋼板の降伏応力（約490MPa）を大きく

下回るため、原子炉圧力容器の支持機能は維持され格納容器の

健全性に支障はない。 

＜水素燃焼（格納容器内）＞ 

・島根２号炉において重大事故が発生した場合、ジルコニウム－

水反応によって水素濃度は13vol%を大きく上回るため、酸素濃

度が可燃領域に至ることを防止する。 

・酸素は、原子炉格納容器の初期酸素濃度、水の放射線分解によ

って発生する酸素、可搬型窒素供給装置による原子炉格納容器

への窒素注入に伴い注入される酸素を考慮する。 

・残留熱代替除去系が使用出来る場合、原子炉格納容器除熱の開

始後はドライウェル内で蒸気の凝縮が進むことに伴い、原子炉

格納容器内の酸素濃度が相対的に上昇するが、事象発生から約

12時間後に可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への

窒素注入操作を実施することで、酸素濃度が可燃限界である

5vol%以下となることから、水素燃焼に至ることはない。 

・なお、水の放射線分解による酸素ガス発生割合の不確かさを考

慮すると、原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領

域となる可能性があるが、格納容器内の酸素濃度がドライ条件

で4.4vol%及びウェット条件で1.5vol%に到達した時点でフィル

タベントにより格納容器内の気体の排出操作を実施すること

で、原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度はほぼ0vol%ま

で低下することから、水素燃焼が発生することはない。 

＜水素爆発（格納容器外、原子炉建物）＞ 

・格納容器内に水素ガスが蓄積した状況では、格納容器のハッチ

（フランジ部）等を通じて水素ガスが原子炉棟内に漏えいする

可能性があり、漏えいした水素を含む高温のガスは原子炉建物

４階（燃料取替階）に上昇し、滞留することが予想されること
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から、原子炉建物４階(燃料取替階)に、水素濃度上昇を抑制す

ることができる静的触媒式水素処理装置（以下「ＰＡＲ」

（Passive Autocatalytic Recombiner）と記載）を設置する。 

・以下の条件で格納容器から水素が漏えいすることを想定した水

素濃度解析を行い、原子炉棟内の水素濃度が可燃限界

（4vol%）未満となるようにＰＡＲを18個設置する。 

…格納容器内の水素発生量：1,000kg（有効性評価条件の約5倍）

…格納容器からの漏えい率：10%/日（最大漏えい率の7倍以上）

…漏えい箇所：ドライウェル主フランジ（口径が大きく、漏え

いポテンシャルが最も大きいと考えられる箇所） 

…ＰＡＲの起動条件：水素濃度1.5vol%到達（国内試験で起動

が確認されている範囲に余裕を見た値） 

…ＰＡＲの水素処理量：0.25kg/個･h（設計値の0.5倍） 

・ＰＡＲの作動にも関わらず、原子炉棟内の水素濃度が低下しな

い場合、水素濃度が2.5vol%に到達した段階で格納容器ベント

を実施することで、原子炉棟への水素漏えいを抑制し、ＰＡＲ

の効果とあいまって水素濃度を低減させることが可能である。

格納容器ベントを実施しても、原子炉棟内の水素濃度が低下し

ない場合は、原子炉建物４階（燃料取替階）のブローアウトパ

ネルを開放することで水素を排出する。 

顧問の意見 

①水蒸気爆発というのは、衝撃波以外にも蒸発による格納容器過

圧、そして格納容器内の機器が爆風によってミサイルとなって

格納容器内側に当たる可能性があるが、考慮されているか。 

（杉本顧問） 

②（「顧問の意見」①への回答に対して、）衝撃波による浮き上

がりの評価をされているが、ミサイルというのは溶融物が持っ

ている熱エネルギーと機械的エネルギーの変換効率で決まる。

小さい体系の実験なら数%、大きいと1%程度だが、どの程度の

変換効率を想定しているのか。（杉本顧問） 

③１Ｆでは３階の天井、４階の床にある大きな梁全体が落ちてい

る。梁の破断に必要な力は爆燃のレベルであり、これまで爆轟

を起こさないように色々な設計をしていると思うが、爆燃でも

建物が破損する可能性はある。水素濃度が爆轟領域でなく、爆

燃領域に至らないようにする対応も必要かもしれない。 

（二ノ方顧問） 

④水素検出器は建屋全体に置く必要があるだろうが、水素の溜ま

りやすい場所を探してそこに置くことになると思う。その際、

水素発生量を有効性評価の5倍とか、格納容器漏えい率を最大

値の7倍とか、そういう計算条件であると濃度の差が出ずどこ

に置けば良いか分からなくなるのではないか。また、水素の挙
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動を模擬する計算コードは世界中で改良されているが、これが

いい、というものは中々ない。中国電力は何を使っているの

か。（二ノ方顧問） 

⑤炉心溶融時はペデスタル内に水を張るとのことだが、圧力容器

底部が破れて高温の溶融炉心物質（コリウム）が落ちてくる

と、吹き出したところではコリウムと水との反応とそれによる

水蒸気爆発の可能性、コリウムシールド表面ではジルコニウム

と高温の水との発熱反応による水素ガス発生の可能性も考えら

れる。 

これらの複雑な反応を解析計算した上で、コリウムシールドに

よる格納容器破損防止の効果を検証していると思うので、詳細

を教えてほしい。（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・水蒸気爆発時の粗混合粒子の細粒化と伝熱により、爆発源の膨

張に伴う圧力波が伝播するが、圧力波は減衰するため、格納容

器バウンダリである壁面に到達する時点では、原子炉格納容器

の限界圧力（853kPa[gage]）未満となり、格納容器破損に至る

ことがないことを確認している。 

・水蒸気爆発時の衝撃波によりミサイルになり得るペデスタル内

の機器・構造物としては、CRD交換装置プラットフォーム及び

CRD交換装置プラットフォーム上のグレーチングが考えられ

る。しかしながら、原子炉格納容器下部の水中において水蒸気

爆発が発生した場合の衝撃波（圧力波）の影響を評価した結

果、これらの浮き上がりはほぼないため、ミサイルとなって格

納容器の内側に当たることはないと考える。 

（「顧問の意見」②について） 

・エネルギー変換効率は0.8%程度としている。 

（「顧問の意見」③について） 

・原子炉建物は、爆轟に限らず爆燃も発生するおそれがないよう

対策を行っている。 

・具体的な対策としては、原子炉格納容器のハッチ等のシール材

を改良EPDM製シール材へ変更することで水素ガスの漏えいに対

する耐性を向上するとともに、ハッチ等の近傍に水素濃度計を

設置し、水素濃度が2.5vol%到達時点でベントを実施する手順

を整備することとしている。 

・また、仮に下層階で水素ガスが漏えいした場合には、水素を含

む高温のガスは開口（大物搬入口）を通じて原子炉建物上層階

であるオペフロに上昇すると考えられることから、静的触媒式 
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水素処理装置（ＰＡＲ）をオペフロに設置することとしている。

（「顧問の意見」④について） 

・水素検出器（水素濃度計）は、水素漏えいを想定している原子

炉格納容器のハッチ等の近傍に設置し、水素漏えいの早期検知

が可能な設計としている。 

・また、計算コードは、米国電力研究所（ＥＰＲＩ）により開発

された汎用熱流動解析コード「ＧＯＴＨＩＣ」を使用してい

る。ＧＯＴＨＩＣコード適用の妥当性については、原子力発電

技術機構（ＮＵＰＥＣ）によって実施されたガスの拡散・混合

に関する総合効果試験結果とＧＯＴＨＩＣコードによる解析結

果を比較し確認している。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・実機において大規模な水蒸気爆発が発生する可能性は極めて小

さいと考えられ、水蒸気爆発の発生を仮定しても、原子炉圧力

容器の支持機能は維持され格納容器の健全性に支障はない。 

・シビアクデント時の事象進展評価に用いている MAAP コードで

は、溶融炉心に含まれる酸化ジルコニウムや未酸化ジルコニウ

ム等の質量を計算・保持している。このため、溶融炉心が水プ

ールに落下する際には、未酸化ジルコニウムの酸化反応が考慮

され、ジルコニウム－水反応による水素ガス量が計算される。 

・なお、コリウムシールドには酸化ジルコニウム（ジルコニア） 

の耐火材を用いており、酸化物がさらに高温水によって酸化反

応を起こすことはないため、コリウムシールド表面でのジルコ

ニウム－水発熱反応による水素ガス発生の可能性はほぼないも

のと考えられる。 

【論点<11>参考：水素ガス流路のイメージ図（原子炉建物断面図）】

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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項目 <12> 大型航空機の衝突等のテロ対策は取られているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムにより、プラント監視機能の喪失、建物の損壊に伴う広範

囲な機能の喪失等の大規模な損壊が発生するおそれがある場合又

は発生した場合の対応措置として、発電用原子炉施設内において

有効に機能する運転員を含む人的資源、設計基準事故対処設備、

重大事故等対処設備等の物的資源及びその時点で得られる発電所

構内外の情報を活用することにより、様々な事態において柔軟に

対応できる「手順書の整備」、「体制の整備」及び「設備・資機

材の整備」を行う方針とする。 

なお、これらの対応措置に関する具体的な手順・体制は、設備の

位置・仕様や対応手段を特定する手がかりとなり、テロリズムの

立案を容易にするおそれがあるため非公開とされている。 

＜手順書の整備＞ 

大規模な火災の発生に伴う消火活動を実施する場合及び発電用

原子炉施設の状況把握が困難である場合も考慮し、可搬型重大事

故等対処設備による対応を考慮した多様性及び柔軟性を有するも

のとして整備する。 

＜体制の整備＞ 

指揮命令系統が機能しなくなる等の通常の体制の一部が機能し

ない場合を考慮した対応体制を構築するとともに、原子力防災組

織の実効性等を確認するため、大規模損壊となる種々の想定に対

して本部要員が対応方針を決定し指示を出すまでの図上訓練、緊

急時対策要員が必要となる力量を習得及び維持するための教育・

訓練を実施する。 

＜設備・資機材の整備＞ 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムの共通要因で、同時に複数の可搬型重大事故等対処設備

が機能喪失しないように保管場所を分散し、かつ、十分離して配

備する。 

大規模損壊への対応として整備する「手順書」、「体制」及び

「設備・資機材」については、今後とも新たな知見や教育・訓練

の結果を取り入れることで、継続的に改善を図っていく。 

なお、可搬型重大事故等対処設備の更なるバックアップとし

て、故意による航空機衝突やその他のテロリズムにより炉心の著

しい損傷が発生するおそれがある、又は発生した場合に、原子炉

格納容器の破損による放射性物質の放出を抑制するため、原子炉

格納容器内への注水設備、フィルタ付ベント設備、電源設備、通

信連絡設備並びにこれらの設備を制御する緊急時制御室等で構成
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される特定重大事故等対処施設（以下、「特重施設」という。）

を本体施設等に係る設計及び工事の計画の認可日から起算して5

年以内に設置する予定としている。 

顧問の意見 

①航空機テロの際、自衛隊や国、自治体との連携がどうなってい

るか。（芹澤顧問） 

②テロ関連で言えば、例えばミサイルに対する耐圧とか耐爆と

か、そういう備えはあるか。また、そういった対処は例えば自

衛隊等で検討されているか。（二ノ方顧問） 

③テロは大型航空機の衝突だけとは限らないので、ドローンなど

への対応も必要だと思う。様々な電子機器が使われている現状

の中で、サイバーセキュリティーも含めて他にどんなテロのシ

ナリオを考えているのか、国から一例だけでも示してもらえな

いか。（草間顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・実用炉則に基づき、発電所としては整備している可搬型設備等

で放射性物質の拡散抑制を図るが、自衛隊、国、自治体からの

支援については、原子力災害対策特別措置法もしくは国民保護

法に基づいた災害対応が行われると考えている。 

（「顧問の意見」②について） 

・原子炉施設の安全性を確保するために必要な重要設備は、堅固

な原子炉建物や原子炉格納容器内に設置されているほか、新規

制基準の要求に基づき、故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムにより、プラント監視機能の喪失、建物の損壊に伴

う広範囲な機能の喪失等の大規模な損壊が発生するおそれがあ

る場合等の対応措置として、運転員を含む人的資源、設計基準

事故対処設備、重大事故等対処設備等の物的資源及びその時点

で得られる発電所構内外の情報を活用することにより、柔軟に

対応できるよう手順書の整備、体制の整備及び資機材の整備を

行うこととしている。 

・具体的には、新規制基準に基づき配備した可搬型重大事故等対

処設備（高圧発電機車、大量送水車等）等を用いて、炉心の著

しい損傷を緩和するための対策、原子炉格納容器の破損を緩和

するための対策等を行うこととしている。 

・また、可搬型重大事故等対処設備の更なるバックアップとし

て、故意による航空機衝突やその他のテロリズムにより、炉心

の著しい損傷が発生するおそれがある、又は発生した場合に、

原子炉格納容器の破損による放射性物質の放出を抑制するた

め、原子炉格納容器内への注水設備、フィルタ付ベント設備、
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電源設備、通信連絡設備並びにこれらの設備を制御する緊急時

制御室等で構成される特重施設を本体施設等に係る設計及び工

事の計画の認可日から起算して５年以内に設置する予定として

いる。 

・ミサイルによる国外からの武力攻撃への対応は、我が国の外交

上・防衛上の観点から対処されることであると認識している。 

・当社としては緊張感を持ってプラントの運営にあたるとともに

日頃から非常災害時に備えた訓練等を積み重ねてまいりたい。 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」③について） 

・テロの想定については、例を示すと害を与えようとする者に対

策の一端を示してしまうことになるため、具体的な説明ができ

ないことは理解いただきたい。 

ただ、ドローンなどについては、侵入防止という観点で監視に

取り組んでいることは申し添える。 

【論点<12>参考：大型航空機の衝突等のテロ対策のイメージ】

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 



188

項目 
<13> 重大事故対策の結果、どれだけ安全性が向上したのか 

【県独自項目】 

論点の趣旨 

新規制基準においては、重大事故対策等を含まない仮想的なプラ

ント状態におけるＰＲＡを実施し、追加的に対策すべき事故シナ

リオの有無を審査している。 

一方で、重大事故対策をすることでプラントの安全性がどの程度

向上したのかについては審査対象ではないため、重大事故対策を

考慮後のＰＲＡの結果を確認する。 

中国電力の 

説明 

島根原子力発電所２号炉のＰＲＡの参考評価として、現在整備し

ている重大事故等対処設備等の一部を考慮した評価を実施した。

より詳細な評価は今後、安全性向上評価にて実施していく。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡについて、炉心損傷頻度は 6.2×

10-６／炉年から 7.4×10-８／炉年まで低下し、重大事故等対処設

備を考慮することで炉心損傷頻度は約 83 分の 1まで低減した。

地震レベル１ＰＲＡについて、炉心損傷頻度は 7.9×10-６／炉年

から 3.7×10-６／炉年まで低下し、重大事故等対処設備を考慮す

ることで炉心損傷頻度は約 2分の 1まで低減した。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡについて、炉心損傷頻度の中で支

配的な事故シーケンスグループは、ベースケース及び感度解析と

もに崩壊熱除去機能喪失であったが、崩壊熱除去機能喪失の炉心

損傷頻度は約 95 分の 1に低下した。 

崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度が大きく低下した要因は、崩

壊熱除去機能の多様化が影響したものと考えられる。 

顧問の意見 

①ＳＡ設備を考慮した場合、内部事象レベル１ＰＲＡの炉心損傷

頻度は大きく下がっているが、地震レベル１ＰＲＡはそれに比

べ余り下がっていないのは何故か。（吉川顧問） 

②個別シーケンスの炉心損傷頻度を見ると、高圧・低圧注水機能

喪失と崩壊熱除去機能喪失、全交流動力電源喪失の３シーケン

スしか炉心損傷頻度が下がっていない。シビアアクシデント対

策はこれらのシーケンスだけに対処するものなのか。 

（吉川顧問） 

③ＳＡ設備を考慮した場合、炉心損傷頻度が下がる以外にセシウ

ムの放出量はどれだけ下がるのか。（吉川顧問） 

④規制庁の審査上ＰＲＡはもう了承されたのか。それともまだ地

震ＰＲＡの高度化といった課題を今後もやるのか。 

（吉川顧問） 

⑤フィルタベントに加えて残留熱代替除去系を整備したことで、

放射性物質を外部に放出することは少なくなったと理解してよ
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いか。（吉川顧問） 

⑥規制委員会が発足する時、新規制基準を世界で一番厳しい基準

だと言っていたが、色々な資料を見ると米国のようなリスク情

報に基づく規制ではなく、リスクの大きさに関係なく全ての事

象への対策を同じ精度で求めている印象を受けた。 

基本的な考え方として、規制庁はリスク情報をどの程度認識し

て審査してこられたかを伺いたい。（杉本顧問） 

⑦一般的な規制のあり方として、規制委員会が何をもって新規制

基準を世界最高水準の規制基準だとしているのか、改めて説明

いただきたい。 

 海外のような安全目標を規制の枠に入れていない気がするが、

それで世界最高水準と言えるのか。（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・地震ＰＲＡは、どこが損傷しやすくてどのように影響を及ぼす

かといった詳細な評価が難しいため、例えば原子炉建屋が損傷

する場合、建屋が崩れ去ってしまうような仮定をしており、事

象の発生が炉心損傷に直結するモデルとなっている。 

・重大事故等対処設備をモデルに取り込んでも、事象発生が炉心

損傷に直結するような事象の炉心損傷頻度は下がらないため、

内部事象ＰＲＡに比べて地震ＰＲＡの炉心損傷頻度の下がり幅

は小さくなっている。 

（「顧問の意見」②について） 

・この評価において考慮しているＳＡ設備は低圧原子炉代替注水

系、格納容器フィルタベント系、常設代替交流電源設備（ガス

タービン発電機）の３つだけであり、全てのＳＡ設備を考慮し

ているわけではないため、効果のあるシーケンスが限られてい

る。 

（「顧問の意見」③について） 

・放出量評価はレベル２ＰＲＡと呼ばれるもので、今回は行って

いない。 

・なお、ＳＡ設備の考慮の例として、炉心損傷後、格納容器フィ

ルタベント系により格納容器除熱を行う場合、格納容器フィル

タベント系がない場合はセシウム 137 の放出量が約 2.1TBq と

なるのに対し、格納容器フィルタベント系による粒子状放射性

物質に対する除染係数 1,000 を考慮すると、セシウム 137 の放

出量は約 2.1×10－３TBq に低減される。 

（「顧問の意見」④について） 
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・今回の評価は自主評価で審査においては参考扱いだが、実施結

果から、ＰＲＡのモデルについて今後改良・詳細化に取り組む

ことにしている。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・ご理解のとおり。 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」⑥について） 

・審査においては、ＰＲＡに基づく事故シーケンスの確認や、主

な事故シーケンスから評価対象とするシーケンスを選定すると

きに確率論的なリスク情報を使っている。 

また、設備そのものが出来上がった後の検査段階では、機械的

に項目を順繰り見ていくのではなく、リスク情報に基づいて要

点を絞って検査していく新検査制度に移行している。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・ＩＡＥＡの基準要求や諸外国の規制等を見ながら、常設型・可

搬型双方の設備を求めるなど、世界各国の規制要求からの抜け

がない形で作り込み、より重厚な規制要求として構築したもの

が新規制基準。そういった意味で世界最高レベルの規制と言っ

ている。 

 安全目標（炉心損傷頻度：10-4/炉年程度、格納容器機能喪失頻

度：10-5/炉年程度）は委員会で決定しているが、今回の審査の

中では実際の計算は行っていない。安全目標は基準ではなく規

制を進めていく上で達成を目指す目標という位置づけにしてお

り、許可後第１回の定検から６ヶ月以内に確率的にリスク評価

した結果を提出することとなっており、安全目標との比較も規

制の枠内には取り込んでいる。 
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【論点<13>参考①：炉心損傷頻度の前後比較】

【論点<13>参考②：事故シーケンスグループの寄与割合】

出典：中国電力(株)資料 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<14> 新規制基準対応設備を導入したことで、新たな弱点が生じ

ていないか【県独自項目】 

論点の趣旨 

新規制基準に沿って様々な安全対策が追加されているが、建設当

初の設計にない新設備が多数追加されることで、逆に既設設備へ

の悪影響が発生していないか、手順が煩雑になりヒューマンエラ

ーが増えることはないか、という点について確認する。 

中国電力の 

説明 

＜ＳＡ設備等の設置に伴う既存設備への影響＞ 

 重大事故等対処設備の設置工事や既設設備の改造工事を行う場

合、既設設備等に悪影響を与えないことを条件に工事内容を検討

しており、工事計画の中でも手順書に従い、影響有無を評価して

いることから、当該工事が悪影響を及ぼすことはないと考える。 

＜ＳＡ設備を起因とする重大事故等の発生＞ 

 重大事故等対処設備は、事故が生じ、設計基準事故対処設備が

機能喪失した場合にも事故への対処が行えるように備えるもので

あり、通常時は系統的に隔離若しくは分離された状態にあること

等から、故障等が生じたとしても他の設備に影響が及ぶことは無

く、それが起因となって過酷事象に至るような状況にはならない

と考える。 

＜ＳＡ設備等の設置に伴う手順の整備＞ 

新規制基準に基づき、設計基準対象施設および重大事故等対処

設備を設置することにより設備が増加し、手順が煩雑になること

に伴うヒューマンエラー発生の増加が懸念されるものの、以下の

とおり、その対応手順を整備し、教育訓練等を通じて、力量の維

持・向上を図り、ヒューマンエラーの防止を図っていくこととし

ている。 

各種手順は、運転員が使用するもの（運転操作手順書）と緊急

時対策要員が使用するもの（緊急時対策本部用手順書）と、使用

する要員に応じて整備している。なお、使用目的によっては、相

互の手順の完遂により機能を達成する場合があることから、重大

事故等対処設備の使用に当たっては、中央制御室と緊急時対策本

部の間で緊密な情報共有を図っていくこととしている。 

また、プラントの状態によって設備選択をすることになるが、

手順書に設備選択の優先順位を明記することにより、設備増加に

伴い判断に迷うことの無いように配慮している。 

各種手順を事故の進展状況に応じて適切に使用可能とするた

め、手順書間の移行基準を定めている。また、事故対応中は、複数

の手順書を並行して使用することを考慮して、手順書間での対応

の優先順位が存在する場合は、手順書にその旨を定めている。 
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手順を有効かつ適切に使用しプラントの状態に応じた対応を行

うために、運転員及び緊急時対策要員は、常日頃から対応操作に

ついて教育訓練等を実施し、手順の把握、機器や系統特性の理解

及び発電用原子炉の運転に必要な知識等の習得、習熟を図ってい

る。 

顧問の意見 

①従来の設計基準を中心としたハードとソフトを対象とした教育

訓練だけでも、運転員にとって負担があるのに、新規制基準に

基づくシビアアクシデント対応施設や特重施設にも対応したハ

ードとソフトを対象とした教育訓練をこなすのは、従来と同じ

運転体制では、運転員にとって過大な負担にならないか。 

（杉本顧問） 

②安全対策工事がこれまで８回も延期されたことは、普通の人か 

ら見ると事業者として、経営者として見通しが甘いと思われる。

延期の理由を正直に話せなければ、見通しに不明な点が残り、

結局は安全性を軽視していると思われてしまうのではないか。

（勝田顧問） 

③（「顧問の意見」①への回答に関連して、）論点<7>で示され

た高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ）シナリ

オにおける対応だけでも膨大な作業があり、そのための手順書

と教育訓練が必要である。ＤＣＨ以外のシビアアクシデントを

含めれば、新規制基準前に比べて２～３倍では効かない程の膨

大な量の負担をこなす必要がある。運転員の人数が現状と大き

く変わらずに出来ることを定量的に検討したのか。 

 （杉本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・設備は非常に多くなっており、可搬型設備の対応も必要になっ

ているが、運転員の人数は現状と大きく変わっていない。プレ

ッシャーはかかるだろうが、設備別の手順書の構築やＳＡを想

定したシミュレータ訓練をしていくことで、平常心で対応でき

るよう訓練していく。 

・なお、特重施設の機器を含めた際の体制は別途特重施設の審査

の際に確認される。 

（「顧問の意見」②について） 

・工事完了時期を見直していることで心配をかけていることは申

し訳ない。 

・新規制基準に伴う安全対策工事は、設計工事計画認可後に着手

する部分があるため、完了が遅れている。対策を小出しにして

長引いている訳ではない。 
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・審査が長引いていることは事業者の責任。 

（「顧問の意見」③について） 

・ＤＣＨ以外のシナリオについても、タイムチャートにて作業の

成立性確認を実施し、人員（運転員、緊急時対策要員）の充足

性に問題ないことを確認している。また、運転員の作業の成立

性確認については、全てのシナリオを対象にシミュレータ訓練

および現場での実働訓練（現場作業）を実施しており、想定し

ている時間内に運転員7名（当直長1名、２号運転員6名）の体

制で実施可能であることを確認している。 

・なお今後、重大事故等および大規模損壊が発生した場合に対処

しうる体制を維持管理していくための訓練の実施内容を保安規

定に定め、継続的に訓練を実施することで、運転員および緊急

時対策要員の力量の維持・向上を図っていく。 

【論点<14>参考：手順書体系の概要図】

出典：中国電力(株)資料 
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イ 重大事故の対応体制・手順整備・訓練 

項目 <15> 重大事故に対応する要員は常時確保できているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

重大事故等対策時における必要な要員は、必要人数が最大となる

事故シナリオにおいても31名であり、それに対して２号炉運転中

の場合発電所には夜間及び休日においても47名（協力会社社員18

名を含む）の要員が常駐しているため、事故に対処することがで

きる。要員47名の役割は以下のとおり。 

・意思決定・指揮命令を行う要員  …1名 

・対外対応・情報管理を行う要員  …4名 

・中央制御室運転員（１、２号合計）…9名（停止中は7名） 

・チェンジングエリア設営等を行う放射線管理要員 …3名 

・中央制御室喪失時に活動する運転補助要員    …2名 

・現場対応する復旧班要員(※)     …28名 

(※)復旧班内訳：電源確保要員3名、給水確保要員6名、 

送水確保要員6名、燃料確保要員4名、 

アクセスルート確保要員2名、 

自衛消防隊長1名、消防チーム6名

万一、何らかの理由で要員が負傷する等により役割が実行出来な

くなった場合には、同じ役割を担務する要員が代行するか、また

は上位の職位にある要員が職務を兼務する。 

これらの要員が初動対応を行い、その後は非常招集等に基づき順

次参集する要員により体制を拡充し、緊急時対策本部の全体体制

の要員数（101名）を確保するとともに、発電所での対応者と待

機者を人選し、12時間毎を目途に交代することで長期的な対応に

も対処可能な体制を構築する。 

なお、発電所員約540名のうち約390名が10km圏内に在住してお

り、夜間及び休日や大型連休中であって、要員の参集手段が徒歩

移動のみである場合を想定しても、訓練実績等から７時間以内に

150名程度の参集が可能と考えており、長期的な事故対応を行う

ために外部から発電所へ参集する緊急時対策要員（54名）は、要

員参集の目安としている８時間以内に確保可能である。 

顧問の意見 

①重大事故に対処する101名体制に対し、夜間・休日の常駐者は

47名で、54名は追加で確保が必要。ほとんどの人が10km圏内に

住んでいるから確保可能ということだが、休日や大型連休中も

こういった方の行動を管理しているのか。（宮本顧問） 

②事故対応が長期に及ぶ場合は２交代で２倍の人数が必要になる

のではないかと考えるが、常時確保できるのか。（宮本顧問） 
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③緊急時体制101名が全員揃わなくても、体制移行は出来ると思

うが、どの程度の人数で移行するのか。また、どの程度の人数

で移行するのか、更に移行完了までの指揮は誰がとるのか。

（芹澤顧問） 

④事故対応は現場サイドで行うということだが、緊急時体制にお

ける本社の役割はどうなっているのか。（芹澤顧問） 

⑤重大事故等への対応に関して、事故発生後７日間は事故収束機

能が維持されることを求めているが、県民の方からはなぜ 10

日間にしないのかといった質問があると思うので、どういう考

え方で７日間という審査の基準が作られたかを教えてほしい。

（太田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・夜間・休日、大型連休中にどこに居たかアンケートによる所在

確認作業をしており、何回も確認作業を行って、おおかた10km

圏内に約350名いるという結果を得ているので、７時間以内に

150名が発電所に来られると考えている。行動管理はしていな

い。 

（「顧問の意見」②について） 

・中長期的な対応も交替できるよう運転員以外の発電所員につい

てもほぼ全員（約450名）が緊急時対策要員であることから、

要員確保は可能である。 

 運転員は、通常サイクル５班２交替で運用しており、重大事故

等時においても、中長期での運転操作等の対応に支障が出るこ

とがないよう、通常時と同様の勤務形態を継続することとして

いる。 

なお、重大事故等発生後の中長期的な対応が必要な場合に備え

て、緊急時対策総本部（本社）が中心となり、プラントメーカ

ー及び協力会社を含めた社内外の関係各所と連携し、適切かつ

効果的な対応を検討できる体制を整備することとしている。 

（「顧問の意見」③について） 

・体制は人数による移行判断ではなく、当直長からＥＡＬの基準

に達したとの連絡を受けて発電所長もしくは副原子力防災管理

者が判断して発令する。 

・指揮については、夜間・休日で発電所長が不在の場合は防災管

理者の資格を持った管理職（副原子力防災管理者）が執る。こ

の際、発電所長や原子炉主任技術者にも情報提供して対応を進

めていく。 
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（「顧問の意見」④について） 

・ＥＡＬの基準に達した場合、本社にも一報が入る。本社も社長

をトップとした体制に移行し、緊急時対策所とテレビ会議を繋

ぎ対応を進めていく。 

原子力規制庁 

の回答 

（「顧問の意見」⑤について） 

・福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえて、１週間以降であ

れば外部からの支援に期待できると考えて７日間としている。 

重大事故に関する審査基準では７日間という評価をする前提と

して、６日目までに外部からの支援を受けられる体制を確立す

ることも併せて要求しており、自前で用意できるもので７日間

準備し、その期間内に外部からの支援を確立するという形で体

系が整理されている。 



198

項目 
<16> 重大事故に対応する要員はどうやって異常事態を検知し、

検知後はどう行動するのか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

発電所において警戒事態該当事象、原子力災害対策特別措置法該

当事象が発生した場合、事象発見者（当直長等）から連絡責任者

へ連絡され、所長へ報告される。 

事態の発生を認知した場合、所長（原子力防災管理者）はただち

に緊急時体制を発令し、これを受けて連絡責任者は要員招集シス

テム（メール）、所内通信連絡設備、電話等を用いて重大事故等

に対処する要員を非常招集する。 

発電所内の要員は平日勤務時間帯において、重大事故等に対処す

る要員はほとんどが管理事務所で執務しており、夜間及び休日に

おいては免震重要棟又はその近傍、１、２号炉制御室建物又はそ

の近傍及び３号炉制御室建物又はその近傍で執務若しくは待機し

ており、非常招集を受けた場合は、速やかに緊急時対策所に参集

し、緊急時対策本部の初動体制を確立するとともに、各要員の任

務に応じた活動を開始する。 

発電所外の要員は、非常招集を受けた場合、基本的に発電所構外

の参集拠点（緑ヶ丘施設、宮内（社宅、寮）及び佐太前寮）に集

合し、発電所の状況や必要な装備、道路状況等について発電所と

連絡を取りながら集団で発電所へ移動する（発電所の状況が入手

できる場合は、直接発電所へ参集可能）。 

なお、これらの参集拠点には通信連絡設備として衛星電話設備

（携帯型）を各５台配備している。 

【論点<16>参考：要員招集システムによる非常招集連絡】

出典：中国電力(株)資料 

重大事故等に対処する要員
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項目 <17> アクセスルートの確保手段は用意されているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

高圧発電機車、大量送水車、移動式代替熱交換設備等の可搬型重

大事故等対処設備（以下、「可搬型設備」という。）は、大型航

空機の衝突等を考慮し、原子炉建物、タービン建物、廃棄物処理

建物から100m以上離れた複数の保管場所に保管している。 

可搬型設備の運搬経路及び要員の移動経路として、基準地震動Ss

による被害及び基準津波の影響を受けない経路を含めた複数のア

クセスルートを設定している。 

アクセスルートに積雪や火山灰の降灰があった場合、保管場所に

分散保管しているホイールローダを用いて除雪等を実施すること

で、アクセスルートを確保する。 

例えば積雪の場合は20cm(※)の積雪量に対し最長77分で、火山灰の

場合は56cmの降灰厚さに対し最長218分でアクセスルートの確保

が可能である。 

（※）10cmで除雪作業開始としていることから、除雪時間評価に

おける積雪量は保守的に20cmと設定 

また、風（台風）や竜巻といった自然現象等によりアクセスルー

トにがれきが発生した場合は、ホイールローダを用いて1kmあた

り43分(※)でがれきを撤去可能であり、アクセスルートの確保が可

能である。 

（※）5トン未満のがれきは50m区間毎に道路外へ押し出すことを

想定し、5トン以上のがれきは100m区間に１箇所と仮定し

て道路外へ押し出すことを想定 

また、一部のアクセスルートに、土石流の発生や送電線の垂れ下

がりによる影響が及んだ場合を考慮し、それらの影響を受けない 

連絡通路をあらかじめ設置し、アクセスルートを確保する。なお、

要員の安全確保上、事象発生後すぐの復旧作業は実施しない。 

建物内の各設備の操作場所までのアクセスルートは、中央制御室

又は屋外から操作場所までの経路を複数設定しており、これらの

経路は基準地震動Ｓｓ及び地震随伴事象（火災、溢水）の影響を

受けないことを確認している。 

顧問の意見 

①火山灰の降灰はいきなり56cmではなく0からなので、降灰の初

期の時点で念のため電源車を必要な箇所に事前に移動しておく

ことはできないか。（杉本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・火山事象に対し、非常用ディーゼル発電機の吸気系にフィルタ
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を設置する等、電源車を使わずに電源を確保できるよう対策し

ているが、仮に降灰時にディーゼル発電機等が機能喪失した場

合にも、交流電源を必要としない蒸気駆動の原子炉隔離時冷却

系や高圧原子炉代替注水系による原子炉の冷却を行うこことし

ている。さらに、電源車が必要になった場合には、降灰時であ

ってもアクセスルートの状況等を確認した上で、電源車による

給電の準備を行う。 
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【論点<17>参考：可搬型設備の保管場所及びアクセスルート図】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 
<18> 原子炉水位が不明になる等、計装系に異常があっても適切

な操作ができるか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

原子炉の水位計は、それぞれ２区分設置している「原子炉水位

（広帯域）」「原子炉水位（燃料域）」と、重大事故等対処設備

として新たに設置した「原子炉水位（ＳＡ）」があり、原子炉の

水位は多重性を有する水位計で監視できる設計としている。 

また、これらの水位計は、想定される重大事故等が発生した場合

における温度、放射線、荷重及びその他の使用条件において耐環

境性を有し、健全に動作可能な設計としている。その他にも、位

置的分散を図るとともに耐震Ｓクラス設備として設計するなど、

信頼性・独立性を有する設計としている。 

重大事故等対策においては、対策を成功させるため把握すること

が必要な原子炉施設の状態を直接監視するパラメータ（以下「主

要パラメータ」と記載）を測定する機器の故障、計測範囲超過又

は電源喪失により、計測が困難となった場合には、主要パラメー

タ毎に設定している他の計器の測定値を用いて主要パラメータを

推定し、これに基づき操作判断を行うこととしている。 

上記の基本方針に基づき、水位計の故障等が発生した場合を想定

して、以下のとおり原子炉水位を推定する手順を定めている。 

＜計器故障時に原子炉水位を推定する手段＞ 

・原子炉水位（広帯域）、原子炉水位（燃料域）が故障した場合

は、当該計器の他チャンネル又は原子炉水位（ＳＡ）により推

定し、原子炉水位（ＳＡ）が故障した場合は、原子炉水位（広

帯域）、原子炉水位（燃料域）により推定 

・弁操作等により原子炉への注水を目的とした系統構成とされて

おり、かつ機器動作状態にある注水ポンプの流量より、崩壊熱

による原子炉水位変化量を考慮し、原子炉圧力容器内の水位を

推定 

・主蒸気配管より上まで注水した場合、原子炉圧力とサプレッシ

ョン・チェンバ圧力の差圧から原子炉圧力容器の満水を推定 

＜電源喪失時に原子炉水位を測定する手段＞ 

・外部電源・非常用ディーゼル発電機喪失時は、計器電源は蓄電

池から給電 

・蓄電池から給電されている間にガスタービン発電機または高圧

発電機車を準備して給電元を切替え 

・ガスタービン発電機または高圧発電機車からの給電が困難とな

った場合で蓄電池が枯渇するおそれがある場合は、可搬型直流

電源設備から給電 

・計器への給電が困難な場合は、可搬型計測器により計測 
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＜原子炉水位不明時の判断及び対応について＞ 

以下の場合に、原子炉水位不明を判断する。 

・原子炉水位の電源が喪失した場合 

・原子炉水位の指示に「ばらつき」があり、原子炉水位が燃料棒

有効長頂部以上であることが判定出来ない場合 

・ドライウェル雰囲気温度が、原子炉圧力に対する飽和温度に達

した場合（事故時操作要領書（徴候ベース）の中で定める水位

不明判断曲線で水位不明領域に入った場合） 

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し、有意な差が認め

られない場合 

上記により水位不明を判断した場合、格納容器破損モード「雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で

は、以下のとおり対応を行うことで損傷炉心の冷却を維持するこ

ととしている。 

・外部水源にてＬＯＣＡ破断口までの原子炉水位回復のため、

200m3/hで30分継続して注水する。その後、ＬＯＣＡ破断口か

ら格納容器へ流出しサプレッション・プール水位の上昇につな

がるため、崩壊熱による蒸発量相当の注水量に切替える。 

なお、上記操作により水位維持ができない場合は、サプレッショ

ン・プール水位の顕著な上昇がなく、原子炉圧力容器表面温度が

上昇すると考えられるため、以下により損傷炉心の冷却維持を判

断する。 

・崩壊熱相当の注水量以上で原子炉注水を継続していること 

・サプレッション・プール水位が顕著に上昇していること 

上記が確認できない場合で、原子炉圧力容器下鏡温度が300℃に

到達した時点で、損傷炉心の冷却失敗を判断し、原子炉圧力容器

破損に備えた対応を実施する。 

水位不明時の対応を含め、当該対応操作については、事故時操作

要領書に記載しており、適切な対応が可能である。 

顧問の意見 

①原子炉水位計の測定原理について、実際の水位はボイド（泡）

を含んだ二相水位になるのではないか。その場合、ボイド率を

予測することは困難なので、正しい水位測定が出来ないのでは

ないか。（芹澤顧問） 

②原子炉圧力が急減した場合、水位計配管内にもボイドが発生す

る。この配管系にガス溜まりがあれば正確な差圧測定は困難に

なるが、そうしたガス溜まりはないのか。（芹澤顧問） 

③原子炉水位不明時等、他パラメータから推定する方法は、実際

に計算してみて、測っている数値と比較してどれくらいの誤差
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が出るのか、普段から見ておいた方がいい。（二ノ方顧問） 

④運転員が見ている水位は単相水位で、解析の水位は二相水位で

ある。これらの関連づけが十分にされていないと、運転員は事

象の進展が判断できないのではないか。（芹澤顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・ご認識のとおり、実際の炉内水位はボイド（泡）を含んだ二相

水位であり、原子炉水位計により計測する水位は単相水位とな

る。実際の炉内水位（二相水位）はボイドにより、原子炉水位

計により計測する水位（単相水位）より高い水位となるため、

原子炉水位計により計測する水位は、燃料の冷却の観点で保守

的な値となる。また、安全保護系は所定の水位到達前に水位低

下を検知して作動するよう、単相水位を計測している。 

（「顧問の意見」②について） 

・原子炉圧力が急減した場合に水位計配管内にもボイドが発生す

る可能性を否定は出来ないが、水位計配管は原子炉圧力容器及

び凝縮槽から連続下り勾配で敷設しており、ガス溜まりの発生

しない設計としている。 

（「顧問の意見」③について） 

・他パラメータから推定する方法については、推定に使用する計

器の誤差等を踏まえ、どれくらいの誤差が出るのか算出し審査

資料(※)に記載している。 

・誤差があることを認識したうえで事故時の対策を行うことがで

きるよう、その内容を手順書に落とし込み、同手順を用いた訓

練を実施することとしている。 

（※）58条計装設備 補足説明資料58-8 主要パラメータの代替

パラメータによる推定方法について 

（「顧問の意見」④について） 

・有効性評価において用いているＭＡＡＰコードでは、原子炉水

位のうち、炉心シュラウド内水位については二相水位、炉心シ

ュラウド外水位及びジェット・ポンプ内水位については単相水

位で出力される。  

・ＭＡＡＰでは、原子炉水位を原子炉圧力で補正するモデルとは

なっていないため、炉心シュラウド外及びジェット・ポンプ内

の単相水位は実機における圧力補正後の水位に相当する。 

・ＤＣＨシナリオでは、原子炉水位がＢＡＦ＋20%到達時に急速

減圧を実施する。 

・ＭＡＡＰコードでは、ＢＡＦ＋20%到達の判断にジェット・ポ
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ンプ内単相水位を用いているため、実運用において判断する水

位（原子炉水位(燃料域)または原子炉水位(ＳＡ)指示値から圧

力補正を行った水位）と同等となっている。 

・よって運転手順と解析との関連づけはなされている状況である。

【論点<18>参考：原子炉水位計の概要図】 

出典：中国電力(株)資料 
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項目 <19> 重大事故に対応する訓練は行われているか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

重大事故等対策に係る教育及び訓練は、運転員及び緊急時対策要

員の役割に応じ、以下のような机上教育、要素訓練、総合訓練を

実施している。 

＜基本教育（机上教育）（それぞれ年１回以上実施）＞ 

・原子力防災組織構成、各自が実施すべき活動 

・放射線の人体影響、放射線防護 

・放射線測定機器の取扱方法 

・シビアアクシデントの物理現象 

・アクシデントマネジメントの手順 等 

＜電源や給水確保の手順習得のための要素訓練（年１回以上実

施）＞ 

・高圧代替注水系の現場操作よる原子炉注水 

・可搬型直流電源設備による逃がし安全弁の機能回復 

・大量送水車による原子炉注水 

・フィルタベント設備の現場操作による格納容器ベント 

・高圧発電機車による給電 

・ホイールローダを使用したアクセスルート確保 

・重大事故の対応を含めたシミュレータ訓練 

・高線量や夜間等を想定した防護具等を着用して行う訓練 等 

＜総合訓練（シナリオ非提示型で年１回以上実施）＞ 

・各要素訓練を組み合わせた組織全体の運営検証 

・社外へのプラントの状況説明などを行う模擬記者会見訓練 等 

（参考）訓練実績（平成26年４月～令和３年３月） 

・自社シミュレータ訓練…75回（累計参加人数638名） 

・社外シミュレータ訓練…65回（   〃   80名） 

・発電所における要素訓練…386回 

・発電所における総合訓練…8回 

これらの訓練により必要な力量を有していると確認された要員

は、管理リストで管理する。所定の時間内に必要な操作を適切に

完了できない等、力量を有していないと判断された者は、緊急時

対策要員から外し、再度必要な教育訓練を実施する。 

また、重大事故等に対処する要員のうち、中国電力の社員以外の

協力会社社員は、業務委託契約に基づいて必要な教育訓練を行

い、中国電力の実施する訓練に参加することで必要な力量の維持

向上を図る。 

今後も計画的に訓練を行い、必要な力量を持つ要員を継続的に確
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保し、変更認可後の保安規定運用開始までに体制を整備する。 

顧問の意見 

①設備面の対策に関しては納得いく説明があったが、人材をどの

ように育てていくかや、想定外の状況の中で本当に活動できる

人をどう育て、配置するかがすごく大事だと思う。 

その教育方針を明示することも大事であり、特に原子力発電所

の従業員に関しては、倫理面やコンプライアンス関連の教育も

含めた配慮がもう少し必要であり、発電所の運営を担う人材を

どう育てていくかについて、より突っ込んだ議論があってもい

いという印象を持った。 

少なくとも、定期的な教育訓練の義務づけは必要ではないか。

ＲＩ規制法等でも事業者に教育訓練を義務づけているが、その

点はどうか。（草間顧問） 

②重大事故等に対しては、ハードもさることながら最終的に対応

するのは人。 

物理原則や物理化学の基礎を理解した上でシナリオレスの訓練

を沢山行い、限られた情報から事象進展を予測する訓練を続け

ていけば想定外にも対応できるようになると思うので、人の教

育訓練は非常に大事だと思う。（杉本顧問） 

原子力規制庁

の回答 

（「顧問の意見」①について） 

・事故を収束させるために人が重要なのは仰る通りだが、人材育

成の方針までこうでなければならないと、規制で枠をかけるも

のではないと考えている。原子力安全の一義的責任を担い施設

を運営する事業者の中で、安全確保の姿勢・認識をしっかり考

え、徹底してほしいと思っている。 

ＲＩ規制法と同様に、原子力施設でも事業者に対して保安教育

の実施義務は設けている。保安教育の具体的な中身や、中身が

必要十分かどうかは保安規定の審査で確認する。 

（「顧問の意見」②について） 

・事業者の教育訓練に関しては、現場の作業員は個別作業ごとの

要素訓練やシナリオに沿った総合演習、中央制御室の運転員は

シミュレータ訓練、指揮者は事象判断の机上訓練を行うことを

確認している。 

 その他にも事業者防災訓練という形で、規制側も連携して、審

査対象である有効性評価のシナリオ以外でも対応できるかどう

かを確認している。 
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【論点<19>参考：重大事故等対策に関する主な訓練内容】 

出典：中国電力(株)資料 
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ウ フィルタベント設備 

項目 
<20> フィルタベントの使用により、どの程度放射性物質の放出

を低減できるのか 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

フィルタ付ベント設備は、炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて、格納容器内に発生するガスを、フィルタ装置を通して大気

に逃がすことで、放出される粒子状の放射性物質（セシウム等）

を低減する。 

フィルタ装置は、主として粒子状放射性物質及び無機よう素を除

去するスクラバ容器４基と、主として有機よう素を除去する銀ゼ

オライト容器１基で構成され、粒子状放射性物質除去効率99.9%

以上、ガス状放射性よう素の除去効率として、無機よう素は99% 

以上、有機よう素は98%以上の性能を有したものを採用している。

フィルタ付ベント設備をウェットウェルのベントラインを経由し

て使用することで、セシウム137の炉内蓄積量約3.2×105TBqに対

し、ベント時の大気への放出量を約2.1×10-3TBq（7日間）と大幅

に低減できると評価している。 

なお、重大事故等対策の有効性評価における、フィルタベントを

使用する場合に放出量が最も多くなるケース（注）においても約 

4.8TBq（7日間）であり、セシウム137の放出量は100TBqを下回る。

また、有効性評価で確認した7日間を超えて放出が継続した場合

についても影響を評価した結果、放出量は約6.8TBq（30日間）及

び約6.9TBq（100日間）であり、セシウム137の放出量は100TBqを

下回ることを確認している。 

（注）格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない

場合）シーケンスにおいて、事象発生32時間後にドライウ

ェルのベントラインを経由してフィルタ付ベント設備を使

用する場合。放出量はベントと漏えいの合計値。 

顧問の意見 

①よう素フィルタの除去効率 98%は十分なのか。（芹澤顧問） 

②１回ヨウ化銀ができるとその銀は次に働かない。効率は時間に

依存することになると思うが、その辺はどうか。（野田顧問） 

③よう素フィルタは４つそれぞれに付けられないとのことだが、

アレバからどういう説明があったのか。（勝田顧問） 

④４つの配管から来る気体を１つのフィルタで外に出す形。流量

が多くなり、たくさん物を取ろうとすれば抵抗が大きくなる。

スムーズに流れるかどうか。（内田顧問） 

⑤スクラバ容器の金属フィルタはどのくらいの粒子まで取れるの

か。（芹澤顧問） 
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⑥放出核種組成はどう考えて評価しているのか。（片桐顧問） 

⑦多くの場合、希ガスは短寿命で、10 時間も経てば線量への寄

与は小さくなることは確かだと思うが、壊変して周辺に沈着す

るようなことも多少心配される。そのようなことは考慮されて

いるか。（渡部顧問） 

⑧よう素やセシウム以外の、テルルなどのもっと半減期の短い核

種はどうなるのか。（内田顧問） 

⑨フィルタベント配管口径が下流に行くに従って小さく（流速が

大きく）なっており、圧力損失という観点からはデメリットと

なる。この設計の目的は何か。フィルタベント設備の最適な動

作条件に合わせるためなどの設計配慮か。（芹澤顧問） 

⑩除去効率の試験データは定常で得られたデータだと思うが、格

納容器側の圧力がダイナミックに変動する場合（時間的に大き

く変動する場合）にも適用できるのか。（杉本顧問） 

⑪（顧問の意見⑩への回答に対して、）適用範囲を聞いたわけで

は無く、現に福島第一の３号機では急激な減圧があり、そうす

るとスクラビング水が減圧沸騰して除去が出来なくなる懸念が

ある。圧力急減時のスクラビング効果については、国内外で研

究が進められているので、将来的に研究成果を参考にして頂き

たい。（杉本顧問） 

⑫フィルタベントは今まであったハードベント（耐圧強化ベント）

と並列になるのか。（二ノ方顧問） 

⑬（「顧問の意見」⑪への回答に対して、）回答中の電力共同研究

で行った実験は減圧速度が小さい。スクラビング水が急激に減

圧沸騰することによる除染係数への影響は結論が出ていないと

思うが、この問題は世界的に研究が進められているところなの

で、これからの結果を上手く取り込むとよい。 

（杉本顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・銀ゼオライトフィルタ（よう素フィルタ）により内部被ばくが

大幅に低減され、ベント実施時の敷地境界における実効線量が

1.7×10-2mSv と、基準値の 5mSv を大幅に下回っていることか

ら、十分な効果が得られていると考える。 

（「顧問の意見」②について） 

・銀ゼオライトの銀はガス状放射性よう素と反応し、よう化銀と

なるが、事故時に銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射

性よう素量は、銀ゼオライトフィルタの吸着剤の充填量から求

めた許容負荷量に対して十分小さいことから、時間に依存せず

に除去効率 98%の性能を有する設計としている。 
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（「顧問の意見」③について） 

・フラマトム（旧アレバ）社のフィルタ付ベント設備のシステム

設計は、ベンチュリスクラバ、金属フィルタ、銀ゼオライトフ

ィルタ（よう素フィルタ）の３段階のセクションで構成される

が、これらを全て１つの容器内に組み込むことも、または３つ

のセクションを別々の容器に入れることも可能であり、サイト

毎に柔軟な設計が可能であると説明を受けた。島根２号炉で

は、銀ゼオライトフィルタは当初設計には含めていなかった

が、審査の段階で追加設置することとしたため、銀ゼオライト

フィルタは別容器に入れることとし、必要な容量と設置スペー

スを考慮して、容器１基構成とした。 

（「顧問の意見」④について） 

・銀ゼオライト容器には４本の配管からベントガスが流入するが、

流量制限オリフィス下流はオリフィス穴径に応じた流量となる

ため、銀ゼオライト容器入口における各スクラバ容器からのベ

ントガス流量はほぼ一定となり、銀ゼオライト容器の入口配管

及び出口配管を均等配置することで、ベントガスが銀ゼオライ

トフィルタ部分を均等に流れるよう配慮した構造としている。

また、銀ゼオライトフィルタを通過するベントガスの流速が大

きくならないよう必要なフィルタ表面積を確保した構造として

いるため、フィルタ性能への影響はない。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・粒子状放射性物質の除去は、ベンチュリスクラバと金属フィル

タの組合せで除去する設計としており、この除去能力は

0.5μm 以下の微細エアロゾルに対しても有効である。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・計算機コードにより、炉内温度や各核種の揮発性等を考慮した 

格納容器内への放出量が算出され、さらに格納容器内での沈着、

格納容器代替スプレイ、サプレッション・プールのスクラビン

グ等による除去効果を考慮した核種ごとのフィルタ装置への流

入量が算出される。これに、各核種の形態に応じたフィルタ装

置の除去効率をかけ合わせることで放出核種組成としている。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・炉心損傷後の評価においては、希ガスの壊変により発生する放

射性物質についても、放出後に地表に沈着するものとし、中央

制御室や屋外の被ばく評価用の線源として考慮している。 
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（「顧問の意見」⑧について） 

・炉心損傷後の評価においては、テルルなどの短半減期核種につ

いても放出されるものとして評価を行っている。 

（「顧問の意見」⑨について） 

・格納容器から出ている 600Ａ配管は既設配管を流用しており、

下流の 300Ａ配管は新設であるため配管径が異なるが、300Ａで

必要な流量が流せることを確認している。 

・流速は性能検証試験で確認された範囲になるよう、フィルタ装

置内のベンチュリノズルで高い流速が得られる設計している。 

（「顧問の意見」⑩について） 

・ベント装置性能は上限 2Pd（853kPa[gage]）、下限 54kPa[gage]

で確認している。 

・圧力変動の理由が格納容器の破損であればフィルタ装置で除去

することは難しいが、そうならないよう格納容器スプレイや、

格納容器からのリークによる建屋水素濃度上昇を検知してベン

ト判断をする等の格納容器を守る対策を取っている。 

（「顧問の意見」⑪について） 

・原子炉格納容器の圧力が急激に変動した場合に起こる現象とし

て、減圧による沸騰が考えられるが、減圧沸騰がサプレッショ

ン・チェンバとスクラバ容器の除去性能に与える影響は以下の

とおりであることから、仮に減圧沸騰が生じた場合であっても

必要な除去効率は確保できるものと考える。 

なお、今後も国内外の研究成果、知見等を注視し、必要に応じ

て設備に反映することで更なる安全確保を目指す。 

1) サプレッション・チェンバにおける減圧沸騰よる除去性能

への影響について 

サプレッション・チェンバにおける放射性物質の捕集（除

去）は、サプレッション・チェンバにおけるスクラビング効

果に期待したものであり、サプレッション・チェンバが減圧

沸騰した場合、除去性能へ影響を及ぼす可能性が考えられた

ことから、電力共同研究にて実験を行い、沸騰時と未飽和時

でスクラビング効果が同等程度であることを確認している。 

また、原子力規制委員会において取りまとめられた「東京

電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取り

まとめ」においても、「ベント時に想定されるサプレッショ

ン・チェンバ（S/C）内の除染係数は、ベント管の下端部か

ら水面までの高さが重要な影響因子であって、減圧沸騰を含

む水温の影響はあまり大きくない」と記載されている。 
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これらのことから、サプレッション・チェンバにおける減

圧沸騰による除去性能への影響は軽微であると考える。 

2) スクラバ容器における減圧沸騰よる除去性能への影響につ

いて 

フィルタ付ベント設備は、圧力開放板の破裂圧力を低く設

定し、放出端を大気開放としていることから、原子炉格納容

器のベントを実施中にスクラバ容器内で急激な減圧は基本的

に発生しないものと考える。 

仮に、何らかの理由により、スクラバ容器内で減圧沸騰が

発生し、それに伴って放射性物質が飛沫として飛散した場合

においても、スクラビング水の下流側には金属フィルタがあ

るため、系外へ放出されることはないと考える。 

なお、ＪＡＶＡ試験（性能検証試験）では、スタートアッ

プ試験（圧力を低圧状態から高圧状態に変動させた試験）や

スクラビング水位をベンチュリノズル上端とした試験を沸騰

条件において実施しており、圧力変動や水位低下に対しても

除去性能が確保できることを確認している。 

（「顧問の意見」⑫について） 

・フィルタ付ベント設備と耐圧強化ベントラインは、同一の排出

経路を経由した後、フィルタ付ベント設備と耐圧強化ベントラ

インに分岐する構成としている。 

・また、格納容器フィルタベント系には分岐後に放射性物質を低

減できるフィルタ装置を設置する設計としているため、格納容

器ベントを実施する際には、フィルタ付ベント設備を使用する

こととしている。 

・なお、耐圧強化ベントラインは、炉心損傷前であって、フィル

タ付ベント設備が使用できない場合に限り、使用することとし

ている。 

【論点<20>参考①：炉心損傷後ベント実施時のセシウム 137 放出量（例）】 

フィルタベントなし
フィルタベントあり
（審査資料記載値）

セシウム137放出量 約2.1 TBq 約2.1×10－３TBq1,000分の1

：冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失における放出量

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 
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【論点<20>参考②：フィルタベント設備全体概要図】

【論点<20>参考③：スクラバ容器及び銀ゼオライト容器の吊り込み作業の様子】

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工 

（ラプチャーディスク） 
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項目 
<21>フィルタベント使用時の弁操作、ラプチャーディスク破裂は

確実か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

フィルタ付ベント設備のベント弁は、第１弁（ MV217-4/5）、第

２弁（MV217-18/23）及び第３弁（MV226-13）で構成しており、

これら第１弁～第３弁の全てを「開」とすることで格納容器内の

ガスがフィルタ装置に導かれ、格納容器ベントが可能な設計とし

ている。 

ベント弁は、常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）又は

可搬型代替電源設備（高圧発電機車）から電源供給することによ

り、中央制御室において遠隔による開操作が可能な設計としてい

る。また、駆動源喪失時においても事故後の環境（温度、放射線

等）を考慮し、原子炉建物付属棟（二次格納施設外）から遠隔手 

動弁操作機構を用いた人力による開操作が可能な設計としている。

第２弁は、第１弁と同様に弁を多重化（並列配置）し、開の信頼

性向上を図る設計としている。 

第３弁（MV226-13）は、上流で分岐している非常用ガス処理系へ

の連絡ライン等を使用する場合に閉とするが、ベント時の開要求

を達成する観点から、通常時開（NO）及び電源切保持とすること

により、弁の開状態が確実となるように管理する。 

フィルタ付ベント設備待機時に系統内を不活性ガス（窒素）にて

置換する際の大気との障壁として設置する圧力開放板（型式：反

転型ラプチャーディスク）は、格納容器からのベントガス圧力

（0.427MPa[gage]～0.853MPa[gage]）と比較して十分に低い圧力

である0.08MPa[gage]にて開放する設計である。 

なお、フィルタ付ベント設備を使用する手順は以下のとおり定め

ており、遠隔手動弁操作機構を用いて弁を開く場合、中央制御室

からの移動を含め、第２弁はベント準備開始の指示から１時間20

分以内、第１弁はベント実施の指示から１時間30分以内でそれぞ

れ操作可能である。 

＜手順＞ 

1) 格納容器ベント準備開始の指示を受けた運転員は、次のこと

を確認する。 

 ア スクラバ容器水位が通常範囲内であることを操作盤で確認 

イ 以下の弁に電源が供給されていることを表示灯で確認 

・サプレッション・チェンバ側第１弁（MV217-5） 

・ドライウェル側第１弁（MV217-4） 

・第２弁（MV217-18） 

・第２弁バイパス弁（MV217-23） 
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・第３弁（開確認のみ、MV226-13） 

ウ 以下の弁が全閉となっていることを表示灯により確認 

（フィルタベント系と他系統を隔離する弁） 

・ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁（AV217-19） 

・ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁（AV226-12） 

・ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁（AV226-11） 

2) 第２弁（MV217-18）を開く。開けない場合は第２弁バイパス

弁（MV217-23）を開く。中央制御室から弁を操作できない場

合は、原子炉建物付属棟地上３階まで移動し、現場での遠隔

手動弁操作機構により弁を開く。 

3) フィルタベント実施の指示を受け、サプレッション・チェン

バ側第１弁（MV217-5）を全開する。開かない場合は、ドラ

イウェル側第１弁（MV217-4）を全開する。中央制御室から

弁を操作できない場合は、原子炉建物付属棟地上２階まで移

動し、現場での遠隔手動弁操作機構により弁を開く。 

顧問の意見 

①フィルタベントの第３弁は常時開だが、どういう意味を持たせ

ているのか。（芹澤顧問） 

②電源が喪失してベント弁を手動操作する場合、第１、第２弁は

操作場所が異なるが、動かすタイミングを合わせられるのか。

（吉川顧問） 

③ラプチャーディスクの作動圧力に関して、付けたときの性能が

維持されていることをどう確認しているのか。（二ノ方顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・第３弁（MV226-13）については、上流で分岐している非常用ガ

ス処理系への連絡ライン等を使用する場合に閉とするが、ベン

ト時の開要求を達成する観点から、通常時開となるように確実

な管理を行う。なお、非常用ガス処理系への連絡ライン等はプ

ラント運転中には使用しない。 

（「顧問の意見」②について） 

・ベント準備開始段階で第２弁を開放するが、電源が無ければそ

の時点で人力操作の指示をするので、十分時間余裕をもって開

操作を行える。その後ベント実施段階となった時に電源が復旧

できていなければ第１弁を人力で操作する判断するよう手順を

定めている。 

（「顧問の意見」③について） 

・圧力開放板は同一ロットで複数枚製作し、工場出荷前に抜き取

りで破裂試験を行い、規定の破裂圧力で作動することが確認さ 
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れた圧力開放板と同じロットの圧力開放板を据え付けることで、

性能を担保している。 

・また、運開後は、上記と同様に破裂試験により性能を確認した

圧力開放板と同一ロットのものと定期的に取替えることにより

性能を維持する計画としている。 

【論点<21>参考①：フィルタ付ベント設備主ラインの概略構成図】

弁番号 
MV217-4 
（第１弁） 
D/W ベント 
ライン

MV217-5 
（第１弁） 
W/Wベント 
ライン

MV217-18 
（第２弁）

MV217-23 
（第２弁）

MV226-13 
（第３弁） 

設置場所 原子炉棟 
２階 

原子炉棟 
地下１階 

原子炉棟 
３階 

原子炉棟 
３階 

原子炉棟 
３階 

口径 600A 600A 400A 400A 300A 
型式 バタフライ弁 

駆動方式 電動駆動及び遠隔手動弁操作機構 

開閉状態 通常時閉（NC）， 
フェイルアズイズ（FAI） 

通常時開
（NO）， 
フェイルアズ 
イズ（FAI） 

操
作
場
所 

電源あり 中央制御室 

電源なし 原子炉建物 付属棟２階 
原子炉建物 
付属棟１階 

原子炉建物 
付属棟３階 

原子炉建物 
付属棟３階 

原子炉建物 
付属棟３階 

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工

MV217-5

AV217-12

MV217-4

AV217-11
MV217-23

MV217-18AV217-19MV217-20

AV226-12

MV226-16MV226-15

AV226-11

MV226-13
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【論点<21>参考②：遠隔手動弁操作機構の模式図及びモックアップ試験】

【論点<21>参考③：圧力開放板（ラプチャーディスク）構造図】

フレキシブルシャフト

弁本体（バタフライ弁）

貫通シャフト

操作ハンドル

電動モータ

二次格納施設

出典：中国電力(株)資料

出典：中国電力(株)資料を島根県で加工
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項目 <22>フィルタベントの使用を判断する条件は何か 

審査結果 

（審査等にお

ける中国電力

の説明） 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するため、残留熱代替除去系及

びフィルタ付ベント設備を設置しており、原子炉格納容器バウン

ダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ

るため、残留熱代替除去系を優先して使用する。 

残留熱代替除去系を使用できない場合には、原子炉格納容器内の

圧力を大気中に逃がすため、フィルタ付ベント設備を使用する。

格納容器ベントの実施基準は、以下の３項目の観点で設定してお

り、実施にあたっては、サプレッション・プール水におけるスク

ラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が期待できるサプレッ

ション・チェンバからの格納容器ベントの実施を優先する。 

1) 原子炉格納容器の過圧破損防止（原子炉格納容器内の圧力及

び熱を外部に放出することで原子炉格納容器の破損を防止す

る） 

2) 原子炉格納容器内の水素爆発防止（原子炉格納容器内に滞留

する水素ガス及び酸素ガスを大気へ排出し、原子炉格納容器

内における水素爆発による破損を防止する） 

3) 重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合（原子炉格納

容器破損の緩和又は大気へ放出される放射性物質の総量の低

減が可能） 

フィルタ付ベント設備の使用準備開始及び実施を判断する条件を

以下のとおり定めている。 

＜炉心損傷前＞ 

1) 準備開始条件 

・格納容器圧力245kPa(※)（大気圧との差圧。以下「gage」と記

載）到達 

（※）格納容器圧力は、重大事故等対処設備としてドライウェル

とサプレッション・チェンバにそれぞれ２個ずつ設置して

いる圧力計で計測する（以下も同様）。 

2) 実施条件 

・格納容器圧力384kPa（gage）到達後、格納容器スプレイ失敗 

・サプレッション・プール水位が通常水位＋約1.3m到達 

＜炉心損傷後＞ 

1) 準備開始条件 

・炉心損傷判断後、格納容器圧力640kPa（gage）到達 

・格納容器内酸素濃度がドライ条件で4.0vol%及びウェット条件

で1.5vol%到達 

2) 実施条件 

・格納容器圧力640kPa（gage）到達後、格納容器スプレイ失敗 
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・サプレッション・プール水位が通常水位＋約1.3m到達 

・格納容器酸素濃度がドライ条件で4.4vol%及びウェット条件で

1.5vol%到達 

・可搬式モニタリングポスト指示値及び原子炉建物原子炉棟内の

放射線モニタの指示値の急激な上昇 

・原子炉建物水素濃度2.5vol%到達 

・格納容器温度200℃以上にて温度上昇が継続する場合 

なお、新規制基準以前から整備していた耐圧強化ベントラインは、

炉心損傷前に万一、格納容器フィルタベント系が使用できない場 

合に使用することとしており、自主設備と位置づけている。 

顧問の意見 

①フィルタベントを付けた結果これだけ安全度が上がる、シビア

アクシデントに対応する余裕が出るということを説明してもら

った方が良い。フィルタベントが絶対安全の砦と誤解して、そ

れが効き目のない極端な状況を持ち出して議論を混乱させては

意味が無い。（吉川顧問（コメント）） 

②格納容器圧力に基づくベント条件について、格納容器圧力が確

認不能の場合は格納容器雰囲気温度から推定するとしている

が、飽和蒸気を仮定して求めるのか。（芹澤顧問） 

③サプレッション・チェンバの水位は、特に炉心損傷後は時間的

に大きく変動すると考えられるが、確かな水位が確認できるの

か。（芹澤顧問） 

④ベントの準備、実施条件に格納容器内酸素濃度が設定されてい

るが、水素濃度は関係無いのか。（二ノ方顧問） 

⑤フィルタベントをする時には地域に知らせず機械的にやるの

か、それとも誰か人が介在してベントすべきと判断しましたと

通報するのか。（吉川顧問、勝田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・重大事故等が発生した時の格納容器雰囲気は飽和状態に近いこ

とから、飽和蒸気を仮定して、格納容器雰囲気温度計の計測値

をもとに、飽和温度／圧力の関係を利用して格納容器圧力を求

める。このため、飽和温度と飽和圧力の換算表等を手順書類に

記載している。 

 この運用により、格納容器圧力が計測できない場合でも、格納

容器の限界圧力（853kPa（gage））に至る前にベントできる。 

（「顧問の意見」③について） 

・<18>で確認した原子炉の水位計の他に、サプレッション・チェ

ンバにも重大事故等対処設備として耐震性及び耐環境性を有す

る水位計を新たに設置しており、信頼性に足る確認が出来る。 
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（「顧問の意見」④について） 

・有効性評価における格納容器破損防止のシナリオにおいては、

炉心損傷が発生することを想定しており、水-ジルコニウム反

応による水素ガスの発生により、格納容器内水素濃度が上昇す

ることとなる。 

・このような状況になった場合、格納容器内の水素濃度および酸

素濃度を重点監視するが、格納容器内の水素濃度は可燃限界

（4.0vol%）や爆轟限界（13.0vol%）を超えているおそれがあ

る。このため、格納容器内の水素燃焼や爆轟の発生を防止する

観点から、酸素濃度が可燃限界（5.0vol%）に到達するおそれ

がないよう管理しており、格納容器内酸素濃度を基準としたベ

ントの準備、実施基準を設けている。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・格納容器ベントは、格納容器破損防止の観点から、あらかじめ

定められた判断基準に基づき、実施することになる。 

・緊急事態発生時は、本社に設置する原子力施設事態即応センタ

ーから原子力規制庁緊急時対応センター（ＥＲＣ）に適宜、プ

ラントの現況、事象進展予測や事象進展予測を踏まえた格納容

器ベント等の対応措置について情報提供することとしている。

また、周辺自治体に対しても、オフサイトセンターを通じて、

プラント状況について情報提供することとしている。 
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エ その他重大事故対策 

項目 

<23> 発電所で行っている安全性向上の取り組みは、想定外事象

が起こりうることを踏まえたものになっているか 

【県独自項目】 

論点の趣旨 

過去に発生した３つのシビアアクシデント（スリーマイル、チェ

ルノブイリ、福島）は、何れもヒューマンエラーを含め全て想定

外事象に端を発するものであった。 

新規制基準により想定事象が大幅に拡大され、対策された部分に

ついてのリスクは小さくなっているが、今後リスクが大きいこと

が起きるとしたら、想定外事象に起因するものになると高い確度

で推定される。 

そのため、想定外事象に対する事業者の認識や、安全性向上のた

め自主的、主体的な取り組みの状況について確認する。 

中国電力の 

説明 

想定外事象に対する各項目についての整理は以下のとおり。 

今後も、島根原子力発電所の安全性向上のため、自主的かつ主体

的に対策の実施に取り組んでいく。 

＜基本的認識＞ 

「想定外事象」には、 

1) 想定する結果を超える事象 

2) 想定するシナリオ（起因事象を含む）を超える事象 

の２点の解釈があると考える。 

1)について有効性評価では、原子炉側は格納容器破損防止が達

成でき、また燃料プール側は使用済燃料の冠水維持ができるとい

った評価結果となっている。一方大規模損壊においては、それら 

の評価結果を超える事象に至ったとしても、可搬設備を使用して、

事故事象を緩和できる手順を整備していることを審査において説 

明している。 

2)の想定するシナリオには、人間側の認知が必要であり、新た

な知見が得られた段階で、適切にフィードバックしていくことが

必要と考える。至近の例では、原子力発電所を持つ電力会社が共

同で取り組んでいる「原子力発電所におけるデジタル安全保護回

路のソフトウェア共通要因故障緩和対策」などが挙げられ、原子

力エネルギー協議会（ＡＴＥＮＡ）という組織と一体となって対

応している。この取組みにおいては、安全性向上評価届出といっ

た制度面などを通じて、電力の不断の努力が必要と考える。 

＜基本的考え方＞ 

想定する結果を超える事象については、様々な事態において柔
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軟に対応するため、大規模損壊において検討を行った、 

・発電所構内において有効に機能する運転員を含む人的資源 

・設計基準事故対処設備や重大事故等対処設備等の物的資源 

・発電所内外の情報の活用 

の考え方を基に対応していくことになると考える。 

＜ハードとソフトの対応策＞ 

それぞれについて大規模損壊時の対応策の一例を挙げる。 

1) ハード面  

同時に複数の可搬型重大事故等対処設備が機能喪失しないよう

に保管場所を分散し、かつ、十分離して配備する。  

2) ソフト面 

緊急時対策要員については、要員の役割に応じて付与される力

量に加え、例えば要員の被災等が発生した場合においても、優先

順位の高い緩和措置の実施に遅れが生じることがないよう、臨機

応変な配員変更に対応できる知識及び技能習得による要員の多能

化を計画的に実施する。 

顧問の意見 

①想定外事象と言うのは簡単だけれど実際に想定外に対応するの

は難しい。ハード対策は数があれば本来の目的以外に使って上

手くいくこともある。ソフト対策はシナリオレスの訓練を数日

間とか長時間、それを何回も繰り返すことで想定外に対応でき

る力が付く。 

レジリエンス工学や、OODAループ（観察（Observe）、状況判

断（Orient）、意思決定（Decide）、行動（Act））を参照す

ると色々手法があるので、参考にしてほしい。 

（杉本顧問（コメント）） 

②想定外の動向として原子力発電所を持つ電力会社が共同で取り

組んでいるデジタル安全保護系のソフトウェア共通要因故障緩

和対策について、これは昔からアメリカやヨーロッパが問題に

していたものだが、これはどういうアプローチで何を心配して

いるのか。（吉川顧問） 

③想定外事象の話は、単なる技術的な話ではなく、知らないこと

すら知らないものの想定をどうやっていくか、原子力事業者と

してどの程度考えているのか、と言う問いかけだと思う。 

（勝田顧問（コメント）） 

④これまでの顧問会議で議論してきたように、今後リスクが高い

ことは想定外の事象が発端になる可能性が高いと思っている。

審査の場でも想定外への対処を議論したのか、規制庁に伺いた

い。（杉本顧問） 

⑤現在の知見や解析手法は決して万能ではなく、現在の知見では
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想定できない事態や、解析上予測していなかった深刻な事態が

発生する可能性はゼロではない。そうした状況が発生した場合

にどう対処するかが安全対策の根幹だと考えているが、規制側

は、その辺りをどう考えているか聞きたい。 

また、想定を超える事態が起きたときに、福島事故当時のよう

に指揮命令系統が混乱してはいけないので、１社だけに対応を

任せるのではなく、国が中心となったオール日本としての技術

支援システムを考えておく必要があるのではないか。 

（芹澤顧問） 

⑥（「顧問の意見」⑤に関連して、）ＪＣＯの臨界事故を機に組織

された原子力緊急時支援・研修センターも、福島事故の際には

住民の問い合わせ対応や現地での被災者支援活動、環境モニタ

リング等で技術支援組織としての役割を果たしてきた。 

こういった役割を災害対策基本法にある指定公共機関の役割だ

と片づけるのではなく、国としてどのような枠組みで専門機関

の能力を活かすかを考えていく必要はないか。（片桐顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・安全保護系を制御しているソフトウェアに仮に不具合があった

場合、複数の安全設備がその不具合を共通要因として使えなく

なる可能性がある。そのためソフトウェア制御の安全保護系を

採用している炉を対象に、ソフトウェアに起因する故障が発生

した場合の対策と対策の有効性を評価するよう求めている。 

・なお島根２号は基本的にアナログの安全保護系を採用している

が、核計装や放射線モニタの取り込み部等が一部デジタルにな

っているため、対策を実施することにしている。 

原子力規制庁 

の回答 

（「顧問の意見」④について） 

・福島事故の教訓を踏まえて想定外の事象にも対応できるよう

に、可搬型設備や放水砲を整備し、供用できることを確認して

いる。想定外の事象に対して何も対処できないということがな

いように、可搬型設備の分散配置や、それを原子炉建物につな

ぎ込む接続口を建物の違う方向に設置するなど、できる限りの

ことをやるという考え方で対策を求めている。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・発電所には放水砲以外にも色々な可搬型設備を用意しており、

予測していない事態が起きたとしても、これらの設備を組み合

わせれば何もできないことはないと考えている。 

 緊急時に支援する仕組みとしては、若狭湾に機器を集めている

センターがあり、その他に事業者間で協力協定を結んでいるこ
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とは認識している。シビアアクシデントの審査としては、想定

外事象への対応の仕方までは要求はしていない。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・防災基本計画（令和 3年 5月改正 中央防災会議）において、

指定公共機関のＪＡＥＡ（日本原子力研究開発機構）及びＱＳ

Ｔ（量子科学技術研究開発機構）は、平時から体制を整備し、

緊急時には国と緊密な連携を確保し、専門家の派遣、住民から

の問い合わせに対応する窓口の設置、緊急時モニタリングの実

施又は支援等を行うこととしている。 

また、国の原子力総合防災訓練等を通じ、原子力災害対策本部、

ＪＡＥＡ、ＱＳＴが連携し、上記を含めた緊急時対応能力の維

持、向上を図っている。 

 その他、原子力規制委員会設置法に基づき、緊急事態応急対策

委員にＪＡＥＡの職員を任命し、原子力緊急事態における応急

対策に関する事項を調査審議いただくこととしている。 
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項目 
<24> ＭＯＸ燃料（プルサーマル）を前提としているが、追加の

対策が必要になることはないか【県独自項目】 

論点の趣旨 

島根原子力発電所２号機におけるＭＯＸ燃料の使用は、平成 20

年 10 月 28 日に設置変更許可がされているが、ＭＯＸ燃料を装荷

する前に新規制基準が策定されている。 

新規制基準適合性申請は、既許可の内容が前提となるため、ＭＯ

Ｘ燃料を使用できることになるが、そのために追加的な対策が必

要かどうかを確認する。 

中国電力の 

説明 

解析評価は９×９燃料を代表として実施し、対策の有効性を確認

しているが、ＭＯＸ燃料を考慮した場合についても、以下の観点

において、９×９燃料の評価に包絡されることを確認しており、

追加の対策は必要ない。 

＜崩壊熱＞ 

燃料被覆管温度の評価において支配的となる事象初期の崩壊熱

は、９×９燃料の方がＭＯＸ燃料よりも大きいため、９×９燃料

の評価に包絡される。 

＜被ばく評価＞ 

９×９燃料の代表的核分裂核種であるウラン235とＭＯＸ燃料

の代表的核分裂核種であるプルトニウム239の核分裂生成物の核

分裂収率を比較した場合、９×９燃料の方が使用する運転期間が

長いことから、希ガス、よう素及びセシウムのいずれも炉内内蔵

量は多く見積もられるため、９×９燃料の評価に包絡される。 

顧問の意見 

①９×９燃料で代表させているが、ＭＯＸの評価をすれば良い話

なのではないか。（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・まだＭＯＸを使った事は無いが、ＭＯＸ燃料を装荷したとして

も１／３炉心までで、残りは９×９燃料になる。 

・崩壊熱・被ばく評価の観点でどちらが厳しいかというと、９×

９燃料の方が厳しいため、シビアアクシデント評価においては

そちらで評価している。 
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③ 技術的能力その他 

ア 長期停止影響 

項目 
<25> 原子炉が長期停止したことで、安全設備への悪影響はない

か【県独自項目】 

論点の趣旨 

島根原子力発電所２号機は平成 24 年１月 27 日以降長期間停止し

ている。重要設備の経年劣化（例えば中央制御室空調換気系ダク

トの腐食事案（平成 28 年 12 月 8 日発生報告））に対して、どの

ような維持管理がされているか確認する。 

中国電力の 

説明 

プラントが長期停止（概ね１年以上）となった場合、プラントの

状況に応じて、設備の機能を継続的に維持するため、「特別な保

全計画」を定める運用としている。 

具体的には、長期間使用しない系統・機器については、腐食等の

劣化抑制の観点から、「乾燥保管」または「満水保管」を行い、

定期的な水の入れ替えや回転機器のハンドターニング等の保管措

置を適切に実施している。 

一方、プラント停止中においても機能要求がある系統・機器（イ

ンサービス機器）については、必要により追加点検等を行ってい

る。 

また、プラント起動前には、通常の起動確認に加え、以下のよう

なプラント長期停止を踏まえた系統・機器の健全性を確認し、必

要により追加点検等を行うこととしている。 

＜プラント長期停止を踏まえた健全性確認（計画）＞ 

・「乾燥保管」または「満水保管」等の保管措置により劣化抑制

を講じていた系統・機器について、消耗品及び電気品の劣化や

動的機器の駆動部の固着が想定されることから、パッキン等の

消耗品取替や潤滑油取替を実施するとともに、系統・機器の運

転状態を確認する。 

・上記以外の系統・機器であって、故障や計器精度外れ等によっ

てプラント停止に至るリスクが顕在する機器や電気・計装品に

ついて、定期取替、消耗品取替、潤滑油取替及び計器校正等を

実施するとともに、系統・機器の運転状態を確認する。 等 

なお、中央制御室空調換気系ダクトについては、再発防止の１つ

として点検内容・点検頻度の見直しを行っており、点検計画に基

づき、適切に維持管理していく。 
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顧問の意見 

①柏崎刈羽では運転してもいないのに水密扉の劣化が始まってし

まった。審査長期化に伴ってせっかく取り付けた安全対策で既

にそういうおかしな事が起きていないか。（勝田顧問） 

②長期停止に伴う影響はどこの電力会社も頭の痛い問題と認識し

ていると思う。日本のＢＷＲは再稼働していないが、海外の場

合、ＢＷＲはアメリカに多く、運転しているものも止まってい

るものもあると思う。他国の例で参考になるような取り組みが

あるのではないか。（吉川顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・基本的には工事中の設備については、調達管理の中で管理し、

必要な措置を実施するとともに、据付け済の設備（工事中含

む）についても巡視点検により異常のないことを確認してい

る。また、一部、自主運用として使用している安全対策設備

（消防ポンプ車等）については、点検計画に基づき、定期的な

機能確認等を行っている。 

（「顧問の意見」②について） 

・御指摘のとおり、アメリカではＴＶＡ社（テネシーバレーオー

ソリティ）のブラウンズフェリー原子力発電所という長期間停

止していたＢＷＲプラントを再稼働した実績がレポートにまと

められており、知見として活用していく。また、先行する国内

のＢＷＲプラントの知見も収集していく。 
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項目 
<26> 運転経験のない所員に対し、経験不足を補う教育が行われ

ているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

島根原子力発電所は長期間停止しており、運転経験のない運転

員、運転中の発電所を知らない発電所員が増加している。こうし

た経験不足の所員に対する技術継承の取り組みを確認する。 

中国電力の 

説明 

技術継承に関しては、日頃から自社訓練施設のほか、国内の原子

力関係機関において目的に応じた実技訓練や机上教育を計画的に

実施し、一般及び専門知識・技能の習得及び習熟に努めている。 

・自社訓練施設においてポンプ、電動機、弁等様々な直営訓練を

実施し、技術力の向上に努めている。 

・訓練施設として「体感装置」を設置している。ポンプの運転

や、配管の流動について人為的に異常な状態（兆候）を作り出

し、「見る」・「聴く」・「触れる」等、人の感覚で体験（体

感）することにより、設備の異常兆候を早期に察知することを

目的とした研修を実施している。 

・自社シミュレータ施設およびＢＷＲ運転訓練センターにおい

て、運転に従事する技術者を主な対象者として、基本的な起

動・停止操作から冷却材喪失事故等、複雑な事故対応の実技訓

練を実施している。 

長期間発電所が運転していないことで、運転している状態の熱、

音、圧力等を五感で経験していなかったり、原子炉起動時の作業

を経験していない若年層が増加している。 

＜発電所員＞ 

技術系社員（総務、医療除く） 450名 

未経験            177名 (約４割） 

＜運転員＞（再掲） 

総数              107名 

未経験            41名 （約４割） 

（人数は令和３年５月31日現在） 

若年層の経験・実体験に係る課題については、本来ある設備運転

中の姿を早く体感させたいとの思いから、火力発電所や他社で運

転中の原子力発電所への運転員派遣も実施するなど、技術継承に

努めている。 

＜派遣実績＞ 

火力 2016年度 15名 

 2017年度 30名 

 2019年度 12名 

他社 2017年度 関西 高浜 ５名 

   2018年度 関西 大飯 ６名 
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   2019年度 四国 伊方 ５名 

また、モチベーションの向上に向け、若年層を審査応援に派遣し、

官庁対応等の経験をさせている。こうした経験はプラント本来の

設計の考え方等を学ぶ重要な機会になっており、プラントが長期

停止している現在の環境も有効に活用しながら人材育成に努めて

いる。 

また、経験・実体験をベースとした知識・技能をいかに次世代に

伝承していくかが課題と認識し、経験豊富で高い技術・技能を保

有する「エネルギア・マスター(※)」を中心とした後継者育成を行

うなど、技術・技能継承に取り組んでいる。 

・若年層を対象に、エネルギア・マスターによる講話を実施し、

原子力に携わる技術者としての基本的な心構えや姿勢、技術・

技能習得の必要性等について、自らの経験談や思いを直接伝

え、気付きを与えることで原子力安全意識の向上を図ってい

る。 

・入社３年目までの運転員に対し、現場の作業やパトロールの実

施状況を当直長が観察し、過去の事例や経験談等を踏まえて現

場指導を実施している。 

・運転経験の無い運転員に対し、実時間ベースでのプラント起動

訓練を行い、操作の内容や監視計器の挙動（原子炉水位、原子

炉出力等の変化）、操作の時期や頻度等を理解させている。ま

た現場において操作内容の指導を行うなど、エネルギア・マス

ターを含めた当直長クラスが技術・技能の継承を行っている。 

さらに、世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ）、原子力安全推

進協会（ＪＡＮＳＩ）へ出向させ、他プラントで実施されるピア

レビューへレビューワとして参加する経験などを通じ、国内外の

原子力に関する情報を得て、運用改善の視点を向上させるなど、

幅広い視野を持つ人材の育成にも取り組んでいる。 

（※）エネルギア・マスター 

技術分野において経験豊富で高い技術・技能を保有する社員。 

日常業務に加え、認定分野における技術・技能の向上および継

承活動を主な役割とし、自らが保有する高い技術・技能を活か

して、後進の指導を行っている。 

顧問の意見 

①機械ものについては共通して言える話だが、長いこと止まって

しまうと、技術継承もできないし、いざ動かすという時にプラ

ントの動かし方が分からなくなるといった、機械の劣化以上に

人的要因の問題が出てくる。何でもかんでも止めた方がいいの

だというのは、社会全体を見るとかえってまずい。社会的に別

の観点から、動かした時と動かさなかった時のバランスを取っ

てどう考えるかというのも大事だと思う。動かすと危ないと決
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めつけて、何が何でも動かさずに置いておくことが安全だとい

うのが常識にならないよう、中国電力としてはもう少し自分た

ちの意識や考え方を前に出して言われると良いのではないか。

（吉川顧問（コメント）） 

②設備劣化よりも、士気の低下によってやるべきことができなく

なってしまう事を恐れている。士気低下を防ぐことは大事であ

り、安全の低下に繋がらないよう、会社として若手や多くの人

を導いていただきたい。（二ノ方顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」②について） 

・発電所の停止が長くなり、所員のモチベーション維持は悩まし

い問題であったが、今は進んでいる感があり、少しずつ士気は

上がってきている。現状に油断することなく、モチベーション

や技能を維持していくよう努めたい。 

【論点<26>参考：技術力の維持・向上に向けた取り組み事例】

出典：中国電力(株)資料
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イ 安全管理 

項目 
<27> 他号機があることなどで２号機の事故対応に悪影響はない

か【県独自項目】 

論点の趣旨 

２号機と隣接する１号機（廃止措置中）や、３号機（建設中）が

２号機の事故対応に悪影響を与えることがないか確認する。 

中国電力の 

説明 

２号機運転中に重大事故等や大規模損壊が発生した場合、他号機

についても重大事故等や大規模損壊が発生すると想定し、それら

の対応を含めた同時被災時における、１号機及び３号機周辺の屋

外設備の損傷による影響、必要な要員及び資源の十分性を確認す

るとともに、１号機における高線量場の発生を前提として、２号

機重大事故等や大規模損壊への対応の成立性を確認している。 

なお、故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの発生に

ついては、他号機との同時被災は評価の対象外としている。 

同時被災時における、原子力防災組織体制、被ばく評価及び１号

機の廃止措置作業等による影響について、以下に示す。 

＜原子力防災組織体制＞ 

1) 当直体制 

・プラントの同時発災時等において複数号機での対処が必要な事

象が発生した場合、監視や運転操作対応は、号機ごとに確立し

た指揮命令系統のもと、中央制御室に常駐している１，２号機

運転員により対応する。なお、大型航空機の衝突により、中央

制御室が損壊し、１，２号機運転員が被災した際には、３号機

中央制御室に常駐する運転補助要員により対応する。 

・１，２号機中央制御室に常駐する運転員は、２号機運転中にお

いて、各直（５直２交替）、当直長１名（１，２号機との兼

任）のもと、２号機は当直副長１名と運転員５名、１号機は当

直主任１名と運転員１名を配置し、１，２号機の同時被災の場

合にも適切に対応できる当直体制を確保する。 

・運転操作手順書に従い実施される事故時のプラント対応の判断

は、１号機は当直主任が、２号機は当直副長が行う。 

・３号機中央制御室には、運転補助要員２名が常駐する。 

2) 緊急時対策本部 

・緊急時対策所に設置する緊急時対策本部は、発電所長を本部長

として、各プラントの状況や使用可能な設備、事象の進展等の

状況を戦略会議等で共有し、対応すべき優先順位の最終的な判

断を行う。 

3) 廃止措置中の１号機による影響 
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・廃止措置中の１号機は、すべての使用済燃料が使用済燃料プー

ルに保管されているため、燃料に対する必要な措置を実施する

ことになるが、十分な期間にわたり冷却された状態であり、万

一、燃料プールの冷却機能を喪失した場合においても、燃料プ

ールの水温が100℃に到達するのは約11日後と評価しているた

め、対応作業までに時間的な余裕があることから、２号機の対

応を優先する。 

・可搬型設備による１号機使用済燃料プールへ注水する操作は、

平日の勤務時間帯においては発電所内に勤務する緊急時対策要

員、夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）においては、発電

所外から参集した緊急時対策要員で２号機の対応を優先しつつ

対応する。 

4) 建設中の３号機による影響 

・３号機は、初装荷燃料装荷前のため、原子力防災組織体制に影

響はない。 

＜被ばく評価及び1号機の廃止措置作業等による影響＞ 

1) 被ばく評価 

・１号機の燃料プールの全保有水喪失による高線量場発生を想定

した場合でも、被ばく評価結果から、２号機の重大事故等への

対応作業のためのアクセスは可能であり、重大事故等時におけ

る活動が可能であることを確認している。 

・３号機は、初装荷燃料装荷前のため、燃料からの崩壊熱除去が

不要であり、影響ない。なお、３号機の燃料装荷後の被ばく評

価及び他号機への影響については、３号機の新規制基準への適

合性確認の中で説明していく。 

＜１号機の廃止措置作業及び３号機の建設工事による影響＞ 

・２号機と同じ敷地内において、１号機の廃止措置作業等を実施

しているが、資機材は容易に転倒しないように設置し、また、

資機材、廃材（鉄骨等）等が荷崩れしないよう固縛する。 

仮に、資機材、廃材等が転倒又は荷崩れした場合でも、屋外の

重大事故等対処設備を損壊させない位置及びアクセスルートに

必要な通行幅を確保できる位置に配置する。 

・竜巻に対しては、２号機と同様の管理を行い、設計飛来物の影

響を超えることのないように飛来物発生防止対策を実施する。 

・３号機の工事においても、同様の対策を実施する。 

・以上の運用管理については、社内規程に定め、確実に実施する。
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項目 
<28> 発電所において新型コロナウイルス等の感染症対策はとら

れているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

発電所の感染対策と感染者が発生した場合の対応について確認す

る。 

中国電力の 

説明 

当社の新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインについては、

国の専門家会議の提言等を参考に日本経済団体連合会や建設電気 

技術協会が作成したガイドラインを踏まえ、作成した。 

島根原子力発電所においては、このガイドラインに基づく対策に 

加えて、施設の重要性を踏まえて、感染予防対策を追加している。

具体的には、以下のような対策を講じている。 

・発電所の当直員の公共交通機関以外の通勤（全員タクシー利用）

・当直員の非対面での引き継ぎ（TV会議システム利用） 

・感染拡大地域からの入構者に対するPCR検査等

また、発電所の安全確保に必要な要員について、稼働中、停止中

にかかわらず、仮に感染者が発生した場合においても、他部署か

らの有資格者の応援等により、運営に支障が生じないよう体制を

維持していく。 

顧問の意見 

①構内で感染者が発生した場合には全作業を停止するという説明

があったが、令和３年７月時点では日本では80万人から90万人

が感染者になっているので0.7%程度、1,000人働いていれば7人

くらいは感染を1回はしていることになる。微妙な問題だが、

全作業を止めるとなると関連会社や協力会社の方は申告しにく

いのではないか。（宮本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・今は感染者の報告があれば一旦立ち止まり、全作業を止めて濃

厚接触者などを確認した上で問題無いところから再開するとい

う運用にしている。東京と違って島根県は発生自体が少ないの

で、その環境に合った形での運用となっている。 

・当社としては、報告によって不利益を絶対に起こしませんとい

う宣言をして、協力会社含めて報告する文化を徹底していただ

いている。発電所構内で発生した事例もあるが、全て報告して

いただいており、決して隠さないということができていると考

えている。 
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項目 
<29> 使用済燃料は搬出までの間安全に管理できるか 

  【県独自項目】 

論点の趣旨 

廃止措置中の１号機も含めた使用済燃料の管理状況及び今後の見

通しについて確認する。 

中国電力の 

説明 

使用済燃料は、燃料プールにて、適切に貯蔵・管理し、再処理施

設へ順次搬出していくこととしており、現在の使用済燃料貯蔵量

は、全貯蔵容量に対し、１号機は約63%（※１）、２号機は約56%

（※２）となっている。 

島根原子力発電所では、これまで、燃料プールのリラッキング等

適宜必要な使用済燃料貯蔵対策を講じてきており、現在の貯蔵状

況を踏まえると、使用済燃料を計画的に再処理施設へ搬出してい 

くことで、当面の間は、貯蔵上の問題はないものと認識している。

また、将来的には、使用済燃料の貯蔵状況等を勘案して、敷地内

外における乾式貯蔵施設等種々の貯蔵方策について検討する。 

なお、１号機使用済燃料については、原子炉本体等解体撤去期間

の開始までに再処理施設へ全量搬出する予定である。 

使用済燃料の貯蔵量は、発電所の稼働状況等に依存するため、現

時点において将来の貯蔵量の具体的な推移を見通すことは困難で

あるが、当社としては、今後とも必要な貯蔵対策を、安全確保を

大前提に確実に実施していきたいと考えている。 

（※１）使用済燃料貯蔵量(722 体)/使用済燃料全貯蔵容量（1,140

体） 

（※２）使用済燃料貯蔵量(1,956 体)/使用済燃料全貯蔵容量

（3,518 体） 

顧問の意見 

①使用済燃料の貯蔵対策については、５年くらい同じ回答をして

いると思う。具体的に進捗はあるのか。もしくは進捗していな

い理由は何か。（勝田顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・中国電力の場合、現状のところで使用済燃料の貯蔵容量には余

裕あるため、現時点においては使用済燃料貯蔵対策に関する具

体的な計画は有していない。 
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項目 
<30> 新検査制度に対応して、どのような安全性向上の取り組み

がされているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

令和２年度から始まった新検査制度について、原子力規制委員会

は、事業者自らの気づきと規制機関の気づきの双方が改善活動の

契機となり、結果として更なる安全性の向上が期待されるとして

いるが、島根原子力発電所において具体的にどのような安全性向

上の取り組みに繋がっているか確認する。 

中国電力の 

説明 

従来の検査制度は、規制機関が行う検査と事業者が行う検査が混

在していたが、新検査制度では、安全確保に係る事業者の一義的

責任を徹底するため、事業者が全ての検査を実施し、規制機関は

その実施状況、継続的改善の取組について、時期、期間を限定せ

ず包括的に監視・評価する仕組みに変更された。 

新検査制度は、安全確保に係る事業者の主体的な取り組みが行わ

れていることを前提にした制度と理解しており、規制要求への対

応にとどまることなく、島根原子力発電所の安全性の維持・向上

に向けた取り組みを実施している。 

例えば、ＣＡＰ（改善措置活動）では、これまでは不適合と思わ

れる情報を収集していたが、新検査制度運用開始以降は、ニアミ

スや前兆事象を含めた広範囲の様々な情報を収集し、ＣＡＰ（是

正措置プログラム）の中で是正を図っていくという取り組みをし

ている。当社ホームページの中でもどういう不適合が発生してい

るかを示している。 

顧問の意見 

①新検査制度が2020年から始まって、それに対してどう対応でき

ているのか（勝田顧問） 

②核物質防護の検査の状況について東京電力が話題になった。令

和２年第４四半期の検査結果においては、中国電力は大丈夫だ

ったと思うが、何か工夫していることがあれば情報共有してい

ただきたい。（勝田顧問） 

③規制庁に言われていない自主的な取り組みが知りたい。例えば

職場の風通しについて、他事業者はあえてリタイアした人を呼 

んで意見を出させてトラブルを見つける工夫をしているし、色 

々なところを見ている協力会社の意見を上下関係のある中でど 

う取り込むかに苦労している。中国電力がどういう苦労をして、

規制庁から言われていることを超えて何をやっているかを出さ 

ないといけない。（勝田顧問） 

④新検査制度がどの程度上手くいくかは重要だと思っている。他

電力も色々やっていると聞いているので意見交換をするなど制

度を活用してほしい。（勝田顧問（コメント）） 
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⑤日本は事故前も後もＩＡＥＡに保全制度の改善を勧告されてお

り、新検査制度は米国の検査制度ＲＯＰを規制庁が導入したも

のだと認識している。ＲＯＰは原発の点検保全を効率改善する

方法として事業者が生み出した方法であり、これを米国の規制

機関も認めたものだが、日本の場合はこうした事業者自らの技

術改善努力はあまりみられない。県側としては新検査制度につ

いて中国電力の独自の取り組みなど前向きの努力を引き出して

いただきたい。（吉川顧問（コメント）） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・検査官が検査に必要な情報にフリーにアクセスできるような環

境を整えている。具体的には、検査官室に当社ＰＣを設置して

おり、そのＰＣを通じてＣＡＰ情報やＱＭＳ文書にアクセスで

きるようにしている。 

・検査官から指摘された内容についても、ＣＡＰの中で是正を図

っていく取り組みをしており、検査官とはコミュニケーション

を取りながら保安活動を進めている。  

・今回の検査制度見直しの内容を十分理解し、規制への対応にと

どまることなく、リスク情報や第三者レビューの積極的活用な

どを通じて、島根原子力発電所のさらなる安全性向上に向けた

取り組みを確実に進めていく。 

（「顧問の意見」②について） 

・令和２年度第４四半期の原子力規制検査において、核物質防護

に係る指摘事項はなかった。引き続き、国に認可された核物質

防護規定および規制要求に基づき、しっかりと対応していく所

存である。 

・東京電力ＨＤで発生した事案については、関係者間で情報を共

有しており、島根原子力発電所において、ＩＤを不正利用した 

事案や、核物質防護設備の機能が複数箇所、長期間にわたって、

機能喪失している事案が発生していないことを確認している。 

本事案については、現在、東京電力ＨＤにおいて、詳細な原因 

の究明および必要な対策の実施に向けた検討が進められており、

当社においても、その状況を踏まえながら、必要に応じて適切

に対応していく考えである。また、電事連大でも、各社の核セ

キュリティ担当者同士が連携し、それぞれの核セキュリティに

関するルール・取り組みを確認することで改善を図っていくよ

う、取り組んでいる。 

（「顧問の意見」③について） 

・風通しの良い職場となるよう、意見を聞くときもいかに自然体
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で話ができるかというところ含め苦労している。ＯＢの話を聞

くとか、そういうことも含め取り組みに加えていきたい。 

・請負者とも対等の立場で話をするという意識を浸透させるよう

努力しており、発電所全体として風通しの良い環境になるよう

にこれからも努力していく。 

【論点<30>参考：安全性の維持・向上に向けた取り組み例（改善措置活動）】 

出典：中国電力(株)資料
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項目 
<31> 過去のトラブル等の教訓は、地域住民から信頼される安全

性確保の活動に反映されているか【県独自項目】 

論点の趣旨 

安全対策については、設備面での対応だけでなく、組織体制、発

電所の人員、教育及び訓練と言った人的な対応に関しても、不断

の充実・強化を図るよう中国電力に要請してきているが、それら

の具体的な活動に過去のトラブル等の教訓が反映されているか確

認する。 

中国電力の 

説明 

当社は、2010年に定められた点検時期を超過して機器を使用した

保守管理不備問題を、2015年にメーカーでの校正を行っていない

流量計を取り付けた設備で、充填固化体を製作していた低レベル

放射性廃棄物のモルタル充填に用いる流量計問題（ＬＬＷ流量計

問題）を、2020年にサイトバンカ建物の巡視業務で、委託先社員

が巡視を怠った問題（ＳＢ未巡視問題）を発生させた。 

それぞれの事案の原因は、業務管理のしくみや管理者のマネジメ

ント、コンプライアンス意識などに問題があり、策定した再発防

止を実施してきた。 

＜主な取り組み例＞ 

・部制の導入や原子力部門戦略会議等を設置し、業務管理の仕組 

みを強化 

・管理者責務（進捗管理、業務監督、内部牽制、コミュニケーシ

ョン等）の研修による、管理者によるマネジメントの改善 

・話し合い研修や地域行事への参加等を通じて、風化を防止し、

原子力安全文化を醸成 

当社は、地域社会からの信頼があってこその原子力発電所であり、

そのためには安全性向上に不断に取り組む事が、信頼の礎になる 

と考えている。 

これらの取り組みを確実にするためには、過去の反省を風化させ

ずに、安全文化を醸成していくことが重要と考え、関係会社・協

力会社とともに取り組んでいく。 

顧問の意見 

①シビアアクシデント対策だけすれば良いわけではない。過去に

は点検不備問題があり、普段の運転についても地元の人は不安

を感じると思う。点検不備問題をどう考え、どう対応している

かというのは必要だと思う。（勝田顧問） 

②東京電力は原子力事業者としての７項目の基本姿勢を保安規定

にした。中国電力として、そういうものを保安規定に入れる、

あるいは県が求めるというのは、そこまでして原子力発電所を

動かさないといけないという覚悟が見えることになるので、一
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度検討して欲しい。（勝田顧問） 

③地域からの信頼獲得に向けた取り組みがされていることは理解

した。だが、三隅火力では体調不良者が出ると、県内でなく地

元で検査を受けさせているという話も聞く。真偽はともかく、

そういう話が出るというのは、地域住民からすれば体質を疑う

感覚がある気がするので、しっかり対策をしてほしい。 

（宮本顧問） 

④説明資料には「安全文化」や「コンプライアンス」に関する記

述があるが、「技術倫理」に関する取り組み状況はどうか。 

（杉本顧問） 

⑤日本原子力学会では、技術倫理の重要性を認識し、倫理委員会

において倫理規定の策定・改訂や事例集の作成などを実施して

いる。特に、事例集を用いた社員の定期的なグループ討論は、

技術倫理を実際に身に付ける上で効果的と考えるので、参考に

してほしい。（杉本顧問（コメント）） 

⑥サイトバンカ含め放射性廃棄物処理関係は廃止措置が始まると

そういう方面でも大事になるので、気を付けて取り組んでいた

だきたい。（吉川顧問（コメント）） 

⑦（顧問の意見④への回答に対して、）優等生的な説明だが、新

潟県の委員会でも同様の議論があり、東京電力も技術倫理はき

ちんとやっていると説明をしていた。しかしセキュリティ事案

で厳しい指摘があり、やはり実質的に身につくことを実施しな

いといけないのかなと思う。東京電力の事例は、技術者として

放置してはいけない状態を長らく放置したもので、まさに技術

者倫理の欠陥であり、そういうことが万が一にもないようにし

っかり対応していただきたい。（杉本顧問） 

中国電力の 

回答 

（「顧問の意見」①について） 

・2010年の点検不備問題は、機器が未点検の状況であるにもかか

わらず点検計画表にマルをつけていたということで、関係者の

皆様に大変御心配、御迷惑をかけたと反省している。 

・再発防止対策としてＥＡＭ（統合型保全システム）を導入し、

機器の点検計画、実績を管理する対策を講じている。 

・また不適合管理が十分でなかったという問題点についても再発

防止対策として取り組んできている。 

（「顧問の意見」③について） 

・当社では、当社および協力会社の社員に対し、コロナウイルス

感染症に対する感染防止の徹底と、感染の疑いがある場合に

は、積極的に医療機関に相談し、適切に対処するようお願いし

ている。 
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・顧問からのご指摘を踏まえ、協力会社の方で誤解が無いよう

に、引き続き感染防止とともに、積極的に医療機関に相談して

いただくよう働きかけていく。 

（「顧問の意見」④について） 

・島根原子力発電所の運転員には、原子力の安全確保に対する高

い意識・技能が必要であり、道徳性、技術的にも相当に高度な

レベルが要求されている。コンプライアンス遵守はもとより、

一人ひとりが高い倫理観を持って業務を進めていくことが不可

欠と考えている。 

・運転員に期待する基本行動として、「監視」「制御」「チーム

ワーク」のあるべき姿についてマニュアルに明文化しており、

マニュアルをもとに教育を行うことにより、倫理意識の向上に

取り組んでいるところ。 

・提案いただいた原子力学会の事例集も参考とし、引き続き技術

者倫理の向上に尽力したいと考える。 

（「顧問の意見」⑦について） 

・近いところではサイトバンカ未巡視、過去には点検不備があっ

た。コンプライアンスや安全文化醸成にはずっと取り組んでき

ているが、完全な撲滅は難しく、達成した状態はそこから劣化

すると理解しており、不断の努力が必要と考えている。 

・問題を隠さないように、言い出せる職場環境を維持していきな

がら、コンプライアンス違反事例が無くなっていくよう、常に

努力していきたい。 

県の回答

（「顧問の意見」②について） 

・保安規定は原子力規制委員会の審査事項であるため、県から中

国電力に対し、保安規定に関する記載の変更等を求めることは

考えていないが、「原子力事業者としての基本姿勢を保安規定

に入れるべき」とのご意見は、中国電力に伝える。 

・また、原子力規制委員会に対し、保安規定変更認可の審査、原

子力規制検査について厳格に行うよう要請していく。 
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【論点<31>参考：原子力の安全性向上に関する様々な取り組み】

出典：中国電力(株)資料
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(3) 避難対策 



①　防災計画と避難計画

<1> 避難計画も原子力規制委員会が審査すべきではないか

<2> 避難計画の実効性はどのように確認するのか

<3> 避難計画の実効性を数値化して評価すべきではないか

<4> オフサイトセンターと災害対策本部の機能分担はどうなっているのか

<5> 原子力災害時の県職員の対応体制はどうなっているのか

<6> 原子力災害時に必要な資機材の整備状況はどうなっているのか

②　段階的避難と屋内退避

<7> 屋内退避指示の実効性をどう評価しているのか

<8>
ＵＰＺの防護措置をまず屋内退避としている理由は。放射性物質放出前の避難についてはどう考え
ているのか

<9> 原子力災害時の避難における渋滞対策はどうなっているのか

<10> 避難方法等の事前周知はされているのか、また、その効果をどう評価しているのか

③　避難行動要支援者の避難対策

<11> 避難行動要支援者が安全に避難できるようどのような対策をとっているのか

<12> 発災時、個々の避難行動要支援者の情報を適切に把握できるのか

<13> 避難に必要なバス・福祉車両の必要台数は確保されているのか

<14> 発災時、バス・福祉車両による避難者輸送が実施できる体制になっているのか

<15> バス・福祉車両の運転手等の安全確保対策はどうなっているのか

④　複合災害時の対応

<16> 地震による避難ルートの損傷等に対してどのような対策をとっているのか

<17> 原子力災害との複合災害が発生した場合の避難対策はどうなっているのか

⑤　その他

ア　原子力災害時の医療の実施体制

<18> 安定ヨウ素剤の配布状況や配布体制はどうなっているのか

<19> 安定ヨウ素剤の服用指示はいつ、どのように伝達するのか

<20> 避難退域時検査会場における検査手順はどうなっているのか

<21> 避難退域時検査の実施により、渋滞が発生するのではないか

イ　緊急時モニタリングの実施体制

<22> 緊急時における空間放射線量率のモニタリング体制はどうなっているのか

<23> 緊急時の空間放射線量率の公表方法はどうなっているのか

<24> モニタリングポストの自然災害対策や停電、通信障害等の対策はどうなっているのか

　　避難対策に関する項目一覧
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① 防災計画と避難計画 

項目 <1> 避難計画も原子力規制委員会が審査すべきではないか 

島根県の 

考え・取組 

福島第一原子力発電所事故が起こり従来の原子力防災について多

くの問題点が明らかになったことから、国は、自治体等が原子力

災害対策に係る計画を策定する際の科学的、客観的判断を支援す

るため、原子力災害時の避難等に係る専門的・技術的事項等につ

いて定めた「原子力災害対策指針」を平成 24 年 10 月 31 日に新

たに策定した。 

また、その後も新たな知見等を踏まえ、８回の全面改正を行って

きている。 

島根県でもそれを受け、地域防災計画（原子力災害対策編）や広

域避難計画を策定・改正するなど必要な対応を行ってきた。 

避難計画を原子力規制委員会が認可することを想定した場合、避

難先や避難経路等が記載された計画が策定されれば良いのか、そ

れに基づく訓練を数回行っていれば良いのかなど、具体的な審査

基準の設定が難しいと考えられる。 

また、一定の基準さえ満足すれば良いとの考えなどにより、不断

の見直しや改善を図る取り組みを阻害する可能性もある。 

このことから、国が法的に認可する枠組みは難しいと考える。 

さらに、原子力災害時の避難計画は、地域の実情を熟知している 

自治体と専門的な知見を持つ国が一体となって策定しているので、

当事者である国が避難計画を法的に認可することは、適当ではな

いと考える。 

顧問の意見 

①国は複合災害も念頭に置いて計画の策定を支援する形に現状な

っているが、国がそれを審査すべきということになったとき、

何をもって審査ができるのか疑問を感じる。 

（片桐顧問（コメント）） 

②東日本大震災の後、国は国で当事者として緊急時対応を作って

おり、国も県もそれぞれがつかさつかさの役割として計画を立

てているという意味で、県のほうだけを審査するというスキー

ムには現在ないと理解している。（関谷顧問（コメント）） 

③原子力防災自体は国、地方自治体、事業者、市民の総合防災力 

なので、国も原子力防災の当事者の一つ。大きな意味で言うと、

当事者が自らのことを審査するのは、スキームとしては難しい

のではないかと思う。ただ、県の分担に対して規制委員会とし

ての要求事項を出してきて、その点で十分かどうかということ
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を見るということは、技術的にはあり得ると思う。 

（野口顧問（コメント）） 

④原子力政策全般に対して、規制委員会が万能であるわけでもな

い。原子力のシステム、専門知識があるということと、人々を

安全に避難させる防災の知識というのは別の知識なので、何に

対しては誰の意見を聴くべきかということは整理しておいた方

がよい。（野口顧問） 

県の回答 

（「顧問の意見」①について） 

・防災の仕事では、規制委員会が示す原子力災害対策指針のよう

な技術的、専門的なこともある一方で、どうやって住民の安全

確保をしていくかについては、また別の視点もあると思ってい

るので、その両面で取組を進めていく。 
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項目 <2> 避難計画の実効性はどのように確認するのか 

島根県の 

考え・取組 

避難対策については、計画に必要な内容が盛り込まれているか、

避難が計画通りに実行できるかという観点が重要である。 

島根県では避難計画の具体化、充実化を図るため、以下のような

取組を進めてきた。 

・県内と岡山・広島両県の受入市町村の了解を得て、具体的な避

難先や避難ルートをあらかじめ地区ごとに設定 

・避難手段の確保のため、中国５県のバス、タクシー協会と協定

を締結し、運転手の被ばく線量管理をすることとしたうえで、

防護服等の資機材を整備 

・避難行動要支援者の屋内退避のため、放射線防護対策設備を島

根原子力発電所近隣の入所社会福祉施設や医療施設に整備 

こうした取組を踏まえ、県外避難や放射性物質による住民の汚染

状況の検査体制の確保を含めて、実働の訓練を行い、実効性の向

上のため様々な取組を進めてきている。 

これらの避難計画については、島根・鳥取両県を合わせた地域全

体の避難計画である「島根地域の緊急時対応」として取りまとめ

られ、国と関係自治体等で構成する島根地域原子力防災協議会に

おいて、具体的かつ合理的であることが確認され、その後、内閣 

総理大臣を議長とする原子力防災会議で了承されたところである。

顧問の意見 

①例えば広域避難で他県に移動するなど、ある地域の人が決めら

れた避難所に移動するのにどの程度の時間かかるのかというよ

うなことを時間のファクターでフォーカスする方法で、実効的

か否かを評価することは可能だと思う。しかし、災害として置

かれてる状況は一様ではないということを考えると、あまり実

効性ということで目標を定めて、これを超えたら合格というよ

うな考え方は、いかがなものかなというふうに感じる。 

（片桐顧問（コメント）） 

②実効性というと、２つの面があるというのは言葉としてはおか

しくないと思うが、計画どおり実行できるというのは、そもそ

も普通の災害の計画でも入ってくる概念ではない。ただ、原子

力の避難の場合は、できるだけ 100%の避難を目指すという意

味で、それを目標にしているというところからこういうものが

あると思うが、基本的には手順を県や市町村が準備して、それ

が正しく実行できるかどうかというところを実効性と言ってい

ると理解をしている。防災としてはできるだけのことをして、

住民を避難させて被ばくを減らすというところを、まずは力点

を置くべきなので、そこが担保されているか否かという基本を
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忘れないというのが重要だと思う。（関谷顧問（コメント）） 

③実効性をどのように確認するかという答えの半分程度は、県の

回答の中にあると思っている。必要な要素はしっかり入ってい

るか、それが実行できるかという部分で、そこは県として結構

整理できていると思う。言葉上から言うと、実効性は２つの意

味があり、一つはもともとできないことをやると決めてないか

という点の実効性という意味がある。もう一つの実効性という

のは、普通の状況であればうまくいくが、状況が変化したとき

にもうまくいくかという、適応力としての実効性と、この２つ

の実効性がある。（野口顧問（コメント）） 

④訓練が何の訓練かということを明確にしておく必要がある。住

民の避難訓練は行政が住民を避難されるための行政訓練にしか

なっていないので、訓練によって何を確認したかということを

きちんと整理する必要がある。（野口顧問） 

⑤福島第一原子力発電所事故で段階的避難は行われておらず、行

政の指示に従い避難をしたのは３割から４割程度で、それ以外

は親戚等を頼って避難をしている。また、自然災害でも要援護

者の避難が 100％行われた事例がないと思う。原子力関係の防

災では実効性という言葉がよく使われているが、こうした状況

を踏まえ、段階的避難の実効性をどのように考えているか。 

（関谷顧問） 

国・県の回答

（「顧問の意見」④について） 

・住民参加の避難訓練は、機会を共有する場という面があるとい

うことも捉えて、住民が体感できる訓練にしていくことが大事

だと思う。しっかりと整理をしてその点踏まえた企画を考えて

いきたいと思う。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・実効性については、これがあるから実効性があるというもので

はなく、実効性を高める動きが重要。国や自治体職員の対応力

の向上や住民理解を深めるなどの実効性を高める努力をしてい

く考え。 
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項目 <3> 避難計画の実効性を数値化して評価すべきではないか 

島根県の 

考え・取組 

避難計画などは、一定の基準さえ満足すれば良いという考えでな 

く、不断の見直しや改善を図る取り組みを行っていくものである。

したがって、一定の到達点を示し、それを基準とすることは適当

ではないと考える。 

また、その到達点、いわゆる基準についても人によってそれぞれ

の考え方があり、そもそも設定することが難しいと考えられる。 

顧問の意見 

①災害対応の一番重要な部分は、平時に現状を踏まえた計画をき

ちんと策定して置く事は当然であるが、加えて、災害時に混乱

の中にあっても実際に住民に避難行動を取ってもらうための実

効的な対応計画立案が出来るかどうか。そのようなことを、数

値化できるかといったら、そこはなかなか現実にはできないと

思うし、する意味自体あまりないと感じる。 

（片桐顧問（コメント）） 

②自然災害での実効性というか、避難できるかどうかというのを

数字で表すことを私は見たことはない。例えば消防が８分消防

といって、火事が起こった場合にきちんとそこに到着、部署で

きるかどうかという達成率みたいなものはあるので、そのよう

なＫＰＩというのはあるかとは思うが、基本的には防災におい

て数値化というのは難しいのではないかと思う。 

（関谷顧問（コメント）） 

③避難計画何点という点数づけをすること自体は意味がなく、あ

まりできないと思っているが、県民の方にどのように客観的な

レベルを知らせるかという手法としては、少し工夫の余地があ

るかもしれない。それから各ステークホルダーが、自分がやる

べきことがどこまでできていて何が弱いか強いかということを

知るために、ある種の工夫をすることは意味があるかもしれな

い。（野口顧問（コメント）） 
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項目 
<4> オフサイトセンターと災害対策本部の機能分担はどうなって 

いるのか 

島根県の 

考え・取組 

原子力災害時、オフサイトセンターには、原子力発電所の事故の

状況に応じて次のような国の組織及び会議体が置かれることとな

っている。 

警戒事態        原子力事故現地警戒本部 

施設敷地緊急事態    原子力事故現地対策本部 

             現地事故対策連絡会議 

全面緊急事態      原子力災害現地対策本部 

            原子力災害合同対策協議会 

原子力事故現地対策本部、現地事故対策連絡会議及び原子力災害

現地対策本部、原子力災害合同対策協議会の事務局には、８つの

機能班（総括班、広報班、運営支援班、医療班、放射線班、プラ

ントチーム、実動対処班、住民安全班）が置かれることとなって

いる。 

このうち、現地事故対策連絡会議と原子力災害合同対策協議会の

事務局には、県・市からも参集することとなっている。 

一方、県や市においても、原子力発電所の事故の状況に応じて次

のような組織が置かれることとなっている。 

  警戒事態         対策会議 等 

  施設敷地緊急事態以降   災害対策本部 

このうち、県の災害対策本部事務局には、８つのグループ（総務、

情報収集・整理、広報担当、情報通信、原子力総務、発電所・モ

ニタリング、避難調整、避難退域時検査）を設けるほか、安定ヨ

ウ素剤や原子力災害医療を担当する医療調整本部も設けられるこ

ととなっている。 

国と県・市の役割については、例えば、住民の避難に関してはそ

れぞれ次のように規定されている。 

現地事故対策連絡会議、原子力災害合同対策協議会  

事務局 住民安全班 

・住民の避難状況及び救助・救援活動に関する状況の把握・

調整及び活動調整 

・緊急輸送関係省庁の行う緊急輸送に関する措置の把握・調

整及び必要に応じ現地実動対処班に緊急輸送の依頼 

・緊急輸送に係る優先順位に関する調整 
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・緊急輸送、進入制限等に伴う交通規制の実施に関する調整 

・交通規制等の状況の把握及び調整 

・自然災害との複合災害における自然災害等による周辺地域

の被災状況（避難経路、避難先等の被災状況、避難手段の

確保の可否等を含む。）の把握 

島根県災害対策本部 事務局 避難調整グループ 

・避難先県・市町村との受入要請・連絡調整に関すること 

・避難対象市町村との連絡調整に関すること 

・避難住民輸送用バス等の調達・調整に関すること 

・自衛隊等への避難者の誘導・輸送等の要請に関すること 

・放射線防護対策施設の運用に関すること 

・避難情報の提供に関すること 

オフサイトセンターに設置される組織と、県・市の災害対策本部

の役割については、例えば、住民の避難状況（避難者数、避難先 

等）や道路の被災状況の把握等については、自然災害の場合には、

県が市町村から情報提供を受け、とりまとめた上で、報道発表等

を行っていることから、原子力災害の場合も同様に、県がとりま

とめた情報を利用することが効率的と考えられるが、現段階で、

オフサイトセンターの住民安全班も同様の業務を行うこととなっ

ており、業務が重複しているものと考えられる。 

このような具体的な事務処理については、少ない人的資源を有効

に活用するためにも、今後訓練等を通じて、役割分担を明確にし

ていく必要がある。 

顧問の意見 

①オフサイトセンターは情報を共有するところで、別に決めると

ころではないが、自然災害の対応で県、市の災害対策本部が相

当混乱の中で仕事を進めているような状況下で、人を適切に配

置しながら、必要な業務を展開していく、それはどういうふう

な仕組みが一番いいのかと言えば、オフサイトセンターに今相

当力をそがれることを見直す方向であってもよいのではないか

と感じている。（片桐顧問（コメント）） 

②最後に訓練を通じて役割分担を明確にしていくとあったが、訓

練は仕組みがきちんと機能するかどうかを確認するもの。仕組

みの議論をしないまま訓練をやっても回答は得られないと思う

ので、ぜひその部分を今後やっていただきたい。 

（片桐顧問（コメント））

③島根原発の場合は、鳥取との調整があるので、何らかの形でオ

フサイトというか、情報共有の場として必要なんだろうと思う

が、やはり原子力災害は、県が主導すべきことなので、住民の

避難に関しても、県の災害対策本部が責任をもつのが基本だと
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は思う。（関谷顧問（コメント））

④原子力防災は、原子力の専門家の知識と、地域防災の専門家の

知識と二つを合わせてやる必要があるが、それをどうやって合

わせるかということは、まだこれからの訓練によっていろいろ

検討されると思っている。今決まっていることの役割分担で、

しっかりそれぞれを固めていくということをやらなければいけ

ないが、特に県の方では、県民の安全を守るという防災のプロ

の立場で、今の仕組みに対して欠けているとか、これではでき

ないということに関しては、いかにきちんと議論をして体制に

対する改革をするかということが重要。国の方も、この原子力

防災の仕組みは、画一ではなくて、地元の状況に応じてきちん

と動くものを作るべきだという意見を持っているというふうに

認識している。（野口顧問（コメント）） 
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【論点<4>参考：原子力災害合同対策協議会機能グループ各班の役割】 

出典：原子力災害対策マニュアル 
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項目 <5> 原子力災害時の県職員の対応体制はどうなっているのか 

島根県の 

考え・取組 

国、県、市等は、それぞれの機関において、あらかじめ非常参集 

職員の名簿や参集基準等を策定し、非常時の体制を整備している。

島根県においては、平成 29 年 10 月に「島根県原子力災害業務継

続計画」を策定、事態ごとに行うべき業務や動員体制のほか、県

庁等が所在する地区に避難指示等が出された場合の対応等も定め

ている。 

体制については、出勤できない職員が 30km 圏内に勤務する職員

の２割いる想定としている。 

県庁等が所在する地区に避難指示等が出された場合の対応は以下

のとおりとなっている。 

1) 災害対策本部業務等については、住民避難完了後、出雲合

同庁舎へ移転し業務を継続 

2) 優先すべき通常業務については、避難等指示が出された時

点で、県立浜山体育館へ移転し業務を継続（屋内退避指示

が出されている間は、県庁等で屋内退避を継続） 

また、各業務に従事する職員が円滑に業務を実施できるように、

以下の取り組みを行っている。 

1) 多くの職員が従事する可能性のある避難退域時検査業務に

ついては、職員に研修を行い、避難退域時検査ができる体

制を整備 

2) 国主催の原子力災害対策要員研修等へ参加し、特に、モニ

タリング業務に従事することとなる職員の化学職について

は、専門的な知識が必要になることから、人材育成を図る

ため、計画的に研修を実施 

3) 原子力安全対策課では、防災業務に従事する職員が発電所

トラブル等の危機管理に迅速かつ適切に対応できるように

危機管理手順書を策定し、訓練を行い、いつでも対応でき

る体制を整備 

顧問の意見 

①計画を策定し、人材育成のための研修をやっているということ

自体はそのとおりで、ベースとなる最低限のことをやっている

のだと思う。人材育成というものを、座学ではなくて、自分で

考える場をできるだけ多く作ることで、初めて取組を前に進め

ていることを知らせることができると思うので、そのような取

組を今後、進めていただければと思う。 

（片桐顧問（コメント）） 

②複合災害の場合もあれば単独災害の場合もあり、様々なケース

を想定しておく必要がある。時間や曜日なども含め様々なケー
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スを想定しておいていただきたい。（関谷顧問（コメント）） 

③今やっていることで、大まかにしてはよくやっていると思う。

次につなげるためには、やっていないことを自分たちで把握し

て、次、どうするかということを整理するチャンスだと思う。

（野口顧問（コメント）） 

④放射線業務従事者は被ばく線量限度が決まっており、一般住民

の 1mSv も決まっている。総務省消防庁では基準があるが、そ

れ以外の地方公共団体や教員、医療従事者、介護職などについ

ては示されてない。防災業務関係者の線量管理について、国は

どのような考えか。（関谷顧問） 

⑤内閣府では対応要員の能力向上を一つの柱とされているが、事

象展開が予想を超えて速いとか、色々な障害が加わることを想

定したシナリオで、個々の対応能力や意思決定の仕方を体感で

きる訓練など、訓練の在り方についても検討をいただきたい。 

 （片桐顧問） 

国・県の回答

（「顧問の意見」④について） 

・線量基準について、民間の方は 1mSv の範囲内での活動をお願い

している。消防や自衛隊については、現段階では各省のマニュ

アル等で定められている。放射線防護従事者や災害対応を行う

公務員については、いろいろな議論があることから、しっかり

と議論を深めていきたい。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・訓練については、総合防災訓練以外にも机上訓練など行ってい

るので、御指摘いただいた意見等を踏まえながら、内閣府にお

いても、しっかりと企画立案をしながら対応していきたい。 
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項目 
<6> 原子力災害時に必要な資機材の整備状況はどうなっているの

  か 

島根県の 

考え・取組 

島根県では、平成 29 年 12 月に「島根県原子力防災資機材整備・

管理計画」を策定し、原子力災害時に必要となる資機材について 

1) 業務ごとの整備水準を揃える 

2) 防災業務従事者の安全確保にかかる資機材などは共通の考

え方のもと計画的に整備 

3) 整備された資機材については、緊急時に確実に資機材を配

備できる保管場所を方角別に数ヶ所確保する 

4) 機器の校正等を行う 

など適切に管理している。 

＜主な資機材の整備状況＞ 

1) 特定業務（避難退域時検査等業務） 

・NaI シンチレーション  42／ 42 台 

  ・GM 管式サーベイメータ  163／163 台 

・電子式個人線量計     160／160 本 

・ゲート型モニタ     14／41 台 

・個人防護装備セット（タイベック、防塵マスク等） 

640／960 セット 

  ・誘導棒         187／252 本 

  ・ビブス各種       940／1,410 枚 

2) 災害対策本部業務（放射線防護区画管理業務） 

・NaI シンチレーション   4／  4 台 

  ・GM 管式サーベイメータ    6／  6 台 

・電子式個人線量計     19／ 19 本 

・個人防護装備セット（タイベック、防塵マスク等） 

114／114 セット 

  ・簡易除染セット       0／  4 セット 

    ・安定ヨウ素剤      76／ 76 錠 

  ・除染シャワーテント     2／  2 張 

なお、現段階で予定数量が整備されていない資機材については、

他地域融通や業者による調達、国に対し物資調達の要請を行うこ

ととしている。 

また、発災時に業務従事者が円滑に使用できるよう、原子力防災

基礎研修や防災業務関係者研修、避難退域時検査要員向け研修な

どにより、タイベック等の防護装備の脱着や放射線測定器（サー

ベイメータ、ゲート型モニタ等）の測定方法の習得等、平素から

手順を確認することとしている。 
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顧問の意見 

①整備はある程度やっていくべきとは思うが、それにあまり深入

りし過ぎること自体は本末転倒だと思うので、今、何台未整備

というような紹介をいただいたが、そこに力を注ぐと同時に、

人がどれだけ対応できるかということもセットで考えていただ

きたい。せっかく使うものであれば、例えばどこか労力が軽減

できるとか、そういうものにつながっていく形で整備ができる

のが、一番望ましいと思う。（片桐顧問（コメント）） 

②島根県はほかの県と比べて資機材は多く保有していると理解し

ているが、資機材をある程度整備するということは、ある程度

災害対応の規模を決めることにもなるので、これで十分かどう

かを、不断に検討していただきたい。（関谷顧問（コメント）） 

③資機材調達も含め、防災の最適化の中で計画的にやっていただ

きたい。資機材が増えれば増えるほど、メンテナンスにも、使

いこなす人間の教育にも手間暇がかかる。たくさんあればいい

というわけでもなくて、リソースとやりたいことの中で資機材

をいかに有効活用するかということが必要。 

（野口顧問（コメント）） 
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② 段階的避難と屋内退避 

項目 <7> 屋内退避指示の実効性をどう評価しているのか 

島根県 

の考え・取組 

ＵＰＺの住民に対しては、全面緊急事態に至った場合、自宅等で

の屋内退避の指示が出されることになる。 

この屋内退避が本当に行われるのか、その実効性を確認するた

め、島根県では令和元年度の原子力防災訓練後にアンケート調査

（無作為抽出 1,000 人）を実施し、次のような結果を得た。 

対象：ＵＰＺ住民 

・指示に従い屋内退避する         60.4% 

・避難する                12.9% 

・わからない               24.3% 

対象：上記のうち緊急速報（エリア）メールを受けた者に限定 

・指示に従い屋内退避する         62.9% 

・避難する                11.2% 

・わからない               24.3% 

緊急速報（エリア）メールを受けた者の方が屋内退避すると答え

た割合が若干多いが、指示に従うのは概ね６割という結果となっ

た。 

一方、福島第一原子力発電所事故に伴う課題解決の検討のため、

内閣府が同様の調査を行っており、その結果は、次のとおりとな

っている。 

対象：屋内退避指示の情報を入手した住民 

・屋内退避した              59.9% 

・特別なことは何もしなかった       18.5% 

この結果においても、概ね６割の者が屋内退避の指示に従った結

果となっている。 

島根地域においては、これまで、毎年行ってきている原子力防災

訓練に合わせて、原子力災害時の避難方法、特に屋内退避につい

て、テレビや新聞等で周知を図ってきているが、福島事故におけ

る屋内退避の実施率の６割から大きく増加していないこととな

る。 

このため島根県では、原子力災害時には、４割程度の方が指示に

従わず、自主的な避難行動をとることを想定した対応を考えてい

る。 

具体的には、信号機の操作等により、避難する車両の優先的な通

行を可能とすることや、テレビ、ラジオ、ＳＮＳ、広報車や防災
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行政無線等で、屋外で行動することはかえって被ばくする可能性

が高いことをその時点で周知していくこととしている。 

・原子力災害時にとるべき行動 

 ＵＰＺにおいては全面緊急事態に至った場合、屋内退避を 

行うことになっていること 

・屋内退避をする理由 

気体状又は微粒子状の放射性物質が、大気とともに煙のよ 

うに通過しているときに屋外で行動すると、かえって被ば 

くが増すおそれがあること 

顧問の意見

①全ての項目に関して、県としての取り組みは、かなり幅広く住

民の視点に立った対応ということで計画されているという印象

を持った。どのような状況にあるのか、県としてどのような取

組みをしているのか、今後どのような展開が予想されるのか、

それらを踏まえて住民にどのような行動を取ってもらいたいの

か等をタイムリーに提供できるようにして行く仕組みが大切。

（片桐顧問） 

②情報をタイムリーに発信するには、防護対策を検討できるよう

な情報のグリップが県の災害対策本部としてできているかどう

かが大きなウエートを占めると思う。また、これしか入ってき

ていない情報の中では何ができるかということを、県の災害対

策本部の活動の中で、要員の方々が頭で描けるようなことを取

組としてやっていただきたい。（片桐顧問） 

③実際に福島原発事故の実際の状況での屋内退避は、実施率大体

４割ぐらいだろうなというふうに見積もっている。ここのとこ

ろは、あまり数字的に出すよりはどちらかというと、屋内退避

に従う人も従わない人もいて、両方を考慮する必要があり、両

方に対応していくということを示せればいいと思う。 

（関谷顧問） 

④私の専門の社会心理学の観点からすると、むしろ災害時には不

安になってもらった方が良く、人々が不安に思っている時に、

大丈夫ですとか、問題ありませんとか、安心を与えるようなメ

ッセージの方が反発されるというのが典型だと思うので、そう

いった情報発信のやり方はトレーニングをしていただきたい。

（関谷顧問（コメント）） 

⑤順次近いところから段階的に避難するという考え方に関して

は、これはやっぱりそうしないといけないだろうと思う。その

ためには、おそらく最後の方に移動する人たちが、自分たちが

待っていても大丈夫だということを確信してもらうための情報

の発信の仕方がすごく大事。（野口顧問） 
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⑥住民は放射性物質や屋内退避に慣れていないので、屋内退避や

自家用車避難に関して分かりやすいマニュアルを作っておく必

要があるのではないか。（内田顧問） 

⑦屋内退避の段階で、ＵＰＺ内住民のうち一時移転等の対象区域

以外の住民が自主的に乗用車などで移動を開始すれば、すぐに

交通渋滞が生じるのではないか。大勢の人が自主的に避難をし

ないようにする対策は何かあるか。（内田顧問） 

⑧放射性物質放出による不安等から自主判断による避難とそれに

伴う混乱が予想されるが、住民避難がＯＩＬ基準以下でも発生

し得ることへの事前検討、災害対応関係者の認識共有が重要と

考えるが、国はどのような考えか。（片桐顧問） 

国・県の回答 

（「顧問の意見」①⑤について） 

・情報発信について、住民に信用していただけるように、どのよ

うな内容をどのように伝えるか、手段や内容が非常に重要。し

っかり検討していきたい。 

（「顧問の意見」②について） 

・災害対策本部の要員について、訓練も行っているが、頭の体操

が必要ということも念頭に取り組んできたい。 

（「顧問の意見」③について） 

・数字をどのように解釈するかというところはあるが、取るべき

対策については共通する部分もあるので、それらも踏まえて対

応していきたい。 

（「顧問の意見」⑥について） 

・内閣府では屋内退避のポイントを示したパンフレットの作成や、

自治体が実施する訓練を通じた理解促進に取り組んでいるが、

ご意見も踏まえ屋内退避や避難方法等の周知について、関係自

治体と一緒に引き続き取り組んでいく。 

（「顧問の意見」⑦⑧について） 

・福島第一原子力発電所後のアンケート調査結果等から、原子力

災害時に一定程度の自主避難が発生し得ることは認識してお

り、屋内退避の理解促進のための広報活動や、緊急時の分かり

やすい情報発信のための広報訓練にも取り組んでいる。また、

自主避難の発生を考慮しても円滑な避難が行えるよう、対策と

して、混雑発生交差点における信号操作や警察職員による交通

整理等も行う計画としている。 
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【論点<7>参考①：島根県実施アンケート結果（抜粋）】 

【論点<7>参考②：内閣府調査結果（抜粋）】 
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項目 
<8> ＵＰＺの防護措置をまず屋内退避としている理由は。放射性 

物質放出前の避難についてはどう考えているのか 

島根県 

の考え・取組 

原子力規制委員会は、原子力災害対策特別措置法第６条の２第１

項に基づき定めた「原子力災害対策指針」の中で、「ＵＰＺにお

いては、段階的な避難やＯＩＬに基づく防護措置を実施するまで

は屋内退避を原則実施しなければならない。」としている。 

また、平成 26 年 5 月 28 日に開催された第９回原子力規制委員会

の資料「緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算につい

て」の中で、 

・「放射性プルームが通過する時に屋外で行動するとかえって被

ばくが増すおそれがあるので、屋内に退避することにより、

放射性プルームの通過時に受ける線量を相当程度低減するこ

とができる」 

・「ＵＰＺでは、放射性物質の放出前に、予防的に屋内退避を中

心に行うことが合理的」 

という考えを示している。 

これらは、新規制基準適合性審査で要求される基準を上回るセシ

ウム 137 が 100TBq 放出される仮想的な事故を想定した上記の試

算において、防護措置を実施しない場合、ＵＰＺ内の一部の地点

で甲状腺等価線量のＩＡＥＡ基準（50mSv/週）を上回るが、屋内

退避（２日間）をした場合、それが木造であっても、全地点でＩ

ＡＥＡ基準を下回るといった結果から示唆されるとしている。 

なお、原子力規制委員会が平成 24 年に行った別の試算では、福

島第一原子力発電所事故のような大規模放出を想定した結果を示

しているが、この場合でも、木造家屋に屋内退避（２日間）を

し、安定ヨウ素剤を服用することで、概ねＩＡＥＡ基準を下回っ

ており、プルーム通過時の被ばく低減に効果があることが示され

ている。 

こうしたことから、県は、ＵＰＺ内の住民の方には、まずは屋内

退避をしていただくことが重要だと考えている。 

一方で、ＵＰＺ内の放射性物質放出前の避難に関しては、「原子

力災害対策指針」の中で、全面緊急事態においては屋内退避を実

施するとともに、事態の規模、時間的な推移に応じて、ＰＡＺ内

と同様、避難等の予防的防護措置を講ずることも必要とした上

で、放射性物質放出後においては、緊急時モニタリング等の結果

を踏まえて、必要に応じて避難等の防護措置を実施することとさ

れている。 

放射性物質放出前の避難については、事態の規模や時間的な推移
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（放射性物質放出までに十分な時間があるかなど）の情報が必要

なため、原子力発電所の状況を把握している国の指示があった場

合に行うことを想定している。 

顧問の意見

①基本的な考え方として、屋内退避をしないと無用な被ばくを生

じるというのが原点にあるので、その部分の理解を深めていた

だく以外なく、平時のきちんとした情報発信につきる。 

（片桐顧問（コメント）） 

②屋内退避の資料では、内閣府から出ている「原子力災害発生時

の防護措置－放射線防護対策が講じられた施設への屋内退避に

ついて－」というシミュレーションを参照するのがいい。 

（関谷顧問） 

③地震の揺れで、屋内にとどまることが非常に難しい地震災害と

の複合時において、屋内退避をどう考えるかということを追加

で考えていただければと思う。（関谷顧問（コメント）） 

④例えば屋内退避してくれないというのも、外にいて、中に入っ

てくれないのをどうやって入ってもらうかという問題と、逆に

本来屋内退避してとどまってもらいたいけど、どんどん自分で

逃げて行かれる方をどうするかという問題は別。自主的によか

れと思って逃げられると交通渋滞等が発生して、本当にやりた

い原子力防災ができないということが主題となって、自宅にい

てくれと言うのであれば、そこはやはり徹底してお話しないと

いけない。慌てて運転されると、ガス欠になったり事故起こし

たりということで、本人の意図とは全く関係なく、交通渋滞を

引き起こす可能性があると。そういうリスクを考えると、ご自

身だけでなくて、やはり県内全体の防災に関わるということは

きちんと申し上げないといけない。（野口顧問） 

⑤住民は屋内退避に慣れておらず、いつまで屋内退避が続くか曖

昧では不安が大きくなるため、「1週間以内に」というように屋

内退避の期限を明確に示せないか。また、屋内退避を解除する

条件などを示さないと、不安が大きくなるのではないか。 

（内田顧問） 

国・県の回答

（「顧問の意見」②について） 

・屋内退避の効果、低減の効果については、調べて検討したいと

思う。 

（「顧問の意見」④について） 

・避難対策、防災対策については実効性、レベルを高めていくこ

とが大切だと考えているので、どのように高めていくか、しっ

かり考えたい。 
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（「顧問の意見」⑤について） 

・屋内退避の期間や、屋内退避を解除する条件については、事故

の状況や避難等の状況によるため、計画段階であらかじめ示す

ことは困難と考えている。原子力災害時には、複数の情報伝達

手段を活用し、住民に対し、事故の状況や、モニタリングの情

報、避難や屋内退避に関する情報等を伝達していく。 

【論点<8>参考：緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算について】 
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項目 <9> 原子力災害時の避難における渋滞対策はどうなっているのか 

島根県 

の考え・取組 

原子力災害時の避難方法は、原子力発電所からの距離に応じて、

次のとおりとなっている。 

1) 原子力発電所から近いＰＡＺ（5km 圏）では、原子力施設の

状況に応じて放射性物質放出前からあらかじめ避難を行い、

特に、避難に時間がかかる住民は、一般住民よりも早い段階

で避難を行う。 

2) ＵＰＺ（５～30km 圏）では、まず必要に応じて屋内退避を行

い、仮に放射性物質が放出された場合は、放出後の放射線量

の実測値に基づき、一週間程度内に一時移転等を行う。 

島根地域においては、ＰＡＺに約１万人（そのうち 1,757 人が避

難行動要支援者）、ＵＰＺに約 45 万人の住民がおり、避難時の渋

滞が懸念されることから、避難に伴う渋滞発生の可能性について

の考察を行っている。 

具体的には、 

1) ＰＡＺにおいては、一般住民と避難行動要支援者等で避難を

実施する時期が異なるが、いずれも放射性物質放出前の避難

であり、避難車両数を考慮すると、概ね円滑にＰＡＺ圏外へ

避難できるものと考える。 

2) ＵＰＺについては、島根原子力発電所からの距離に応じ段階

的な避難を行うケース、30km 圏内全域が一斉に避難を行うケ

ースの両方で避難時間推計を行っており、特に、一斉避難を

行った場合に相当程度の渋滞が発生することが見込まれる。 

＜H25 避難時間推計の概要（一斉避難）＞ 

・対象人口：PAZ 内 10,811 人、UPZ 内 459,934 人 

・車両台数：自家用車 約 188,950 台、バス約 450 台 

・推計結果：避難完了時間（30km 圏退避）21 時間 45 分 

このため、県は渋滞対策として、次の対策を実施している。 

1) 避難ルートの設定 

・交通信号機の多いエリアはできるだけ通行させないルートを設

定 

・大橋川で分断される松江市内での渋滞を回避するため、中心部

の４橋を極力通さないルートを設定 

・道路規格が高く、被害を受けにくい幹線道路を中心に避難ルー

トを設定 

・高速自動車国道等は、松江市内から外側に向かう片側路線を避

難ルートとして使用（内側に向かうルートは緊急交通路として

利用） 
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・地震等によりあらかじめ定めた避難ルートが使用できない場合

等に備え、避難方面別にあらかじめ複数の避難ルートを設定 

2) 避難退域時検査体制を整備 

ＵＰＺ（5～30km 圏）の住民避難の妨げとならないよう、迅速

に検査が実施できる体制を整備 

3) 事前広報の実施 

・平素から広報誌「アトムの広場」の配布や原子力講演会の開催

等により、避難方法や屋内退避の有効性等について事前の広報

を実施 

・ウェブサイト「島根県避難ルートマップ」により、避難先、避

難ルートなど避難に必要な情報を視覚的に提供する仕組みを構

築 

4) 原子力災害発生時の対策 

・国道９号や国道 431 号などにおける主要交差点等の信号機の県

警本部からの遠隔操作や警察職員等による避難誘導を実施 

・交通情報板やテレビ、ラジオ等の様々な媒体を活用し、道路情

報等を随時提供 

顧問の意見

①避難に関してはいろんな取組をされていて、そのケーススタデ

ィもかなり細かくやられているので、今やられている方向で、

なおかつそれが実際に事に臨んだときに生きるように、住民の

方にきちんと伝えて理解をしていただく事が重要。 

（片桐顧問（コメント）） 

②渋滞問題を解決するのに一番効果的なやり方は道路拡張だが、

財政等の問題でそう簡単にはいかないので、おそらく既存のイ

ンフラを使った避難ということの計画になっていると思う。い

つまでも道路拡張はタブーであるというわけではないので、ど

の段階でどういう政策の展開をするか、その議論はきっと必

要。（野口顧問（コメント）） 

③自家用車避難を前提にし、避難指示や避難の可能性が出たとき

に、人々の行動が簡単にコントロールされるとは思えない。渋

滞対策として、従前の交通整理という考えではなく、ある地域

の人は車を使ってはいけないなど、もっと踏み込んだ避難計画

の必要性について考えてはいないか。（太田顧問） 

国・県の回答

（「顧問の意見」③について） 

・自家用車避難とバス避難には双方メリットとデメリットがある

が、内閣府では原則自家用車を勧めている。島根地域では自家

用車避難を原則と決めているので、そのデメリットをなるべく

少なくするため、あらかじめ決まったルートでの避難の周知



268

や、円滑な避難のための対策により、実効性を高めていく。 

【論点<9>参考①：大橋川橋梁に係る避難ルート】 

【論点<9>参考②：島根半島の東西の避難ルート】 
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項目 
<10> 避難方法等の事前周知はされているのか。また、その効果を

どう評価しているのか 

島根県 

の考え・取組 

島根県では、原子力災害時の避難方法等の理解促進のため、 

1) 関係市の各戸に広報紙「アトムの広場」を配布 

2) 一般の方が参加する住民学習会や原子力施設見学会を開催 

3) 原子力防災訓練で、緊急速報メールによる避難情報（訓練情

報）を配信 

4) 原子力防災訓練で、住民がバス避難や避難所運営を体験 

といった取組を行ってきている。 

これらの取組により、原子力災害時の避難方法等についての理解

は従前よりは進んでいると考えるが、自然災害とは異なる避難方

法などに不安や疑問を持たれる住民がいるのも事実である。 

このため、当然、従前から行っている周知方法を継続して実施し

ていくが、次のような、原子力災害が発生またはその恐れがある

ときに必要な情報をそのときに簡単に取得できるような周知を重

点的に実施する必要があると考えている。 

1) 避難時に車の表示にもなる地区別パンフレットの配布 

松江市では、地区別に、避難先、一時集結所、避難経路等を

記載したパンフレットを作成（定期的に更新）、各戸へ配布

し、このパンフレットを避難時に、車のフロントガラスに掲

示し、警察職員等の誘導を受けられるようにすることで、住

民の閲覧・保存を促進 

2) 原子力防災訓練時の緊急速報（エリア）メールの配信 

避難指示が出ている地区、安定ヨウ素剤の服用指示、屋内退

避の指示等、具体的な避難情報を実際に緊急速報（エリア）

メールで配信 

3) 原子力防災訓練における避難・避難所での活動の体験 

毎年実施している原子力防災訓練では、地区を定めて実際に

県外へ避難し、避難所での活動を体験してもらうことで避難

の実効性を向上 

4) 避難ルートマップのＨＰでの公開 

インターネット上グーグルマップを利用し、地区を入力すれ

ば避難経路等が地図上で確認できるシステムを構築し、併せ

てガソリンスタンドの位置や渋滞の情報も提供 

5) Twitter 等のＳＮＳを利用した情報発信 

顧問の意見
①住民の不安の解決を導くとか、信頼をしていただける情報発信

というためには、今、県としてこういう取組をしている、それ
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は皆さんとってこういう状況を改善するためにあるのだという

ことを、やはり繰り返して流していかないと、信頼というのは

なかなかうまく生まれないと思う。その際、メディアの方々に

きちんと情報をお伝えした上で、それを正しく住民に伝えてい

ただくこともステップとしてあると思う。（片桐顧問） 

②効果的な情報発信というのは、住民の方が不安に思っているこ

と、知りたいと思っていることに対する回答をちゃんと情報発

信の中に入れておくこと。そうすると、今、県民の方が何を不

安に思って、何を知りたがっているかを行政として、いかに知

っておくかがすごく大事。（野口顧問） 

③防災対策の情報が一方通行になっているが、緊急時に市民の側

からも自らのわがままを言える双方向のコミュニケーションを

確立できると、防災対策もスムーズにいくのではないか。 

（渡部顧問） 

国・県の回答 

（「顧問の意見」①②について） 

・避難対策等に関して、住民の不安に寄り添うところ、どのよう

に力を入れてしっかりやっていくかというところについて、今

も取り組んでおり、今後もやっていきたい。 

（「顧問の意見）③について） 

・原子力防災については、自然災害と同様、住民の生命、身体、

財産を守るため最大の効果を発揮する対策という観点から仕組

みを整えている。この仕組みを守れば、一番災害から身を守る

ことができるということを理解いただく活動をしていきたい。 
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【論点<10>参考①：地区別パンフレット】 

【論点<10>参考②：訓練体験（広域避難）】 
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【論点<10>参考③：島根県避難ルートマップ】 

【論点<10>参考④：緊急速報（エリア）メール、ＳＮＳを利用した情報発信】 
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③ 避難行動要支援者の避難対策 

項目 
<11> 避難行動要支援者が安全に避難できるようどのような対策

をとっているのか 

島根県 

の考え・取組 

福島第一原子力発電所事故の際の住民避難では、あらかじめ避難

先や避難ルートが定まっていない中での避難となり、医療施設の

入院患者や社会福祉施設の入所者など、避難行動要支援者につい

ても、体調などを考慮せず、搬送に適した車両の確保もできない

まま避難をしたため、健康状態が悪化し、避難中や避難先で亡く

なる方が発生する事態となった。 

県ではこうした福島第一原子力発電所事故の教訓も踏まえ、避難 

行動要支援者については、基本的に、避難先や避難手段が確保さ

れ、安全に避難できる準備が整ってから避難する計画としている。

避難の準備が整うまでは屋内退避をすることになるが、島根原子

力発電所近隣（10km 圏内）の病院、入所社会福祉施設について

は、屋内退避中の被ばくが十分低減できるよう、建物の気密性を

高め放射性物質の流入を防ぐ放射線防護対策設備の設置を行って

いる。 

病院・有床診療所の入院患者、社会福祉施設の入所者、在宅の避

難行動要支援者、それぞれの避難先や避難方法については、以下

のとおりとしている。 

＜病院・有床診療所の入院患者＞ 

1) 避難先 

発災時、県が入院患者の病態に応じて避難先（転院先）を調

整し、調整後に避難を行う。 

避難の実施により健康リスクが高まる者は、自施設（島根原

子力発電所近隣の鹿島病院ほか２病院においては放射線防護

対策を講じた自施設内）で、安全に避難が実施できる準備が

整うまで屋内退避を実施する。 

2) 避難方法 

各施設が作成する避難計画に基づき避難を行う。必要となる

搬送手段、医療スタッフ等については県や国等が確保する。 

＜社会福祉施設の入所者＞ 

1) 避難先 

地区ごとにあらかじめ定めた広域福祉避難所へ避難を行う。

長期化が見込まれる場合は、社会福祉施設や仮設住宅等に再

避難を行う。 

避難の実施により健康リスクが高まる者は、自施設（島根原
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子力発電所近隣の入所社会福祉施設においては放射線防護対

策を講じた自施設）内で、安全に避難が実施できる準備が整

うまで屋内退避を実施する。 

2) 避難方法 

各施設が作成する避難計画に基づき避難を行う。必要となる

搬送手段については、施設保有の車両及び県が確保した車両

等を活用する。 

＜在宅の避難行動要支援者＞ 

1) 避難先 

地区ごとにあらかじめ定めた広域福祉避難所等へ避難を行う。

長期化が見込まれる場合は、社会福祉施設や仮設住宅等に再 

避難を行う。 

ＰＡＺ内に居住する在宅の避難行動要支援者のうち、避難の

実施により健康リスクが高まる者は、在宅の要支援者用の放

射線防護対策施設へ移動し、安全に避難が実施できる準備が

整うまで屋内退避を実施する。 

2) 避難方法 

家族等の同居者や、近隣住民、民生児童委員、自治会、自主

防災組織等の支援者、市職員、消防職員・団員等の支援を得

て避難を実施する。避難手段については、支援者の車両又は

県等が確保した車両を活用する。 

また、病院・有床診療所、入所社会福祉施設については、県から

各施設向けに、安全に避難等を行うためにあらかじめ対応すべき

事項をまとめたガイドライン等を策定し、各施設では、このガイ

ドライン等を参考に、実情に応じた避難計画を定めることとして

いる。 

〔参考： 病院等の避難計画策定状況 〕 

 施設数 計画策定
済 

策定割合 

病院・有床診療所 49 48 98.0% 

 PAZ（5㎞圏） 1 1 100.0% 

UPZ（5～30㎞圏） 48 47 97.9% 

入所社会福祉施設 307 284 92.5% 

 PAZ（5㎞圏） 14 14 100.0% 

UPZ（5～30㎞圏） 293 270 92.2% 

※未策定の病院・有床診療所１施設は令和３年３月策定済 
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避難時の対応などは、自然災害と共通する部分が多いほか、原子

力災害特有の事柄等については、ガイドラインで具体的に示して

いるため、原子力災害専用の避難計画が策定されていない施設で

も、避難することは可能と考える。 

しかしながら、より円滑な避難のためには、各施設で原子力災害

特有の連絡体制や事態進展に伴う対応等に係る理解を深めること

も大切と考えており、県としては、引き続き計画の策定の促進や 

訓練の実施などを含め、理解が進むよう取り組むこととしている。

顧問の意見

①避難行動要支援者の安全な避難に対し、平時にやっておかない

といけない計画の立案や、対象者の把握に関しては、かなり細

かく考えていると聞かせていただいた。ただ、巨大地震との複

合災害になった時、原子力災害対策の医療関係者の体制につい

てもかなり厳しい状況に置かれるということは頭に置いておか

ないといけないと思う。（片桐顧問） 

②県としての要支援者に対する対策の最初のスクリーニングは、

できていると思う。この問題は、県、市町村、自治会等の密接

な連携が必要になってくる問題なので、ぜひ市町村、自治会と

の緊密な連携をお願いする。（野口顧問） 

③私が心配しているのは、支援者の安全。人を逃がすことを優先

してやっている方の安全を最終的にどう担保するかっていうこ

とが意外と抜ける。特に病院の場合、逃げられない場合は、屋

内退避しかないと思っているが、そのあと大切なことが２つあ

り、１つは屋内退避を続けられるための生活支援を具体的にど

うやるか、もう１つは本当は避難しないといけないのに避難で

きないという精神的な不安を払拭するために、どういう情報提

供等を行うかということで、これらは事前に考えておく必要が

ある。（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①について） 

・介護、医療等不足した場合は国にも支援要請をして対応してい

く考え。 

（「顧問の意見」②について） 

・一番住民に近い市町村、自治会との取組は重要だと思う。これ

までも共通連携し、対策について検討してきたが、今後もしっ

かり考えていきたい。 

（「顧問の意見」③について） 

・原子力発電所近隣の病院については放射線防護機能を付加して
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おり、７日分の備蓄食料を整備するといったことを県の取組で

行っている。 

【論点<11>参考①：放射線防護設備（局所陽圧化装置起動訓練）】 



277

【論点<11>参考②：放射線防護設備（陽圧化装置）】 
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項目 
<12> 発災時、個々の避難行動要支援者の情報を適切に把握できる

のか 

島根県 

の考え・取組 

事前の情報として、避難行動要支援者のうち、在宅避難行動要支

援者の人数については、災害対策基本法に基づき作成される避難

行動要支援者名簿（以下「名簿」）により把握している。 

また、病院・有床診療所入院患者及び社会福祉施設入所者につい

ては、名簿に登載されていないため、平成 27 年度に実施した実

態調査により把握している。 

なお、これらの状況（人数）については、施設の定員等大きな変

更があった場合は再調査を行い、実態把握に努めることとしてい

る。 

また、原子力災害時の状況把握については、病院・有床診療所の

入院患者、社会福祉施設の入所者、在宅の避難行動要支援者、そ

れぞれについて、以下のとおりとなっている。 

1) 病院・有床診療所の入院患者 

各病院等が、施設ごとに作成する避難計画等に基づき、入院

患者の状況を把握し、避難が必要な入院患者数やその病態、

避難に必要な車両数等を把握し、県に報告する。県では避難

車両の確保や避難先病院の受入調整を行う。 

2) 社会福祉施設の入所者 

各施設が、施設ごとに作成する避難計画等に基づき、施設入

所者の状況を把握し、避難が必要な入所者数や避難に必要な

車両数等を把握し、地元自治体（市）に報告する。地元自治

体（市）から報告を受けた県では避難車両を確保し、地元自

治体（市）と連携して受入調整を行う。 

3) 在宅の避難行動要支援者 

各市が、家族等の同居者や、近隣住民、民生児童委員、自治

会、自主防災組織等の支援者等を通じて、在宅の要支援者の

状況を把握し、各市から県へ必要な車両台数等を報告する。

県は避難車両の確保及び各市と連携した受入調整を行う。 

顧問の意見

①今の仕組みの中で、市に集まった情報がしっかり県に集まる仕

組みができているということで、これ自体は現時点で考えられ

る整理としてはよろしいと思う。実態として福島事故の様な複

合災害においては、既に地震等で被災している事も予想される

事から、極めて厳しい状況に置かれ定めた計画通りには対応出

来ないということも、訓練という形で体感しておくということ

も必要と思う。（片桐顧問） 
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②今まで過去の災害で、すべからく情報を適切にすぐ把握して、

要援護者の避難が適切に行われた事例というのは、そう多くは

ない。きちんと計画をしていたとしても、いざというときはで

きないことが多いので、計画を立てるのは重要だが、うまくい

かない時、また、バックアップとしてそういった判断ができな

い時にどうするのかも併せて考えていただければと思う。 

（関谷顧問） 

③単独世帯が増えてきて、自分は要支援だということを言いたが

らない住民の方もたくさん出てくる。そういう方に対して、ど

れくらい具体的な状況把握できるかというのは研究課題だと思

う。また、観光客の中の要支援者の問題がおそらく残っている

なというのが、小会議で説明を聞いた段階での感想。 

（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①②③について） 

・情報共有や情報、状況の把握については、毎年訓練でも実施し

ているが、指摘された視点も踏まえながら企画検討していきた

い。 

（「顧問の意見」③について） 

・観光客については、原子力施設の状況が悪化する早い段階から

情報提供し、避難等していただくことを想定しているが、観光

客の避難行動要支援者については、その早い段階から対応して

いく必要があるので、まずは情報提供ということをしっかり行

っていく。 
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項目 
<13> 避難に必要なバス・福祉車両の必要台数は確保されている

のか 

島根県 

の考え・取組 

原子力災害時の避難等に使用する車両のうち、まず、バスについ

ては、島根県内のバス会社の保有台数が 681 台（令和２年８月時

点）となっている。 

放射性物質放出前に予防的避難を行うＰＡＺで避難等に必要なバ

スの台数を、施設敷地緊急事態で 70 台程度、全面緊急事態で 60

台程度と試算しており、ＰＡＺの避難については県内保有のバス

で必要台数を確保している。 

一方、ＵＰＺについては、あえて全域が一時移転等を実施するも

のと仮定し、必要台数の試算を行っており、この場合、住民の

10%がバスにより一時移転等を行う想定で 1,000 台以上のバスが

必要となる。 

これに対し、県は平成 29 年４月に、鳥取県とともに中国５県の

バス協会と「原子力災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関

する協定書」を締結し、避難住民等の輸送業務に協力をいただく

体制を整えたところである。 

島根県、鳥取県を除く中国地方のバス会社保有車両数が、5,350

台（令和２年８月時点）となっており、県内保有の 681 台とあ

わせ台数としては必要数を満たしている。 

次に、原子力災害時の避難等に使用する車両のうち、福祉車両に

ついては、避難にあたって福祉車両（ストレッチャー仕様、車椅

子仕様）を必要とする避難行動要支援者の数を、調査により把握

し、そこから必要台数の試算を行っている。 

＜島根原子力発電所から５㎞圏（ＰＡＺ）＞ 

避難行動要支援者数 必要台数 

車椅子車両 

必要者 

在 宅 66 人

90 台
医療施設 0 人

社福施設 24 人

計 90 人

ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両 

必要者 

在 宅 9 人

10 台
医療施設 0 人

社福施設 1 人

計 10 人
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＜島根原子力発電所から５～30 ㎞圏（ＵＰＺ）＞ 

避難行動要支援者数 必要台数 

車椅子車両 

必要者 

在 宅 2,073 人

452 台
医療施設 1,322 人

社福施設 2,930 人

計 6,325 人

ストレッチャー車両 

必要者 

在 宅 632 人

202 台
医療施設 1,514 人

社福施設 670 人

計 2,816 人

※福祉車両は１台あたり１人の要支援者を搬送することを想定 

※１台の車両が、７日間、１日あたり２往復（計 14往復）することを想定 

平成 27 年に行った調査の結果、県内の社会福祉施設が保有する

福祉車両は、車椅子仕様 1,419 台、ストレッチャー仕様 157 台

となっている。 

一般住民と同様、あえてＵＰＺ全域が一時移転等を実施するもの

と仮定すると、県内の社会福祉施設保有台数を、ストレッチャー

仕様の車両の必要数が上回ることになるが、これに対し、県は平

成 29 年７月に、鳥取県とともに中国５県のタクシー協会と「原

子力災害時等における福祉タクシーによる緊急輸送等に関する協

定書」を締結し、避難する要配慮者等の輸送業務に協力をいただ

く体制を整えたところである。 

これにより、必要台数は満たされたところだが、ストレッチャー

車両については余裕度が少ないこと、特にＰＡＺの避難でより迅

速かつ確実な対応ができるよう、福祉車両（ストレッチャー仕

様）の追加的な確保が課題と認識していた。 

このため、県は、本年６月、他の原子力発電所立地地域の事例も

踏まえ、中国電力に対して福祉車両（ストレッチャー仕様）50 台

程度の確保を要請し、合意を得たため、現在、島根・鳥取両県を

あわせて、52 台の追加配備を進めている。 

なお、不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合に

は、実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）に支援を要請

し、輸送手段を確保することとしている。 

顧問の意見
①必要な台数を確保していくステップ自体はきちんとやられてい

るということで結構かなと思う。（片桐顧問（コメント）） 
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②昨年度 11 月に内閣府から「新型コロナウイルス感染拡大を踏ま

えた感染症流行下での原子力災害時における防護措置の実施ガ

イドライン」が出ており、それに従うと、車両が足りなくなる

のではないか。（関谷顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」②について） 

・車両数については、中国５県のバス協会含め約 6,000 台を確保

している。UPZ 全域が一斉に一時移転となった場合で必要な台

数を 1,000 台として考えているが、ガイドラインに従い、座席

間隔を空け乗車人数が１／２になった場合、必要台数が約

2,000 台となるので、台数は足りている整理をしている。 

【論点<13>参考：県内タクシー事業者福祉車両（原子力防災訓練）】 
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項目 
<14> 発災時、バス・福祉車両による避難者輸送が実施できる体制

になっているのか 

島根県 

の考え・取組 

まず、原子力災害時のバスによる避難については、平成29年４月

に、鳥取県とともに中国５県のバス協会と「原子力災害時等にお

けるバスによる緊急輸送等に関する協定書」を締結し、避難住民

等の輸送業務に協力をいただく体制を整えている。 

協定では、避難住民等の輸送業務を遂行するために必要な場合

に、バス協会又はその会員に対し、業務内容や期間等を指定して

協力要請を行い、要請を受けた会員等は、県の必要とする業務を

可能な限り実施するよう努めるものとしている。 

同様に、平成29年７月に中国５県のタクシー協会と締結した「原

子力災害時等における福祉タクシーによる緊急輸送等に関する協

定書」においても、避難する要配慮者等の輸送業務を遂行するた

めに必要な場合、タクシー協会又はその会員に対し、業務内容や

期間等を指定して協力要請を行い、要請を受けた会員等は、県の 

必要とする業務を可能な限り実施するよう努めるものとしている。

県は、原子力災害時、両協会の会員に確実に協力をいただけるよ

う、緊急輸送等の業務に従事する者の安全確保や放射線防護措置

等に必要な資機材等の整備のほか、運転手等を対象とした放射線

や放射線防護に関する知識習得のための研修等を実施している。 

県としては、原子力災害時に、確実に両協会等の会員の運転手等

に来ていただけるよう、引き続き努力していく。 

なお、新たに中国電力が確保する車両については、平常時は社会

福祉施設等に配備し、当該施設が利用する方法も想定している

が、その場合も、原子力災害時には中国電力が当該車両を使用

し、要支援者の避難に対応することとしている。 

顧問の意見

①バス協会やタクシー協会などとの連携をとるということも必要

だろうし、実動機関とどう連携をして、住民安全対応の実働を

どう具体化していくかという枠組み、そのための体制づくりを

含めて、ぜひ考えていただきたい。（片桐顧問） 

②滅多に発生しない原子力災害に関する意識をどれだけ維持でき

るのかは大事。事前にどのぐらいの時間がかかって、どのくら

いの被ばく線量が予想されるのかも推定した上で、だからやっ

ていただけますかというお願いをしていく。それを理解をして

いただくための平常時からの取組も大事。（片桐顧問） 

③１つは予定通り多量のバスが確保されたとして、これだけ多量

なバスをスムーズに運行させるための運行技術、このシミュレ
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ーションや訓練は結構大変だろうと思う。逆に集まらなかった

時、もしくは線量が大きくなった時には、警察、自衛隊という

別の機関への依頼という格好になってくるが、その切り換えの

判断は実は結構難しいと思うので、これもいろんな不都合にな

る状況を洗い出しておいて、行政の紙上の訓練というか、そこ

の中で技術を磨いていかなければいけない問題と思う。 

（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①③について） 

・実動組織との連携について、まずは発電所や車両確保の状況、

対象者の状況を把握し、判断する必要があると考えている。国

と情報共有する場もあるので、そこでしっかり判断していく必

要があると考えている。 

（「顧問の意見」②について） 

・車両の運転協力については、継続した取組が重要だと考えてい

る。毎年、理解を得るための研修など取り組んでいるが、内容

を工夫しながら取組を続けていきたい。 
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項目 
<15> バス・福祉車両の運転手等の安全確保対策はどうなってい

るのか 

島根県 

の考え・取組 

県は、原子力災害時の避難住民等の輸送業務について、平成 29

年に中国５県のバス協会・タクシー協会と協定を締結している

が、その中で、要請は、運転手等の業務に従事する者の安全確保

に配慮し、また放射線防護措置等の安全対策を行った上で行うも

のと定めている。 

このため、県は、事前に、 

1) 県と協会等との間の連絡体制の整備、緊急輸送等を行う際に

従事者等と常時連絡を取るための通信手段の確保 

2) 放射線及び放射線防護に関する研修機会の提供 

3) 個人線量計、防護服等の放射線防護資機材の整備と受渡しに

係る体制の整備 

等を実施している。 

【参考】原子力災害資機材整備数等一覧 

整備資機材 必要数 整備済み数 

個人防護装備セット 1,609 セット 1,000 セット 

電子式個人線量計 737 本 140 本 

安定ヨウ素剤 1,748 錠 1,748 錠 

また、避難住民の輸送業務等の実施に伴う被ばく線量については、

両者との協定で、業務の実施による被ばく線量の予測を行い、平 

時の一般公衆の被ばく線量限度である 1mSv を下回る場合に協力

を要請することとしている。 

これは、内閣府が「原子力災害時の民間事業者との協力協定等の

締結について」（平成 29 年 7 月 24 日 内閣府(原子力防災担当)）

の中で示した考え（※）を踏まえて定めたものである。 

その上で、業務実施時には、県が配布する個人線量計や防護資機 

材（防護服、防塵マスク、手袋、靴カバー）を装着していただき、

累積線量を帳簿で記録する等の方法により、被ばく線量が 1mSv 

を超過することのないように管理することとしている。 

（※）『平成 25 年に「共通課題についての対応方針」（平成 25 年

10 月 9 日原子力防災会議連絡会議コアメンバー会議）にお

いて示されている 1mSv を基本として、自治体と民間事業者

の間で協議し、合意することが必要である。』 

顧問の意見
①事前に資機材の整備をしたり、関係者の教育を行って安全確保

できるようにしているのであれば、問題ないと思う。 
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（片桐顧問（コメント）） 

②被ばく線量の限度として 1mSv があがっているというのは、内

閣府が示しているのもそうだし、一般的にはそうだと思う。た

だ、ＯＩＬ１の時は 500μSv/h で、当然超える場合も出てくる

ので、バス事業者にこういう可能性あると理解してもらうか、

もしくはもう実動部隊にお願いすると最初から決めておくか、

どちらかではないかと私は思っている。（関谷顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」②について） 

・ＯＩＬ１の状況となる範囲は限定的と想定しており、その場

合、基本は実動部隊と考えている、しっかり整理をしていきた

い。 

【論点<15>参考①：個人防護装備セット】 

【論点<15>参考②：電子式個人線量計】 

防塵マスク

防護服

手袋  

靴カバー  
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④ 複合災害時の対応 

項目 
<16> 地震による避難ルートの損傷等に対してどのような対策を

とっているのか 

島根県 

の考え・取組 

県では、避難ルートを設定するにあたり、道路規格が高く、被害

を受けにくい幹線道路を中心に避難ルートを設定するとともに、

地震等により避難ルートが使用できない場合等に備え、避難方面

別にあらかじめ複数の避難ルート（避難地区ごとに２～６通りの

ルート）を設定している。 

具体例として、松江市の中心部を流れる大橋川の橋梁には、耐震

工事が完了していない橋梁もあることから、なるべく橋梁を通ら

ないルートを設定するとともに、橋梁を通る地区を松江市北部の

３地区に限定している。 

道路や橋梁の地震対策（ハード対策）としては、緊急輸送道路上

の橋梁の耐震化、落石等通行危険箇所等のハード整備を着実に進

めていくこととしており、具体的には、「島根の『つなぐ道プラ

ン 2020』」において、令和 11 年度を目標に緊急輸送道路の橋梁

耐震化率、落石等通行危険箇所整備率を 100％にすることを目標

としている。 

【参考】緊急輸送道路の橋梁耐震化率進捗目標（対象 221 橋） 

年度 Ｒ１ Ｒ６ Ｒ11 

整備率 67％ 85％ 100％ 

その一方で、地震等の災害発生時には、各管理道路のパトロール

を実施し、道路の被害状況等を把握し、必要に応じて、道路の被

害状況を踏まえ、道路管理者等が応急復旧・道路啓開等を実施す

ることになっている。 

原子力災害との複合災害発生時には、上記のとおり道路の被害状

況の把握をした上で、予定する避難ルートが使用できない場合

は、あらかじめ定めた代替ルートに変更する、または、新たに避

難ルートを設定するとともに、被災した道路の応急復旧や道路啓

開を行う。 

設定した代替ルートは、緊急速報（エリア）メールや県ホームペ

ージ、テレビ、ラジオ等様々な手段により周知を行う。また、島

根県避難ルートマップを活用し、リアルタイムで通行不能箇所の

表示や新たに設定した避難ルートを周知する。 

なお、自然災害等により、避難経路等を使用した車両による通常

の避難ができない場合には、必要に応じて、実動組織（警察、消
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防、海上保安庁、自衛隊）による各種支援が実施される。 

＜実動組織の支援活動（例）＞ 

・海路や空路（ヘリ）による避難支援（海保、自衛隊等） 

・通行不能となった道路への他の車両の流入防止（警察） 

・人命救助のための通行不能道路の啓開作業（自衛隊） 

顧問の意見

①このようにルートを確保している、それはあらかじめ考えてい

るということでもよいかと思うが、既に自然災害対応を進めて

いる県の災害対策本部に一連の情報が集約され、その後原子力

災害に至った場合においても、それらを基に具体的な避難方法

を策定する活動に生かされる事が重要である。また、限られた

要員で活動せねばならない事を考えるとオフサイトセンターで

の活動との関連も含め、なかなか難しいのが現実かなと、福島

第一原子力発電所事故当時のことを思い出すと感じる。 

（片桐顧問（コメント）） 

②実際にそういう状況が生まれたら、それを解消していくような

取組を実動組織にお願いするということで、考え方自体は間違

ってはいないと思うが、特に大規模な自然災害で原子力災害が

被さっている状況では、国も県も市町村もその他の実動組織も

違う対応は考えてはいけないので、一番実効的な対応、体制を

うまく組んでいくことが一番大事だと思う。 

（片桐顧問（コメント）） 

③ここではどちらかというと橋梁のことが強調されているように

思うが、島根県、特に松江市近辺の状況を考えれば、一番考え

ないといけないのは、たぶん液状化なんだろうと思う。代替ル

ートをどれぐらい確保しておくか、もしくは、いざというとき

に、道路の確認を行って、どう避難をさせるかをその場で判断

していく以外にはないと思っている。（関谷顧問） 

④道路に関しては大きい道路より小さい道路がはるかに通行がで

きなくなったりするので、そこをどうするかという問題もあ

る。それから大雨の場合、視界の関係で、とにかく逃げられな

いということもあるので、道路のハード的な損傷以外にも、環

境まで含めた状況設定が必要ではないかと思っている。 

（野口顧問） 

⑤原子力発電所で想定されている地震動はかなり広域に被害を出

す可能性もある。考え方として、特別に避難経路を確保すると

か、斜面災害を防止するような対策など、特別に何かしようと

いう仕組みはあるか。（佃顧問） 

国・県の回答
（「顧問の意見」③について） 

・ハード対策としては、道路の液状化や耐震等含め優先度を付け
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ながら対応していく。 

・ソフト対策としては、状況の確認や別の避難経路の設定、周知

を行うことで対応する。 

（「顧問の意見」④について） 

・基本的な対応を押さえた上で、様々な状況についても考えてい

くことは必要と考えている。状況設定について、どのようなと

ころから検討していくか相談させていただきながら進めたい。 

（「顧問の意見」⑤について） 

・特段行っているものは基本的にはなく、なるべく災害影響を受

けにくい頑丈な道路をなど、今あるベストな道路等を使った円

滑な避難が基本的な考え方。避難経路に設定するための道路の

強化要望等があった場合、関係省庁間で議論をして予算つける

といったことはある。 
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項目 
<17> 原子力災害との複合災害が発生した場合の避難対策はどう

なっているのか 

島根県 

の考え・取組 

原子力災害が発生しているときに、地震、津波、暴風雪等の自然

災害が発生し、自然災害による人命への直接的リスクが極めて高

い場合には、原則、自然災害に係る避難行動を優先させ、人命の

安全確保を最優先として対応することとしている。 

具体的な対応については、あらかじめ災害の種類ごとに地域防災

計画等で応急対策が定められていることから、状況に応じ、県・

市の災害対策本部で国等と緊密に連携・調整した上で、それらの

対策を組み合わせ、実施することとなる。 

例として、原子力災害に伴う避難等の指示が出ている際に、地震

や台風、大雪によりリスクが高まっている場合の対応について

は、以下のとおりとなっている。 

1) 地震と原子力災害（屋内退避指示の場合） 

原子力災害で屋内退避の指示が出ている状況で、家屋の倒壊

等により、自宅での屋内退避の継続が困難な場合には、近隣

の指定避難所等へ避難し、そこで屋内退避を行う。 

2) 台風や大雪と原子力災害（避難等指示の場合） 

原子力災害で避難や一時移転の指示が出ている状況であって

も、台風や大雪等により気象庁から警報が発表され、外出す

ることで命に危険が及ぶような場合には、無理に避難せず、

屋内退避を優先する。 

顧問の意見

①地震と原子力災害で、屋内退避が難しい場合は、指定避難所に

避難し、そこで屋内退避を行うとあるが、現実的に家にいれな

いぐらいの状況において、原子力による屋内退避をしないとい

けないという状況だったら、多分広域に自主的に避難するんだ

ろうと思う。この点に関しては、原則論は定めておくべきだと

は思うが、実効性がどれぐらいあるかということも同時に考え

ていただきたい。（関谷顧問（コメント）） 

②原子力発電所の状況と、自然災害の状況を鑑みて、どちらを優

先するか議論する、何が一番県民の方にとっての安全性が高ま

るかということを議論する仕組みを作るのが、この複合災害と

原子力防災を一緒に考えるということの、おそらく今一番でき

てないところだと思う。（野口顧問） 

③熊本地震、新潟中越地震など、余震のことを考えれば複合災害

時に屋内退避というのは困難であると思うが、内閣府防災との

協議はどのように行っているのか。（関谷顧問） 
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国・県の回答

（「顧問の意見」②について） 

・原子力災害と自然災害を一緒にどう対応していくかということ

は必要だと考えている。国では原子力災害対策本部の規模を拡

大し対応し、県の災害対策本部は 1つの災害対策本部で自然災

害の対応と原子力災害の対応を行う。その中で、一緒に住民を

守る活動について判断を行う。また、その状況については、い

ただいた意見も踏まえしっかり考えていく。 

（「顧問の意見」③について） 

・熊本地震を教訓に、内閣府においても一般防災部局と原子力防

災部局で協議をし、余震で家が壊れるような状況かどうかで屋

内退避を継続するか指定緊急避難場所へ避難をするかなど、可

能な限り両立を図りながら、自分の命を守ることを優先して対

応をするという議論をしている。このことについて、内閣府に

おいては政策統括官同士の決定文書も出ている。 
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⑤ その他 

  ア 原子力災害時の医療の実施体制 

項目 <18> 安定ヨウ素剤の配布状況や配布体制はどうなっているのか 

島根県 

の考え・取組 

早期の避難が必要なＰＡＺ（5km 圏）の住民については、安定ヨウ

素剤の事前配布を行っている。 

令和２年 12 月末現在   対象人数 9,050 人（2,726 人） 

             配布人数 5,912 人（1,656 人） 

             配布率   65.3％（60.7％） 

※（ ）内は 40 歳未満 

また、ＰＡＺ（5km 圏）外の居住者で、 

・松江市、出雲市、安来市及び雲南市のＵＰＺ（5～30km 圏）の住

民のうち、緊急時に速やかに安定ヨウ素剤を受け取れない理由の

ある者 

・ＰＡＺ（5km 圏）の事業所に勤務する者 

に対して安定ヨウ素剤の事前配布を行っており、令和２年 12 月末

現在で 1,955 人に配布済み。 

このほか、避難住民等に対する安定ヨウ素剤の緊急配布に備え、島

根県、松江市、出雲市、安来市及び雲南市では市役所、オフサイト

センター、学校等に対象人口の 3回分の数量を備蓄しており、緊急

時には、関係市が、一時集結所で配布することとしている。 

緊急配布は、ＰＡＺ（5km 圏）においては、施設敷地緊急事態とな

った時点で配布を開始し、ＵＰＺ（5～30km 圏）においては、施設

敷地緊急事態となった時点から、要員の配置等の体制を整え、配布

体制が整い次第、配布を開始することとしている。また、事前に自

施設内で安定ヨウ素剤を備蓄している病院等においては、それぞれ

が作成する避難計画において、配布の時期を明らかにしておくこと

を求めている。 

なお、子供に対しては、次の安定ヨウ素剤を事前配布・緊急配布す

ることとしている。 

新生児        ゼリー剤 16.3mg 1 包 

生後 1ヶ月～2歳   ゼリー剤 32.5mg 1 包 

3 歳～12 歳      丸剤 50mg 1 丸 

顧問の意見

①安定ヨウ素剤については事前の配布と、事に臨んで配布できる対

応環境を作っているということなので、結構だと思う。 

（片桐顧問（コメント）） 
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【論点<18>参考①：安定ヨウ素剤】 

丸剤              ゼリー剤 

【論点<18>参考②：安定ヨウ素剤事前配布会】 
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項目 <19> 安定ヨウ素剤の服用指示はいつ、どのように伝達するのか 

島根県 

の考え・取組 

安定ヨウ素剤は、服用の時期によってその効果が大きく左右され

るため、適切なタイミングで服用することが必要である。 

「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」（令和元年７月３日全

部改正 原子力規制庁）によれば、放射性ヨウ素を吸入・摂取す

る 24 時間前から、吸入・摂取した２時間後までに安定ヨウ素剤

を服用すると、放射性ヨウ素の甲状腺への集積を 90％以上抑制

することができ、８時間以内であれば約 40％の抑制効果が期待

できるとされている。しかし、16 時間以降であればその効果は

ほとんどないと報告されている。 

このため、 

1) ＰＡＺ（5km 圏）においては、全面緊急事態に至った時点で、

直ちに、国、県又は市から避難と安定ヨウ素剤の服用について

の指示が出されることから、この指示に従い服用する。 

2) ＰＡＺ（5km 圏）外においては、全面緊急事態に至った後に、

原子力施設の状況や緊急時モニタリング結果等に応じて、避難

や一時移転等と併せて安定ヨウ素剤の配布・服用について、原

子力規制委員会が必要性を判断し、国、県又は市から出される

指示に従い服用する。 

これらの服用指示は、緊急速報メールのほか、テレビ・ラジオや

ツイッターなどのＳＮＳ、避難先や避難経路が確認できる「避難

ルートマップ」におけるお知らせ機能などで、国からの指示を受

けた場合には直ちに市、県から周知を図ることとしている。 

顧問の意見

①服用は、一義的には国が判断することになっているので、あと

はその情報が住民に対してタイムリーに伝わる仕組みをきちん

と県、市町村はつくっていかないといけない。それがうまく機

能するような仕組みになっているということなので、それを確

実のものにしていただければよろしいと思う。また、色んなツ

ールが使えないことを前提に、住民が最終的にそれを実行でき

るような環境をどうしたら作れるのかということは県と市と情

報を受けた時からの時間流れを考えていただくことが大事。 

（片桐顧問） 

②安定ヨウ素剤は、福島第一原子力発電所事故でもそうだが、み

んなが飲みたがる。高齢の方も、皆殺到するし、要はどういう

人がどういう時期に飲むのが適切なのかが十分に分からないか

ら、渡さないとか、服用の指示が出せないという段階で不安が

生じるので、そこのところはきちんと酌み取って対応いただき

たい。（関谷顧問（コメント）） 
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③県民の方の不安や質問を解消できる対策を、全部県自らが対応

しようとするのは難しいのではないかと思っている。地域、地

域にそういうことを指導してくれる人を作って、不安になった

らその人に聞くというような状況を作らないと難しいのではな

いか。（野口顧問（コメント）） 

④国としては、避難指示、ヨウ素剤の服用等については、誰がど

のような具体的手段で指示、情報発信をされるのか。 

（関谷顧問） 

国・県の回答

（「顧問の意見」①について） 

・服用の指示について、安定ヨウ素剤の効果や服用の場面の周

知、また、指示が出てからの伝達についてもしっかり考えてい

きたい。 

（「顧問の意見」④について） 

・内閣総理大臣が緊急事態宣言を発出後、直ちに官邸で記者会見

を行う。ここで宣言と同時に、ＰＡＺ内住民の即時避難や安定

ヨウ素剤の服用についての指示、公示も発する。その後、官房

長官が宣言後の原子力災害対策本部の内容や、指示、公示の内

容について会見で補足説明を行うなど、様々な媒体を通じ、そ

のフェーズごとに周知をしていく仕組みになっている。 
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項目 
<20> 避難退域時検査会場における検査手順はどうなっているの

か 

島根県 

の考え・取組 

放射性物質放出後に一時移転等の指示が出された場合には避難退

域時検査を実施し、広域避難する住民等の汚染状況を確認し、必

要に応じて除染を行うこととなっている。 

島根県では、国が定めた「原子力災害時における避難退域時検査

及び簡易除染マニュアル」を踏まえ、平成 29 年３月に「島根県

避難退域時検査及び簡易除染実施計画」を策定し、検査手順等を

定めている。 

＜検査場所等＞ 

避難退域時検査は、広域避難する多くの住民等の検査が実施で

き、可能な限りバックグランド値が低い所で行うことが望ましい

ことから、島根原子力発電所から 30 ㎞の境界付近から避難所等

までの避難経路周辺の 14 か所を候補地として定めている。 

＜検査手順＞ 

1) 車両の指定箇所検査 

 住民等の検査に当たっては、自家用車やバスを利用して避難 

 する住民を全て検査するのではなく、まずその住民が乗車し 

てきた車両の検査を行う。 

 この段階の検査は、原則車両用ゲート型モニタでＯＩＬ４（※）

（β線が 40,000cpm を超える場合は除染）の基準を準用し、

指定箇所（タイヤ、ワイパー部）の検査を行う。 

 この検査で 40,000cpm を超える値が検出された場合には、次 

の車両の確認検査を行う。 

2) 車両の確認検査 

 この段階の検査は、原則ＧＭサーベイメータで 40,000cpm を 

基準として設定し、車両全面（検査員が通常、手の届く高さ 

や可能な範囲）の検査を行う。 

 この検査で 40,000cpm を超える値が検出された場合は、車両 

  の除染 7)を行うとともに、乗員の代表者に対して、指定箇所

検査 3)を行う。 

3) 乗員代表者の指定箇所検査 

この段階の検査は、原則ＧＭサーベイメータでＯＩＬ４（β

線が 40,000cpm を超える場合は除染）を基準として設定し、

指定箇所（頭部、顔面、手指及び掌、靴底）の検査を行う。 

 この検査で 6,000cpm を超える値が検出された場合には、次の 

乗員代表者の確認検査 4)を行う。 
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4) 乗員代表者の確認検査 

この段階の検査は、原則ＧＭサーベイメータで 40,000cpm を

基準として設定し、全身の検査を行う。 

 この検査で 40,000cpm を超える値が検出された場合には、除 

  染 8)を行うとともに、乗員全員の指定箇所検査 5)を行う。 

5) 乗員全員の指定箇所検査 

 検査内容及びその後の対応は、3)と同様 

6) 乗員全員の確認検査 

 検査内容及びその後の対応は、4)と同様 

7) 車両の拭き取り・流水による除染 

 車両の確認検査で基準値以上の値が検査された箇所を中心に、

ウエットティッシュ等により表面を拭き取る。 

 その後、再度車両の確認検査を行い、40,000cpm を超える値が

検出された場合は、流水による除染を行う。 

8) 乗員で確認検査の結果汚染が確認された者の拭き取りによる

除染 

 乗員の確認検査で基準値以上の値が検査された箇所を中心に、

ウエットティッシュ等により表面を拭き取る。 

 衣服に基準値を超える値が検出された場合には、脱衣を行う。

＜検査及び除染の考え方＞ 

原子力規制庁は、すべての住民を検査せず、車両の検査だけ行

うこと、車両の汚染が確認された際に、乗員の代表者のみ指定箇

所検査を行うことについて、平成 27 年８月 26 日に開催された第

25 回原子力規制委員会の資料「原子力災害対策指針の改正案に

対する意見募集の結果について」の中で、 

・「一般的に屋外に置かれた車両の方が、その所有者よりも放射

性物質がより多く付着しているものと考えられること」 

・「放射性物質の放出後の行動やその後の避難等にあたって概ね

同じような行動を取った方々であれば、そのうちの１名を代表

者とすることは合理的であると考えられること」 

などが挙げられるとしている。 

 また、車両指定箇所検査において、タイヤとワイパー部だけを

検査することについて、国が定めた「原子力災害時における避難

退域時検査及び簡易除染マニュアル」の中で、 

・「車両の外側で、放射性物質の付着しやすい部位と確認されて

いること。また、避難と検査の迅速性を重視し、タイヤとワイ

パー部を指定箇所とした」 

との考え方が示されている。 
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 拭き取り除染だけでなく、流水による除染を行うことについて

は、複数の除染方法を用いることでより確実な除染を行うことが

可能であると考えている。 

（※）ＯＩＬ４（β線：40,000cpm）の検出は「原子力災害対策

指針」において「我が国において広く用いられているβ線

の入射窓面積が 20 cm2の検出器を利用した場合の計数率」

とされている。 

「島根県避難退域時検査及び簡易除染実施計画」におい

て、車両用ゲートモニタ・ＧＭサーベイメータともに、必

要な測定を行えるよう、仕様を満たすことや、入射窓面積

が異なる検出器については、換算を個別に確認するなどの

対応を記載している。なお、導入済みの車両用ゲートモニ

タ・ＧＭサーベイメータについては、指針等における仕様

を満たすことを確認している。 

顧問の意見

①避難退域時検査の基本的な対応の考え方、流れとしてはそうか

なというふうに思う。一方で、知人宅に早めに避難して、避難

退域時検査場所を通らないケースも頭に置いておかないといけ

ないと思う。（片桐顧問） 

②福島第一原発事故の時に、スクリーニングを行っている人は大

体６割ぐらいなので、きちんと周知をすれば、皆さんやってく

れると思う。その際、車両検査、代表者検査のスキームをまず

理解をしてもらうことは非常に重要。この退域時検査は、迅速

に避難をさせるために行うもので、一人一人を細かく測定する

ための目的ではないということをきちんと説明する必要がある

だろうと思う。（関谷顧問） 

③何のために、検査をやっているかということもちゃんと事前に

伝えないといけなくて、自分の安全のためだけではなく、避難

先の不安を払拭し、ひいては島根県から逃げてきた人達が不当

な扱いを受けないために、確認することが大事だということを

しっかり伝えておかないと、検査を受けてない人たちが結構島

根県から来ているということになると、その後は大変なので、

そこはかなり徹底していただきたい。（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①②③について） 

・住民に対し、避難退域時検査の位置づけや目的、避難先に対し

ては避難退域時検査で確認をしていることをしっかり説明する

必要があると考えている。 
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項目 <21> 避難退域時検査の実施により、渋滞が発生するのではないか

島根県の 

考え・取組 

避難退域時検査の対象となるＵＰＺの一時移転等については、平

成 25 年度に実施した避難時間推計の結果等から、一斉避難など、

多数の車両が集中した場合には、相当程度の渋滞が発生すること

が見込まれている。 

県は、避難の途上で行う避難退域時検査が、渋滞をひどくする要

因とならないよう、次の体制をとることとしている。 

1) 検査会場は、島根原子力発電所から 30km の境界付近、かつ

避難経路周辺に、14 箇所設置 

2) ＵＰＺの想定車両が 24 時間程度で検査完了を目指す資機材や

人員の確保 

なお、資機材や人員の必要数を算定する際には、ＵＰＺ全域の一

時移転で対象となる車両の半数（約 95,000 台）が初日に検査を

受けることを算定のための前提条件としている。 

その上で、資機材の整備等については、平成 29 年 12 月に策定し

た「島根県原子力防災資機材整備・管理計画」により定めてい

る。 

人員の確保については、平成 29 年 10 月に策定した「島根県原子

力災害業務継続計画」により、職員の動員体制等を具体的に定

め、毎年度、研修や訓練を実施している。 

顧問の意見

①ＵＰＺ全域の一時移転という、そういう想定自体がどうかとい

うのもあるが、おそらく長期間にわたって対応をしないといけ

ないと考えられるので、本当にそういう対応体制が実働として

成立しうるか、きちんと確認をしておく必要はあると思う。 

（片桐顧問（コメント）） 

②島根県は他の県よりも機材が充実しているというふうに思うの

で、今、島根県の準備状況がどういう状況にあるか、県民に伝

えることは、意味があると思う。（関谷顧問（コメント）） 

③（１台あたり２人という）車と中の人間の関係が、時間との関

係では、原則今の考えでいいと思うが、ただそうでなかった場

合も結構あるということを前提に、どう考えるかは気をつけて

おいた方がいいと思う。（野口顧問（コメント）） 
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 イ 緊急時モニタリングの実施体制 

項目 
<22> 緊急時における空間放射線量率のモニタリング体制はどう

なっているのか 

島根県の 

考え・取組 

島根県側では、緊急時に空間放射線量率を測定するため、平常時

に空間放射線量率を測定している固定局 24 カ所に加え、可搬型

モニタリングポストを 53 カ所、簡易型モニタリングポストを 80

カ所、大気モニタを 5カ所、計 162 カ所に設置している。なお、

現在、モニタリングポストの更新を行っており、令和４年度末に

は、固定局 24 カ所、簡易型モニタリングポスト 125 カ所、大気

モニタ 13 カ所の計 162 カ所の設置となる予定である。 

設置箇所は、島根原子力発電所を中心とする概ね半径 30km 圏内

に、5km 四方に 1か所以上となるよう、かつ、原子力災害等が発

生した場合に防護措置等を行う地域に対しそれぞれ 1カ所以上と

なるよう、設置している。 

モニタリングポストによる計測の結果、より詳細な計測が必要な

場合には、モニタリング機材を積んだ車で計測、走行サーベイを

行うこととしている。 

また、放射性物質の拡散状況等によりＵＰＺ外において、屋内退

避等の防護措置が実施される場合には、国及び原子力事業者がＵ

ＰＺ外の走行サーベイ等を行うこととしている。 

測定体制については、警戒事態以降、施設敷地緊急事態より前の

時点では、島根県が、県モニタリング本部を設置し、島根県緊急

時モニタリング計画に基づき、測定を行うこととなっている。 

施設敷地緊急事態に進展した時点からは、国が緊急時モニタリン

グセンターを設置し、緊急時モニタリング計画に基づく緊急時モ

ニタリングを行うこととなっている。 

測定結果については、モニタリングポストのデータを伝送して、

一括して集約する「環境放射線情報システム」により 24 時間連

続で監視している。 

顧問の意見

①モニタリング体制としてハードウェアの設置なりデータの強化

で、環境が整ってきているのは事実かと思う。 

（片桐顧問（コメント）） 

②放射性物質の濃度の測定についても、住民は予想以上に不安に

なっているので、県が地元の方の意識になって不安をどう解消

できるかということを考えて、実施計画にそういうものを盛り

込んでいくということも必要と思う。 
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（片桐顧問（コメント）） 

③放射性物質は、平均的ではなくて一部にたまったりするので、

それは個別に移動式等でやるのかもしれないが、今の体制で、

非常によくできることと、実は把握できないこと、言えること

と言えないことという整理はしておいたほうがいいと思う。 

（野口顧問（コメント）） 

④事故後の中長期対策を決定する上で必要な放出源情報（放出さ

れた放射性物質の種類や量に関する情報）やモニタリング結果

及びそれらの将来予測を誰がどう評価するかについては、今後

の議論で、その責任関係やスキームを明確にしておくべき。

（長岡顧問（コメント）） 

【論点<22>参考①：モニタリングポスト設置状況】 

大気モニタ 

簡易型モニタリングポスト 

測定範囲 

0.1μGy/h～10mGy/h 
測定範囲 

B.G～1mGy/h（10 局） 

B.G～100mGy/h（14 局） 

測定範囲 

B.G～100mGy/h 

可搬型モニタリングポスト 

固定局 

測定範囲 

0.1μGy/h～10mGy/h 
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【論点<22>参考②：走行サーベイ】 

【論点<22>参考③：ＥＭＣ活動】 
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項目 <23> 緊急時の空間放射線量率の公表方法はどうなっているのか 

島根県の 

考え・取組 

島根原子力発電所を中心とする概ね半径 30km 圏内の 162 か所の

モニタリングポストのうち、主に島根原子力発電所周辺の 24 か

所については、島根原子力発電所に異常が発生していないか監視

するために設置しており、平常時からその測定結果を、県庁や市

役所等に設置した表示装置、県のＨＰや携帯サイトで常時公表し

ている。 

また、その測定結果については、原子力規制庁のＨＰにも公開さ

れている。 

緊急時においては、162 局全ての測定結果について、 

1) 施設敷地緊急事態に進展する可能性があると判断した場合に

は、県は自然災害による被災状況等と併せ、測定結果をＨＰ

等で速やかに公表し、報道発表する。 

2) 施設敷地緊急事態以降は、国がＨＰ等で公表し、報道発表し、

県もまたその情報の共有を受け、県のＨＰ等で公表する 

こととしている。 

なお、令和３年３月から、原子力規制庁は、緊急時用のモニタリ

ングポストの測定結果を、平常時においても試験的に公表し、７

月から本格運用することとしている。 

この運用にあたっては、緊急時用のモニタリングポストは、緊急

時に取るべき措置の判断にあたって国が定めた線量を測定するこ

とを目的としたもので、原子力発電所監視のための低線量を測定

する仕様ではないため、測定結果のばらつきが顕著であるほか、

平常時において測定値の変動要因を詳細に確認することが困難で

あることに留意する必要がある。 

顧問の意見

①避難、一時移転等の防護措置判断のためには放射線量率測定が

優先される事も理解しているが、一度、放射性物質が放出され

た後は、住民は相当不安を抱くであろうと言うことを意識し

て、県としてＥＭＣ活動を進めていく事が重要。（片桐顧問） 

②情報発信の内容面で、原子力に関して東日本大震災以降、課題

だと思っているのは、モニタリング情報の出し方で、今、政府

はＨＰで情報発信すると言っている。広報のやり方を国は明示

的には言ってないが、基本的には県と市町村に任されているよ

うな状態だと思う。線量のことをどう伝えるか、それに応じ

て、どういうふうな避難指示、どういうふうな行動をとって屋

内退避などを行って欲しいというふうに伝えるかということを

きちんとセットで伝え切れるかという方が重要だと思う。 

（関谷顧問） 
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③高齢者の人たちや技術弱者の人たちのことを考えたときに、Ｈ

Ｐにあるから見ることができますというのは、若干乱暴かなと

いう気がする。数字ではなくて、赤とか青とか黄色とか、色で

状況を示すとかいろんな工夫は必要と思う。（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①②③について） 

・伝え方については、濃度の測定という観点から、大気モニタの

整備の拡充の検討、また、公表方法の工夫については相談させ

ていただきたい。 

・数字だけではなく解釈や数値の推移状況、どのようにすれば住

民に分かりやすくく伝えることができるかということは、国と

も相談し、訓練等を通じてやっていきたい。 
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項目 
<24> モニタリングポストの自然災害対策や停電、通信障害等の

対策はどうなっているのか 

島根県の 

考え・取組 

平成 30 年北海道胆振東部地震では、停電により北海道が設置し

ている泊原子力発電所敷地外のモニタリングポストが一時的に測

定が不能となった。 

この時は、地震発生の翌日には商用電源が復旧したため測定不能

の影響は最低限に抑えられたが、停電が長期化し携帯無線通信の

基地局の電源が確保されなければ、大きな影響がでたと考えられ

る。 

このため、島根県では、モニタリングポストの災害対策を図って

いる。 

まず、耐震化については固定局 24 局については実施済みである

ほか、簡易型モニタリングポストについては、138 局のうち、83

局が実施済み、54 局が令和３年度中に実施予定、1局が令和４年

度中に実施予定であり、すべての局を耐震化する予定である。 

このほか、津波に対しては、島根半島沿岸部のモニタリングポス 

トはその設置地点の海抜により被災することが想定されるものの、

可搬型モニタリングポストの設置と隣接するポストによる測定を 

行うことで、放射線の放出状況は概ね確認できる。 

また、水害に対しては、宍道湖・中海沿岸及び松江、斐川・出雲

地域の平野部のモニタリングポストは、その設置地点の海抜によ

り浸水することが想定されるものの、可搬型モニタリングポスト

の設置と隣接するポストによる測定を行うことで、放射線の放出

状況は概ね確認できる。 

風害に対しては、電気設備に関する技術基準に基づき、甲種風圧 

荷重について、指示物は 780Pa、架渉線は 980Pa、ボックス類は、

1180Pa に耐えられるようにしている。 

停電に対しては、商用電源が停止した場合でも、付属のバッテリ

ー等で１週間以上、計測が継続できるようにしている。 

通信障害に対しては、モニタリングポストごとに、地上系と衛星

系の２系統の通信回線を確保している。 

顧問の意見

①ハードウェアがいろんな多重化をされていて、通信が途切れな

いようにしていることは大事だと思うが、ハードウェアだけで

はなくて人海戦術含めて、全体として対応ということも頭に置

いておくことが大事。（片桐顧問） 

②例えばモニタリングポストが地震で駄目になるとか、通信が遮
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断されるということは、おそらく住民自体のいろんな情報の受

発信機能もほとんど駄目になっているはず。防災というのはバ

ランスがすごく大事で、どの機能をどのレベルまで保持するか

というのは、防災に必要な仕組みのセット論の中で考えていた

だくといいと思う。（野口顧問） 

県の回答

（「顧問の意見」①②について） 

・ハード整備、通信も含めた形で、しっかり機能するよう、対応

できるように想定をしながら、今後も留意し取り組んでいく。 
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島根県原子力安全顧問設置要領 

（設 置） 

第１条 中国電力株式会社島根原子力発電所（以下「発電所」という）の安全性に関する諸課

題に対応するため、島根県原子力安全顧問（以下「顧問」という）を置く。 

（職 務） 

第２条 顧問は、知事からの求めに応じ、発電所の安全性に関わる事項について、必要な助言

を行う。 

２ 顧問は、島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会会長の求めにより同協議会に出席

し、必要な助言等を行う。 

３ 顧問は、知事からの求めに応じ、島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協

定第１１条の規定に基づく立入調査に同行する。 

（顧問の委嘱等） 

第３条  顧問は、学識経験者の中から、知事が委嘱する。 

２ 顧問の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

（顧問の委嘱の際の要件等） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、顧問となることができない。 

  一 原子力事業者等（原子力に係る製錬、加工、貯蔵、再処理若しくは廃棄の事業を行う者、

原子炉を設置する者、外国原子力船を本邦の水域に立ち入らせる者若しくは核原料物質

若しくは核燃料物質の使用を行う者又は原子炉メーカーであって、いずれも商業目的の

施設に係る者に限る。以下同じ。）又はこれらの者が法人であるときはその役員（いかな

る名称によるかを問わず、これと同等以上の職権又は支配力を有する者を含む。以下同

じ。）若しくはこれらの者の使用人その他の従業者 

  二 原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者 

  三 顧問の委嘱日（以下「委嘱日」という。）前直近３年間に、原子力事業者等又はこれら

の者が法人であるときはその役員若しくはこれらの者の使用人その他の従業者であった

者 

  四 委嘱日前直近３年間に、原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者であ

った者 

  五 同一の原子力事業者等から、個人として、委嘱日前直近１年間、委嘱日の１年前の日の

前直近１年間又は委嘱日の２年前の日の前直近１年間のうちいずれかの期間において、

５０万円以上の報酬等を受領していた者 

２ 知事は、外部有識者を顧問として委嘱するときは、次の各号に掲げる事項についての自己

申告を求める。 

  一 この項の規定により申告する日（以下「申告日」という。）前直近３年間に、原子力事

業者等又はこれらの者が法人であるときはその役員若しくはこれらの者の使用人その他

の従業者であった者に該当しないこと。 

  二 申告日前直近３年間に、原子力事業者等の団体の役員又は使用人その他の従業者であ

った者に該当しないこと。 

  三 同一の原子力事業者等から、個人として、申告日前直近１年間、申告日の１年前の日の

前直近１年間又は申告日の２年前の日の前直近１年間のうちいずれかの期間において、

５０万円以上の報酬等を受領していた者に該当しないこと。 
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  四 当該外部有識者個人の研究又はその所属する研究室等に対する原子力事業者等からの

寄附について、申告日前直近３年間（ただし、再任の場合は、申告日の属する年度の４月

１日から申告日までの間）における対象の研究名称、寄附者及びその寄附金額 

  五 申告日前直近３年間（ただし、再任の場合は、申告日の属する年度の４月１日から申告

日までの間）に、その所属する研究室等を卒業した学生が就職した原子力事業者等の名称

及び就職者数 

３ 知事は、委嘱に際して、前項第４号及び第５号の情報を公表する。 

４ 当該外部有識者は、申告日から委嘱日までの間に第１項第１号、第２号又は第５号に掲げ

る者となることが新たに生じた場合は、遅滞なく知事に対してその事項についての自己申

告を行うこととする。 

５ 知事は、委嘱後、顧問が申告日から委嘱日までの間に第１項各号に該当することとなった

ことが判明した場合は、当該顧問の委嘱を取り消す。 

（顧問の在任中の要件等） 

第５条  顧問は、その在任中に次の各号に掲げる事項が新たに生じた場合は、遅滞なく知事

に対してその事項についての自己申告を行うこととする。 

  一 顧問が前条第１項第１号又は第２号に掲げる者となること。 

  二 同一の原子力事業者等から、個人として、委嘱日以後１年間又は委嘱日の１年後の日以

後１年間に５０万円以上の報酬等を受領していた者となること。 

２ 知事は、顧問が前項第１号又は第２号に掲げる事項に該当することが判明した場合は、当

該顧問を解任する。 

３ 知事は、顧問に対して、次の各号に掲げる事項についての自己申告を、その在任中毎年４

月３０日までに行うよう求める。 

  一 その年の３月３１日以前の１年間における顧問個人の研究又はその所属する研究室等

に対する原子力事業者等からの寄附について、対象の研究名称、寄附者及びその寄附金額 

  二 その年の３月３１日以前の１年間において、顧問の所属する研究室等を卒業した学生

が就職した原子力事業者等の名称及び就職者数 

４ 知事は、前項に基づく自己申告があった場合は、その情報を公表する。 

（島根県原子力安全顧問会議） 

第６条 知事は、必要があると認めるときには、助言を求める案件に応じて顧問のうちから適

当と認める者に出席を求め、島根県原子力安全顧問会議を開くことができる。 

（庶 務） 

第７条 顧問に関する庶務は、防災部原子力安全対策課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

 この規定は、平成２０年９月１８日から施行する。 

 一部改正  平成２３年８月１日 

  一部改正  平成２４年７月１日 

 一部改正  平成２５年４月１日 
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島根県原子力安全顧問名簿 

令和３年 12 月現在 

氏  名 専 門 分 野 所 属 ・ 職 名 

岩田
い わ た

 知
とも

孝
たか

強震動地震学 京都大学防災研究所 教授 

内田
う ち だ

 滋夫
し げ お

環境放射生態学 

国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 

放射線医学研究所 放射線影響研究部 

生活圏核種移行研究グループ 客員研究員 

太田
お お た

 勝
かつ

正
まさ 放射線防護学 

放射線看護学 
東都大学沼津ヒューマンケア学部 学部長 

片桐
かたぎり

 裕
ひろ

実
み 原子力防災 

環境影響評価 

元 日本原子力研究開発機構 

原子力緊急時支援・研修センター長 

勝田
か つ た

 忠
ただ

広
ひろ 原子力工学 

原子力政策 
明治大学法学部 教授  

釜江
か ま え

 克
かつ

宏
ひろ

地震工学 京都大学複合原子力科学研究所 特任教授 

北垣
きたがき

 一
はじめ

放射線医学 島根大学医学部 教授 

草間
く さ ま

 朋子
と も こ

放射線健康管理学 東京医療保健大学 名誉教授 

杉本
すぎもと

 純
じゅん

原子炉工学 元 京都大学 教授 

関谷
せ き や

 直也
な お や

原子力防災 

災害社会科学 

社会心理学 

東京大学大学院情報学環 

総合防災情報研究センター 准教授 

芹澤
せりざわ

 昭示
あ き み

原子炉工学 京都大学 名誉教授 

佃
つくだ

 榮
えい

吉
きち

地震地質学 産業技術総合研究所 特別顧問 

長岡
ながおか

 鋭
とし

環境放射線学 元 日本原子力研究開発機構 研究嘱託 

二
に

ノ方
の か た

 壽
ひさし

原子炉工学 東京工業大学 名誉教授

野口
の ぐ ち

 和彦
かずひこ 原子力防災 

リスクマネジメント 

横浜国立大学 IAS リスク共生社会創造センター 

客員教授 

宮本
みやもと

 光
みつ

貴
たか

材料工学 島根大学総合理工学部 准教授 

吉川
よしかわ

 榮和
ひでかず

原子炉工学 京都大学 名誉教授 

渡部
わ た べ

 輝
てる

久
ひさ

海洋放射生態学 海洋生物環境研究所 フェロー 
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小会議の構成 

顧 問 専門分野 分野別 

小会議の構成 

自然災害対策
原子炉施設の

安全対策 
避難対策 

1 岩田 知孝 強震動地震学 

地震 

関係 

◎     

2 釜江 克宏 地震工学 ◎     

3 佃 榮吉 地震地質学 ◎     

4 勝田 忠広 
原子力工学 

原子力政策 

原子炉 

関係 

  ◎   

5 杉本 純 
原子炉工学 

（過酷事故対策） 
  ◎   

6 芹澤 昭示 原子炉工学   ◎   

7 二ノ方 壽 原子炉工学   ◎   

8 宮本 光貴 材料工学   ◎   

9 吉川 榮和 原子炉工学   ◎   

10 太田 勝正 
放射線防護学 

放射線看護学 
放射線

影響 

関係 

11 北垣 一 放射線医学     

12 草間 朋子 放射線健康管理学     

13 内田 滋夫 環境放射生態学 
環境 

モニタ

リング 

関係 

14 長岡 鋭 環境放射線学     

15 渡部 輝久 海洋放射生態学     

16 片桐 裕実 
原子力防災 

環境影響評価 

原子力

防災 

関係 

    ◎ 

17 関谷 直也 

原子力防災 

災害社会科学 

社会心理学 

    ◎ 

18 野口 和彦 
原子力防災 

リスクマネジメント 
  ◎ 



　島根県原子力安全顧問の変遷（島根原子力発電所２号機の新規制基準適合性申請以降）

氏名 専門分野 所属・職名 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

岩田　知孝 強震動地震学 京都大学防災研究所　教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

釜江　克宏 地震工学 京都大学複合原子力科学研究所　特任教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

佃　榮吉 地震地質学 産業技術総合研究所　特別顧問 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

勝田　忠広
原子力工学
原子力政策

明治大学法学部　教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

杉本　純
原子炉工学
（過酷事故対策）

元 京都大学　教授
〇

(平成26年8月～)
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

芹澤　昭示 原子炉工学 京都大学　名誉教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

二ノ方　壽 原子炉工学 東京工業大学　名誉教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

野田　泰稔 材料物理学 島根大学　名誉教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇
(～平成30年6月)

宮本　光貴 材料工学 島根大学総合理工学部　准教授
〇

(平成31年3月～)
○ ○ ○

吉川　榮和 原子炉工学 京都大学　名誉教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

伴　信彦
放射線影響・
放射線防護

東京医療保健大学　教授 〇 〇 〇
(～平成27年5月)

太田　勝正
放射線防護学
放射線看護学

東都大学沼津ヒューマンケア学部　学部長
〇

(平成27年7月～)
〇 〇 〇 〇 〇 〇

北垣　一 放射線医学 島根大学医学部　教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

草間　朋子 放射線健康管理学 東京医療保健大学　名誉教授 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

内田　滋夫 環境放射生態学
放射線医学研究所　放射線影響研究部
生活圏核種移行研究グループ　客員研究員

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

長岡　鋭 環境放射線学 元 日本原子力研究開発機構　研究嘱託 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

渡部　輝久 海洋放射生態学 海洋生物環境研究所　フェロー 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

片桐　裕実
原子力防災
環境影響評価

元 日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修センター長

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

齋藤　実
原子力防災
（過酷事故対応）

原子力安全基盤機構　技術参与
〇

(～平成26年2月)

関谷　直也
原子力防災
災害社会科学
社会心理学

東京大学大学院情報学環
総合防災情報研究センター　准教授

〇
(令和2年9月～)

〇

野口　和彦
原子力防災
リスクマネジメント

横浜国立大学IASリスク共生社会創造センター
客員教授

〇
(平成26年8月～)

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※過去に委嘱していた顧問は、解嘱時点の職名を記載
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